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実施状況

天草市行政経営改革大綱アクションプラン     令和３年度　実績集計

環境
指標

20．健全な財政運営と
なっていること

21．市有財産が効率
的に整理、統廃合、再
配置がされていること

22．市民ニーズに的確に対応できていること
23．市民と行政の協
働によるまちづくりが

できていること

取
組
項
目

38．財政基盤・経営力
の強化

39．ファシリティマネジ
メントの推進による適
正配置と財政支出の

削減

40．組織力・職員力の強化 41．行政サービスの質の向上
42．窓口
サービス
の充実

43．行政経営システム
の改善

計

取組項目
①財政運営
の健全化

②アウト
ソーシング
によるサー
ビスの維持
と財政支出

①行政財産
のファシリ
ティマネジメ
ントに基づく
管理運営

②普通財産
の売却・有
効活用の推
進

①組織の効
率化、活性
化

②人員管理
の適正化

③職員資質
の向上

④働き方改
革の推進

①透明性あ
る情報提供
による市民
との情報共
有

②業務改善
の推進

③電子自治
体の推進

①便利で、
わかりやす
く、迅速な
サービスの
提供

①行政シス
テムのトー
タルシステ
ム化

②行政運営
への市民参
画の推進

完了 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

継続（完了） 8 2 2 1 1 2 1 1 2 17 1 10 2 1 51

継続（未達） 1 2 1 1 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 8

中止 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 9 5 3 2 1 2 1 1 2 20 1 10 2 1 60

完了　      ・・・・・・令和3年度の取組みにより令和4年度までの計画が完了したもの。
継続（完了）・・・・・令和3年度の計画が完了し、継続して実施するもの。
継続（未達）・・・・・令和3年度の計画に対し未達成であったもので、継続して実施するもの。
中止　　　　・・・・・・令和3年度で取組みを中止したもの。
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天草市行政経営改革大綱アクションプラン
【令和３年度実績】

政策 施策 No. アクションプラン名 プランの概要 所管支部
所管課
所管係

取組み状況

３８．財政基盤の強化

① 財政運営の健全化

1 財政運営の健全化

総合計画の進捗管理、評価及び実施計画の見直しと連携した財政健全化計画の毎
年度見直し
・事業の重点化、統廃合に向けた財源の枠配分の実施。市債発行額の
抑制
・総合計画と財政健全化計画とのリンク。各部局内での計画の評価、見直し
及び予算編成に至る事務量の軽減
。将来の負担軽減を継続的に実施することで制
度改正等への柔軟な対応。

総合政策部
財政課
財政係

継続（完了）

2 自主財源の確保
・使用料、手数料、負担金等の見直し

・広告収入の確保

・ふるさと応援寄附金制度の推進


総合政策部
財政課
財政係

継続（完了）

3 市税等収納率の向上
徴収率の向上対策及び徴収体制の充実を図り、市税及び国民健康保険税の徴収率
を向上させる。口座振替の促進を行うことにより、納期内納付による安定した財
源の確保が図られる。

市民生活部
納税課
納税管理係

継続（完了）

4
観光施設を運営する第三
セクターの業績評価の実
施による事業の見直し

国の「第三セクター等の抜本的改革等に関する指針」等に沿って㈱うしぶか、㈲
愛夢里及び㈱プラスファイブの業績評価を実施し、評価結果を基に事業を見直
す。
第三セクターの経営状況を把握し業績評価を行い、その結果に応じた対応を
とることで、市の財政に与える影響を未然に防ぐことができる。

観光文化部
観光振興課
観光施設係

継続（未達）

5
市有建築物の省エネル
ギー化

新築する市有建築物について省エネ化を誘導し、光熱費などランニングコストの
低減を図る。その指標として、建築物省エネ法に基づく省エネ性能基準を活用
し、基準値の８０％となるよう、助言及び誘導を行う。市広報等において、認定
取得建築物の省エネ性能を周知し、市民に対し、建築物に係る省エネ性に係る意
識啓蒙を図る。


建設部
建築課
建築指導係

継続（完了）

6 病院事業の経営健全化

「第3期天草市立病院改革プラン（改訂版）」「第4期天草市立病院改革プラン」
に沿った計画的な経営に努め、経営健全化を図る。
民間医療機関による提供が困
難な、救急医療や不採算医療、訪問リハビリテーションなどに積極的に取り組む
ことにより、市民がいつでも安心して適切な医療が受けられる医療体制を確保す
る。

病院事業部
経営管理課
経営管理係

継続（完了）

7
水道事業における経営健
全化の推進

経営健全化のための長期経営計画（経営戦略）に沿った経営を推進する。
単年度
収支において経常利益の計上を維持・継続することで、資金確保等経営基盤の強
化を図る。
さらに、地方公営企業に課せられた独立採算の原則を目指し、基準外
一般会計補助金の削減に取り組むことで、企業としての独立性の強化を図る。

水道局
経営管理課
水道庶務係

継続（完了）

8
下水道事業における経営
健全化の推進

経営健全化のための長期経営計画（経営戦略）に沿った経営を推進する。
単年度
収支において経常利益の計上を維持・継続することで、資金確保等経営基盤の強
化を図る。
さらに、地方公営企業に課せられた独立採算の原則を目指し、基準外
一般会計補助金の削減に取り組むことで、企業としての独立性の強化を図る。

水道局
経営管理課
下水道庶務係

継続（完了）

9 ストックマネジメント

下水道施設が耐用年数を経過しているため、施設の更新事業を計画的に実施し、
施設の長寿命化を図る。
本渡浄化センター及び今釜新町ﾎﾟﾝﾌﾟ場については、ス
トックマネジメント計画に基づき各施設の点検・調査を実施し更新時期の判断基
準を定め計画的な更新事業の平準化が図られる。

水道局
下水道課
施設整備係

継続（完了）
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天草市行政経営改革大綱アクションプラン
【令和３年度実績】

政策 施策 No. アクションプラン名 プランの概要 所管支部
所管課
所管係

取組み状況

② アウトソーシングによるサービスの維持と財政支出の削減

1
社会体育施設運営管理業
務に指定管理者制度を導
入

本市の社会体育施設のうち牛深総合体育館、本渡運動公園及び広瀬公園の管理に
ついて、指定管理制度を導入することにより市民の利便性向上を図るとともに、
施設の管理に携わっていた職員の業務の軽減に繋がり新たな業務に取り組むこと
が期待できる。

地域振興部
スポーツ振興課
施設管理係

継続（完了）

2
案内・受付業務等アウト
ソーシングの推進

案内・受付業務（公共サービス改革法に定める窓口6業務）等に関して課題等の
整理を行いながらアウトソーシングを推進する。
(対象業務）案内業務、各種証
明書交付申請書の受付、証明書の交付及び手数料の徴収、パスポートの申請受付
及び交付、端末操作


市民生活部
市民課
総合窓口係

完了

3
会計管理者の権限に属す
る会計事務のアウトソー
シング

支出伝票審査等（17事務）業務に関して課題等の整理を行いながらアウトソーシ
ングを推進する。まずは、会計年度任用職員の活用を図り、民間委託に関しては
費用対効果等を検討のうえ実施する。


会計管理者
会計課
会計係

継続（未達）

4
学校主事業務に非常勤職
員を活用

　学校主事業務において、正職員配置から非常勤職員の配置に転換することによ
り、人件費の削減をめざす。

教育部
学校教育課
教務2係

継続（未達）

5 給食調理業務の民間委託
学校給食基本計画に基づき、給食調理業務等の民間委託を実施する。
人件費及び
調理員服務管理等の事務を削減することができる。
衛生管理等職員研修が効率的
に実施され、安全・安心な給食の提供を維持することができる。

教育部
学校給食課
管理係

継続（完了）

３９．ファシリティマネジメントの推進による適正配置と財政支出の削減

① 行政財産のファシリティマネジメントに基づく管理運営

1
行政財産のファシリティ
マネジメントに基づく管
理運営

施設の利用状況、同時期に整備した施設等の維持管理コストや将来の更新時期を
考慮し、広域的な観点から計画的な市有財産の整理を行う。
公共施設等の全体を
把握し、長期的・広域的な視点を持って、更新・統廃合・長寿命化などを計画的
に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な
配置を実現することができる。

総務部
財産経営課
財産経営係

継続（未達）

2
支所庁舎の有効利活用の
推進

支所庁舎の長寿命化と市民の利便性の向上を図るため余剰スペースを有効に活用
する。


牛深支所
総務振興課
総務係

継続（完了）

3
水道施設の更新計画及び
連絡管整備計画の策定

水道施設の更新や耐震化を図り、将来にわたって安定した水の供給を持続するた
め、アセットマネジメント（資産管理）手法を導入し、持続可能な水道事業を実
現することを目的に、中長期的な視点に立って、効率的かつ効果的に水道施設を
管理運営する。また水道区域内の連結管整備実施計画を策定する。

水道局
水道課
施設管理２係

継続（完了）

② 普通財産の売却・有効活用の推進

1
アーカイブズ書庫の管理
見直し

アーカイブズ館外書庫について、行政文書の評価選別が進むことにより、統廃合
による書庫の見直しを行う。
館外書庫の縮小・廃止等により、書庫にかかる維持
費等の削減が図られる。

総務部
総務課
天草アーカイブズ
管理係

継続（完了）

2
普通財産の売却・有効活
用の推進

市有財産の利活用基本方針に基づいた、第2期施設の整理・統廃合基本計画等に
より地域の実情に沿った利活用を図り、今後も利活用が見込めない財産について
は、積極的に売却・貸付けるなど有効活用を図る。


総務部
財産経営課
財産経営係

継続（未達）
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天草市行政経営改革大綱アクションプラン
【令和３年度実績】

政策 施策 No. アクションプラン名 プランの概要 所管支部
所管課
所管係

取組み状況

４０．組織力・職員力の強化

① 組織の効率化・活性化

1 組織機構の見直し

職員数を削減していく中、行政サービスの維持向上を図っていくために、なお一
層効率的・機能的な組織機構の構築を行う。
スリムで柔軟な組織機構を構築する
ことにより、事務の効率化と経費の削減を図る。
迅速・的確な行政サービスの提
供が図られる。

総務部
総務課
人事研修係

継続（完了）

② 人員管理の適正化

1 職員定員の適正化

天草市行政経営改革大綱に基づき、必要な人材を計画的に採用し、再任用職員等
の有効活用等を図ることで、高度化・多様化する行政課題に対して、的確かつ迅
速な対応を図り、適正な定員管理につなげる。
計画に沿った定員の適正化によ
り、総人件費の抑制を図る。

総務部
総務課
人事研修係

継続（完了）

2
人材育成のための人事配
置

人材育成のための人事異動の実施
。人事評価制度の効果的な運用
。職員が専門性
と幅広い知識を有するようになり、多様な市民サービスを提供することができ
る。
業務成果が給与に反映されることから、職員のやる気が醸成される。

総務部
総務課
人事研修係

継続（完了）

③ 職員資質の向上

1
職員の意識改革・能力開
発

職員一人ひとりが、職位に求められる業務知識と実務能力を備え、自信を持って
業務に従事することで、市民満足度の向上につなげる。
成長実感（やりがい）や
意欲を高めるための施策の導入
。職員一人一人が公務員としての使命感・責任感
を自覚し、高い意識を持って業務に取り組む。


総務部
総務課
人事研修係

継続（完了）

④ 働き方改革の推進

1
職員のワーク・ライフ・
バランスの推進

　働き方改革が求められる中、時間外勤務の縮減や休暇の取得促進、仕事と育
児・介護の両立支援に向けた環境づくりなど、職員のワーク・ライフ・バランス
を推進することにより、働きがいのある職場の実現と組織全体の公務能率の向上
が図られる。

総務部
総務課
人事研修係

継続（完了）

４１．行政サービスの質の向上

① 透明性ある情報提供による市民との情報共有

1
市民の意見を受け入れる
仕組みづくり

市民の意見を市政に反映させる仕組みを再検討し、市民と共に創り上げていく市
政を目指す。
市民が自分の意見や提言を、市政に対し発言できる最も身近な手段
として活用できる。

総務部
秘書課
秘書係

継続（完了）

2
市民が利用しやすく分か
りやすい情報の提供

市政情報をさまざまな媒体で市民に正確に分かりやすく伝える。
広報紙や市ホー
ムページの内容を充実し、市政への理解を深める。
さまざまな手段で市政情報を
発信することで、市民と情報が共有され、市の施策が効果的に実施される。
市の
魅力を市内外に発信することで、天草ファンを増やし、市民の誇りを高める。

総務部
秘書課
広報広聴係

継続（完了）
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天草市行政経営改革大綱アクションプラン
【令和３年度実績】

政策 施策 No. アクションプラン名 プランの概要 所管支部
所管課
所管係

取組み状況

② 業務改善の推進

1 文書管理の改善
新庁舎建設を機に設置・運用される中間書庫の適切な運用をおこなうことで文書
保管、利用体制の改善を図る。


総務部
総務課
総務法制係

継続（未達）

2
公募型プロポーザル方式
の推進

 高度な知識や技術、創造性等が求められる市発注の委託業務について、公募に
より複数の者から企画・技術等の提案を受け、実績・能力等を総合的に評価し契
約者を決定する公募型プロポーザル方式の採用を推進する。


総務部
契約検査課
物品契約係

継続（完了）

3 業務改善の推進

システム化等がなされているが、長時間の時間外勤務がなされ、年次有給休暇取
得率が低い事務事業に対し、プロセスの洗い出し及び可視化を図り、効率化に取
り組みます。事務事業の効率化される事で、より生産性の高い業務に取組む事が
できる。

総合政策部
政策企画課
行財政改革推進係

継続（完了）

4
社会体育施設の管理の見
直し

　社会体育施設の管理の見直しを進める中で、施設の清掃や夜間管理委託につい
て、地区振興会等へ委託することにより、経費の削減に繋がる。また、使用許可
業務についても地区振興会等に委託し、住民の利便性向上を図る。

地域振興部
スポーツ振興課
施設管理係

継続（完了）

5
適切な住民対応及び係内
の情報の共有

業務マニュアルの整備と職員研修を行い、また、過去の問合せ内容を整理し、す
ぐに検索できるような仕組みを作る等情報共有を図ることで、来庁者及び電話問
合せへの対応を迅速かつ適切・丁寧に行うことを目的とする。

市民生活部
課税課
固定資産税係

継続（完了）

6
行政サービスの質の向上
につながる業務改善

経済部各課が所管する補助事業や支援事業などのガイドブック及び概要を作成
し、対象となる住民に対して、制度の概要を周知するとともに、適切な窓口対応
に心がけ、円滑な事業遂行と住民サービスの向上を図る。

経済部
産業政策課
産業政策係

継続（完了）

7
イベント等補助金、郷土
芸能保存会補助金に関す
ること

イベント等補助金について、当該イベントの目的や来客実態、経済波及効果等を
精査したうえで、より効果的な事業の展開に取り組む。
また、郷土芸能保存会補
助金についても同様に事業内容等を検証し、関連団体等と連携しながら、より細
やかな支援により、事業の有効性の向上が図られるよう取り組む。

観光文化部
観光振興課
観光振興係

継続（未達）

8
道路異状箇所連絡体制の
充実

「道路異状の通報に関する協定」の締結及び「緊急通報＃9910」の活用を推進、
住民自らがパトロールを行う意識を持つことにより、未然の事故防止を図る。


建設部
土木課
土木管理係

継続（完了）

9
市民参画による公園維持
管理

公園内のパトロールやトイレの清掃等、日常的な公園の維持管理を利用者自らが
行うことにより、地域協働による公園管理を推進する。

また老人会の委託については、地域力の向上及び健康増進に寄与し、福祉団体等
の委託については、障がい者の雇用の場の確保につながるものと考えられる。

建設部
都市計画課
景観公園係

継続（未達）

10 窓口サービス向上の推進

一部しかない窓口カウンターの間仕切り板をすべて設置し、窓口来庁者のプライ
バシー確保を高めるとともに、防音対策が不備な相談室の防音壁を設置する。
時
期的に繁忙な係への他係員の応援体制を強化するため、課内窓口業務勉強会の開
催を目指す。
また、本来業務でない事務の他課移管を進め、窓口対応可能述べ職
員数の増を図り、待ち時間短縮に全力を挙げる。

牛深支所
総務振興課
総務係

継続（完了）

11
行政サービスの質の向上
につながる業務の改革・
改善

行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善 有明支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）
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天草市行政経営改革大綱アクションプラン
【令和３年度実績】

政策 施策 No. アクションプラン名 プランの概要 所管支部
所管課
所管係

取組み状況

12
行政サービスの質の向上
につながる業務の改革・
改善

まちづくり協議会、各種団体等と連携することにより、地域の課題解決に取り組
むことができる環境づくりを推進し、市民サービスの維持やコスト削減につなが
るよう、業務改善に取り組みます。

御所浦支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

13 市民目線での事業推進
行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に取り組むことで、行政
サービスの質の向上を図る。

倉岳支所
まちづくり推進課
市民生活係

継続（完了）

14
市民ニーズに的確に対応
し、より質の高い行政
サービスの提供

幅広い市民からのニーズに対応するため、課題認識や問題解決のため、各係間の
連携を密にし共有化を行い、市民サービスの質の向上に努める。


栖本支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

15
行政サービスの資質の向
上と業務の改革・改善

①支所職員の資質の向上を図る

②支所職員の情報共有を図る

新和支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

16
行政サービスの質の向上
と業務の改革・改善

幅広い市民からのニーズに対応するため、各係間の連携を密にし共有化を行い、
行政サービスの質の向上に努める。


五和支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

17 スケジュールの共有化
支所内の事業や各種イベント内容を見える化し、職員間で共有することで、問い
合わせ等の対応時間を短縮させる。

天草支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

18
行政サービスの質の向上
につながる業務の改革・
改善

地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを推進し、市民サービスの維
持やコスト削減に取り組む。


河浦支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

19
議会運営及び議員活動の
サポート体制の充実・強
化

議会運営及び議案審査等において円滑な運営ができるよう、職員力の向上に努め
る。


議会事務局
議会事務局
総務係

継続（完了）

20 学校給食費の公会計化
各学校給食実施校が中心となって徴収管理等を行っている学校給食費を、本市の
歳入歳出に計上（公会計化）する。確実かつ適正な学校給食費の徴収管理を行う
とともに、教職員の学校給食費徴収管理等業務の軽減を図ることを目的とする。

教育部
学校給食課
管理係

継続（完了）

③ 電子自治体の推進

1
業務の省略化・自動化の
推進

事務事業のプロセスの洗い出し及び可視化を図り、単純業務や定型業務につい
て、ＲＰＡやその他ＩＣＴ技術の活用の検討・導入を実施し、省略化・自動化を
推進する

総合政策部
情報政策課
電算システム係

継続（完了）
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天草市行政経営改革大綱アクションプラン
【令和３年度実績】

政策 施策 No. アクションプラン名 プランの概要 所管支部
所管課
所管係

取組み状況

４２．窓口サービスの充実

① 便利で、わかりやすく、迅速なサービスの提供

1
窓口サービス満足度調査
の実施

窓口サービスの満足度調査を実施しながら、市民ニーズを的確に捉え、市民に
とって、便利で、わかりやすく、迅速な窓口サービスのさらなる充実を図る。


市民生活部
市民課
総合窓口係

継続（完了）

2
便利で分かりやすく迅速
な窓口サービスの提供

来庁者を移動させず、各係担当者が移動して、ひとつの窓口で用件が済む体制を
更に充実。来訪者それぞれの用件を速やかに把握し、時間がかかる案件と、すぐ
に済む案件を区別対応し、不要な待ち時間の短縮につなげるよう研修を重ねる。

牛深支所
総務振興課
総務係

継続（完了）

3
便利で分かりやすく迅速
な窓口サービスの提供

便利で、わかりやすく、迅速なサービスの提供 有明支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

4
便利で分かりやすく迅速
なサービスの提供

来庁者に対し親切丁寧、便利で分かりやすい迅速な対応に努める。
複数手続き等
には各係と連携。
個々の業務マニュアル作成し、担当者不在による業務の停滞防
止に努める。
窓口での苦情対応は2人以上で対応し、他のお客様に迷惑が掛かる
場合は、応接室等で対応を行い、支所業務が円滑に行えるよう配慮する。

御所浦支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

5
安心できる窓口対応を実
施

来庁者に挨拶声掛けを常習し親切でわかりやすい対応を行い待ち時間を短縮し迅
速なサービスを提供する。個々の業務の内容やマニュアルを見直し、担当者不在
時の事務処理をスムーズに行い間違いの無い窓口対応に努める。税や福祉等の複
数の手続きや相談は、各担当と連携し不安が解消されるよう丁寧に対応する。

倉岳支所
まちづくり推進課
市民生活係

継続（完了）

6
便利でわかりやすく迅速
な窓口サービスの提供

窓口アンケートを基に業務体制や環境を整備し、個々業務のマニュアルに反映、
便利で分かりやすい説明を行い迅速な対応に努める。
窓口での苦情対応は2人以
上で対応し、他のお客様に迷惑がかかる場合は、相談室等で対応を行い、支所業
務が円滑に行えるように配慮する。

栖本支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

7
便利で分かりやすく迅速
な窓口サービスの提供

来庁者に対して担当者不在時にも迅速に対応できるようにする。また、市民に
とって、分かりやすく迅速な窓口サービスのさらなる充実を図る。

五和支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

8
便利でわかりやすく迅速
な窓口サービス提供

支所職員の連携を図り、担当者不在でも各係職員でカバーできる体制をつくる。

併せて、親切丁寧な窓口対応を目指す。

新和支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）

9
質の高い行政サービスを
提供するための執務環境
の向上

来庁者の趣旨を的確に捉え、わかりやすく迅速に窓口対応するため、ハード面、
ソフト面においてスリム化を図る。

天草支所
まちづくり推進課
市民生活係

継続（完了）

10
便利で分かりやすく迅速
な窓口サービスの提供

窓口アンケートを基に業務体制や環境を整理し、より親切丁寧に対応し、便利で
わかりやすい説明を行い迅速な対応に努める。
複数手続き等には各係と連携。
個々の業務のマニュアル作成し、担当者不在による業務の停滞防止に努める。
窓
口での苦情対応は2人以上で対応するとともに、他のお客様に迷惑が掛かる場合
は、相談室等で対応を行い、支所業務が円滑に行えるように配慮する。

河浦支所
まちづくり推進課
まちづくり係

継続（完了）
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天草市行政経営改革大綱アクションプラン
【令和３年度実績】

政策 施策 No. アクションプラン名 プランの概要 所管支部
所管課
所管係

取組み状況

４３．行政経営システムの改善

① 自治体経営のトータル・システム化を推進

1
事務事業のスクラップア
ンドビルドの推進

前期基本計画期間において整理した事務事業について、今後更に、事業内容や事
業効果などを精査し、真に必要な事業を選択して集中的に実施することにより事
業数の縮減や事務の効率化、予算の縮減が図られる。

総合政策部
政策企画課
企画調整係

継続（完了）

2
総合計画の進捗管理・評
価

指標体系（市政に関するアンケートや各種統計等の現状値データ）を参考に、総
合計画の進捗管理及び評価を実施することで、事務事業の改善や今後、重点的に
取り組むべき事業を精査することができ、総合計画を中心とした行財政運営が図
られる。

総合政策部
政策企画課
企画調整係

継続（完了）

② 行政運営への市民参画の推進

1
市民参画が円滑にできる
仕組みづくり

高度化した市民ニーズに対応し、より質の高い行政サービスを提供していくため
に、幅広く市民の意見を集め、十分に分析し、施策に反映させることで、地域の
実情にあった行政運営を行うことができます。

総合政策部
政策企画課
企画調整係

継続（完了）
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3.償還元金

財

以下の市債発行抑制 3

政

.償還元金以下の市債

課

発行抑制 3.償還元金

　

以下の市債発行抑制 3

財

.償還元金以下の市債

政

発行抑制
　補正及び当

係

初予算編成時の要求状

関

況を十分把握し、 　補

連

正及び当初予算編成時

部

の要求状況を十分把握

署

し、 　補正及び当初予

基

算編成時の要求状況を

本

十分把握し、 　補正及

方

び当初予算編成時の要

針

求状況を十分把握し、

内

適正な市債発行に努め

容

る 適正な市債発行に努

全

める 適正な市債発行に

体

努める 適正な市債発行

計

に努める

取組実績

1.

画

年次別財政計画の策定

　

1.年次別財政計画の

厳

策定 1.年次別財政計

し

画の策定
　中期的な財

い

政見通しを考慮した、

財

年次別財政計画の 　中

政

期的な財政見通しを考

状

慮した、年次別財政計

況

画の 　中期的な財政見

の

通しを考慮した、年次

中

別財政計画の
策定。 策

で

定。 策定。
　 6～ 

、

9月　年次別財政計画

持

の見直し、案の作成 　

続

 6～8月　年次別財

可

政計画の見直し、案の

能

作成 　 6～8月　年

な

次別財政計画の見直し

行

、案の作成
　10～1

財

1月　年次別財政計画

政

の決定 　　　9月　年

運

次別財政計画の決定 　

営

　　9月　年次別財政

を

計画の決定
2.枠配分

行

（一般財源ベース）の

う

実施   
　普通交付税

た

の縮減にあわせ、予算

め

総額に占める一般 2.

に

枠配分（一般財源ベー

は

ス）の実施 2.枠配分

、

（一般財源ベース）の

歳

実施
財源の額を縮減す

出

る。配分基礎額の調整

の

を行ったうえ 　普通交

ゼ

付税の縮減にあわせ、

ロ

予算総額に占める一般

ベ

　普通交付税の縮減に

ー

あわせ、予算総額に占

ス

める一般
で、枠配分額

で

の決定、通知を行った

の

。 財源の額を縮減する

見

。配分基礎額の調整を

直

行ったうえ 財源の額を

し

縮減する。配分基礎額

と

の調整を行ったうえ
　

実

 6～10月　配分額

施

の試算、通知 で、枠配

項

分額の決定、通知を行

目

う。 で、枠配分額の決

　

定、通知を行う。
3.

　

償還元金以下の市債発

　

行抑制 　 6～10月

　

　配分額の試算、通知

　

　 6～10月　配分

　

額の試算、通知
　補正

　

及び当初予算編成時の

　

要求状況を十分把握し

　

、   
適正な市債発行

　

に努めた。 3.償還元

　

金以下の市債発行抑制

　

3.償還元金以下の市

　

債発行抑制
　 4～ 

令

1月　市債発行事業の

和

検討（補正予算） 　補

元

正及び当初予算編成時

年

の要求状況を十分把握

度

し、 　補正及び当初予

　

算編成時の要求状況を

　

十分把握し、
　11～

令

 1月　市債発行事業

和

の検討（当初予算） 適

 

正な市債発行に努める

2

適正な市債発行に努め

年

る

度　　令和 3年度　　令和 4年度
自主財源の確保による財政の健全化が必要となっています。さらに、普通交付税の合併算定替期間  
が終了する2021年度以降も健全な財政運営を行うためには、「行政を経営する」とういう視点に立 1.　財政健全化計画の見直し　　　　　 実施 　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→
ち財政健全化に取り組むことが必要です。  
　このため、中長期的な財政見通しに基づく財政運営の指針となる「天草市行政経営改革大綱」に 2.　枠配分の実施　　　　　　　　　　 実施 　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→
より、健全で持続可能な行財政運営を確保するとともに、次世代への負担を軽減し、未来に向けた  

3.　償還元金以下の市債発行抑制　　　 実施 　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→
・総合計画の進捗管理、評価及び実施計画の見直しと連携した財政健全化計画の毎年度見直し
・事業の重点化、統廃合に向けた財源の枠配分の実施・現在の財源不足を将来負担に転嫁しないた

プランの めの市債発行額の抑制
目的・効果 ・計画や予算に関する事業実施の指針となる総合計画と、その実現に向けた財源的な裏付けとなる

財政健全化計画とのリンク・各部局内での計画の評価、見直し及び予算編成に至る事務量の軽減
・将来の負担軽減を継続的に実施することで制度改正等への柔軟な対応

現状・課題

・長期計画である総合計画及び実現に向けた中期的な実施計画と財政健全化計画とのリンクが希薄
・計画的な行財政運営より、単年度の予算が重視されている状況

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 一般会計予算額 計画 54,798 52,311 52,669 49,733

プランの課題等

・中長期的
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果

については、普通交付

と

税の 　予算編成におけ

課

る枠配分については、

題

普通交付税の
　予算編

年

成における枠配分につ

度

いては、普通交付税の

令

縮減にあわせた配分を

和

行い、対象経費におけ

元

る一般財 縮減にあわせ

年

た配分を行い、対象経

度

費における一般財
縮減

令

にあわせた配分を行い

和

、対象経費における一

 

般財 源の縮減を計画的

2

に行った。また、コロ

年

ナ関連予算を 源の縮減

度

を計画的に行った。ま

令

た、コロナ関連予算を

和

源の縮減を計画的に行

 

った。 11回補正し、

3

市民生活、経済活動等

年

の下支えを行った 11

度

回補正し、市民生活、

令

経済活動等の下支えを

和

行った
　新年度予算に

 

おいて、目標である元

4

金償還以内の借 が、臨

年

時交付金の効率的な活

度

用により、一般財源の

所

投 が、臨時交付金の効

管

率的な活用により、一

課

般財源の投
入額とする

意

ことができた。 入を最

見

小限にとどめることが

　

できた。 入を最小限に

各

とどめることができた

項

。
　今後も持続可能な

目

安定した財政運営とな

と

るよう年次 　新年度当

も

初予算は、中村前市長

計

の急逝により、骨格 　

画

新年度当初予算は、地

通

方創生に向けた重点施

り

策など
別財政計画の見

進

直しを行い、予算編成

行

では枠配分によ 予算で

し

の編成となったが、肉

て

送り前の予算において

い

も 「第２次天草市総合

る

計画」の推進等に係る

こ

事業に予算
る一般財源

と

の縮減及び償還元金以

か

内の借入額としたい 財

ら

政調整基金からの繰入

、

額は前年度以下とする

年

ことが を配分したが、

度

財政調整基金からの繰

後

入額は前年度以
。 でき

　

た。 下とすることがで

各

きた。

方向性 継続（完

項

了） 継続（完了） 継続

目

（完了） 未設定

各項目

と

とも計画どおりに進行

も

した。 　各取組みにつ

計

いては、計画どおりに

画

進行した。 各取り組み

通

については、計画どお

り

りに進行した。
年次別

進

財政計画については、

行

決算状況や各事業計画

し

等 　今年度は、コロナ

て

対策・災害関連など、

い

補正予算を 今年度も、

る

コロナ対策・災害関連

こ

など、補正予算を16

と

を考慮し、毎年度、見

か

直す必要がある。 18

ら

回編成するという異常

、

な事態であったが、財

年

政運営 回編成すること

度

となり、本市の財政運

後

営にも少なから
当初予

　

算編成における一般財

各

源の枠配分については

項

、 への影響を最小限に

目

抑えることができた。

と

ず影響を与えている。

も

今後、この状態が、い

計

つまで続
一定の効果を

画

あげていると考える。

通

　次年度においてもコ

り

ロナ禍の影響が想定で

進

きること くのかわから

行

ない状況ではあるが、

し

国の動向や経済状
支部

て

長 元金償還額以内の市

い

債の借入れについては

る

、今後も継 から、持続

こ

可能な安定した財政運

と

営を行っていくため 況

か

を注視しながら、必要

ら

な事業に財源が配分で

、

きるよ
評価 続していか

年

なければならない。 に

度

も、継続して取り組ん

後

でいかなければならな

半

い。 う態勢を整えてい

も

かなければならない。

引

どの項目も、持続可能

き

な安定した財政運営を

続

行ってい
くためには重

き

要な業務である。
 

方

、

向性 継続（完了） 継続

ス

（完了） 継続（完了）

ケ

未設定

ジュール通りに業務を進めていき 半も引き続き、スケジュール通りに業務を進めていき 半も引き続き、スケジュール通りに業務を進めていき
たい。 たい。 たい。
　市債の発行抑制に関しては、今年度は、すでに限度 　市債の発行抑制に関しては、７月豪雨等に伴う災害 　市債の発行抑制に関しては、８月豪雨等に伴う災害
額に近い額で借入を行っているため、事業費の精査を 復旧に係る市債が増加したため、元金償還額を上回る 復旧に係る市債が増加しているが、元金償還額を上回
行いながら、今後の借入額の調整を図る必要がある。 借入予算となっている。事業費の精査を行い、今後の わらない借入予算となっている。今後も事業費の精査

借入額の増加を抑制する必要がある。 を行い、借入額を抑制する必要がある。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

事務的には計画どおりに進行している。 事務的には、計画どおりに進行している。 事務的には、計画どおりに進行している。
市債の借り入れに関しては、元金償還額を超えないよ 今年度は、通常年度とは違った予算編成を強いられて 今年度も、コロナウイルス感染症対策や豪雨災害等に
う調整する必要がある。 おり、次年度以降に影響が出ないよう留意しなければ 対する変則的な予算編成を強いられている中で、R3普

ならない。 通交付税決定額を考慮して年次別財政計画の見直しを
行っている。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年

プ

間の成果と課題

年度 令

ラ

和元年度 令和 2年度

ン

令和 3年度 令和 4

N

年度

所管課意見

　年次

o

別財政計画の見直しを

.

行ったが、行財政経営

1

改 　前年度決算の状況

-

や大型事業の精査等を

1

行い、年次 　前年度決

-

算の状況や大型事業の

1

精査等を行い、年次
革

中

大綱の策定（Ｈ31.

間

3）後であったため、

期

公表は行わ 別財政計画

ま

の見直しを行った。 別

で

財政計画の見直しを行

の

った。
なかった。 　予

成

算編成における枠配分

11



行

の物産品の贈呈を開始

政

、コストのかから 令和

経

元年度 令和 2年度 令

営

和 3年度 令和 4年

改

度 合計
ない運営方法の

革

検討
数値目標 使用料改

大

正（引上 計画

プランの

綱

課題等

単位：％ 率） 実

ア

績

財政効果額 広告収入

ク

・寄付金 計画 306,

シ

989 706,689

ョ

706,689 706

ン

,689 2,427,

プ

056

単位：千円 額 実

ラ

績 599,514 1,

ン

600,000 1,6

個

43,126 3,84

票

2,640

年度 令和元

プ

年度 令和 2年度 令和

ラ

 3年度 令和 4年度

ン

取組計画

1.使用料、

N

手数料等の見直し‥H

o

31.10消費税引上

.

に向 1.　使用料、手

1

数料等の見直し 1.　

-

使用料、手数料等の見

1

直し 1.　使用料、手

-

数料等の見直し
け、決

2

算数値等を基に改定方

基

針を定め、市議会での

本

条 　使用料、手数料の

方

適正化に向けた検討 　

針

使用料、手数料の適正

３

化に向けた準備等 　使

８

用料、手数料の適正化

 

に向けた準備等
例改正

財

を目指す 　4～3月　

政

コスト算定など算定手

基

法の検討 　　　5月　

盤

作業部会の開催 　　　

の

5月　作業部会の開催

強

　4月　見直しに係る

化

説明会の開催   6～

取

7月　決算数値の入力

組

　 6～7月　決算数

項

値の入力 　 6～7月

目

　決算数値の入力
　4

８

～5月　条例改正案の

３

検討、条例改正提案  

 

　　8月　コスト算定

財

作業 　　　8月　コス

政

ト算定作業 　　　8月

運

　コスト算定作業
2.

営

広告収入の確保‥新手

の

法検討、広告導入を目

健

指す 2.広告収入の確

全

保‥新手法検討、広告

化

導入を目指す 2.広告

プ

収入の確保‥新手法検

ラ

討、広告導入を目指す

ン

2.広告収入の確保‥

名

新手法検討、広告導入

自

を目指す
　4～3月　

主

広告事業の実績把握、

財

新たな取組み検討 　4

源

～3月　広告事業の実

の

績把握、新たな取組み

確

検討 　4～3月　広告

保

事業の実績把握、新た

所

な取組み検討 　4～3

管

月　広告事業の実績把

支

握、新たな取組み検討

部

3.ふるさと応援寄附

総

金制度拡充 3.ふるさ

合

と応援寄附金制度拡充

政

3.ふるさと応援寄附

策

金制度拡充 3.ふるさ

部

と応援寄附金制度拡充

所

　効果的なPRの実施

管

、魅力的なお礼品の発

課

掘 　効果的なPRの実

・

施、魅力的なお礼品の

係

発掘 　効果的なPRの

財

実施、魅力的なお礼品

政

の発掘 　効果的なPR

課

の実施、魅力的なお礼

　

品の発掘
　4～5月　

財

新たな寄附メニュの検

政

討・決定 　4～5月　

係

ポータルサイトの追加

関

等PR方法の検討 　4

連

～5月　ポータルサイ

部

トの追加等PR方法の

署

検討 　4～5月　ポー

基

タルサイトの追加等P

本

R方法の検討
　5～6

方

月　募集に係る経費割

針

合の見直し検討 　4～

内

3月　PRの実施、寄

容

附の受付 　4～3月　

全

PRの実施、寄附の受

体

付、 　4～3月　PR

計

の実施、寄附の受付
　

画

7～8月　事業者選定

　

のための仕様書検討　

厳

　 　　　　　一括業務

し

受託者との連携 　　　

い

　　一括業務受託者と

財

の連携 10～11月　

政

次年度に向けた一括業

状

務受託者の評価等
　1

況

～2月　次年度に向け

の

た事業者の選定 10～

中

11月　次年度に向け

で

た一括業務受託者の評

、

価等 10～11月　次

持

年度に向けた一括業務

続

受託者の評価等
　4～

可

3月　PRの実施、寄

能

附の受付、
　　　　　

な

新たなお礼品の開拓

取

行

組実績

1.使用料、手

財

数料等の見直し…R1

政

.10消費税引上に向

運

1.使用料、手数料等

営

の見直し 1.使用料、

を

手数料等の見直し
け、

行

決算数値等を基に改定

う

方針を定め、6月議会

た

での 　使用料、手数料

め

の適正化に向けた検討

に

　使用料、手数料の適

は

正化に向けた検討
条例

、

改正を行った。 　4～

歳

3月　コスト算定など

出

算定手法の検討 　4～

の

3月　コスト算定など

ゼ

算定手法の検討
　4月

ロ

　見直しに係る説明会

ベ

の開催 11～12月　

ー

決算数値の入力 11～

ス

12月　決算数値の入

で

力
　4～5月　条例改

の

正案の検討、条例改正

見

提案  　　8月　コス

直

ト算定作業  　　8月

し

　コスト算定作業
　6

と

月　条例改正、8月　

実

広報紙やHPで周知 2

施

.広告収入の確保‥新

項

手法検討、広告導入を

目

目指す 2.広告収入の

　

確保‥新手法検討、広

　

告導入を目指す
2.広

　

告収入の確保 　4～3

　

月　広告事業の実績把

　

握、新たな取組み検討

　

　4～3月　広告事業

　

の実績把握、新たな取

　

組み検討
　4～9月　

　

広告事業の実績把握、

　

新たな取組み検討 3.

　

ふるさと応援寄附金制

　

度拡充 3.ふるさと応

　

援寄附金制度拡充
　　

　

　　　広告取扱事業者

令

募集に係る準備 　効果

和

的なPRの実施、魅力

元

的なお礼品の発掘 　効

年

果的なPRの実施、魅

度

力的なお礼品の発掘
3

　

.ふるさと応援寄附金

　

制度拡充 　4～5月　

　

ポータルサイトの追加

　

等、PR方法の検討 　

令

4～5月　ポータルサ

和

イトの追加等、PR方

 

法の検討
　効果的なP

2

Rの実施、魅力的なお

年

礼品の発掘 　4～3月

度

　PRの実施、寄附の

　

受付 　4～3月　PR

令

の実施、寄附の受付
　

和

4～5月　新たな寄附

 

メニュの検討・決定 　

3

　　　　一括業務受託

年

者との連携 　　　　　

度

一括業務受託者との連

　

携
　5～6月　募集に

令

係る経費割合の見直し

和

検討 10～11月　次

 

年度に向けた一括業務

4

受託者の評価等 10～

年

11月　次年度に向け

度

た一括業務受託者の評

自

価等
 7～11月　次

主

年度の事業者選定に向

財

けた準備
　　12月　

源

事業者選定審査会開催

の

、事業者決定

確保による財政の健全化が必要となっています。さらに、普通交付税の合併算定替期間  
が終了する2021年度以降も健全な財政運営を行うためには、「行政を経営する」とういう視点に立 1.　使用料、手数料等の見直し　　　　見直し準備　　　　見直し準備　見直し検討　見直し準備
ち財政健全化に取り組むことが必要です。  
　このため、中長期的な財政見通しに基づく財政運営の指針となる「天草市行政経営改革大綱」に ※令和元年度には、10月からの消費税率引き上げに伴い、①指定管理者制度を導入し、指定管理者
より、健全で持続可能な行財政運営を確保するとともに、次世代への負担を軽減し、未来に向けた が使用料を収入する施設、②公営企業会計等に係る使用料について、消費税率引き上げ分を転嫁す

ることとした。
・使用料、手数料、負担金等の見直し ※次回の見直し検討時期は令和3年度。
・広告収入の確保  

プランの ・ふるさと応援寄附金制度の推進 2.　広告収入の確保　　　　　　　　　広告媒体の検討　　　　→　　　　　→　　　　　→
目的・効果 ・今後、普通交付税の一本算定により一般財源が縮減していく中で、自主財源の確保が図られる  

・ふるさと応援寄附金については、寄附金増の他に物産振興、観光PRといった効果も併せて期待さ 3.　ふるさと応援寄附金制度拡充　　　業務・お礼品の見直し　→　　　　　→　　　　　→
れる

現状・課題

・使用料等は3年毎に見直しを検討、適正な負担水準と併せて利用頻度により施設の在り方を検討
・広告収入は、現在共通封筒、市政だより等に広告掲載し物件費の軽減を図っているが、新たな媒
体の研究　・ふるさと応援寄附金は、平成27年度からお礼

12



果

とで、自主財源の確保

と

に り、これまでの実績

課

等を考慮し、次年度も

題

現一括業務
支部長 務委

年

託内容の見直しが必要

度

。 も貢献するものと考

令

える。 受託者に委託す

和

る方向で考えている。

元

評価

進捗 計画どおり進

年

行 計画どおり進行 計画

度

どおり進行 未設定

１年

令

間の成果と課題

年度 令

和

和元年度 令和 2年度

 

令和 3年度 令和 4

2

年度

所管課意見

　使用

年

料等の見直しについて

度

は、消費税引き上げに

令

あ 　使用料等の見直し

和

については、次期見直

 

しに向けた 　使用料等

3

の見直しについては、

年

面積規模に応じた設
わ

度

せた見直しを行った。

令

基礎数値の把握を行っ

和

た。 定額や各種事務手

 

数料に大きな差が生じ

4

なかったこと
　また、

年

広告収入については、

度

婚姻届等（Ｈ30実施

所

） 　広告収入について

管

は、広告入りごみ袋等

課

の拡充を行 から令和４

意

年４月からの改定は実

見

施しないこととした
へ

　

の一部拡充を行ったが

使

、更なる新規開拓のた

用

め、手 った。更なる新

料

規開拓のため、他市の

等

事例も参考にし 。
法の

の

検討が必要である。 検

見

討する必要がある。 　

直

広告収入については、

し

更なる新規開拓のため

及

、他市
　ふるさと応援

び

寄附金については、人

広

気商品の牽引に 　ふる

告

さと応援寄附金につい

収

ては、大手ポータルサ

入

イ の事例を参考に検討

に

する必要がある。
より

つ

大幅に寄附額が伸びた

い

。寄附受け入れに係る

て

経費 トの追加、国の補

は

助事業の活用等により

、

大幅に寄附額 　ふるさ

概

と応援寄附金について

ね

は、全国市場の拡大や

計

について、総務省基準

　

（寄付額の1/2以内

使

）に近づく が伸びた。

用

募集に要する経費につ

料

いて、寄附額の増加 返

等

礼品の充実等により前

の

年度を上回る寄附額と

見

なった
ように、来年度

直

の業務委託先等の見直

し

しを行った。 に伴い1

及

2月からの送料が引き

び

下げとなった。また次

広

年 。また、次年度の業

告

務代行委託料も引き下

収

げ見込みで
度の業務代

入

行委託料も引き下げ見

に

込みであり、引き続 あ

つ

り、引き続き総務省基

い

準（寄附額の1/2以

て

内）とな
き総務省基準

は

（寄付額の1/2以内

、

）となるよう検討を る

概

よう検討を行いたい。

ね

行いたい。

方向性 継続

計

（完了） 継続（完了）

　

継続（完了） 未設定

使

使

用料の見直しについて

用

は、計画どおりに進捗

料

するこ 　使用料等の見

等

直しや広告収入につい

の

ては、本市にと 使用料

見

等の見直しや広告収入

直

については、本市にと

し

っ
とができた。 って貴

及

重な自主財源であるこ

び

とから、継続的に取り

広

組 て貴重な財源である

告

ことから、継続的に取

収

り組んでい
広告収入に

入

ついては、あらゆる角

に

度から視野を広げて ん

つ

でいかなければならな

い

い。 かなければならな

て

い。
検討する必要があ

は

る。 　ふるさと応援寄

、

附金については、今年

概

度は国の補助 ふるさと

ね

応援寄附金については

計

、前年度を上回る寄附

画

ふるさと応援寄附金に

ど

ついては、大幅に自主

お

財源を増 事業の活用等

り

により大幅に寄附額が

進

伸び、市内産業の 額と

行

なり、今後は、企業版

し

ふるさと納税にも取り

て

組ん
支部長 やしていく

い

ための方策の一つであ

る

ることから、今後も 振

。

興にも大きく寄与して

画

いることから、今後も

ど

重点的 でいく必要があ

お

る。
評価 重点的に取り

り

組んでいく必要がある

進

。 に取り組んでいく必

行

要がある。

方向性 継続

し

（完了） 継続（完了）

て

継続（完了） 未設定

いる。 画どおり進行している。
　ふるさと応援寄附金については、目標額（3億円） 　ふるさと応援寄附金については、すでに目標額（7 　ふるさと応援寄附金については、前年度（16億円）
を上回るペースで寄附があっているため、年末の寄附 億円）を上回る寄附が集まっている。年末の寄附額の を上回る見込みの寄附が集まっている。年末の寄附額
額の増加に向けて、受け入れ態勢の整備を進めたい。 増加に向けて、受け入れ態勢の整備を進めたい。また の増加に向けて、受け入れ態勢の整備を進めたい。ま
また、寄附受け入れに係る経費について、総務省基準 、募集に係る経費について、総務省基準（寄付額の1/ た、募集に係る経費について、総務省基準（寄付額の
（寄付額の1/2以内）での運用ができるように、来年 2以内）での運用ができるように、来年度以降個別経 1/2以内）での運用ができるように、来年度以降個別
度以降の業務委託内容の見直しに向けた準備を進めて 費の見直しを進めていく必要がある。 経費の見直しを進めていく必要がある。
いきたい。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

使用料の見直しについては、計画どおり進行しており 使用料等の見直し及び広告収入については、計画どお 使用料等の見直し及び広告収入については、計画どお
、広告収入については、他課において新しい取り組み りに進行している。ふるさと応援寄付金については、 りに進行してい

プ

る。ふるさと応援寄附

ラ

金については、
もみら

ン

れる。 様々な要因によ

N

り増加しているが、一

o

括業務受託者の 今年度

.

、ふるさと応援寄附一

1

括業務受託者選定審査

-

会
ふるさと応援寄附金

1

については、目標額を

-

上回る見込 戦略も大き

2

な要因となっている。

中

また、募集に係る経 を

間

開く予定だが、寄附額

期

が前年度を上回る見込

ま

みであ
みであるが、経

で

費については総務省基

の

準に合わせた業 費を総

成

務省基準に近づけるこ

13



行

7

プランの課題等

・現

政

在、人事異動等に伴い

経

各担当者の経験に差が

営

あるため、各々の滞納

改

整理の能力を高い水準

革

にも 単位：％ 実績 97

大

.28 97.42 98

綱

.12
っていくことに

ア

より、さらなる収納率

ク

の向上につなげる必要

シ

がある。
財政効果額 収

ョ

納率向上等によ 計画 1

ン

,036 1,925 2

プ

,753 3,524 9

ラ

,238

単位：千円 る

ン

効果額 実績 49,09

個

1 82,966 108

票

,452 240,50

プ

9

年度 令和元年度 令和

ラ

 2年度 令和 3年度

ン

令和 4年度

取組計画

N

1･2年目の職員は課

o

内研修充実及び各種研

.

修会参加に 1･2年目

3

の職員は課内研修充実

8

及び各種研修会参加に

-

1･2年目の職員は課

1

内研修充実及び各種研

-

修会参加に 1･2年目

3

の職員は課内研修充実

基

及び各種研修会参加に

本

より必要な知識向上に

方

努める。3年以上の職

針

員は死亡 より必要な知

３

識向上に努める。3年

８

以上の職員は死亡 より

 

必要な知識向上に努め

財

る。3年以上の職員は

政

死亡 より必要な知識向

基

上に努める。3年以上

盤

の職員は死亡
者課税へ

の

の知識習得及び捜索や

強

不動産公売等を必要に

化

者課税への知識習得及

取

び捜索や不動産公売等

組

を必要に 者課税への知

項

識習得及び捜索や不動

目

産公売等を必要に 者課

８

税への知識習得及び捜

３

索や不動産公売等を必

 

要に
応じ実施。口座振

財

替推進は課税原課と協

政

議し進める。 応じ実施

運

。口座振替推進は課税

営

原課と協議し進める。

の

応じ実施。口座振替推

健

進は課税原課と協議し

全

進める。 応じ実施。口

化

座振替推進は課税原課

プ

と協議し進める。
1.

ラ

徴収率の向上対策及び

ン

徴収体制の充実 1.徴

名

収率の向上対策及び徴

市

収体制の充実 1.徴収

税

率の向上対策及び徴収

等

体制の充実 1.徴収率

収

の向上対策及び徴収体

納

制の充実
　　4～5月

率

　現年徴収強化期間 　

の

　4～5月　現年徴収

向

強化期間 　　4～5月

上

　現年徴収強化期間 　

所

　4～5月　現年徴収

管

強化期間
　  6～3

支

月　督促状兼納付書を

部

発送、各種債権等差押

市

　  6～3月　督促

民

状兼納付書を発送、各

生

種債権等差押 　  6

活

～3月　督促状兼納付

部

書を発送、各種債権等

所

差押 　  6～3月　

管

督促状兼納付書を発送

課

、各種債権等差押
　　

・

　 7月　新規職員研

係

修会 　　　 7月　新

納

規職員研修会 　　　 

税

7月　新規職員研修会

課

　　　 7月　新規職

　

員研修会
　7,11,

納

2月　各種調査開始、

税

交付金、国税還付金 　

管

7,11,2月　各種

理

調査開始、交付金、国

係

税還付金 　7,11,

関

2月　各種調査開始、

連

交付金、国税還付金 　

部

7,11,2月　各種

署

調査開始、交付金、国

基

税還付金
　　　 9月

本

　現年未納者対策開始

方

　　　 9月　現年未

針

納者対策開始 　　　 

内

9月　現年未納者対策

容

開始 　　　 9月　現

全

年未納者対策開始
　 

体

10,12月　捜索予

計

定、不動産公売予定 　

画

 10,12月　捜索

　

予定、不動産公売予定

厳

　  7,12月　不

し

動産公売予定 　 10

い

,12月　不動産公売

財

予定
2.口座振替の促

政

進 2.口座振替の促進

状

2.口座振替の促進 2

況

.口座振替の促進
　4

の

～2,6月　来庁者へ

中

ﾁﾗｼ配布、課税通知

で

に同封 　4～2,6月

、

　来庁者へﾁﾗｼ配布

持

、課税通知に同封 　4

続

～2,6月　来庁者へ

可

ﾁﾗｼ配布、課税通知

能

に同封 　4～2,6月

な

　来庁者へﾁﾗｼ配布

行

、課税通知に同封
　　

財

11,2月　新たな促

政

進方法検討、広報紙に

運

特集掲載 　　11,2

営

月　新たな促進方法検

を

討、広報紙に特集掲載

行

　　11,2月　新た

う

な促進方法検討、広報

た

紙に特集掲載 　　11

め

,2月　新たな促進方

に

法検討、広報紙に特集

は

掲載
　　　 3月　解

、

散する納税組合員にﾁ

歳

ﾗｼ等を送付 　　　 

出

3月　解散する納税組

の

合員にﾁﾗｼ等を送付

ゼ

　　　 3月　解散す

ロ

る納税組合員にﾁﾗｼ

ベ

等を送付 　　　 3月

ー

　解散する納税組合員

ス

にﾁﾗｼ等を送付

取組

で

実績

1.徴収率の向上

の

対策及び徴収体制の充

見

実 1.徴収率の向上対

直

策及び徴収体制の充実

し

1.徴収率の向上対策

と

及び徴収体制の充実
　

実

4～5月　現年徴収強

施

化期間  4～5月　現

項

年徴収強化期間  4～

目

5月　現年徴収強化期

　

間
 6,～3月　督促

　

状兼納付書を発送、各

　

種債権等差押  6～3

　

月　督促状兼納付書を

　

発送、各種債権等差押

　

 6～3月　督促状兼

　

納付書を発送、各種債

　

権等差押
 7,～3月

　

　新規職員研修,各種

　

調査(交付金,国税還

令

付)  7～3月　新規

和

職員研修,各種調査(

元

交付金,国税還付)  

年

7～3月　新規職員研

度

修,各種調査(交付金

　

,国税還付)
6/27

令

,7/17 普通自動

和

車公売会の実施  8～

 

9月　現年度課税分滞

2

納者に対する一斉催告

年

開始  8～9月　現年

度

度課税分滞納者に対す

　

る一斉催告開始
　8～

令

9月　現年度課税分滞

和

納者に対する一斉催告

 

　　　　 (8月:軽

3

自、9月:市税・国保

年

・介護・後期) 　　　

度

　 (8月:軽自、9

　

月:市税・国保・介護

令

・後期)
　　　　 (

和

8月:軽自、9月:市

 

税・国保・介護・後期

4

) 2/19,2/26

年

 不動産公売会の実施

度

　 6/18 不動産

自

公売会の実施
2.口座

主

振替の促進   
　4～

財

2月　来庁者へﾁﾗｼ

源

配布、　　 2.口座振

の

替の促進 2.口座振替

確

の促進
　5～9月　課

保

税通知発送時にﾁﾗｼ

に

を同封(申出書) 　4

よ

～2月　来庁者へﾁﾗ

る

ｼ配布、　　 　4～2

財

月　来庁者へﾁﾗｼ配

政

布、　　
　　 　　(

の

軽自、市県民、固定、

健

後期、介護) 　5～9

全

月　課税通知発送時に

化

ﾁﾗｼを同封(申出書

が

) 　5～9月　課税通

必

知発送時にﾁﾗｼを同

要

封(申出書)
　　 3

と

月　解散する納税組合

な

員にﾁﾗｼ等を送付 　

っ

　 　　 (軽自、市

て

県民、固定、後期、介

い

護) 　　 　　 (軽

ま

自、市県民、固定、後

す

期、介護)
     

。

2月　解散する納税組

さ

合に対し、口座振替促

ら

進   2～3月　解散

に

する納税組合員にﾁﾗ

、

ｼ等を送付
　　　　　

普

(深海地区）
　　 3

通

月　解散する納税組合

交

員にﾁﾗｼ等を送付

付税の合併算定替期間  
が終了する2021年度以降も健全な財政運営を行うためには、「行政を経営する」とういう視点に立 1.徴収率の向上対策及び　　　 　継続 　　　　→　　　　　→　　　　　→
ち財政健全化に取り組むことが必要です。 　徴収体制の充実
　このため、中長期的な財政見通しに基づく財政運営の指針となる「天草市行政経営改革大綱」に  
より、健全で持続可能な行財政運営を確保するとともに、次世代への負担を軽減し、未来に向けた 2.口座振替の促進　　　　　　　 継続 　　　　→　　　　　→　　　　　→

・徴収率の向上対策及び徴収体制の充実を図り、市税及び国民健康保険税の徴収率を向上させる。
併せて、県下１４市で１位の徴収率を目指し、貴重な自主財源である税を公平公正に確保する。

プランの ・徴収体制の強化及び適時適正な滞納整理を行うことで、納税者（市民）の不信感・不公平感を失
目的・効果 くし、県下１４市で収納率トップを目指すことにより、自主財源の確保が図られる。

・口座振替の促進を行うことにより、納期内納付による安定した財源の確保が図られる。

現状・課題

・徴収率の向上対策として、日々の訪問徴収及び電話催告、毎月の夜間・休日訪問徴収、年度末及
び出納閉鎖前の徴収強化月間、各種債権・財産の差押など徴収体制の充実を図っている。
・収納率において一般市税・国保とも熊本県下１４市中トップを目指すことを統一の目標とし、意 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
識の高揚を図りつつ業務を進めている。

数値目標 徴収率（市税） 計画 96.74 96.75 96.76 96.7
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成

捗 計画どおり進行 計画

果

どおり進行 計画どおり

と

進行 未設定

１年間の成

課

果と課題

年度 令和元年

題

度 令和 2年度 令和 

年

3年度 令和 4年度

所

度

管課意見

○徴収率の向

令

上対策及び徴収体制の

和

充実 ○徴収率の向上対

元

策及び徴収体制の充実

年

○徴収率の向上対策及

度

び徴収体制の充実
・各

令

種催告の送付及び臨戸

和

徴収の実施 ・各種催告

 

の送付及び臨戸徴収の

2

実施 ・各種催告の送付

年

及び臨戸徴収の実施
・

度

新人研修の実施 ・新人

令

研修の実施 ・新人研修

和

の実施
・滞納整理カー

 

ドの作成及び各種調査

3

の実施 ・滞納整理カー

年

ドの作成及び各種調査

度

の実施 ・滞納整理カー

令

ドの作成及び各種調査

和

の実施
・各種債権等の

 

差押の実施 ・各種債権

4

等の差押の実施 ・各種

年

債権等の差押の実施
○

度

口座振替の推進 ○口座

所

振替の推進 ○口座振替

管

の推進
・来庁者への窓

課

口でのチラシの配布 ・

意

来庁者への窓口でのチ

見

ラシの配布 ・来庁者へ

○

の窓口でのチラシの配

徴

布
・課税通知発送時の

収

チラシの同封 ・課税通

率

知発送時のチラシの同

の

封 ・課税通知発送時の

向

チラシの同封
・広報紙

上

等によるお知らせ ・広

対

報紙等によるお知らせ

策

・広報紙等によるお知

及

らせ

方向性 継続（完了

び

） 継続（完了） 継続（

徴

完了） 未設定

・徴収率

収

の向上対策、体制の充

体

実が図られた。 ・徴収

制

率の向上対策、体制の

の

充実が図られた。 ・徴

充

収率の向上対策、体制

実

の充実が図られた。
・

○

口座振替の促進も成果

徴

を上げることができた

収

。 ・口座振替の促進も

率

成果を上げることがで

の

きた。 ・口座振替の促

向

進も成果を上げること

上

ができた。
・現在の高

対

徴収率を維持・継続で

策

きるよう努めること ・

及

現在の高徴収率を維持

び

・継続できるよう努め

徴

ること ・現在の高徴収

収

率を維持・継続できる

体

よう努めること
。 。 。

制

支部長
評価

方向性 継続

の

（完了） 継続（完了）

充

継続（完了） 未設定

実 ○徴収率の向上対策及び徴収体制の充実
・各種催告の送付及び臨戸徴収の実施 ・各種催告の送付及び臨戸徴収、電話催告の実施 ・各種催告の送付及び臨戸徴収、電話催告の実施
・新人研修の実施 ・新人研修の実施 ・新人研修の実施
・滞納整理カードの作成及び各種調査の実施 ・滞納整理カードの作成及び各種調査の実施 ・滞納整理カードの作成及び各種調査の実施
・各種債権等の差押の実施 ・各種債権等の差押の実施 ・各種債権等の差押の実施
○口座振替の推進 ○口座振替の推進 ○口座振替の推進
・来庁者への窓口でのチラシの配布 ・来庁者への窓口でのチラシの配布 ・来庁者への窓口でのチラシの配布
・課税通知発送時のチラシの同封 ・課税通知発送時のチラシの同封 ・課税通知発送時のチラシの同封
・広報紙等によるお知らせ ・広報紙等によるお知らせ ・広報紙等によるお知らせ
   
WEB口座振替受付など、新たな口座振替の推進方法を WEB口座振替受付など、新たな口座振替の推進方法を WEB口座振替受付など、新たな口座振替の推進方法を
検討中である。 検討中である。 検討中である。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

・徴収率向上対策については、概ね計画どおり業務が ・徴収率向上対策については、新型コロナウイルスの ・徴収率向上対策については、新型コロナウイルスの
進められている。このまま継続されたい。 影響で臨戸訪問を自粛しているが、電話催告及び差押 影響で臨戸訪問を自粛しているが、電話催告及び差押
・口座振替の推進については、概ね計画どおり業務が の強化で補っており

プ

、概ね計画どおり業務

ラ

が進められ の強化で補

ン

っており、概ね計画ど

N

おり業務が進められ
進

o

められている。このま

.

ま継続されたい。 てい

3

る。このまま継続され

8

たい。 ている。このま

-

ま継続されたい。
・口

1

座振替の推進について

-

は、概ね計画どおり業

3

務が ・口座振替の推進

中

については、概ね計画

間

どおり業務が
支部長 進

期

められている。このま

ま

ま継続されたい。 進め

で

られている。このまま

の

継続されたい。
評価

進
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行

元年度 令和 2年度 令

政

和 3年度 令和 4年

経

度

取組計画

平成３３年

営

度までの債務負担行為

改

の承認を頂き、新た 第

革

３セクターの経営状況

大

を注視し、モニタリン

綱

グ等を 　指定管理施設

ア

の協定締結期間が今年

ク

度までであるこ 平成３

シ

６年度までの債務負担

ョ

行為の承認を頂き、新

ン

た
な協定を締結した。

プ

今後施設の抜本的な改

ラ

革を図ると 通じて次期

ン

指定管理審査に備える

個

。 とから、次期指定管

票

理の受託に向けた審査

プ

を受ける必 な協定を締

ラ

結する。今後施設の抜

ン

本的な改革を図ると
と

N

もに、第３セクターの

o

経営状況を注視し、方

.

針決定 1.業績評価 要

1

がある。第３セクター

-

を含めた温泉施設の運

1

営方針 ともに、第３セ

-

クターの経営状況を注

4

視し、方針決定
に備え

基

たい。 　　 6月　経

本

営状況報告 について政

方

策企画課と協議を行い

針

、将来的な展望を示 に

３

備える。
1.業績評価

８

　9、2月　モニタリ

 

ングによる現状調査　

財

　 す必要がある。 1

政

.業績評価
　　 6月

基

　経営状況報告 2.事

盤

業の見直し　　 1.業

の

績評価 　　 6月　経

強

営状況報告
　9、2月

化

　モニタリングによる

取

現状調査　　 　9、2

組

月　モニタリング後の

項

課内検討 　　 6月　

目

経営状況報告 　8、2

８

月　モニタリングによ

３

る現状調査　　
2.事

 

業の見直し　　 　8、

財

2月　モニタリングに

政

よる現状調査 2.事業

運

の見直し　　
　9、2

営

月　モニタリング後の

の

課内検討 　　10月　

健

指定管理者募集、審査

全

　8、2月　モニタリ

化

ング後の課内検討
　　

プ

12月　指定管理者議

ラ

会承認
　　 3月　指

ン

定管理協定締結
2.事

名

業の見直し　　
　8、

観

2月　課内検討

取組実

光

績

１．事業評価 １．事

施

業評価 1.業績評価
　

設

6月　経営状況報告 　

を

6月　経営状況報告 　

運

　 6月　経営状況報

営

告
  2月　モニタリ

す

ングによる状況把握  

る

 8、2月　モニタリ

第

ングによる状況把握 　

三

　 7月　ユメール、

セ

愛夢里募集方針審査
 

ク

 　8、3月　モニタ

タ

リングによる現状調査

ー

２．事業の見直し ２．

の

事業の見直し 　　10

業

月　牛深3施設指定管

績

理候補者審査
　2月　

評

モニタリング後の課内

価

検討 　8、2月　モニ

の

タリング後の課内検討

実

 12、1月　ユメー

施

ル指定管理候補者審査

に

  3月　ユメール条

よ

例改定  　　 1月　

る

応募者なしに伴う愛夢

事

里再公募・審査
　　 

業

2月　指定管理者議会

の

承認
　　 3月　指定

見

管理協定締結
2.事業

直

の見直し　　
　8、3

し

月　課内検討

所管支部 観光文化部 所管課・係 観光振興課　観光施設係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　厳しい財政状況の中で、持続可能な行財政運営を行うためには、歳出のゼロベースでの見直しと 実施項目　　　　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
自主財源の確保による財政の健全化が必要となっています。さらに、普通交付税の合併算定替期間  
が終了する2021年度以降も健全な財政運営を行うためには、「行政を経営する」とういう視点に立 1.　業績評価　　　　 　実施　　　　 　→　　　　　　→　　　　　　→
ち財政健全化に取り組むことが必要です。  
　このため、中長期的な財政見通しに基づく財政運営の指針となる「天草市行政経営改革大綱」に 2.　事業の見直し　　 　実施　　　　　 →　　　　　　→　　　　　　→
より、健全で持続可能な行財政運営を確保するとともに、次世代への負担を軽減し、未来に向けた  

国の「第三セクター等の抜本的改革等に関する指針」等に沿って㈱うしぶか、㈲愛夢里及び㈱プラ
スファイブの業績評価を実施し、評価結果を基に事業を見直す。

プランの 第三セクターの経営状況を把握し業績評価を行い、その結果に応じた対応をとることで、市の財政
目的・効果 に与える影響を未然に防ぐことができる。

現状・課題

平成２５年度から２７年度の期間について、３組織ともに指定管理の期間中である。平成２４年７
月策定の「第３セクター等に関する見直しの方針」により、２５年度から２７年度までの期間中に
㈱うしぶかは経常黒字を確保し民営化、㈲愛夢里及び㈱プラスファイブは抜本的な経営改善が図ら 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
れない場合は解散することとされている。

数値目標 計画

プランの課題等

いずれにおいても、人口減による利用者の減少や電気代、燃料費の上昇の影響を受け厳しい経営と 単位： 実績
なっている。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和
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果

めた。また 業時間や休

と

館日の見直しによる労

課

務や経費の軽減に努 セ

題

クターを廃止する方向

年

性が決定した。愛夢里

度

につい
、施設間の不公

令

平性を是正するため、

和

ユメールの条例 め、政

元

策企画課と連携した施

年

設運営の見直しに着手

度

し ては、応募者がいな

令

かったことから、現指

和

定管理者の
を改定し会

 

員券を廃止した。一方

2

で年2回の施設モニ 、

年

各施設の詳細なモニタ

度

リングを実施した。今

令

後、施 (有)愛夢里と

和

協議を行い、固定費を

 

削減した方法で来
タリ

3

ングについては1回し

年

か実施できなかった。

度

設の規模縮小や廃止を

令

含めた指定管理料の見

和

直しを行 年度1年間の

 

運営とし、来年度以降

4

も民間での運営の
　い

年

ずれの第3セクターも

度

熊本震災以降売り上げ

所

が低 っていく。 可能性

管

を模索することとした

課

。海彩館・牛深温泉セ

意

ン
迷している上、今年

見

度は書き入れ時である

月

8月の週末 　また、い

次

ずれの第3セクターも

報

新型コロナウイルス タ

告

ーを運営する(株)う

に

しぶかについても、経

よ

営状況が
ごとに台風襲

り

来や、コロナウイルス

経

の影響による集客 の影

営

響もあり、売上げが低

状

迷したが、支援金の交

況

付に 悪化していること

は

から、指定管理期間を

確

2年間とし、
減少とさ

認

らに厳しい経営状況と

で

なることが予想される

き

より、大きな赤字は出

て

ない見込みであるが、

い

依然とし 今後の方針を

る

検討していく。
。今後

も

経営状況を細かくチェ

の

ックしながら収益増加

の

や て新型コロナウイル

、

スの影響が続く見込み

日

であること
経費削減に

新

向けた検討を行ってい

型

きたい。 から、厳しい

コ

経営状況となることが

ロ

予想される。

方向性 継

ナ

続（未達） 継続（未達

ウ

） 継続（未達） 未設定

イ

　今年度から入浴料金

ル

の統一や営業時間、休

ス

館日の見 　ユメールの

感

年間会員券の廃止に伴

染

い、市内公共温泉 　今

症

年度、ユメール、愛夢

の

里については、従来の

拡

非公
直しを行い、経営

大

改善を行っている。 全

に

施設で使用できる年間

伴

パスポートの導入やス

い

タンプ 募から公募に切

、

り替え、ユメールは新

い

たな民間事業者
　また

ず

、長年の懸案であった

れ

ユメールの年会員制度

の

に ラリーなど連携事業

団

について、支配人会議

程

で利用者増 を選定し、

調

第3セクターを廃止す

整

ることとなった。愛
つ

が

いても条例改正を行い

進

、廃止したところであ

ま

る。 による経営改善に

ず

向けた検討を行った。

、

夢里については、応募

９

がなかったことから、

月

現指定管
　今後も支配

期

人会議やモニタリング

の

を通じて経営改善 　し

モ

かし、今年度は、新型

ニ

コロナウイルスの影響

タ

もあ 理者の(有)愛夢

リ

里と協議を行い、固定

ン

費を削減した方
支部長

グ

に向けた協議を引き続

が

き行っていく。 り、経

実

営が厳しく、支援金の

施

交付により、赤字補て

で

ん 法で来年度1年間の

き

運営とし、来年度以降

て

も民間での
評価 した状

体

況で、依然として新型

に

コロナウイルスの影響

お

が 運営の可能性を検討

い

する。海彩館・牛深温

て

泉センター
続く見込み

も

であることから、厳し

深

い経営状況となるこ を

刻

運営する(株)うしぶ

な

かについても、指定管

影

理者選定
とが予想され

響

る。 委員会で公募すべ

を

きとの意見があったが

及

、指定管理期
　いずれ

ぼ

にしても温泉施設の見

し

直しは待ったなしの状

て

間を2年間と短縮し、

い

早急に今後の方針を検

る

討する。
況であり、政

。

策企画課と連携した施

各

設運営の見直しに  
着

施

手し、来年度上半期ま

設

でには方向性を決定す

と

る。

方向性 未設定 継続

も

（未達） 継続（未達）

い

未設定

ない。早急にモニタリングを実施し、今年度から実 時短営業など対応策を実施しているが、厳しい状況に
施した入浴料金統一、特別優待券廃止の影響などにつ ある。このため、昨年度の会員券廃止等料金統一の影
いて細部の確認を行いたい。 響を比較検討することが難しい状況にある。

温泉施設については、政策企画課と連携したモニタリ
ングを実施しており、経営内容を分析し、今後の指定
管理料の見直しを視野に入れた検討を行っていく。

進捗 計画より遅い 計画どおり進行 未設定 未設定

特に温泉施設のランニングコストの上昇が経営を圧迫 昨年度より、休館日や営業時間の見直しを行い、コス
しており、昨年度は支配人会議において、今年度から ト削減による経営改善を実施している。また、料金の
優待券廃止や料金統一などによる収入増、また、休館 統一やユメールについては年会員制度の廃止を行った
日や営業時間等の見直しによるコストダウンを図るな 。しかしながら、新型コロナウィルス感染拡大予防に
ど経営改善を試みている。これらの検証を行うために よる休業や来館者の減少により、依然経営は厳しい状

支部長 も遅れているモニタリングを早急に行うよう指導する 況である。
評価 。 このようなことから、今年度は政策企画課と連携し、

抜本的な温泉施設の運営見直しに着手したところであ
る。

進捗 計画より遅い 計画どおり進行 未設定 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令

プ

和 3年度 令和 4年

ラ

度

所管課意見

　年度当

ン

初から低価格回数券を

N

廃止し、入浴料金の統

o

　一般利用料に比べ大

.

幅に安価であったユメ

1

ールの年 令和3年度に

-

おいてユメール、愛夢

1

里の2施設の公募を
一

-

による収益率の向上を

4

図るとともに、営業時

中

間や休 間会員券を廃止

間

し、収益率の向上を図

期

るとともに、営 実施し

ま

、ユメールは新たな民

で

間事業者を選定し、第

の

3
館日の見直しによる

成

労務や経費の軽減に努
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行

れることから、初期投

政

資が増加する傾向にあ

経

る。しかしながら、消

営

費エネルギーの低減が

改

され
財政効果額 計画る

革

ことから、結果的に光

大

熱費等のランニングコ

綱

ストが低減される。そ

ア

の費用対効果を捉え、

ク

所管課
等と協議し、建

シ

築物の省エネ性能の向

ョ

上を推進する。 単位：

ン

千円 実績

年度 令和元年

プ

度 令和 2年度 令和 

ラ

3年度 令和 4年度

取

ン

組計画

建築物の省エネ

個

ルギー化を図るために

票

は、省エネ性能 建築物

プ

の省エネルギー化を図

ラ

るためには、省エネ性

ン

能 建築物の省エネルギ

N

ー化を図るためには、

o

省エネ性能 建築物の省

.

エネルギー化を図るた

3

めには、省エネ性能
の

8

高い設備の導入が求め

-

られること等が考えら

1

れるた の高い設備の導

-

入が求められること等

5

が考えられるた の高い

基

設備の導入が求められ

本

ること等が考えられる

方

た の高い設備の導入が

針

求められること等が考

３

えられるた
め、費用対

８

効果も鑑みたうえで、

 

関係課との十分な事 め

財

、費用対効果も鑑みた

政

うえで、関係課との十

基

分な事 め、費用対効果

盤

も鑑みたうえで、関係

の

課との十分な事 め、費

強

用対効果も鑑みたうえ

化

で、関係課との十分な

取

事
前協議を行う。 前協

組

議を行う。 前協議を行

項

う。 前協議を行う。
ま

目

た、市広報等を活用し

８

、市有建築物の省エネ

３

性能を また、市広報等

 

を活用し、市有建築物

財

の省エネ性能を また、

政

市広報等を活用し、市

運

有建築物の省エネ性能

営

を また、市広報等を活

の

用し、市有建築物の省

健

エネ性能を
周知し、市

全

民に対し、個人住宅な

化

どの建築に際した省 周

プ

知し、市民に対し、個

ラ

人住宅などの建築に際

ン

した省 周知し、市民に

名

対し、個人住宅などの

市

建築に際した省 周知し

有

、市民に対し、個人住

建

宅などの建築に際した

築

省
エネ性能の向上につ

物

いて、意識啓蒙を図る

の

。 エネ性能の向上につ

省

いて、意識啓蒙を図る

エ

。 エネ性能の向上につ

ネ

いて、意識啓蒙を図る

ル

。 エネ性能の向上につ

ギ

いて、意識啓蒙を図る

ー

。
    
1.　省エ

化

ネ措置に係る指導 1.

所

　省エネ措置に係る指

管

導 1.　省エネ措置に

支

係る指導 1.　省エネ

部

措置に係る指導
　4～

建

3月　届出の都度、適

設

宜実施 　4～3月　届

部

出の都度、適宜実施 　

所

4～3月　届出の都度

管

、適宜実施 　4～3月

課

　届出の都度、適宜実

・

施

取組実績

1.　省エ

係

ネ措置に係る指導 1.

建

　省エネ措置に係る指

築

導 1.　省エネ措置に

課

係る指導
 　 4～3

　

月　届出件数１件 　 

建

4～3月　届出件数0

築

件
 4～3月　届出件

指

数4件 ・届出内容適合

導

状況
・届出内容適合状

係

況 　省エネ基準   

関

 【基準値1.0以下

連

】適合
　省エネ基準適

部

合【基準値1.0以下

署

】4件   省エネ誘導

基

基準【基準値0.8以

本

下】適合
（うち2件が

方

省エネ誘導基準【基準

針

値0.8以下】適合）

内

 
　
 

容

全体計画

　厳しい財政状況の中で、持続可能な行財政運営を行うためには、歳出のゼロベースでの見直しと 実施項目　　　　　　　　　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
自主財源の確保による財政の健全化が必要となっています。さらに、普通交付税の合併算定替期間  
が終了する2021年度以降も健全な財政運営を行うためには、「行政を経営する」とういう視点に立 1.　省エネ措置に係る助言指導　　　実施　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→
ち財政健全化に取り組むことが必要です。
　このため、中長期的な財政見通しに基づく財政運営の指針となる「天草市行政経営改革大綱」に
より、健全で持続可能な行財政運営を確保するとともに、次世代への負担を軽減し、未来に向けた

　新築する市有建築物について省エネ化を誘導し、光熱費などランニングコストの低減を図る。そ
の指標として、建築物省エネ法に基づく省エネ性能基準を活用し、基準値の８０％となるよう、助

プランの 言及び誘導を行う。なお、掲げる数値目標は、建築物省エネ法に基づく「建築物エネルギー消費性
目的・効果 能向上計画の認定基準」を満たすものであり、新築する市有建築物の認定取得を推進する。　また

、市広報等において、認定取得建築物の省エネ性能を周知し、市民に対し、建築物に係る省エネ性
に係る意識啓蒙を図る。

現状・課題

建築物省エネ法に基づく省エネ適判及び届出制度は、建築物の規模に応じて、建築主等に提出を義
務付ける制度である。法基準に適合していない建築物の計画等は、それに適合するよう助言及び誘
導している。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 法適合基準値の0. 計画 0.8 0.8 0.8 0.8

プランの課題等

建築物の省エネ化のためには、建築物の新築及び改修時等に、省エネ性能の高い設備等の導入が求 単位：建築 8以下 実績 0.81 0.78 0
めら
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成

る市有建築物について

果

は、今後も建築物省エ

と

ネ 新築する市有建築物

課

については、今後も建

題

築物省エネ
法に基づく

年

省エネ性能基準を活用

度

し、基準値の８０％ 法

令

に基づく省エネ性能基

和

準を活用し、基準値の

元

８０％ 法に基づく省エ

年

ネ性能基準を活用し、

度

基準値の８０％
となる

令

よう、助言･誘導を行

和

うとともに、市民に対

 

し となるよう、助言･

2

誘導を行うとともに、

年

市民に対し となるよう

度

、助言･誘導を行うと

令

ともに、市民に対し
て

和

も省エネ性能の向上に

 

向けた意識啓発に努め

3

ること ても省エネ性能

年

の向上に向けた意識啓

度

発に努めること ても省

令

エネ性能の向上に向け

和

た意識啓発に努めるこ

 

と
。 。 。

支部長
評価

方

4

向性 継続（完了） 継続

年

（完了） 継続（完了）

度

未設定

所管課意見

中間期までの届出件数の１件は、省エネ基準に適合し 中間期までの届出件数の１件は、省エネ基準に適合し 中間期までの届出件数の0件。
ており、かつ目標としている誘導基準値0.8以下に適 ており、かつ目標としている誘導基準値0.8以下に適 引き続き建築物の省エネ化による光熱費など管理経費
合させることができた。引き続き建築物の省エネ化に 合させることができた。引き続き建築物の省エネ化に 削減に指導を行っていく。
よる光熱費など管理経費削減に指導を行っていく。 よる光熱費など管理経費削減に指導を行っていく。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

省エネは全地球的に取り組まなければならない課題で 省エネは全地球的に取り組まなければならない課題で 省エネは全地球的に取り組まなければならない課題で
あり、誘導基準の適合に向け公共団体は率先して対応 あり、誘導基準の適合に向け公共団体は率先して対応 あり、誘導基準の適合に向け公共団体は率先して対応
していかなければならない状況にあるため、引き続き していかなければならない状況にあるため、引き続き していかなければならない状況にあるため、引き続き
指導の強化を図ること。 指導の強化を図ること 指導の強化を図ること

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

今年度の届出物件は4件あり、うち誘導基準値0.8以下 今年度の届出物件は1件あり、誘導基準値0.8以下であ 今年度の届出物件は0件であった。
の件数は2件であった。 った。 次年度についても引き続き指導を行って

プ

いく。
4件の平均値は

ラ

0.81であり建築物

ン

の省エネ化による光 建

N

築物の省エネ化による

o

光熱費などの管理経費

.

削減に
熱費などの管理

3

経費削減にはつながっ

8

たと考える。 はつなが

-

ったと考える。
次年度

1

についても引き続き指

-

導を行っていく。 次年

5

度についても引き続き

中

指導を行っていく。

方

間

向性 継続（完了） 継続

期

（完了） 継続（完了）

ま

未設定

新築する市有建

で

築物については、今後

の

も建築物省エネ 新築す
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行

会）」において協議さ

政

れる方向と 令和元年度

経

令和 2年度 令和 3

営

年度 令和 4年度 合計

改

整合を図る必要がある

革

。
数値目標 経常収支比

大

率 計画 95.2 100

綱

.2 100.1 101

ア

.1

プランの課題等

　

ク

患者数の減少により２

シ

８年度から純損失を計

ョ

上することとなり、損

ン

失額は年々増大する中

プ

で３２ 単位：％ 実績 9

ラ

6.0 118.7 11

ン

8.2
年度から施行さ

個

れる「会計年度任用職

票

員制度」により給与費

プ

の増嵩は避けられず収

ラ

支好転の材料は
財政効

ン

果額 計画見当たらず厳

N

しい経営が予想される

o

。

単位：千円 実績

年度

.

令和元年度 令和 2年

3

度 令和 3年度 令和 

8

4年度

取組計画

１．「

-

第３期天草市立病院改

1

革プラン（改訂版）」

-

の １．「第３期天草市

6

立病院改革プラン（改

基

訂版）」の １．「第４

本

期天草市立病院改革プ

方

ラン）」の実践 １．「

針

第４期天草市立病院改

３

革プラン）」の実践
　

８

　実践 　　実践 　　当

 

該プランで掲げた「コ

財

ンパクトで高機能な医

政

療 　　当該プランで掲

基

げた「コンパクトで高

盤

機能な医療
　（１）医

の

師等医療スタッフの確

強

保 　（１）「熊本県地

化

域医療構想における市

取

立病院の方 　提供体制

組

の構築を図り、各病院

項

を機能連携した上で 　

目

提供体制の構築を図り

８

、各病院を機能連携し

３

た上で
　（２）事務職

 

員の人材開発 　　　　

財

向性について」で示す

政

４病院の病床数の削　

運

　持続可能な医療提供

営

体制を確保するととも

の

に、加え 　持続可能な

健

医療提供体制を確保す

全

るとともに、加え
　（

化

３）看護部門の効率化

プ

　　　　減、病院機能

ラ

の変更・連携をＲ３年

ン

度から実 　て高機能化

名

による経営改善を図る

病

」を実現させるた 　て

院

高機能化による経営改

事

善を図る」を実現させ

業

るた
　（４）「改革推

の

進チーム」において収

経

益の確保と経 　　　　

営

践するための準備。 

健

　め、各病院がプラン

全

に掲げた取組みを実践

化

する。 　め、各病院が

所

プランに掲げた取組み

管

を実践する。
　　　　

支

費節減への取り組みを

部

重点的に実践 ２．「第

病

４期天草市立病院改革

院

プラン」の策定   
２

事

．「会計年度任用職員

業

制度」移行準備 　　　

部

上半期で案作成、下半

所

期でパブコメや議会へ

管

の ２．経営改善を行い

課

ながら、公立病院とし

・

て新型コロ ２.進捗状

係

況の点検・評価
　（１

経

）関係例規の整備 　　

営

報告。 　ナウイルス感

管

染症への対応を引き続

理

き積極的に取り 　　 

課

4～3月　進捗状況の

　

点検を行い未達成の取

経

組の
　（２）制度周知

営

及び募集  　　　職員

管

給与費比率抑制に向け

理

た具体的な取組及 　組

係

む。 　　　　　　 対

関

応策検討
３．病院事業

連

の意思決定及び情報共

部

有システムの再検 　　

署

び目標を追加予定。 　

基

（１）患者の入院受入

本

体制
　　証 ３．懸案事

方

項 　（２）発熱患者等

針

の診療・検査体制の維

内

持
　　　新型コロナウ

容

イルス感染症への対応

全

と同感染症 　（３）後

体

方支援病院として、回

計

復患者の受入
　　の広

画

がり次第では計画の進

　

捗に変更の可能性あ　

厳

 
　　り。 ３.進捗状

し

況の点検

取組実績

１－

い

（１） １．２について

財

は、「熊本県地域医療

政

構想における市 １．に

状

ついては、新型コロナ

況

ウイルス感染症患者等

の

を
　医師4名、薬剤師

中

2名、看護師・准看護

で

師18名を確保 立病院

、

の方向性について」で

持

示した４病院の病床削

続

減 受入ながら、各病院

可

がプランに掲げた運営

能

方針、経営
。(内定者

な

含む) 案を柱とした「

行

第4期天草市立病院改

財

革プラン」を計 方針の

政

内容等を実践または、

運

実践に向けた準備を行

営

っ
１－（２）～（４）

を

画通り策定。 た。
　改

行

革推進チーム会議、看

う

護総師長会議により、

た

検討 ３．計画の進捗に

め

変更無。  
及び実践中

に

 ２．については計画

は

にある対応以外にも、

、

天草地域の
２－（１）

歳

 宿泊療養施設への看

出

護師派遣等積極的に取

の

り組んだ。
　第3回市

ゼ

議会定例会にて条例整

ロ

備。  
２－（２） ３．

ベ

については、毎月の経

ー

営会議等で進捗状況の

ス

確認
　年内で制度周知

で

及び募集。試験を1月

の

実施し、採用 を行って

見

いる。
者を決定。  
３

直

．各病院等院長が会す

し

る経営会議をこれまで

と

の年2
～3から毎月の

実

開催へと変更。迅速な

施

意思決定と情報
共有の

項

強化を図った。

目　　　　　　　　　　　　　　　令和元年度　令和 2年度　令和 3年度　令和 4年度
自主財源の確保による財政の健全化が必要となっています。さらに、普通交付税の合併算定替期間  
が終了する2021年度以降も健全な財政運営を行うためには、「行政を経営する」とういう視点に立 　1　第3期プランの実践　　　　　　　　　 実践　　　　 →　　　　　                      
ち財政健全化に取り組むことが必要です。     
　このため、中長期的な財政見通しに基づく財政運営の指針となる「天草市行政経営改革大綱」に 　2　第4期プランの策定・実践　　　　　　　　 　　　　策定　　　　実践 　　　　→　　　　
より、健全で持続可能な行財政運営を確保するとともに、次世代への負担を軽減し、未来に向けた 　　　　 

　3　2025年以降の在り方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討
　平成３０年度において見直しを実施した「第３期天草市立病院改革プラン（改訂版）」、３３年
度からの「第４期天草市立病院改革プラン」に沿った計画的な経営に努め、実績に応じたローリン

プランの グを行いながら病院事業の経営健全化を図る。
目的・効果 　地域において提供が必要な医療のうち、民間医療機関による提供が困難な、救急医療や不採算医

療、訪問リハビリテーションなどに積極的に取り組むことにより、市民がいつでも安心して適切な
医療が受けられる医療体制を確保する。

現状・課題

　平成２１年度からの第１期天草市立病院改革改革プランに始まり、現在は第３期の計画期間とな
っている。平成３３年度からは第４期となるため、平成３２年度において策定作業を行う必要があ
る。また、策定に際しては「天草地域医療構想調整会議（検討部

20



成

通り策定中である。
評

果

価 病院におけるあり方

と

について、今年度中に

課

は調整会議
で方向性が

題

決定される見込みであ

年

るため、その進捗に
合

度

わせて検討する必要が

令

あると考える。

進捗 計

和

画どおり進行 計画どお

元

り進行 計画より遅い 未

年

設定

１年間の成果と課

度

題

年度 令和元年度 令和

令

 2年度 令和 3年度

和

令和 4年度

所管課意

 

見

　医療スタッフ確保

2

については、会計年度

年

任用職員制 　昨年度作

度

成した「熊本県地域医

令

療構想における市立 　

和

第４期改革プランで掲

 

げた運営方針、経営方

3

針に向
度への対応も含

年

め滞りなく実践。 病院

度

の方向性について」で

令

示した４病院の病床削

和

減案 け動きを行ってい

 

るが、新型コロナウイ

4

ルス感染症の
　意思決

年

定・情報共有について

度

も経営会議の定例化等

所

を柱とした「第４期天

管

草市立病院改革プラン

課

」を計画 影響もあり、

意

入院患者数は昨年度よ

見

りも更に減少し、
によ

　

り徹底が図られた。 通

医

り策定を行い、病床削

療

減及び病床機能見直し

ス

につい また外来患者数

タ

は昨年度より増加した

ッ

が、新型コロナ
　経営

フ

改善の面では、将来人

の

口推計を基に2025

確

年を目 ては、Ｒ３.３

保

月に前倒しして実施し

に

た。 ウイルス感染症が

つ

流行する前の水準まで

い

は達していな
標年とし

て

た市立病院のあり方を

は

示すことができ、これ

、

　また、職員給与比率

定

抑制に向けた具体的な

年

取り組み いため、経営

退

健全化とまではなって

職

いない。
により病床数

者

の削減や市立病院間の

の

機能連携の強化を 等に

補

ついては、業務委託化

充

、高機能化による収益

　

増を 　ただし、新型コ

昨

ロナウイルス感染症患

年

者受け入れの
目指すこ

度

ととした。 見込むこと

作

等をプランに盛り込ん

成

でいる。 為の病床確保

し

等を行ったことによる

た

補助金で経常収支
　ま

「

た、課題としては医業

熊

収益に占める職員給与

本

費の 　計画の進捗には

県

新型コロナウイルス感

地

染症の影響は 比率は1

域

00％を上回った。
割

医

合を4病院トータルで

療

70％未満とする目標

構

をたてて 少なかった。

想

取り組むこととした。

に

（Ｒ元年見込79.5

お

％）

方向性 継続（完了

け

） 継続（完了） 継続（

る

完了） 未設定

　「第３

市

期天草市立病院改革プ

立

ラン(改訂版)」の実

　

践 「第３期天草市立病

第

院改革プラン（改訂版

4

）」の実践 第4期改革

期

プランで掲げた事項に

改

ついて、毎月の経営
に

革

おける医師等医療スタ

プ

ッフの確保については

ラ

、会計 における４病院

ン

の病床数及び、病床機

で

能見直しについ 会議等

掲

で確認しながら取組み

げ

を進めているが、新型

た

コ
年度任用職員制度の

運

対応を含め滞りなく実

営

践できた。 ては、計画

方

を前倒しして実践した

針

。 ロナウイルス感染症

、

の影響もあり、経営健

経

全化には至
その他の項

営

目についても、改革推

方

進チーム会議等によ 　

針

「第４期天草市立病院

に

改革プラン」について

向

は計画 っていないが、

分

昨年度同様新型コロナ

に

ウイルス感染症
り検討

関

及び実践中である。 通

し

り策定した。 患者受け

て

入れ態勢を整えたこと

は

による補助金で、経常

、

支部長 　経営改善に関

２

しては、2025年を

ヶ

目標年とした各市立 収

年

支は黒字化が図られた

分

。
評価 病院のあり方に

の

ついて、天草地域医療

退

構想調整会議で
合意を

職

得たため、これに基づ

予

き病床数の削減や市立

定

病
院間の機能連携の強

者

化に取り組むこととな

数

った。

方向性 継続（完

を

了） 継続（完了） 継続

募

（完了） 未設定

集するな 病院の方向性について」で示した４病院の病床削減案 け動きを行っているが、新型コロナウイルス感染症の
どしてある程度の成果を上げることができた。しかし を柱とした「第４期天草市立病院改革プラン」を計画 影響もあり、入院患者は減少傾向であり、外来患者も
ながら、令和２年度から始まる会計年度任用職員制度 通り策定中であり、11月に市議会への説明及び、パブ 大幅な増とはなっていないため、経営健全化とまでは
に対応するための医療職確保については、定数条例の リックコメントの実施を予定している。 なっていない。
改正等条件面での整備はほぼ整ったものの、必要職員 　また、職員給与比率抑制に向けた具体的な取り組み
数の確保に苦慮している。 等については、業務委託化、勤務体制の変更等による
　また、経営改善に向けては、地域医療構想の実現に 抑制をプランに盛り込んでいる。
向けて国や県の動きに留意しながら、市立病院独自で 　計画の進捗には新型コロナウイルス感染症の影響は
の中・長期の方向性を検討している。 少なかった。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画より遅い 未設定

 「第３期天草市立病院改革プラン（改訂版）」の実 　「第３期天草市立病院改革プラン（改訂版）」の実 第4期改革プランで掲げた事項について、毎月の経営
践における、医療スタッフの確保については、取組実 践における４病院の病床数及び、病床機能見直しにつ 会議等で確認しな

プ

がら取組みを進めてい

ラ

るが、新型コ
績のとお

ン

り一定の成果がみられ

N

た。その他の項目につ

o

いては、計画を前倒し

.

して実践するよう準備

3

中である ロナウイルス

8

感染症の影響もあり、

-

経営健全化にはま
いて

1

も、改革推進チームを

-

中心に検討及び実践に

6

取り 。 だ繋がっていな

中

い。
組まれている。 　

間

「第４期天草市立病院

期

改革プラン」について

ま

は計画
支部長 　経営改

で

善に関しては、地域医

の

療構想における各市立
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行

数を大きく経過し
てお

政

り、経年劣化や発錆・

経

腐食・汚損等が顕著で

営

ある。また、集落排水

改

施設の各施設も、耐用

革

年数
を大きく経過して

大

おり、経年劣化や発錆

綱

・腐食・汚損等が顕著

ア

である。 令和元年度 令

ク

和 2年度 令和 3年

シ

度 令和 4年度 合計

数

ョ

値目標 事業の進捗率 計

ン

画 15 44.8 79.

プ

5 100

プランの課題

ラ

等

各施設ごとにｽﾄｯ

ン

ｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを策

個

定し、年次事業計画に

票

基づき事業を実施する

プ

。 単位：％ 実績 9.3

ラ

16.8 20.0

財政

ン

効果額 計画

単位：千円

N

実績

年度 令和元年度 令

o

和 2年度 令和 3年

.

度 令和 4年度

取組計

3

画

2.今釜新町ポンプ

8

場 1.本渡浄化センタ

-

ー 1.本渡浄化センタ

1

ー 1.本渡浄化センタ

-

ー
電気設備改修とﾎﾟ

9

ﾝﾌﾟ場の耐震化工事

基

を計画。 管理棟の耐震

本

化改築、脱臭設備改修

方

基本設計、沈砂洗 脱臭

針

機械設備改築､沈砂洗

３

浄施設改築 脱臭機械設

８

備改築､沈砂洗浄施設

 

改築
　4～6月　実施

財

設計及び工事発注 浄施

政

設設計、水処理施設耐

基

震診断　　4～6月　

盤

実施設 　4～10月　

の

一括設計審査、実施設

強

計及び工事発注 　4～

化

10月　一括設計審査

取

、実施設計及び4月～

組

工事中
　7～3月　年

項

度内工事完了、検査 計

目

及び工事発注 　11～

８

R5年3月　2ヶ年債

３

務4年度内工事完了、

 

検査 　11～R5.3

財

月　2ヶ年債務4年度

政

内工事完了、検査
3.

運

漁業集落排水施設 　7

営

～3月　年度内工事完

の

了、検査 2.今釜新町

健

ポンプ場 2.今釜新町

全

ポンプ場
佐伊津漁集は

化

Ｈ30年度に高度処理

プ

水槽の築造工事を実 2

ラ

.今釜新町ポンプ場 雨

ン

水第2エンジン、ポン

名

プ等改築 雨水第2エン

ス

ジン、ポンプ等改築
施

ト

し、今年度で高度処理

ッ

水槽機械設備と電気設

ク

備を計 ﾎﾟﾝﾌﾟ場沈

マ

砂洗浄電気設備改修 　

ネ

4～10月　一括設計

ジ

審査、実施設計及び工

メ

事発注 　4～10月　

ン

一括設計審査、実施設

ト

計及び4月～工事中
画

所

しており、年度内完工

管

に向けて作業を実施。

支

　4～3月　年度内工

部

事完了、検査 　11～

水

R5年3月　2ヶ年債

道

務4年度内工事完了、

局

検査 　11～R5年3

所

月　2ヶ年債務4年度

管

内工事完了、検査
　4

課

～6月　実施設計及び

・

工事発注 4.管渠の更

係

新 3.漁業集落排水施

下

設改築 3.漁業集落排

水

水施設改築
　7～3月

道

　年度内工事完了、検

課

査 　7～9月　実施

　

設計及び工事発注 　4

施

～3月　実施設計、年

設

度内完了、検査 　4～

整

9月　設計審査、実施

備

設計及び工事発注
4.

係

管渠の更新 　10～3

関

月　年度内工事完了、

連

検査 5.瀬戸雨水ポン

部

プ場 　10～3月　完

署

了、検査
　8～10月

基

　計画策定 5.雨水ポ

本

ンプ場 雨水第1エンジ

方

ン、ポンプ等改築 5.

針

瀬戸雨水ポンプ場
5.

内

汚水・雨水中継ポンプ

容

場 　5～7月　実施設

全

計及び工事発注 　4～

体

10月　一括設計審査

計

、実施設計及び工事発

画

注 雨水第1エンジン、

　

ポンプ等改築
　8～1

厳

0月計画策定 　8～3

し

月　年度内完了、検査

い

　11～R5年3月　

財

2ヶ年債務4年度内工

政

事完了、検査 　4～1

状

0月　一括設計審査、

況

実施設計及び4月～工

の

事中
　11～R5年3

中

月　2ヶ年債務4年度

で

内工事完了、検査

取組

、

実績

2.今釜新町ポン

持

プ場 1.本渡浄化セン

続

ター 1.本渡浄化セン

可

ター
電気設備改修とﾎ

能

ﾟﾝﾌﾟ場の耐震化工

な

事を計画。 管理棟の耐

行

震化改築、脱臭設備改

財

修基本設計、沈砂洗 脱

政

臭機械設備改修､沈砂

運

洗浄施設改築
　　 9

営

月　設計委託の成果品

を

受取り 浄施設設計、水

行

処理施設耐震診断　6

う

～12月　 　4～11

た

月　一括設計審査、実

め

施設計及び工事発注
　

に

7～9月　実施設計及

は

び工事発注 実施設計及

、

び工事発注7～2月　

歳

年度内工事完了、検査

出

　12月～R5年3月

の

2ヶ年債務で4年度内

ゼ

工事完了、検査
　9～

ロ

3月　年度内工事完了

ベ

、検査 土木構造物等水

ー

処理施設耐震診断は2

ス

1年4月～10月 2.

で

今釜新町ポンプ場
耐震

の

工事と沈砂池電気工事

見

はR1へ繰越し 2.今

直

釜新町ポンプ場 雨水第

し

2エンジン、ポンプ等

と

改築
3.漁業集落排水

実

施設 ﾎﾟﾝﾌﾟ場沈砂

施

洗浄電気設備改修 　4

項

～8月　一括設計審査

目

、実施設計及び工事発

　

注
佐伊津漁集は、今年

　

度で高度処理水槽機械

　

設備と電気 　4～12

　

月　年度内工事完了、

　

検査 　9月～R5年3

　

月2ヶ年債務で4年度

　

内工事完了、検査
設備

　

を実施完了。 3.漁業

令

集落排水施設 3.漁業

和

集落排水施設回改築
　

元

4～6月　電気設備実

年

施設計及び工事発注 　

度

4～3月機能診断・機

　

能保全計画策定 　4～

　

3月　実施設計、年度

　

内完了、検査
　6～2

 

月　年度内工事完了、

　

検査 4.管渠の更新

令

5.瀬戸雨水ポンプ場

和

外構工事はR1へ繰越

 

し 　5～3月　実施設

2

計、完了、検査 雨水第

年

1エンジン、ポンプ等

度

改築
4.管渠の更新 5

　

.雨水ポンプ場 　4～

　

11月　一括設計審査

　

、実施設計及び工事発

令

注
　8～3月　計画策

和

定 　5～12月　実施

 

設計、完了、検査 　1

3

2月～R5年3月2ヶ

年

年債務で4年度内工事

度

完了、検査
5.汚水・

　

雨水中継ポンプ場

　　令和 4年度
自主財源の確保による財政の健全化が必要となっています。さらに、普通交付税の合併算定替期間  
が終了する2021年度以降も健全な財政運営を行うためには、「行政を経営する」とういう視点に立 1.本渡浄化ｾﾝﾀｰ　　　　　　　　　　　　　　　  実施　　　　　　 →　　　　　　　→
ち財政健全化に取り組むことが必要です。  
　このため、中長期的な財政見通しに基づく財政運営の指針となる「天草市行政経営改革大綱」に 2.今釜新町ﾎﾟﾝﾌﾟ場　　　　　実施　　　　　　　　→　　　　　　　→　　　　　　　→　　　
より、健全で持続可能な行財政運営を確保するとともに、次世代への負担を軽減し、未来に向けた 　　　　　

3.漁業集落　　　　　　　　　　　　　　　　 漁業漁集落排水　　  →              →
公共（本渡）及び集落排水などの下水道施設が耐用年数を経過しているため、施設の更新事業を計 　排水施設　　　　　　　　　　　　　　　　 施設機能診断
画的に実施し、施設の長寿命化を図る。  

プランの 本渡浄化センター及び今釜新町ﾎﾟﾝﾌﾟ場については、ストックマネジメント計画に基づき各施設の 4.管渠の更新　　　　　計画策定（管渠） 　　更新設計　　　　　　　　　　　　
目的・効果 点検・調査を実施し更新時期の判断基準を定め計画的な更新事業の平準化が図られる。  

5.汚水・雨水　　　　計画策定（汚水中継場）　　改築　　　　　　改築　　　　　　改築″
中継ﾎﾟﾝﾌﾟ場　 　　　計画策定（雨水中継場）　　改築　　　　　　改築　　　　　　改築"

現状・課題

本渡処理区は供用開始から40年が経過し、本渡浄化センターの各設備は、耐用年
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成

ジン、ポンプ等改
  

果

築は、4年度内完了に

と

向けて取り組むこと。

課

支部長  4.管渠の更

題

新は、年度内完了に向

年

けて努力すること。  

度

評価   3.漁業集落

令

排水施設改築事業は実

和

施設計委託であり、
漁

元

業集落排水施設の高度

年

処理に係る工事及び管

度

渠の更 5.雨水ポンプ

令

場の耐震改修及び沈砂

和

洗浄設備改修工事 3年

 

度内完了に向けて取り

2

組むこと。
新計画策定

年

については、計画どお

度

り年度内完了に向け は

令

完了しており、実施設

和

計委託も年度内完了に

 

向けて  
て努力するこ

3

と。 努力すること。 5

年

.瀬戸雨水ポンプ場の

度

雨水第1エンジン、ポ

令

ンプ等改
築は、4年度

和

内工事完了に向けて取

 

り組むこと。

進捗 計画

4

どおり進行 計画どおり

年

進行 計画どおり進行 未

度

設定

１年間の成果と課

所

題

年度 令和元年度 令和

管

 2年度 令和 3年度

課

令和 4年度

所管課意

意

見

2.今釜新町ポンプ

見

場については、設計委

2

託業務が本年 1.本渡

.

浄化センター管理棟の

今

耐震改築等は、計画よ

釜

り 1.本渡浄化センタ

新

ー沈砂洗浄設備及び脱

町

臭機械設備改
度へ繰り

ポ

越された関係で、工事

ン

の発注がずれ、耐震化

プ

早く完了した。管理棟

場

耐震事業費の差額は、

に

水処理施 築は計画通り

つ

に進捗している。2ヶ

い

年債務で4年度内完
工

て

事と沈砂池電気設備工

は

事を繰越した。 設耐震

、

対策に充て繰り越し、

電

次年度完了に向けて取

気

り 了に向けて取り組む

設

。
 組む。 2.今釜

備

新町ポンプ場の雨水第

改

2エンジン、ポンプ等

修

改
3.漁業集落排水施

と

設については、機械設

ﾎ

備、電気設備 2.今釜

ﾟ

新町ポンプ場沈砂洗浄

ﾝ

電気設備改修は完了。

ﾌ

 築は、計画通りに進

1

行しており、2ヶ年債

.

務で4年度内
が完了し

本

、外構工事は繰越して

渡

実施する。 3.漁業集

浄

落排水施設の機能診断

化

・機能保全計画策定を

セ

完了に向けて取り組む

ン

。
 行った。 3.漁

タ

業集落排水施設改築事

ー

業は実施設計委託であ

管

り、
4.管渠の更新計

理

画策定は、計画通りに

棟

実施した。 4.管渠の

の

更新は、年度内完了し

耐

た。 年度内完了した。

震

 5.雨水ポンプ場 5

改

.瀬戸雨水ポンプ場の

築

雨水第1エンジン、ポ

等

ンプ等改
5.汚水・雨

は

水中継ポンプ場更新計

、

画策定は、計画通り ポ

計

ンプ場耐震改修及び沈

画

砂洗浄設備改修工事は

通

完了。 築は、計画見直

り

しにより遅れたが、2

1

ヶ年債務で4年度
に実

.

施した。 実施設計委託

本

は計画通りに完了した

渡

。 内工事完了に向けて

浄

取り組む
 

方向性 継続

化

（完了） 継続（完了）

セ

継続（完了） 未設定

今

ン

釜新町ﾎﾟﾝﾌﾟ場ポ

タ

ンプ棟電気設備改修工

ー

事について 1.本渡浄

沈

化センター管理棟の耐

砂

震化改築等は、計画通

洗

1.2.5の本渡浄化

浄

センター沈砂洗浄設備

設

及び脱臭機械
は、設計

備

委託が繰越しとなり、

及

工事の発注がずれ込み

び

りに実施すること。管

脱

理棟耐震事業費の差額

臭

は、水処 設備改築及び

機

今釜新町ポンプ場の雨

械

水第2エンジン、
工程

設

が遅れていたが、耐震

備

工事以外は年度内に完

改

了し 理施設耐震対策に

ﾟ

充て繰り越し、次年度

場

早期完了に向 ポンプ等

の

改築更に、瀬戸雨水ポ

耐

ンプ場の雨水第1エン

震

た。 けて取り組むこと

化

。　 ジン、ポンプ等改

工

築は、4年度内完了に

事

向けて遅れが
漁業集落

を

排水施設の高度処理に

計

係る外構工事は繰越し

画

 生じないように取り

し

組むこと。
支部長 たも

て

のの概ね計画通りであ

い

った。管渠等の更新計

る

画策   
評価 定につい

が

ては、計画どおり年度

、

内実施した。  

方向性

設

継続（完了） 継続（完

計

了） 継続（完了） 未設

委

定

託業務が に進捗している。管理棟耐震事業費の差額は、水処理 築は計画通りに進捗している。2ヶ年債務で4年度内完
本年度へ繰り越された関係で、工事の発注がずれ、工 施設耐震対策に充て繰り越すことになった、次年度完 了に向けて取り組む。
程も遅れている。今後、実施工程について受注者と詳 了に向けて取り組む。 2.今釜新町ポンプ場の雨水第2エンジン、ポンプ等改
細に工程をつめて、年度内の完了を目指す。  築は、計画通りに進行しており、2ヶ年債務で4年度内
 2.今釜新町ポンプ場沈砂洗浄電気設備改修は完了。 完了に向けて取り組む。
3.漁業集落排水施設については、現在、高度処理水槽  3.漁業集落排水施設改築事業は実施設計委託であり、
機械設備と電気設備を着手しており、年度内完了に向 4.管渠の更新は、年度内完了に向けて取り組む。 年度内完了する。
けて計画通りに進捗している。  5.瀬戸雨水ポンプ場の雨水第1エンジン、ポンプ等改
 5.雨水ポンプ場 築は、計画通りに進行しており、2ヶ年債務で4年度内
4.管渠の更新計画策定は、ほぼ計画通りに進捗してい ポンプ場耐震改修及び沈砂洗浄設備改修工事は完了。 工事完了に向けて取り組む。
る。 実施設計委託は計画通りに進捗している。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

今釜新町ﾎﾟﾝﾌﾟ場ポンプ棟電気設備改修工事について 1.本渡浄化センター管理棟の耐震化改築

プ

等は、計画通 1.本渡

ラ

浄化センター沈砂洗浄

ン

設備及び脱臭機械設備

N

改
は、設計委託が繰越

o

しとなり、工事の発注

.

がずれ込み りに実施す

3

ること。管理棟耐震事

8

業費の差額は、水処 築

-

は、4年度内完了に向

1

けて取り組むこと。
工

-

程が遅れているが、年

9

度内完了に向けて努力

中

するこ 理施設耐震対策

間

に充て繰り越すことで

期

、次年度早期完  
と。

ま

了に向けて取り組むこ

で

と。　 2.今釜新町ポ

の

ンプ場の雨水第2エン
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行

 4年度 合計

数値目標

政

経常利益の計上 計画 1

経

39,650 140,

営

243 100,475

改

92,730

プランの

革

課題等

　経常利益の計

大

上と基準外一般会計補

綱

助金の削減を同時に実

ア

現するためには、さら

ク

なる接続戸数の 単位：

シ

千円 実績 141,05

ョ

9 141,295 16

ン

9,527
増加に取り

プ

組み、収益を確保する

ラ

とともに、計画的かつ

ン

適正な施設の更新等に

個

より、費用の減少に
財

票

政効果額 基準外一般会

プ

計補 計画 20,000

ラ

20,000 20,0

ン

00 20,000 80

N

,000努める必要が

o

ある。　

単位：千円 助

.

金の削減 実績 42,3

3

80 29,228 39

8

,804 111,41

-

2

年度 令和元年度 令和

1

 2年度 令和 3年度

-

令和 4年度

取組計画

8

1.経常利益の確保 1

基

.経常利益の確保 1.

本

経常利益の確保 1.経

方

常利益の確保
令和元年

針

度予算編成において経

３

常利益予定額を算定 令

８

和2年度予算編成にお

 

いて経常利益予定額を

財

算定 令和3年度予算編

政

成において経常利益予

基

定額を算定 令和4年度

盤

予算編成において経常

の

利益予定額を算定
令和

強

元年度決算調製におい

化

て経常利益額を確定 令

取

和2年度決算調製にお

組

いて経常利益額を確定

項

令和3年度決算調製に

目

おいて経常利益額を確

８

定 令和4年度決算調製

３

において経常利益額を

 

確定
    
2.一般

財

会計補助金の削減 2.

政

一般会計補助金の削減

運

2.一般会計補助金の

営

削減 2.一般会計補助

の

金の削減
令和元年度予

健

算編成において一般会

全

計補助金を計上 令和2

化

年度予算編成において

プ

一般会計補助金を計上

ラ

令和3年度予算編成に

ン

おいて一般会計補助金

名

を計上 令和4年度予算

下

編成において一般会計

水

補助金を計上
令和元年

道

度決算調整において一

事

般会計補助金の額を確

業

令和2年度決算調整に

に

おいて一般会計補助金

お

の額を確 令和3年度決

け

算調整において一般会

る

計補助金の額を確 令和

経

4年度決算調整におい

営

て一般会計補助金の額

健

を確
定 定 定 定
    

全

　決算に向けて、収益

化

確保と費用縮減に取り

の

組む。 　決算に向けて

推

、収益確保と費用縮減

進

に取り組む。 　決算に

所

向けて、収益確保と費

管

用縮減に取り組む。 　

支

決算に向けて、収益確

部

保と費用縮減に取り組

水

む。

取組実績

1.経常

道

利益の確保 1.経常利

局

益の確保 1.経常利益

所

の確保
　令和元年度予

管

算編成において経常利

課

益予定額101,24

・

　令和2年度予算編成

係

において、経常利益予

経

定額69,99 　令和

営

3年度予算編成におい

管

て、経常利益予定額4

理

2,05
2千円を算定

課

した。 9千円を算定し

　

た。 3千円を算定した

下

。
   
2.基準外一

水

般会計補助金の削減 2

道

.基準外一般会計補助

庶

金の削減 2.基準外一

務

般会計補助金の削減
　

係

令和元年度予算におい

関

て基準外一般会計補助

連

金180, 　令和2年

部

度予算において、基準

署

外一般会計補助金18

水

1 　令和3年度予算に

道

おいて、基準外一般会

局

計補助金166
745

 

千円を計上した。財政

下

計画の数値と比較した

水

場合4 ,068千円を

道

計上した。財政計画の

課

数値と比較した場合 ,

 

171千円を計上した

施

。財政計画の数値と比

設

較した場合
2,380

整

千円の削減となり、目

備

標の20,000千円

係

削減を上 29,228

、

千円の削減となり、目

水

標の20,000千円

道

削減を上 39,804

局

千円の削減となり、目

 

標の20,000千円

下

削減を上
回る結果とな

水

った。 回る結果となっ

道

た。 回る結果となった

課

。
 
※決算値での算出

 

は年度末にはできない

施

ため、予算編
成の結果

設

を実績とする。

管理係

基本方針内容

全体計画

　厳しい財政状況の中で、持続可能な行財政運営を行うためには、歳出のゼロベースでの見直しと 実施項目　　　　　　　　　 　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
自主財源の確保による財政の健全化が必要となっています。さらに、普通交付税の合併算定替期間  
が終了する2021年度以降も健全な財政運営を行うためには、「行政を経営する」とういう視点に立 1　経常利益の確保　　　　　　　　計画に沿った経営　→　　　　　　→　　　　　　→
ち財政健全化に取り組むことが必要です。  
　このため、中長期的な財政見通しに基づく財政運営の指針となる「天草市行政経営改革大綱」に 2　基準外一般会計補助金の削減　　計画に沿った経営　→　　　　　　→　　　　　　→
より、健全で持続可能な行財政運営を確保するとともに、次世代への負担を軽減し、未来に向けた  

　経常利益については、財政計画に示した金額を目標に掲げ、目標以上の利益計上を目指す。
　経営健全化のための長期経営計画（経営戦略）に沿った経営を推進する。 　基準外一般会計補助金の削減については、財政計画に示した金額からさらに20,000千円の削減を
　具体的には、単年度収支において、経常利益の計上を維持・継続することで、資金確保等経営基 目標とする。

プランの 盤の強化を図る。  
目的・効果 　さらに、地方公営企業に課せられた独立採算の原則を目指し、基準外一般会計補助金の削減に取

り組むことで、企業としての独立性の強化を図る。

現状・課題

　汚水処理人口の減少に伴う営業収益の減少、施設の更新費用の増大等下水道事業の経営環境は厳
しさを増すことが予測されるが、地方公営企業法の規定適用（平成28年度）以降、２期連続で経常
利益を計上している。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和
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成

営に努めたい。 であり

果

、目標達成に向けて下

と

半期も健全経営に努め

課

た であるが、人口減少

題

により使用料の増加が

年

見込めない
支部長 　基

度

準外一般会計補助金に

令

ついても、現在までに

和

追加 い。 中、老朽施設

元

の延命化などを図りな

年

がら、費用の節約
評価

度

補正の予定はなく、計

令

画以上の財政効果を達

和

成できそ 　基準外一般

 

会計補助金についても

2

、追加補正の予定 を行

年

い、目標達成に向けて

度

下半期も健全経営に努

令

めた
うである。 もなく

和

、計画以上の財政効果

 

を達成できそうである

3

。 い。
　基準外一般会

年

計補助金についても、

度

追加補正の予定
もなく

令

、計画以上の財政効果

和

を達成できそうである

 

。

進捗 計画どおり進行

4

計画どおり進行 計画ど

年

おり進行 未設定

１年間

度

の成果と課題

年度 令和

所

元年度 令和 2年度 令

管

和 3年度 令和 4年

課

度

所管課意見

　処理場

意

等の運転管理費の算定

見

基礎となる労務単価の

　

　処理場等の委託料の

収

算定基礎となる労務単

益

価の上昇 　施設管理委

の

託料の歩掛変更により

主

、設計金額が上昇
大幅

体

な上昇により、施設の

で

維持管理費の増加が経

あ

営を により施設の維持

る

管理費の増加及び令和

下

2年7月豪雨に し、施

水

設の維持管理費が増加

道

した。
圧迫したものの

使

、営業収益の減少が見

用

込みより少なか よる使

料

用料減免により営業収

に

益の減少があったが、

つ

一 　また、公共下水道

い

は、今年度から５年間

て

、修繕や薬
ったことや

は

、資本費繰入収益等の

、

営業外収益の増が経 般

９

会計補助金の増により

月

、経常利益については

末

目標を 品の購入などを

　

含めた包括委託で契約

収

し、民間を活用
営を支

益

えたことにより、経常

の

利益については目標を

主

僅 上回ることができる

体

と見込んでいる。 した

で

迅速で効率的な維持管

あ

理に努めている。ただ

る

、単
かではあるが上回

下

ると見込んでいる。 年

水

度では削減効果が見え

道

てこないため、５年間

使

で効果
を発揮できるよ

用

うに注視していく必要

料

がある。
　経営戦略の

に

目標（経常利益、基準

つ

外一般会計補助金
）は

い

上回ることができると

て

見込んでいる。

方向性

は

継続（完了） 継続（完

、

了） 継続（完了） 未設

9

定

　有収水量の減少が

月

見込みより進行が遅い

末

ことにより 　令和2年

　

7月豪雨被害による使

収

用料の減免を行ったが

益

　使用料収入は前年度

の

より増加している。施

主

設管理も
安定した経営

体

が維持されていると分

で

析している。５月 、使

あ

用料の減収が見込みよ

る

り少ない。施設管理も

下

スト 公共下水道は包括

水

的施設管理の導入によ

道

り、民間を活
には正式

使

な決算数値を算定する

用

が、経常利益は目標で

料

ックマネジメント計画

は

により計画的に更新す

、

ることに 用した迅速で

９

効率的な対応が可能に

月

なった。今後、更
ある

末

139,650千円を

時

達成できると見込んで

点

いる。 より安定した経

で

営を維持できていると

前

分析している。 なる効

の

果を期で待している。

時

　基準外一般会計補助

点

金の削減額についても

で

正式には 5月中には正

前

式な決算値が確定する

年

が、経常利益は目 　５

度

月中には正式な決算値

比

が確定するが、経常利

0

益の
支部長 ６月の決算

.

状況調査により確定す

7

るが、現時点では目 標

3

値を達成できると見込

％

んでいる。 確保と基準

、

外一般会計補助金の削

約

減については、目標
評

2

価 標額を大幅に上回る

,

予定である。 　基準外

1

一般会計補助金の削減

0

についても、補正して

0

値を上回る予定である

千

。
おらず目標値を上回

円

ることができている。

の

方向性 継続（完了） 継

減

続（完了） 継続（完了

少

） 未設定

となっ 時点で前年度比約15,000千円の減少となったが、これ 年度比8,683千円の増加となったが、これは令和２年
たが、人口減少が進行するなかで、一定の収益を確保 は7月豪雨に伴い使用料の減免を行ったため大きく減 度の豪雨に伴う使用料減免額が、令和３年度には元に
した。 少している。しかし、人口減少が進行するなかで、一 戻った格好となっている。
　費用面では、支払利息が10,000千円超の削減を見込 定の使用料収益を確保できた。 　人口減少が進行するなか、下水道供用開始区域内人
んでおり、決算に向けて、引き続き営業費用の削減に 　費用では、企業債支払利息約14,000千円の削減を見 口は微増しており、下水道区域外から移転している状
努め、目標の経常利益計上を達成したい。 込んでおり、年度末に向け、引き続き費用削減に努め 況がうかがえる。これにより一定の収入が確保出来た

、目標の経常利益を達成したい。 。
　費用では、減価償却費と資産減耗費を併せて前年比
で約39,000千円、企業債支払利息が12,400千円の削減
を見込んでおり、年度末に向け、引き続き費用削減に
努め、目標の経常利益を達成したい。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

　平成30年度決算では、145,982千円の純利益を計上 　令和元年度決算では、171,110千円の純利益を計上 　令和２年度決算では、129,305千円の純

プ

利益を計上
し、公営企

ラ

業会計移行後３期連続

ン

で１億円を超える利 し

N

、公営企業会計移行後

o

4期連続で1億円を超

.

える利益 し、公営企業

3

会計移行後５期連続で

8

１億円を超える利
益を

-

計上した。 を得た。 益

1

を得た。
　令和元年度

-

についても、順調に収

8

益を計上しており 　令

中

和2年度においても、

間

純利益を計上できる見

期

込み 　令和３年度にお

ま

いても、純利益を計上

で

できる見込み
、目標に

の

向けて下半期も健全経
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行

実現するためには、適

政

切な料金収入の確 単位

経

：千円 実績 198,2

営

08 65,000
保に

改

取り組むとともに、計

革

画的かつ適正な施設の

大

更新等により、費用の

綱

減少に努める必要があ

ア

る。
財政効果額 基準外

ク

一般会計補 計画 10,

シ

000 10,000 1

ョ

0,000 10,00

ン

0 40,000

単位：

プ

千円 助金の削減 実績 1

ラ

8,279 0 76,7

ン

49 95,028

年度

個

令和元年度 令和 2年

票

度 令和 3年度 令和 

プ

4年度

取組計画

１　経

ラ

常利益の確保 １　経常

ン

利益の確保 １　経常利

N

益の確保 １　経常利益

o

の確保
平成31年度予

.

算編成において経常利

3

益予定額を算定 令和2

8

年度予算編成において

-

経常利益予定額を算定

1

令和3年度予算編成に

-

おいて経常利益予定額

7

を算定 令和4年度予算

基

編成において経常利益

本

予定額を算定
平成31

方

年度決算調製において

針

経常利益額を確定 令和

３

2年度決算調製におい

８

て経常利益額を確定 令

 

和3年度決算調製にお

財

いて経常利益額を確定

政

令和4年度決算調製に

基

おいて経常利益額を確

盤

定
    
２　基準外

の

一般会計補助金の削減

強

２　基準外一般会計補

化

助金の削減 ２　基準外

取

一般会計補助金の削減

組

２　基準外一般会計補

項

助金の削減
平成31年

目

度予算編成において一

８

般会計補助金を計上 令

３

和2年度予算編成にお

 

いて一般会計補助金を

財

計上 令和3年度予算編

政

成において一般会計補

運

助金を計上 令和4年度

営

予算編成において一般

の

会計補助金を計上
平成

健

31年度決算調製にお

全

いて一般会計補助金の

化

額を確 令和2年度決算

プ

調製において一般会計

ラ

補助金の額を確 令和3

ン

年度決算調製において

名

一般会計補助金の額を

水

確 令和4年度決算調製

道

において一般会計補助

事

金の額を確
定 定 定 定
 

業

   
　決算に向けて

に

、収益確保と費用削減

お

に取り組む 　決算に向

け

けて、収益確保と費用

る

削減に取り組む 　決算

経

に向けて、収益確保と

営

費用削減に取り組む 　

健

決算に向けて、収益確

全

保と費用削減に取り組

化

む

取組実績

１　経常利

の

益の確保 １　経常利益

推

の確保 １　経常利益の

進

確保
　令和元年度予算

所

編成において経常利益

管

予定額67,440 　

支

令和２年度予算編成に

部

おいて経常利益予定額

水

114,31 　令和３

道

年度予算編成において

局

、経常利益予定額20

所

,4
千円を算定してい

管

た。令和元年度決算見

課

込額を令和２ 3千円を

・

算定していた。令和２

係

年度決算見込額を令和

経

76千円を算定してい

営

た。令和３年度決算見

管

込額を令和
年２月まで

理

の実績から算定し、経

課

常利益予定額を198

　

, ３年２月までの実績

水

から算定し、経常利益

道

予定額を19 ４年２月

庶

までの実績から算定し

務

、経常利益予定額を6

係

5
208千円に修正し

関

た。 5,418千円に

連

修正した。 ,000千

部

円に修正した。
   

署

   
２　基準外一般

水

会計補助金の削減 ２　

道

基準外一般会計補助金

局

の削減 ２　基準外一般

 

会計補助金の削減
　令

水

和元年度予算編成にお

道

いて基準外一般会計繰

課

入金 　平成31年度作

 

成の財政計画において

工

基準外一般会計 　平成

務

31年度作成の財政計

係

画において、基準外一

、

般会
249,668千

水

円を計上している。今

道

年度においては、繰 繰

局

入金194,094千

 

円を計上していたが、

水

基準額見直し 計繰入金

道

181,019千円を

課

計上していたが、財政

 

課との
出し基準の見直

施

しにより、基準外補助

設

金を18,279千円

管

等により、基準外一般

理

会計繰入金は219,

係

439千円とな 協議に

基

より令和３年度より繰

本

出し基準を見直したこ

方

と
削減し、目標を上回

針

る結果となった。 った

内

。 により、基準外一般

容

会計繰入金は104,

全

270千円となっ
た。

体計画

　厳しい財政状況の中で、持続可能な行財政運営を行うためには、歳出のゼロベースでの見直しと 実施項目　　　　　　　　　　　令和元年度　　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
自主財源の確保による財政の健全化が必要となっています。さらに、普通交付税の合併算定替期間  
が終了する2021年度以降も健全な財政運営を行うためには、「行政を経営する」とういう視点に立 １　経常利益の確保　　　　　計画に沿った経営　　　→　　　　　　→　　　　　　→
ち財政健全化に取り組むことが必要です。  
　このため、中長期的な財政見通しに基づく財政運営の指針となる「天草市行政経営改革大綱」に ２　基準外一般会計補助金　　計画に沿った経営　　　→　　　　　　→　　　　　　→
より、健全で持続可能な行財政運営を確保するとともに、次世代への負担を軽減し、未来に向けた 　　の削減　　　　　　　　　

　　 
　経営健全化のための長期経営計画（経営戦略）に沿った経営を推進する。 財政計画に示した金額を目標に掲げ、目標以上の利益計上を目指す。
　具体的には、単年度収支において経常利益の計上を維持・継続することで、資金確保等経営基盤 　

プランの の強化を図る。
目的・効果 　さらに、地方公営企業に課せられた独立採算の原則を目指し、基準外一般会計補助金の削減に取

り組むことで、企業としての独立性の強化を図る。

現状・課題

　給水人口の減少に伴う料金収入の減少、施設の更新費用の増大など水道事業の経営環境は厳しさ
が増す中、平成29年度からの簡易水道事業統合以降も経常利益を計上している。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 経常利益の計上 計画 64,979 59,598 53,479 45,978

プランの課題等

　経常利益の計上と基準外一般会計補助金の削減を同時に
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成

どおり進行 計画どおり

果

進行 計画どおり進行 未

と

設定

１年間の成果と課

課

題

年度 令和元年度 令和

題

 2年度 令和 3年度

年

令和 4年度

所管課意

度

見

　収益の主体である

令

給水収益については、

和

給水人口の 　収益の主

元

体である給水収益につ

年

いては、７月豪雨災 　

度

収益の主体である給水

令

収益については、給水

和

人口の
減少等により前

 

年度比約1.6％、2

2

7,000千円の減少

年

と 害の減免措置等によ

度

り前年度比約1.5％

令

、26,000千円 減

和

少等により前年度比約

 

6,000千円の減少

3

となったが
なったが、

年

費用面において、企業

度

債支払利息の減や人 の

令

減少となったが、費用

和

面において、企業債支

 

払利息 、費用面におい

4

て、企業債支払利息の

年

減や人件費の削
件費の

度

削減等により、目標を

所

上回る経常利益を見込

管

ん 等の減により、経常

課

利益を確保している。

意

今後も計画 減等により

見

、目標を上回る経常利

　

益を確保している。
で

収

いる。今後も計画に沿

益

った健全経営に努める

の

。 に沿った健全経営に

主

努める。 今後も計画に

体

沿った健全経営に努め

で

る。

方向性 継続（完了

あ

） 継続（完了） 継続（

る

完了） 未設定

　令和元

給

年度については、給水

水

収益が大幅な減少とな

収

　令和２年度について

益

は、給水収益が大幅な

に

減少とな 　令和３年度

つ

については、給水収益

い

が減少となったが
った

て

が、費用の削減により

は

目標を上回る経常利益

、

が見 ったが、費用の削

９

減により経常利益を確

月

保している。 、費用の

末

削減により目標を上回

時

る経常利益が確保でき

点

込まれる。 今後は、老

　

朽化施設の更新等によ

収

り費用の増加が見込 た

益

。
今後は、老朽化施設

の

の更新等により費用の

主

増加が見込 まれるため

体

、計画に沿った健全経

で

営に努めたい。 　今後

あ

は、老朽化施設の更新

る

等の必要性により費用

給

の
まれるため、計画に

水

沿った健全経営に努め

収

たい。 増加が見込まれ

益

ることから、今後も計

に

画に沿った健全
支部長

つ

 経営に努めたい。
評

い

価

方向性 継続（完了）

て

継続（完了） 継続（完

は

了） 未設定

、７月豪雨災 　収益の主体である給水収益については、前年度に豪
で前年度比1.61％、約14,300千円の減少となっており 害による減免措置をおこなったこともあり、９月末時 雨災害による減免措置をおこなったこともあり、９月
、給水人口減少や節水等により、今後も給水収益は減 点で前年度比3.83％減、約3,340万円の減少となって 末時点で前年度比2.28％増、約1,900万円の増加とな
少が見込まれる。 おり、今後も給水人口減少や節水等により給水収益の っているが、今後は人口減少や節水等により給水収益
　費用面では、支払利息が前年度比約20,000千円の減 減少が見込まれる。 の減少が見込まれる。
を見込んでおり、決算に向けて引き続き費用の削減に 　費用面では、支払利息が前年度比約20,000千円の減 　費用面では、支払利息が前年度比約20,000千円の減
努め、目標の経常利益計上を達成したい。 を見込んでおり、決算に向けて引き続き費用の削減に を見込んでおり、決算に向けて引き続き費用の削減に

努め、目標の経常利益計上を達成したい。 努め、目標の経常利益計上を達成したい。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

　平成30年度決算では、一般会計繰入金の基準見直し 　令和元年度決算では、減価償却費及び支払利息等の 　令和２年度決算では、豪雨災害による減免措置をお
、支払利息の減により152,568千円の純利益を計上し 減により184,599千円の純利益を計上した。 こなったものの、減価償却費及び支払利息等の減

プ

によ
た。 　令和２年度

ラ

については、給水収益

ン

の大幅な減少が見 り1

N

97,226千円の純

o

利益を計上した。
　令

.

和元年度については、

3

給水収益の大幅な減少

8

が見 込まれており、費

-

用削減等により健全経

1

営に努めたい 　今後は

-

、人口減少により給水

7

収益は減少が見込まれ

中

込まれるため、費用削

間

減等により健全経営に

期

努めたい 。 ることから

ま

、費用削減等により健

で

全経営に努めたい。
支

の

部長 。
評価  

進捗 計画
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行

77 54,880 11

政

1,457

年度 令和元

経

年度 令和 2年度 令和

営

 3年度 令和 4年度

改

取組計画

栖本学校給食

革

センターの民間委託に

大

ついて、1年経過 牛深

綱

・御所浦・五和の学校

ア

給食センターの民間委

ク

託に 牛深・御所浦・五

シ

和の学校給食センター

ョ

の民間委託の 栖本学校

ン

給食センターの民間委

プ

託について、1年経過

ラ

したため、検証を行う

ン

。 ついて、1年経過後

個

の検証を行う。 契約期

票

間が2021年度で満

プ

了するので、2022

ラ

年度からの 後の検証を

ン

行う。
 栖本学校給食

N

センターの民間委託の

o

契約期間が2020年

.

委託について公募を行

3

う。  
○民間委託　牛

8

深・御所浦・栖本・五

-

和 度で満了するので、

2

2021年度からの委

-

託について公募  ○民

5

間委託　牛深・御所浦

基

・栖本・五和
 を行う

本

。 ○民間委託　牛深・

方

御所浦・栖本・五和  

針

○民間委託の検証　栖

３

本   ○民間委託の検

８

証　栖本
　4月～6月

 

　検証作業 ○民間委託

財

　牛深・御所浦・栖本

政

・五和 ○民間委託の公

基

募　牛深・御所浦・五

盤

和 　4月～6月　検証

の

作業
　7月　教育委員

強

会報告  　10月　募

化

集の周知 　7月　教育

取

委員会報告
○民間委託

組

の検証　牛深・御所浦

項

・五和 　11～12月

目

　申請・受付・審査・

８

決定
　4月～6月　検

４

証作業 　1、2月　通

 

知、契約
　7月　教育

ア

委員会報告
 
○民間委

ウ

託の公募　栖本
　10

ト

月　募集の周知
　11

ソ

～12月　申請・受付

ー

・審査・決定

取組実績

シ

○ ４つの給食センタ

ン

ーで民間委託を実施し

グ

ている。 ○ ４つの給

に

食センターで民間委託

よ

を実施。 牛深・御所浦

る

・五和の学校給食セン

サ

ターの2022年度か

ー

　 牛深・御所浦・五

ビ

和（2回目 H31.

ス

4～R4.3） 　 牛

の

深・御所浦・五和（2

維

回目 H31.4～R

持

4.3） らの委託業者

と

について公募型プロポ

財

ーザルで選定し契
　 

政

栖本        

プ

      （1回目

ラ

 H30.4～R3.

ン

3) 　 栖本    

名

          

給

（1回目 H30.4

食

～R3.3) 約を締結

調

した。
   
○ ２年

理

目の栖本学校給食セン

業

ターの民間委託につい

務

○　牛深、御所浦及び

の

五和の給食センターに

民

おける民 ○民間委託　

間

牛深・御所浦・栖本・

委

五和
て、業務の履行状

託

況を検証し、検証報告

所

書を作成した 　間委託

管

の検証作業については

支

、現在、準備中であ  

部

。 　る。 ○民間委託の

教

公募　牛深・御所浦・

育

五和
 　契約期間を3

部

年から5年に変更
○　

所

栖本学校給食センター

管

の民間委託の公募は次

課

のと 　12月　募集の

・

周知
　おり進めている

係

。 　12～1月　申請

学

・受付・審査・決定
　

校

・参加表明書提出 1

給

2月3日まで 　2月　

食

仕様書打合せ
　・提案

課

書提出 1月7日まで

　

  3月　契約
　・ヒ

管

アリング 1月中旬予

理

定
　・審査結果通知　

係

1月下旬予定
 

関連部署

基本方針内容

全体計画

  政府が平成27年6月30日に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針2015」において、歳出 実施項目　　　　　　　　　　　　令和元年度　令和 2年度　令和 3年度　令和 4年度
改革の一つとして「多様な行政事務の外部委託等の推進」が打ち出されています。このことから、  
これまで取り組みが進んでいない、専門性が高いが定型的な業務について、アウトソーシング*を 調理業務の民間委託
計画的に推進し、サービスの維持と財政支出の削減に取り組みます。  

1.牛深・御所浦・五和センター　　 　2019－－－－－－－－－→2021　　　　2022－－－→2026
 
2.栖本センター　　　　　 2018－－－－－－－－→2020        2021－－－－－－→2025

・学校給食基本計画に基づき、給食調理業務等の民間委託を実施する。  
・給食調理業務の民間委託により、人件費及び調理員服務管理等の事務を削減することができる。 3.本渡・新和センター　　　　　　　（新）本渡学校給食センター建設後に検討する。

プランの ・衛生管理等職員研修が効率的に実施され、安全・安心な給食の提供を維持することができる。  
目的・効果 　

現状・課題

　給食調理員である職員の退職補充は、嘱託職員等で対応している。このため、調理員確保に苦慮
している。
 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 計画の進捗率 計画 66.7 66.7 66.7 66.7

プランの課題等

　民間委託の実施にあっては、教職員数及び児童生徒数の推移を見ながら段階的に実施する必要が 単位：％ 実績 66.7 66.7
ある。よって、今後、民間委託実施時期は令和7年（2025年）頃、本渡学校給食センターを予定し

財政効果額 人件費削減額 計画 56,577 54,880 54,384 48,670 214,511ている。

単位：千円 実績 56,5
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成

より遅い 計画より遅い

果

計画より遅い 未設定

１

と

年間の成果と課題

年度

課

令和元年度 令和 2年

題

度 令和 3年度 令和 

年

4年度

所管課意見

　牛

度

深・御所浦・五和セン

令

ターの再委託について

和

は問 ○ 牛深、御所浦

元

、栖本、五和学校給食

年

センターの給 ○ 牛深

度

、御所浦、栖本、五和

令

学校給食センターの給

和

題なく実施されている

 

。 食調理等業務の民間

2

委託は、4月から5月

年

までは新型コ 食調理等

度

業務について、本年度

令

も新型コロナウイルス

和

　栖本センターについ

 

て、検証の結果、「概

3

ね適切に ロナウイルス

年

感染症対策に伴う臨時

度

休校等で給食の実 の影

令

響もあったが、特に問

和

題もなく給食を提供す

 

るこ
履行さてている」

4

と評価されたので、４

年

月の教育委員 施回数が

度

少なかった。しかし、

所

その影響で学校の夏休

管

とが出来た。
会定例会

課

で報告を予定している

意

。 み・春休みが短縮さ

見

れて給食提供日数が増

○

えたが、特 ○ 牛深、

 

御所浦、五和センター

牛

の2022年度からの

深

民
に問題なく給食の提

、

供することができた。

御

間委託について委託期

所

間を3年から5年に変

浦

更し、公募
○ 栖本学

、

校給食センターの2回

栖

目の民間委託について

本

型プロポーザルにより

、

委託業者を選定するこ

五

とができ
選定委員会を

和

設立し、委託期間につ

学

いて3年から5年に た

校

。 
変更し、公募型プ

給

ロポーザルにより選定

食

することがで ○（新）

セ

本渡センターの民間委

ン

託については、令和4

タ

きた。 年2学期から

ー

の稼働の様子をみて実

の

施時期を検討した
○牛

給

深、御所浦、五和学校

○

給食センターについて

 

、検 い。
証作業を進め

牛

ていく。  

方向性 継続

深

（完了） 継続（未達）

、

継続（完了） 未設定

　

御

調理業務等民間委託は

所

各センターとも大きな

浦

事故も ○　４センター

、

の給食調理等業務民間

栖

委託について　 ○　給

本

食調理等業務民間委託

、

（４センター）につい

五

て
なく順調に遂行され

和

ている。 　は、問題な

学

く実施されていると評

校

価した。 　は、大きな

給

問題もなく実施されて

食

いると評価した。
　栖

セ

本学校給食センターの

ン

業務委託後の検証作業

タ

につ 　　また、栖本学

ー

校給食センター民間委

の

託について 　　また、

給

本年度で委託期間が満

○

了となる牛深・御所
い

 

ては、当初計画では７

牛

月に教育委員会報告を

深

行うと 　は、公募型プ

、

ロポーザル方式により

御

、令和３年度か 浦・五

所

和学校給食センターに

浦

ついては、公募型プロ

、

ポ
ころがまだ完了して

栖

いない。 　ら令和７年

本

度までの５年間の委託

、

業者を選定するこ ーザ

五

ル方式により、令和４

和

年度から令和８年度ま

学

　で
支部長 　とができ

校

た。 の５年間の委託業

給

者を選定することがで

食

きた。
評価 ○　牛深、

セ

御所浦、五和学校給食

ン

センターは、来年度
　

タ

契約期間が終了するこ

ー

とから、今後、委託業

の

務の検
　証作業を実施

給

し、業者選定の際の資

食

料として活用を
　図り

調

たい。

方向性 継続（未

理

達） 継続（未達） 継続

等

（完了） 未設定

業務の民間委託は、特に問題なく給食の提供 食調理等業務の民間委託は、4月から5月までは新型コ 食調理等業務の民間委託について、問題なく給食の提
ができている。 ロナウイルス感染症対策に伴う臨時休校等で給食の実 供ができている。
○ 平成３０年４月から民間委託を実施した栖本学校 施回数が少なかったが、6月以降は特に問題なく給食  
給食センターについては、現在、検証作業を進めてい の提供ができている。 ○牛深・御所浦・五和の学校給食センターの3回目の
る。 ○ 栖本学校給食センターの2回目の民間委託について 民間委託について委託期間を3年から5年変更。

委託期間を3年から5年に変更し、業者を選定する。 業者の選定を行い令和4年3月までに契約締結を行う。
○ 牛深、御所浦、五和学校給食センターについて、
検証作業を進めていく必要がある。

進捗 計画より遅い 計画より遅い 計画より遅い 未設定

　４センターの給食調理等業務民間委託については、 ○　４センターの給食調理等業務民間委託について　 〇　期間満了に伴う牛深、御所浦、五和学校給食セン
問題なく実施されていると評価した。 　は、問題なく実施されていると評価した。 ターの業務委託契約については、公募型プロポーザル
　栖本学校給食センターは民間委託後、２年目を迎え 　　栖本学校給食センター民間委託については、公募 方式により委託業者の選定に向け準備を進めており、
ており、業務委託の検証作業を行い、教育委員会定例 　型プロ

プ

ポーザル方式による委

ラ

託業者の選定に向け ２

ン

月までには委託業者を

N

決定する必要がある。

o

会において報告する必

.

要がある。 　順調に進

3

めている。 〇　栖本学

8

校給食センターについ

-

ては、本年度から５
支

2

部長 ○　今後、牛深、

-

御所浦及び五和学校給

5

食センターの 年間の長

中

期契約を行ったところ

間

であり、委託業務の検

期

評価 　委託業務の検証

ま

作業を行い、報告する

で

必要がある。 証を行う

の

必要がある。

進捗 計画
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行

年度 令和 2年度 令和

政

 3年度 令和 4年度

経

合計
見直す必要がある

営

。 
数値目標 計画

プラ

改

ンの課題等

【現状】・

革

職員定員適正化の中で

大

サービス水準の維持が

綱

必要。・職員の人事異

ア

動に伴う一時的なサ 単

ク

位： 実績
ービス水準の

シ

低下。・臨時的、短期

ョ

的に集中して処理する

ン

業務への対応。
財政効

プ

果額 人件費相当額 計画

ラ

0 6,600 3,20

ン

0 7,000 16,8

個

00【プラン実施】・

票

偽装請負対策。・個人

プ

情報保護対策。

単位：

ラ

千円 実績 0 4,700

ン

3,200 7,900

N

年度 令和元年度 令和 

o

2年度 令和 3年度 令

.

和 4年度

取組計画

1

1

.総合窓口設置に伴い

-

民間委託の対象業務を

2

検討し年 1.国が定め

-

る標準仕様書に基づき

2

民間委託に係る仕様 1

基

.国が定める標準仕様

本

書に基づき民間委託に

方

係る仕様 1.民間委託

針

に向けた準備
度末まで

３

に確定する。 書（案）

８

等を作成する。 書（案

 

）等を作成する。 ・ 

財

4月～9月　民間委託

政

スケジュール作成
・ 

基

6月　 新庁舎開庁　

盤

総合窓口設置 ・ 4月

の

～9月　対象業務　検

強

討 ・ 4月～8月　対

化

象業務　再検討 ・ 4

取

月～3月　入札方法等

組

の検討
・10月～ 対

項

象業務　検討 ・10月

目

　   　対象業務　

８

確定 ・ 9月　   

４

　対象業務　確定  
 

 

・10月～3月　仕様

ア

書（案）等作成 ・10

ウ

月～3月　仕様書（案

ト

）等作成  
2.会計年

ソ

度任用職員の任用準備

ー

  （財政効果）職員

シ

1人削減（計3人）　

ン

効果額7,000千
　

グ

10月 32年度予算

に

要求 (新規)会計年

よ

度任用職員1人  2.

る

会計年度任用職員の任

サ

用等 円（計14,90

ー

0円）
分 2.会計年度

ビ

任用職員の任用等 ・ 

ス

4月 会計年度任用職

の

員(新規)2人任用、

維

計3人  
・4月　会計

持

年度任用職員　1人任

と

用  ※業務の継続性、

財

雇用の確保を考慮、ま

政

た円滑かつ効
・10月

プ

　33年度予算要求(

ラ

新規)会計年度任用職

ン

員2人  率的に民間委

名

託へ移行するため受託

案

事業者において市
（計

内

3人）  で任用してい

・

た会計年度任用職員を

受

再雇用する仕組み
 （

付

財政効果）職員1人削

業

減（計2人）、会計年

務

度職員2 を検討。 
（

等

財政効果）職員1人削

ア

減、臨時職員1人削減

ウ

　 人任用（計3人）　

ト

効果額3,200千円

ソ

（計7,900千円）

ー

  
会計年度職員　1

シ

人任用　効果額　6,

ン

600千円  ※令和5

グ

年4月　職員1人削減

の

予定（計4人）

取組実

推

績

  1.
1. 1.

進

　　4月～　対象業務

所

の再検討
　 6月　 

管

新庁舎開庁　総合窓口

支

運用開始 　　4月～1

部

2月　対象業務の検討

市

　 11月　　会計年

民

度任用職員配置計画（

生

案）作成
  12月　

活

 総合窓口で取り扱う

部

業務の検討 　　2月

所

　　　　派遣及び業務

管

委託の説明会参加 　　

課

3月　　令和４年度の

・

職員配置　検討
   

係

3月　 一部運用の見

市

直し 　　3月　　　　

民

令和３年度の職員配置

課

　検討  
  2.
2.

　

2. 　　4月　　会計

総

年度任用職員　　計２

合

人任用
　10月　 令

窓

和2年度予算要求 　・

口

4月　　会計年度任用

係

職員　　計２人任用  

関

  10月　　令和４

連

年度予算要求
　　　　

部

（会計年度任用職員1

署

人分新規追加） 　※う

基

ち1人は臨時職員から

本

会計年度任用職員へ変

方

更 　 ※マイナンバー

針

カード関係の会計年度

内

任用職員を
　 　・10

容

月　　令和３年度予算

全

要求 　　２人新規追加

体

　　
 　※会計年度任

計

用職員２人新規追加　

画

　　　  
 

  政府が平成27年6月30日に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針2015」において、歳出 【実施項目】　　　令和元年度　　　令和 2年度　　 令和 3年度　　令和 4年度
改革の一つとして「多様な行政事務の外部委託等の推進」が打ち出されています。このことから、  
これまで取り組みが進んでいない、専門性が高いが定型的な業務について、アウトソーシング*を 総合窓口等　　　　民間委託の　　　仕様書（案）　　仕様書（案）　予算要求
計画的に推進し、サービスの維持と財政支出の削減に取り組みます。 の民間委託　　　　対象業務検討　　等の作成　　　　等の作成　　　　　　　

 
ノウハウの　　　　　　　　　　　　会計年度　　　　会計年度　　　会計年度
移転・引継　　　　　　　　　　　　職員・任用　　　職員・任用    職員・任用

【目的】案内・受付業務（公共サービス改革法に定める窓口6業務）等に関して課題等の整理を行  
いながらアウトソーシングを推進する。 【財政効果額の積算根拠】

プランの (対象業務）・案内業務・各種証明書交付申請書の受付・証明書の交付及び手数料の徴収・パスポ ・職員1人7,000千円、会計年度職員1人1,900千円、臨時職員1人1,500円で算定。
目的・効果 ートの申請受付及び交付・端末操作  

【効果】繁忙期の対応、雇用創出・地域活性化、職員の業務効率化、時間延長等サービスの拡大、 ※会計年度任用職員制度導入に伴い財政効果額の再算定が必要。
市民サービスの維持向上。

現状・課題

市民課業務は職員１２人、非常勤職員１３人、臨時職員１人で、うち民間委託を予定している案内
業務、各種証明書交付等事務は職員４人、非常勤職員１３人、臨時職員１人で行っている。
２０１９年６月から新庁舎開庁に伴い総合窓口が設置されることから、民間委託の対象業務を再度 令和元
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果

アウトソーシングにつ

と

いては、対象とする業

課

務、事  今年度は会計

題

年度任用職員を新たに

年

２人雇用した。
、課題

度

等の整理を行い、アウ

令

トソーシング予定であ

和

る 業者などについて検

元

討を行なったが、新型

年

コロナウイ アウトソー

度

シングについては、令

令

和４年１０月からの
総

和

合窓口で取り扱う業務

 

等の確認を行った。ま

2

た、令 ルスの影響によ

年

り、先進地の研修を行

度

なえず、対象業 計画で

令

推進していたが、コン

和

ビニ交付サービスの開

 

始
和2年度にはアウト

3

ソーシングをさらに推

年

進するため 務の検討や

度

民間事業者の調査など

令

が計画より遅れ、仕 や

和

窓口業務のデジタル化

 

が進むことにより、会

4

計年度
、会計年度任用

年

職員1人の予算要求を

度

行い、確保した 様書（

所

案）の作成までは至ら

管

なかった。 任用職員の

課

配置変更等が考えられ

意

るため、民間委託は
。

見

　アウトソーシングを

　

推進するなかでの会計

6

年度任用 行わない方向

月

とした。次年度以降も

の

会計年度任用職員
職員

新

の体制については、本

庁

年度新たに１名を雇用

舎

し、 を任用し、課題等

開

を整理しながら更なる

庁

配置の見直し
令和３年

に

度には２名を新たに雇

併

用するため、予算要求

せ

を行っていく必要があ

て

る。
を行い確保した。

総

　今後も先進地を参考

合

に課題を整理しながら

窓

、アウト
ソーシングの

口

推進を図っていく。

方

の

向性 継続（完了） 継続

運

（未達） 完了 未設定

　

用

総合窓口は順調に運用

を

できているようである

開

。 　総合窓口は順調に

始

運用されている。会計

し

年度任用職  総合窓口

　

は順調に運用されてお

今

り、会計年度任用職
　

年

今後は、課題等の整理

度

を行いながら民間委託

、

の対象 員の確保も予定

会

どおり行っている。 員

計

の確保も計画どおり行

年

っている。今後は、窓

度

口業務
業務を検討する

任

こと。 　新型コロナウ

用

イルスの影響で計画よ

職

り遅れはあるが のデジ

員

タル化が見込まれるた

1

め、民間委託は行わず

人

課
、再度詳細に内容を

を

検討し課題を整理しな

新

がらアウト 題を整理し

た

、会計年度任用職員の

に

配置について継続し
ソ

雇

ーシングの推進を図る

用

こと。 て検討し、業務

し

の効率化を図ること。

、

支部長
評価

方向性 継続

ア

（完了） 継続（未達）

　

完了 未設定

今年度は会計年度任用職員を新たに２人雇用し、ア
、課題等の整理を行っている。 ウトソーシングの対象業務の検討を行っている。 ウトソーシングの検討を行なっている。アウトソーシ
　令和2年度には会計年度任用職員1人を新たに雇用し 令和3年度には会計年度任用職員2人を新たに雇用し、 ング（民間委託）を令和４年１０月からの計画で推進
、アウトソーシングをさらに推進する計画であるため アウトソーシングを推進する計画であるため、予算要 していたが、今年度末からのコンビニ交付サービスの
、予算要求の準備を行った。 求を行った。 開始や窓口業務のデジタル化が進むことにより、会計

新型コロナウイルスの影響により、先進地の視察を行 年度任用職員の配置変更等が考えられるため、今後は
なえず、対象業務の検討や民間事業者の調査などが計 会計年度任用職員の配置計画案を作成し、アウトソー
画より遅れている。今後は、仕様書案の作成に向け課 シングの方法の再検討を行う。
題を整理しながら検討を行う。

進捗 計画どおり進行 計画より遅い 計画どおり進行 未設定

　総合窓口は順調に運用できているようである。また 　総合窓口は順調に運用されており、会計年度任用職 　総合窓口は順調に運用されており、会計年度任用職
、会計年度任用職員の確保も計画どおりできたことか 員の確保も計画どおり行っている。新型コロナウイル 員の確保も計画どおり行っている。今後は、窓口業務
ら、アウトソーシングできる対象業務を再度検討し、 スの影響で計画より遅れはあるが、再度検討し課題を

プ

のデジタル化を見据え

ラ

、課題を整理し、会計

ン

年度任用
準備を進めて

N

いくこと。 整理しなが

o

らアウトソーシングの

.

推進を図ること。 職員

1

の配置及びアウトソー

-

シングの方向性を検討

2

する
 こと。

支部長
評

-

価

進捗 計画どおり進行

2

計画より遅い 計画どお

中

り進行 未設定

１年間の

間

成果と課題

年度 令和元

期

年度 令和 2年度 令和

ま

 3年度 令和 4年度

で

所管課意見

　6月の新

の

庁舎開庁に併せて総合

成

窓口の運用を開始し 　
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行

4年度 合計

数値目標 計

政

画

プランの課題等

【現

経

状】・職員定員適正化

営

の中でサービス水準の

改

維持が必要。・職員の

革

人事異動に伴う一時的

大

な業 単位：　 実績
務効

綱

率の低下。・繁忙期の

ア

対応。
財政効果額 人件

ク

費相当額 計画 0 0 0 3

シ

,200 3,200【

ョ

プラン実施】・人材の

ン

確保。・民間委託に関

プ

しては偽装請負対策。

ラ

単位：千円 実績

年度 令

ン

和元年度 令和 2年度

個

令和 3年度 令和 4

票

年度

取組計画

1.業務

プ

の洗い出し・先進事例

ラ

調査 1.業務の洗い出

ン

し 1.業務の洗い出し

N

1.会計年度任用職員

o

の任用
　通年 　4月～

.

9月　業務の洗出し、

3

10月～11月　業務

8

の決定 　4月～9月　

-

業務の洗出し、10月

2

～11月　業務の決定

-

　通年2人　ノウハウ

3

の移転・引継
    

基

2.会計年度任用職員

本

の任用準備 2.会計年

方

度任用職員の任用 2.

針

会計年度任用職員の任

３

用 2.会計年度任用職

８

員の任用準備
　10月

 

　32年度予算要求　

財

2人分 　2月～3月　

政

2人　ノウハウの移転

基

・引継 　2月～3月　

盤

2人　ノウハウの移転

の

・引継 　10月　34

強

年度予算要求、新規2

化

人分（計4人）
   

取

 
3.方向性の検討 3

組

.方向性の検討 3.方

項

向性の検討 3.民間委

目

託の準備
　通年 　通年

８

　通年 10月 方向性

４

の決定、11月～3月

 

 入札方法等の検討、

ア

  委託業務の範囲等

ウ

を検証
※会計年度任用

ト

職員制度導入に伴い財

ソ

政効果額の再算   
定

ー

が必要。 　※電子決裁

シ

導入検討 （財政効果）

ン

職員1人減、会計年度

グ

職員2人任用、効果
　

に

※支払事務における審

よ

査内容の再検討 3,2

る

00千円

取組実績

1.

サ

業務の洗い出し・先進

ー

事例調査 1.業務の洗

ビ

い出し・先進事例調査

ス

1.業務の洗い出し
　

の

通年 　通年 　4月～9

維

月　業務の洗出し、1

持

0月～11月　業務の

と

決定
   
2.会計年

財

度任用職員の任用準備

政

2.会計年度任用職員

プ

の任用準備 2.会計年

ラ

度任用職員の任用
　1

ン

0月　2年度予算要求

名

　1人分 　10月　3

会

年度予算要求　1人分

計

　2月～3月　2人　

管

ノウハウの移転・引継

理

   
3.方向性の検

者

討 3.方向性の検討 3

の

.方向性の検討
　通年

権

　通年 　通年
   
※

限

会計年度任用職員制度

に

導入に伴い財政効額の

属

再算定   
が必要。  

す

　※支払事務における

る

審査内容の再検討

会計事務のアウトソーシング

所管支部 会計管理者 所管課・係 会計課　会計係 関連部署

基本方針内容

全体計画

  政府が平成27年6月30日に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針2015」において、歳出 【実施項目】　　　　　　　令和元年度　　　令和 2年度　　　令和 3年度　　　令和 4年度
改革の一つとして「多様な行政事務の外部委託等の推進」が打ち出されています。このことから、  
これまで取り組みが進んでいない、専門性が高いが定型的な業務について、アウトソーシング*を 1.業務の選定・実施　　　　業務の洗出し　　業務の洗出し　　　　→　　　　　段階的に実施　
計画的に推進し、サービスの維持と財政支出の削減に取り組みます。 　・効果検証　　　　　　　先進事例調査　　業務の引継等　　　　　　　　　　・効果検証

 
2.民間委託の　　　　　　　方向性の検討　　　　→　　　　　　　→　　　　　会計年度任用
　方向性の検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員の活用・

【目的】支出伝票審査等（１７事務）業務に関して課題等の整理を行いながらアウトソーシングを 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方向性の決定
推進する。まずは、会計年度任用職員の活用を図り、民間委託に関しては費用対効果等を検討のう  

プランの え実施する。 【財政効果額の積算根拠】
目的・効果 【効果】繁忙期の対応、雇用創出・地域活性化、職員の業務効率化、市民サービスの維持向上。 （会計年度任用職員の活用）職員1人7,000千円、会計年度任用職員1人1,900千円で算定

（民間委託）2024年度以降、毎年16,120千円。事務補助嘱託員報酬、マージン率33％で算定。

現状・課題

会計管理者の権限に属する会計事務は職員８人で、うち支出伝票審査等（１７事務）については、
職員４人で行っている。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 
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成

の再検討を行いたいと

果

考えている。これらの

と

業務改 検討を行いたい

課

と考えている。これら

題

の業務改善が完
の効率

年

化と財政的効果が生じ

度

るよう今後も調査検討

令

を 善が完了次第、本事

和

業の検討に着手したい

元

。 了次第、本事業の検

年

討に着手したい。
進め

度

ていただきたい。

支部

令

長
評価

方向性 未設定 未

和

設定 継続（未達） 未設

 

定

2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

現状では職員の休職により1名少ないため、業務の洗 4月より会計年度任用職員1名の配置があったが、業務 4月より会計年度任用職員1名の配置があったが、業務
い出しはほとんど進んでいない。同様に先進事例調査 の洗い出しまでは至っていない。 の洗い出しまでは至っていない。
も進んでいない。 現在、電子決裁導入の検討がされており、その中で財 現在、電子決裁導入の検討がされており、その中で財

務システムの電子決裁の検討もされる為、部会でのス 務システムの電子決裁の検討もされる為、部会でのス
ケジュールに合わせて進めたい。 ケジュールに合わせて進めたい。

進捗 未着手 未着手 未着手 未設定

支出命令等の審査事務は、年間約7万件処理しており 業務の洗い出し作業は進んでいないが、新たに電子決
、支払期限の関係から日々の業務に追われ、本取り組 裁導入の検討がなされており、電子決裁の進み具合に
みがなかなか進んでいない状況であるが、行政サービ 合わせて検討したい。
スの低下とならないようにしつつ、事務の効率化を図
り、時間外手当の抑制や職員の就業環境の向上に向け

支部長 、他市の状況把握等今後も検討を進めたい。
評価

進捗 未着手 未設定 未設定 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

1名減のままで、伝票の支払審査業務に追われ、なか 電子決裁導入の検討に伴い、会計審査の内容の整理等 電子決裁導入の検討に伴い、会計審査の内容の整理等
なか本事業に取り組みができていない状況であるが、 、再検討が必要となったため、本事業への取組ができ 、再検討が必要となったため、本事業への取組ができ
来年度は計画とおり

プ

に進めていきたい。 て

ラ

いない状況である。 て

ン

いない状況である。
電

N

子決裁導入に併せて進

o

めていきたい。 電子決

.

裁導入に併せて進めて

3

いきたい。

方向性 未設

8

定 未設定 継続（未達）

-

未設定

日々の会計事務

2

に支障が生じないよう

-

取り組む中で、 電子決

3

済導入の検討に加え、

中

支払事務における審査

間

内 電子決済導入に加え

期

、支払事務における審

ま

査内容の再
本業務の進

で

展を見いだせない状況

の

であるが、事務事業 容
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行

必要である。 令和元年

政

度 令和 2年度 令和 

経

3年度 令和 4年度 合

営

計

数値目標 指定管理施

改

設 計画 0 0 0 0

プラン

革

の課題等

　指定管理業

大

者への委託業務内容の

綱

検討及び該当する施設

ア

の関係部署（牛深支所

ク

、都市計画課）と 単位

シ

：数 実績 0 0 0
の協議

ョ

を行う必要がある。
財

ン

政効果額 人件費の削減

プ

計画 0 0 0 0 0

単位：

ラ

千円 実績 0 0 0 0

年度

ン

令和元年度 令和 2年

個

度 令和 3年度 令和 

票

4年度

取組計画

　社会

プ

体育施設のうち３施設

ラ

を指定管理者制度導入

ン

の 　社会体育施設のう

N

ち３施設について指定

o

管理者制度 　社会体育

.

施設のうち、２施設に

1

ついて指定管理者制 　

-

社会体育施設のうち、

2

２施設について指定管

-

理者制
募集方針の検討

1

を行う。 導入の募集方

基

針を検討する。 度導入

本

の募集方針を検討する

方

。 度導入の募集方針を

針

検討する。
    
１

３

．募集方針の検討 　募

８

集方針の検討 　募集方

 

針の検討 　募集方針の

財

検討
 　本渡運動公園

政

と広瀬公園については

基

、今後の指定管 　社会

盤

体育施設の本渡運動公

の

園と広瀬公園の２施設

強

に 　社会体育施設の本

化

渡運動公園と広瀬公園

取

の２施設に
　　牛深総

組

合体育館、本渡運動公

項

園、広瀬公園 理に向け

目

た導入方法を検討する

８

。牛深総合体育館につ

４

ついて、大矢﨑緑地公

 

園に整備を計画してい

ア

る天草市 ついて、大矢

ウ

﨑緑地公園に整備を計

ト

画している天草市
いて

ソ

は、指定管理の導入に

ー

ついて再検討する。 ス

シ

ポーツ拠点施設（陸上

ン

競技場等）が令和５年

グ

７月に スポーツ拠点施

に

設（陸上競技場等）が

よ

令和５年７月に
 供用

る

開始予定となっている

サ

ことから、一体的に指

ー

定管 供用開始予定とな

ビ

っていることから、一

ス

体的に指定管
 理者制

の

度を導入できないか関

維

係団体と協議を進める

持

。 理者制度を導入でき

と

ないか関係団体と協議

財

を進める。
　　  

 

取

政

組実績

　牛深総合体育

プ

館の指定管理制度の導

ラ

入について、牛  牛深

ン

総合体育館の指定管理

名

制度の導入については

社

、 　本渡運動公園と広

会

瀬公園の指定管理者制

体

度導入につ
深支所と協

育

議を行った。導入につ

施

いては同意を得たが 牛

設

深支所とも協議を行っ

運

たが、地元で指定管理

営

候補者 いては、大矢﨑

管

緑地公園に整備を進め

理

ている「スポー
、具体

業

的な管理内容等の決定

務

までには至らなかった

に

。 となる団体がないこ

指

とや、直営での運営が

定

安価である ツ拠点施設

管

(陸上競技場等)」と

理

一体的に指定管理制度

者

ことなどの理由から指

制

定管理制度の導入を行

度

わないこ の導入ができ

を

ないか団体等と意見交

導

換を行った。
ととした

入

。
　本渡運動公園と広

所

瀬公園の指定管理者制

管

度導入につ
いては、大

支

矢﨑緑地公園に整備を

部

計画している「スポ
ー

地

ツ拠点施設(陸上競技

域

場等)」と一体的に指

振

定管理制
度の導入がで

興

きないか団体等と意見

部

交換を行った。

所管課・係 スポーツ振興課　施設管理係 関連部署

基本方針内容

全体計画

  政府が平成27年6月30日に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針2015」において、歳出 実施項目　　　　　     　 令和元年度　　　令和 2年度　　　令和 3年度　　　令和 4年度
改革の一つとして「多様な行政事務の外部委託等の推進」が打ち出されています。このことから、  
これまで取り組みが進んでいない、専門性が高いが定型的な業務について、アウトソーシング*を １．募集方針の検討　　　牛深総合体育館　 本渡運動公園　  本渡運動公園　　
計画的に推進し、サービスの維持と財政支出の削減に取り組みます。 　　　　　　　　　　　　 本渡運動公園　　　広瀬公園        広瀬公園　　　　

　　　　　　　　　　　　　 広瀬公園        
 
２．指定管理者の募集　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 本渡運動公園　

　本市の社会体育施設のうち牛深総合体育館、本渡運動公園及び広瀬公園の管理について、指定管 　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 広瀬公園
理制度を導入することにより市民の利便性向上を図るとともに、施設の管理に携わっていた職員の 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　

プランの 業務の軽減に繋がり新たな業務に取り組むことが期待できる。 ３．指定管理の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
目的・効果 （モニタリング、管理）                                                     

現状・課題

　３施設の管理は、施設の予約管理及び使用料徴収業務、清掃等について、直営と委託で行ってお
り、双方での協議や調整すべきところが多く、すべてを一括して指定管理制度へ移行できないか検
討が
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果

大矢崎緑地公園 和5年

と

7月から供用開始予定

課

となっていることから

題

、供
支部長 を逆算しな

年

がら計画的に取り組む

度

必要がある。 に整備を

令

計画している「スポー

和

ツ拠点施設(陸上競技

元

用開始時期がずれる予

年

定となっている。その

度

ため、そ
評価 　また、

令

指定管理者候補となり

和

える団体があるのか、

 

場等)」と一体的に指

2

定管理制度の導入がで

年

きないか れぞれの施設

度

に指定管理者制度を導

令

入する時季の検討
支所

和

とも緊密に連携しなが

 

ら確認を進める必要が

3

ある 協議を進めていく

年

こととした。 や、一体

度

として導入することが

令

できるのか、メリット

和

。 ・デメリットなどを

 

整理し検討を進めてい

4

く必要があ
る。

進捗 計

年

画どおり進行 計画どお

度

り進行 計画どおり進行

所

未設定

１年間の成果と

管

課題

年度 令和元年度 令

課

和 2年度 令和 3年

意

度 令和 4年度

所管課

見

意見

 牛深支所から導

　

入の同意を経て、委託

牛

業務の内容の 　牛深総

深

合体育館の指定管理者

総

制度の導入については

合

　本渡運動公園と広瀬

体

公園への指定管理者制

育

度導入に
検討を行って

館

きたが、指定管理者の

に

候補となる団体に 、牛

つ

深支所と協議を行った

い

結果、指定管理者制度

て

の導 ついては、スポー

は

ツ拠点施設整備基本計

、

画により令和
ついて再

令

度協議すべき必要があ

和

るため、令和2～3年

３

度 入を行わないことと

年

した。 5年度に両施設

度

とも改修を行う予定で

に

あること、また
で検討

指

し令和4年度の導入に

定

見直しを行い取り組ん

管

で 　本渡運動公園と広

理

瀬公園への指定管理者

　

制度導入に 、大矢﨑緑

牛

地公園に整備中の「ス

深

ポーツ拠点施設（陸
い

総

きたい。 ついては、ス

合

ポーツ拠点施設整備基

体

本計画により令和 上競

育

技場等）」が令和5年

館

7月から供用開始予定

の

である
5年度に改修を

管

行う予定であること、

理

また、大矢﨑緑 ことか

業

ら、関係団体等とも協

務

議を進めてきたが、ま

に

ず
地公園に建設予定の

つ

「スポーツ拠点施設（

い

陸上競技場 は大矢﨑緑

て

地公園の「スポーツ拠

、

点施設（陸上競技場
等

指

）」が令和5年7月か

定

らの供用開始予定とな

管

っている 等）」に指定

理

管理者制度を導入し、

者

その状況も確認し
ため

制

、一体的に指定管理者

　

制度を導入することが

本

でき ながら本渡運動公

渡

園と広瀬公園への導入

運

を目指して取
ないか協

動

議を進め、令和5年度

公

からの導入を目指して

園

り組んでいく必要があ

と

る。将来的には一体的

広

に指定管
取り組んでい

瀬

きたい。 理者制度導入

公

を目指す。

方向性 変更

園

変更 継続（完了） 未設

へ

定

 指定管理者候補と

の

なりえる団体について

指

は、支所と 　牛深総合

定

体育館の指定管理者制

管

度の導入については  

理

大矢﨑緑地公園に建設

者

予定の「スポーツ拠点

制

施設（
緊密に連携しな

度

がら協議を進める必要

導

がある。令和3 、牛深

入

支所と協議を行った結

に

果、指定管理者制度の

を

導 陸上競技場等）」は

目

令和5年7月からの供

指

用開始予定で
年度の導

し

入を目指しつつ、適当

て

な候補が見つからず協

、

入を行わないこととし

引

た。 ある。また、本渡

き

運動公園と広瀬公園に

続

ついては、ス
議に時間

き

を要するようであれば

牛

、令和4年度導入を目

深

　本渡運動公園と広瀬

支

公園への指定管理者制

所

度導入に ポーツ拠点施

等

設整備基本計画により

と

令和5年度に改修
指す

委

。 ついては、スポーツ

託

拠点施設整備基本計画

内

により令和 を行う予定

容

である。
支部長 5年度

の

に改修を行う予定であ

協

ること、また、大矢﨑

議

緑 　このため、まずは

を

大矢﨑緑地公園に建設

度

予定の「ス
評価 地公園

へ

に建設予定の「スポー

の

ツ拠点施設（陸上競技

移

場 ポーツ拠点施設（陸

行

上競技場等）」に指定

を

管理者制度
等）」が令

検

和5年7月からの供用

討

開始予定となっている

し

を導入し、その状況も

た

確認しながら本渡運動

が

公園と広
ため、一体的

、

に指定管理者制度を導

地

入することができ 瀬公

元

園への導入を目指して

で

取り組んでいく必要が

指

ある
ないか協議を進め

定

、令和5年度からの導

管

入を目指して 。将来的

理

には一体的に指定管理

候

者制度導入を目指す。

補

取り組んでいく。
 

方

者

向性 継続（未達） 未設

と

定 継続（完了） 未設定

な ついては、スポーツ拠点施設整備基本計画（改訂版）
進めていきたい。 る団体の選定について支所と協議を行った結果、該当 に基づき、令和5年度に改修を行う予定であること、

する団体がいないことや、費用面からも指定管理制度 また、大矢﨑緑地公園に整備を進めている「スポーツ
を導入した場合と比較すると、直営での運営方法が安 拠点施設（陸上競技場等）」が令和5年7月から供用開
価であることから指定管理制度の移行を行わないこと 始予定となっていることから、一体的に指定管理者制
とした。 度を導入することができないか協議を進めていく。
　本渡運動公園と広瀬公園について、大矢崎緑地公園 　ただし、管理が広範囲になることや、現体制のメリ
に整備を計画している「スポーツ拠点施設(陸上競技 ット・デメリットなどを整理し、一体的に指定管理者
場等)」と一体的に指定管理制度の導入ができないか 制度を導入すべきか判断する必要がある。
協議を進めていく。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

 指定管理移行については、牛深支所も問題ないよう  牛深総合体育館の管理業務について指定管理者制度  スポーツ拠点施設整備基本計画（改訂版）に基づき
なので、令和3年4月1日からの指定管理を目標に、令 への移行を検討したが、地元で指定管理候補者となる 、本渡運動公園と広瀬公園は、令和5年度

プ

に改修を行
和2年度中

ラ

に条例改正、指定管理

ン

者募集要項の作成、 団

N

体がいないことや、費

o

用面からも、指定管理

.

者制度 う予定であるこ

1

と、また、大矢﨑緑地

-

公園に整備を進
募集、

2

選定審査会の開催、議

-

会による指定管理者の

1

議 の移行を行わないこ

中

ととした。 めている「

間

スポーツ拠点施設（陸

期

上競技場等）」は令
決

ま

、指定管理委託料の予

で

算計上等、必要となる

の

手続き 　本渡運動公園

成

と広瀬公園について、
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行

任用職員の活用を図  

政

学校主事業務について

経

会計年度任用職員の活

営

用を図
 る。 る。 る。

改

　令和元年度    
　

革

・正職員　　　　　７

大

人 　令和２年度 　令和

綱

３年度 　令和４年度
　

ア

・非常勤職員数　２６

ク

人 　・正職員　　　　

シ

　　　　６人 　・正職

ョ

員　　　　　　　　５

ン

人 　・正職員　　　　

プ

　　　　５人
　・　計

ラ

　　　　　３３人 　・

ン

会計年度任用職員数　

個

２７人 　・会計年度任

票

用職員数　２８人 　・

プ

会計年度任用職員数　

ラ

２８人
　・　計　　　

ン

　　　　　３３人 　・

N

　計　　　　　　　　

o

３３人 　・　計　　　

.

　　　　　３３人

取組

1

実績

学校主事配置状況

-

学校主事配置状況 学校

2

主事配置状況
（各小・

-

中学校、市立幼稚園に

4

１人配置）　 （各小・

基

中学校、市立幼稚園に

本

１人配置）　 （各小・

方

中学校、市立幼稚園に

針

１人配置）　
＜職種別

３

＞ ＜職種別＞ ＜職種別

８

＞
・正職員　　　　７

 

人 ・正職員　　　　６

財

人（再任用１人含む）

政

・正職員　　　　６人

基

（再任用１人含む）
・

盤

非常勤職員　２６人　

の

　計３３人 ・会計年度

強

任用職員　２７人　　

化

計３３人 ・会計年度任

取

用職員　２７人　　計

組

３３人
＜所属別＞ ＜所

項

属別＞ ＜所属別＞
・小

目

学校…（正職員）５人

８

（非常勤）１２人 ・小

４

学校…（正職員）４人

 

（会計年度）１３人 ・

ア

小学校…（正職員）４

ウ

人（会計年度）１３人

ト

・中学校…（正職員）

ソ

２人（非常勤）１１人

ー

・中学校…（正職員）

シ

２人（会計年度）１１

ン

人 ・中学校…（正職員

グ

）２人（会計年度）１

に

１人
・幼稚園…（正職

よ

員）０人（非常勤）　

る

３人 計３３ ・幼稚園

サ

…（正職員）０人（会

ー

計年度）　３人 計３

ビ

・幼稚園…（正職員）

ス

０人（会計年度）　３

の

人 計３
人 ３人 ３人
　

維

令和２年３月末に定年

持

退職となる正職員は、

と

２人の 　令和３年３月

財

末に退職となる正職員

政

は、０人の予定 　令和

プ

４年３月末に退職とな

ラ

る正職員は無し。
予定

ン

となっている。 となっ

名

ている。 　
　 　  
  

学

 

校主事業務に非常勤職員を活用

所管支部 教育部 所管課・係 学校教育課　教務2係 関連部署

基本方針内容

全体計画

  政府が平成27年6月30日に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針2015」において、歳出 　市内各小・中学校（３０校）と市立幼稚園（３園）に１人ずつ配置（計３３人）している学校主
改革の一つとして「多様な行政事務の外部委託等の推進」が打ち出されています。このことから、 事業務について、段階的に非常勤職員への配置転換を行う。
これまで取り組みが進んでいない、専門性が高いが定型的な業務について、アウトソーシング*を  
計画的に推進し、サービスの維持と財政支出の削減に取り組みます。 　・平成３１年４月現在の学校主事業務を行う職員

　　　正職員７人　非常勤職員２６人　計３３人
 
※非常勤職員は、令和２年４月１日から会計年度任用職員に移行

　学校主事業務において、正職員配置から非常勤職員の配置に転換することにより、人件費の削減
をめざす。

プランの
目的・効果

現状・課題

　市内に３０校ある小・中学校と３園ある市立幼稚園のうち、現在、正職員７人、非常勤職員２６
人計３３人で学校主事業務を行っている。
　今後、正職員の退職に伴い、非常勤職員の配置に転換していく予定であるが、完了までには１７ 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
年かかる見込みである。

数値目標 非常勤職員（学校 計画 26 27 27 27

プランの課題等

　正職員の職種変更等を行わない限り、定年退職の際しか非常勤職員への転換ができないため、完 単位：人 主事嘱託員）数 実績 26 27 27
了までに年数を要する。

財政効果額 人件費削減額 計画 0 5,500 5,500 5,500 16,500

単位：千円 実績 0 5,300 5,300 10,600

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

 学校主事業務について非常勤職員の活用を図る。  学校主事業務について会計年度任用職員の活用を図  学校主事業務について会計年度
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果

題

年度 令和元年度 令和

と

 2年度 令和 3年度

課

令和 4年度

所管課意

題

見

　年度当初、学校主

年

事を各小・中学校、市

度

立幼稚園、 　年度当初

令

、学校主事を各小・中

和

学校、市立幼稚園、 　

元

年度当初、学校主事を

年

各小・中学校、市立幼

度

稚園、
計３３箇所に１

令

人配置した。職員の内

和

訳は次のとおり 計３３

 

箇所に１人配置した。

2

職員の内訳は次のとお

年

り 計３３箇所に１人配

度

置した。職員の内訳は

令

次のとおり
。 。 。
　・

和

正職員　　　　　７人

 

　・正職員　　　　　

3

６人 　・正職員　　　

年

　　６人
　・非常勤職

度

員　　２６人　　計３

令

３人 　・非常勤職員　

和

　２７人　　計３３人

 

　・非常勤職員　　２

4

７人　　計３３人
  

年

 
　令和元年度末に２

度

人の正職員が定年退職

所

となったが 　令和２年

管

度末は正職員の定年退

課

職はないが、今後も 　

意

令和３年度末は正職員

見

の定年退職はないが、

　

今後も
、うち１人は再

年

任用のため、令和２年

度

度は後補充の非 再任用

当

職員の退職を含め、後

初

補充は会計年度任用職

、

員 再任用職員の退職や

学

異動を含め、後補充は

校

会計年度任
常勤職員と

主

して１人を配置する予

事

定である。 による配置

を

に向けて事務を進める

各

予定である。 用職員に

小

よる配置に向けて事務

・

を進める予定である。

中

　現時点では、次の正

学

職員の定年退職は４年

校

後になる 　現時点では

、

、次の正職員の定年退

市

職は３年後になる 　現

立

時点では、次の正職員

幼

の定年退職は２年後に

稚

なる
見込みである。 見

園

込みである。 見込みで

、

ある。
  

方向性 継続

 

（未達） 継続（完了）

年

継続（未達） 未設定

　

度

学校、市立幼稚園の計

当

３３箇所中２６箇所に

初

各１人 　令和元年度と

、

比較すると、会計年度

学

任用職員２６人 　令和

校

２年度と比較すると、

主

会計年度任用職員２７

事

人
の非常勤職員を配置

を

した。 から１名増加の

各

２７人配置と人件費の

小

削減に繋がった と同様

・

の配置となった。
　今

中

後も正職員の定年等に

学

あわせて非常勤職員で

校

の配 。 　今後も、今後

、

も後補充は会計年度任

市

用職員による配
置を行

立

う必要がある。 　今後

幼

も、同様の取組みを推

稚

進していく必要がある

園

。 置を推進していく必

、

要がある。
　

支部長
評

 

価

方向性 継続（未達）

年

継続（完了） 継続（未

度

達） 未設定

当初、学校主事を各小・中学校、市立幼稚園、
計３３箇所に１人配置した。職員の内訳は次のとおり 計３３箇所に１人配置した。職員の内訳は次のとおり 計３３箇所に１人配置した。職員の内訳は次のとおり
。 。 。
　・正職員　　　　　７人 　・正職員　　　　　　　　６人（再任用１人含む） 　・正職員　　　　　　　　６人（再任用１人含む）
　・非常勤職員　　２６人　　計３３人 　・会計年度任用職員　　２７人　　計３３人 　・会計年度任用職員　　２７人　　計３３人
   
　令和元年度末に２人の正職員が定年退職となる予定 　令和２年度末は正職員の定年退職はないが、今後も 　令和３年度末は正職員の定年退職はないが、今後も
で、後補充は非常勤職員による配置に向けて事務を進 再任用職員の退職を含め、後補充は会計年度任用職員 再任用職員の退職を含め、後補充は会計年度任用職員
める予定である。 による配置に向けて事務を進める予定である。 による配置に向けて事務を進める予定である。
　現時点では、次の正職員の定年退職は４年後になる 　現時点では、次の正職員の定年退職は３年後になる 　現時点では、次の正職員の定年退職は２年後になる
見込みである。 見込みである。 見込みである。

  

進捗 計画どおり進行 計画より遅い 計画より遅い 未設定

　平成３１年４月当初、正職員７人のほかは、学校主 　令和２年４月当初において、再任用職員１人を学校 　令和３年度は、令和２年度に引き続き再任用職員１
事嘱託員（非常勤職員）として２６人を確保し配置す 主事として配置

プ

したため、計画値の会

ラ

計年度任用職員 人を学

ン

校主事として配置した

N

ため、計画値の会計年

o

度
ることができた。 ２

.

８人を１人下回った状

1

況となった。 任用職員

-

２８人を１人下回った

2

状況となった。
　令和

-

２年度からは会計年度

4

任用職員制度が導入さ

中

れ
るため、引き続き、

間

必要な数の非常勤職員

期

の確保に努
支部長 める

ま

必要がある。
評価

進捗

で

計画どおり進行 計画よ

の

り遅い 計画より遅い 未

成

設定

１年間の成果と課
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行

加、
さらに同時期に建

政

設された施設の更新を

経

迎えようとしている。

営

公共施設の維持管理計

改

画は、施設の
長寿命化

革

計画として一部の施設

大

のみ作成されている。

綱

令和元年度 令和 2年

ア

度 令和 3年度 令和 

ク

4年度 合計

数値目標 計

シ

画

プランの課題等

施設

ョ

の更新・統廃合等の方

ン

針を定めて計画的に実

プ

施していく必要がある

ラ

。全施設の維持管理計

ン

画を 単位： 実績
作成す

個

る必要がある。
財政効

票

果額 投資的経費の削減

プ

計画 300,000 3

ラ

00,000 300,

ン

000 300,000

N

1,200,000施

o

設の統廃合等を進めて

.

いくためには、将来の

3

維持経費や利用見込み

9

など客観的に判断でき

-

る資料
を作成し、市民

1

の理解と協力を得る必

-

要がある。 単位：千円

1

額 実績

年度 令和元年度

基

令和 2年度 令和 3

本

年度 令和 4年度

取組

方

計画

公共施設等再配置

針

・個別施設計画を具体

３

的に実施して 公共施設

９

等再配置・個別施設計

 

画を具体的に実施して

フ

公共施設等再配置・個

ァ

別施設計画を具体的に

シ

実施して 公共施設等再

リ

配置・個別施設計画を

テ

具体的に実施して
いく

ィ

ため、施設の評価の実

マ

施、保全計画の作成、

ネ

それ いくため、施設の

ジ

評価の実施、保全計画

メ

の作成、それ いくため

ン

、施設の評価結果を基

ト

に、施設の再配置計画

の

いくため、施設の評価

推

、保全計画に基づく管

進

理運営、
を踏まえた施

に

設の再配置計画を作成

よ

し、実施していく を踏

る

まえた施設の再配置計

適

画を作成し、実施して

正

いく を作成する。また

配

、保全計画に基づく管

取

理を実施して 策定した

組

再配置計画に基づく公

項

共施設の再配置の具体

目

。 。 いく。 化を実施し

８

ていく。
    
1.

５

施設の評価 1.施設の

 

評価 1.施設の評価　

行

随時実施　　 1.施設

政

の評価　随時実施　　

財

　　7月　　職員研修

産

会、説明会 　5月　　

の

各担当課職員説明会 2

フ

.保全計画に基づく管

ァ

理の実施及び見直し（

シ

随意）  
　　7月～　

リ

施設の評価の実施 　5

テ

月～　実施(640施

ィ

設)　　 3.再配置計

マ

画の作成 2.保全計画

ネ

に基づく管理の実施及

ジ

び見直し（随意）
  

メ

11月　施設の再配置

ン

計画の方針決定  
2.

ト

保全計画の作成 2.保

に

全計画の作成 12月　

基

各支所及び施設所管課

づ

への説明会、 3.再

く

配置計画の実施
　　8

プ

月～　施設所管課で保

ラ

全計画・施設台帳の作

ン

成 　4月～　施設所管

名

課で保全計画・施設台

行

帳の作成  1月  施

政

設所管課：施設の再配

財

置方針決定 　新たに再

産

配置の必要性が生じた

の

施設等の方針作成
  

フ

 2月　各支所：各地

ァ

域の再配置計画作成 　

シ

3.再配置計画の作成

リ

3.再配置計画の作成

テ

 3月　再配置計画（

ィ

案）作成
　　8月～　

マ

施設の再配置計画の検

ネ

討 　4月～　施設の再

ジ

配置計画の検討
  

取

メ

組実績

1.施設の評価

ン

1.施設の評価 1.施

ト

設の評価
　職員研修会

に

及び説明会は、予定し

基

ていた講師の目途 　1

づ

0月に施設担当課への

く

施設評価及び保全計画

管

作成に 　施設評価につ

理

いて消防倉庫が未実施

運

であるため、年
が付か

営

なくなったため実施で

所

きなかった。ただし、

管

今 係る説明会を開催し

支

、集約化を検討する主

部

要施設21件 内までに

総

現地調査を実施するよ

務

う進めていく。
年度評

部

価を行う施設の担当課

所

を対象に説明会を行っ

管

た 、それ以外の主要施

課

設54件、その他施設

・

467件、合計5 2．

係

保全計画に基づく管理

財

の実施及び見直し
。そ

産

して、施設の評価を1

経

0月から開始し、本年

営

度目標 42施設の評価

課

を行った。消防団倉庫

　

189施設について 　

財

保全計画は公共施設経

産

営システムでR2年度

経

の実績等
数250件を

営

超える288件の評価

係

を行った。 は、普通財

関

産を先行して点検した

連

ため、4月に点検す の

部

更新を行った。今後は

署

再配置計画での方針決

基

定後、
 ることとなっ

本

た。 再度保全計画の更

方

新を実施する。
2.保

針

全計画の作成 2.保全

内

計画の作成 3．再配置

容

計画の作成　
　本年度

全

評価が終わった施設か

体

ら、各担当課において

計

　施設評価を実施した

画

施設から施設所管課に

　

て公共施 　再配置計画

市

の根拠資料として今後

民

40年間の概算コス
保

サ

全計画の作成に着手し

ー

た。 設経営システムに

ビ

入力を行い保全計画及

ス

び施設台帳を ト、財政

の

計画の概算経費、各地

向

域の人口などの資料作

上

 作成した。 成を行

と

ったが、計画作成の実

行

施には至っておらず、

政

進
3.再配置計画の作

改

成 3.再配置計画の作

革

成 捗は遅れている。今

の

後年度内に再配置計画

観

（案）の作
　11月か

点

ら各支所に赴き事業の

か

説明及び計画について

ら

　各施設の評価や利用

、

状況等の分析を行い、

本

来年度に 成まで完了す

市

るよう進めていく。
検

が

討を行い、各地域にお

所

ける再配置計画の方向

有

性を確 再配置計画を作

す

成するための方針（素

る

案）を作成した
認した

財

。 。

産の有効活用、民間活力の活用及 実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　令和元年度　令和 2年度　令和 3年度　令和 4年度
び管理経費の最小化を図るため、ファシリティマネジメントの考え方に基づいた管理運営を行いま  
す。公共施設等総合管理計画及び同計画に基づき策定した公共施設等再配置・個別施設計画により 1.施設の評価実施　　　　　　　　　　　　　　実施        →　　　　　→　　　　　→
①保有総量の縮小（統合・複合化等）、②効果的かつ効率的な利用促進、③長寿命化の推進を図っ  
ていきます。また、公共施設等の修繕・更新・取壊し等に係る経費総額は、毎年度、年次別財政計 2.保全計画の作成　　　　　　　　　　　　　　作成　　　　→　　　　　実施　　　　→
画の範囲内とし、保全計画作成において平準化を図ります。  　　　　

3.施設再配置計画の作成　　　　　　　　　　　検討　　　　→　　　　　作成　　　　実施
施設の利用状況、同時期に整備した施設等の維持管理コストや将来の更新時期を考慮し、広域的な  
観点から計画的な市有財産の整理を行う。 【財政効果額の積算根拠】

プランの 公共施設等の全体を把握し、長期的・広域的な視点を持って、更新・統廃合・長寿命化などを計画 ・年次別財政計画の投資的経費（普通建設事業分）の4年間の総額120億円と公共施設等再配置・個
目的・効果 的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現する 別施設計画策定に伴い算出した投資的経費（4年間総額132億円）との乖離金額12億円の削減

ことができる。

現状・課題

市町合併により類似した施設を多く保有するとともに、今後人口の減少による未利用施設の増
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成

設の評価を実施するこ

果

を作成したあとにヒア

と

リングを行った。その

課

後に総合
したが、当初

題

の予定よりも多い28

年

8件の評価を実施す と

度

ができたが、消防団倉

令

庫189施設について

和

は4月以降 管理計画プ

元

ロジェクトチームにお

年

いて調整を行い、取
る

度

ことが出来た。今後も

令

各課及び各支所と協力

和

して全 に点検を行うこ

 

ととなった。 りまとめ

2

た再配置計画（案）を

年

公有財産利活用、取得

度

ての施設について評価

令

を行っていく。再配置

和

計画につ 　また、それ

 

らの評価の結果につい

3

て分析を行い再配 、処

年

分等検討委員会にて審

度

議を行った。
いては、

令

各支所と検討を行い、

和

各地区での再配置に係

 

置方針（素案）を作成

4

したので、今後は各施

年

設所管課 今後は、計画

度

（案）について再度各

所

施設所管課及び各
る方

管

向性を確認できたので

課

、今後は各施設の保全

意

計画 との協議を行い、

見

方針（案）として取り

1

まとめていく 支所にて

0

確認を行い、意見を取

月

りまとめたあと、再度

か

を元に具体的な再配置

ら

計画の作成を実施して

施

いく。 。そして、その

設

方針（案）について議

評

会に説明を行っ 検討委

価

員会で審議し、計画案

を

として取りまとめる。

開

そ
た後に各支所を中心

始

として再配置計画の作

し

成を実施し して、市議

た

会及び市民への説明を

。

行ったのち、公共施
て

今

いく。 設等総合管理計

後

画及び公共施設等再配

計

置・個別施設計
画の改

画

訂として成案化を行う

的

。

方向性 継続（未達）

に

継続（未達） 継続（未

今

達） 未設定

中間期には

年

全体的に遅れていたが

度

、施設の評価につい 　

予

概ね計画どおりの評価

コ

を実施することができ

ロ

た。 上記所管課意見の

ナ

とおりの状況である。

禍

ては本年度目標を上回

の

る数の施設の評価を行

影

うことが 　今後は、素

響

案に基づく関係部署と

に

の協議を進める必 公有

よ

財産利活用取得処分等

り

検討委員会での審議が

職

年度
できた。 要がある

員

。協議を進めるうえで

説

、中間的な時期に2役

明

をまたぐこととなり、

会

新年度も新しい委員の

及

審議に支
保全計画の作

び

成については各所管課

施

において着手し、 協議

設

を行いスムーズで効率

評

的な計画作成を実施す

価

る必 障をきたさないよ

の

うにする必要がある。

実

再配置計画については

施

各支所との検討ができ

消

た。 要がある。
支部長

防

第1期計画期間の4年

倉

間で予定どおりの進捗

庫

を図るため
評価 に、施

の

設の評価と保全計画の

評

作成については、次年

価

度
でほぼ終えられるよ

は

うに進める必要がある

年

。
また、「ファシリテ

内

ィマネジメント」の考

ま

え方が職員
全体に浸透

で

するよう、職員研修の

に

実施を改めて計画す
る

現

必要も感じる。

方向性

地

継続（未達） 継続（未

調

達） 継続（未達） 未設

査

定

を実施するよう
定の施設の評価を完了するよう進めていく。 が遅れたが、10月に説明会を行い評価を開始している 進めていく。
評価の終わった施設から各担当課で保全計画を作成し 。 保全計画は再配置計画で各施設の具体的な方針が決定
ていくよう進捗管理を行っていく。 施設評価の実施が遅れたため保全計画の作成も遅れて した後、再度保全計画の内容も再配置計画に併せて更
再配置計画は各支所への説明を行い、各支所と各施設 いる。10月から施設評価を開始したので、評価が終わ 新を行う。
の担当課及び財産経営課で協議を行いながら検討を進 った施設から作成を完了するよう進捗管理を行ってい 再配置計画の作成方針を決定後、施設所管課及び各支
めていく。 く。 所への説明会を開催し、年度内に再配置計画（案）の

各課で作成した保全計画を基に再配置計画の方針案を 作成を完了するよう進めていく。
作成中であり、今後施設所管課及び各支所と協議を行
い、年度内に完了するよう進めていく。

進捗 計画より遅い 計画より遅い 計画より遅い 未設定

職員研修会については、専門の大学教授の準備をして
いたが、めどが立たなくなり残念である。
進捗状況としては遅れているが、まずは、予定してい
る施設の評価を完全に仕上げることを目標に進め、そ
のうえで保全計画の作成に移行するよう進捗管理を進

支部長 める。
評価

進捗 計画より遅い 未設定 未設定 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

本年度実施できな

プ

かった全職員を対象と

ラ

したファシリ 施設評価

ン

については、昨年度か

N

ら今年度にかけて集約

o

再配置計画作成につい

.

て、12月に職員説明

3

会を実施し
ティマネジ

9

メント研修は再度方法

-

を検討して実施して 化

1

を検討する主要施設2

-

96件、それ以外の主

1

要施設78 、各施設所

中

管課及び各支所におい

間

て再配置計画（案）
い

期

く。施設評価について

ま

は当初計画よりも遅れ

で

て着手 件、その他の施

の

設467件の841施
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管

することにより、中、長期的な水道施設の更新計画を策定する 単位： 実績
 

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

1.旧簡易水道施設の耐震化診断 1.アセットマネ

理

ジメント(資産管理）及び水道区域 1.本渡地区・牛深地区・五和地区の水道施設の耐震化 1.本渡地区・牛深地区・五和地区の水道施設の耐震化
　6月～2月 　間連結管整備実施計画を基本とした投資計画の策　 診断 診断

課

 　定（令和３年度から令和12年度まで） 　6月～2月 　6月～2月 
2.水道区域内の連結管整備実施計画策定 　5月～3月 　 　
　5月～3月 　 　 　

2.連結管整備事業実施の優先順位決定 　 　
  5月～3月   

　

 

　 　

取組実績

1.旧簡易水道施設の耐震化診断 1.アセットマネジメント及び水道区域間連結管整備 1.本渡地区の水道施設の耐震診断
6月に第1回目の耐震診断箇所の選定協議。 　計画を基本とした投資計画の策定 　8月

水

～10月診断箇所選定作業。
7月に第2回目の耐震診断箇所の選定協議。 　6月連結管整備計画を基本とした施

行

設管理係内協議 　10

政

月～12月耐震診断委

経

託設計書作成発注。
8

営

月に耐震診断箇所を、

改

旧簡易水道施設の各地

道

革

区、主 　7月施設管理

大

係と工務係の協議 　3

綱

月までに完了。
　 要

ア

の配水池７箇所に決定

ク

した。 　8月投資計画

シ

策定協議（課長、係長

ョ

２名）
9月～10月に

ン

業務委託設計書作成。

プ

　9月投資計画策定協

ラ

議 (課長、係長２名

庶

ン

）
11月に局内協議に

個

より計画変更、アセッ

票

トマネジメン  
ト作成

プ

業務委託として発注。

ラ

2.連結管整備事業実

ン

施の優先順位決定（9

N

月までの
3月までに完

o

了。 　素案）
2.水

.

道区域内の連結管整備

3

実施計画策定 　1.五

務

9

和町手野地区送配水施

-

設整備事業
昨年度は、

1

市内全域において、連

-

絡管による整備可能 　

3

2.五和町城河原地区

基

送配水施設整備事業
な

本

地区等の洗い出し作業

方

を行い、整備計画の素

針

案を策 　3.二浦町送

３

水施設整備事業
定した

係

９

。今年度は、7月～9

 

月にかけて、整備計画

フ

の素 　4.河浦町宮野

ァ

河内地区配水施設整備

シ

事業
案を基本に、実施

リ

計画箇所を協議。10

テ

月に業務委託設 　5.

ィ

五和町鬼池地区配水施

マ

設整備事業
計書作成。

ネ

11月に業務委託を発

、

ジ

注。3月までに完了。

メ

　6.有明町島子地区

ン

配水施設整備事業

トの推進による

水

適正配 取組項目 ８５ 

道

行政財産のファシリテ

局

ィマネジメントに基づ

 

く プラン名 水道施設の

水

更新計画及び連絡管整

道

備計画の策定

所管支部
課

水道局 所管課・係 水道
 

課　施設管理係 関連部
工

署

基本方針内容

全体計

務

画

　市民サービスの向

係

上と行政改革の観点か

、

ら、本市が所有する財

水

産の有効活用、民間活

道

力の活用及 　令和元年

局

度　　　　　　令和 

 

2年度　　　　　　
び

水

管理経費の最小化を図

道

るため、ファシリティ

課

マネジメントの考え方

 

に基づいた管理運営を

水 施

行いま 旧簡易水道区域

設

の　　アセットマネジ

管

メント　
す。公共施設

理

等総合管理計画及び同

係

計画に基づき策定した公共施設等再配置・個別施設計画により 耐震診断業務委託　　を活用した更新計画　　
①保有総量の縮小（統合

道

・複合化等）、②効果的かつ効率的な利用促進、③長寿命化の推進を図っ 発注　　　　　　　　の策定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ていきます。また、公共施設等の修繕・更新・取壊し等

局

に係る経費総額は、毎年度、年次別財政計 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
画の範囲内とし、保全計画作成において平準化を図ります。 水道区域の連結管　　連

 

結管整備実施の　　
整備実施計画策定　　優先順位決定

水道施設の更新や耐震化を図り、将来にわたって安定した水の供給を持続するため、アセットマネ
ジメント（資産管理）手法を導入し、持続可能な水道事業を実現する

経

ことを目的に、中長期的な視
プランの 点に立って、効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する。また水道区域内の連結管整備実施計画
目的・効果 を策定する。

現状・課題

給水人口減少に伴う水道料金の減収、水道施設の老

営

朽化、大規模災害に備えた水道施設の耐震化、
技術員の人材不足、また広域化の検討等大きな転換期にある。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 計画

プランの課題等

アセットマネジメントを導入
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成

直すなどして対応し、

果

3月に完了した。
ント

と

作成業務委託を前倒し

課

で11月に発注し、３

題

月に完 　定については

年

、計画どおりに進み2

度

月に完成した。
了した

令

。 　新市長の説明を総

和

務課と調整中である。

元

  
2.水道区域内の

年

連絡管整備実施計画策

度

定については、  
天草

令

市水道施設連絡管整備

和

計画業務委託として、

 

11月   
に発注し、

2

当初の整備計画箇所を

年

3箇所から7箇所に変

度

2.連結管整備事業実

令

施の優先順位決定につ

和

いては、計
更契約をし

 

たが、３月に完了した

3

。 　画どおりに進み1

年

月には完成した。
　新

度

市長の説明を総務課と

令

調整中である。

方向性

和

継続（完了） 継続（完

 

了） 継続（完了） 未設

4

定

1.旧簡易水道施設

年

の耐震化診断について

度

は、局内協議 1.アセ

所

ットマネジメント（資

管

産管理）及び水道区域

課

1.耐震診断業務につ

意

いては全体的に発注が

見

遅れ、内容
を3回開催

1

し、アセットマネジメ

.

ント作成業務委託と 　

旧

間連結管整備実施設計

簡

を基本とした投資計画

易

の策 を見直すなどして

水

対応したが、年度内に

道

完了した。
して計画を

施

変更して実施したが、

設

年度内に完了した。 　

の

定  診断の結果を今後

耐

の更新計画に生かす必

震

要がある。
   計画

化

（案）を確認した。
 

診

　市長、副市長の説明

断

については、総務課と

に

の日程
支部長 2.水道

つ

区域内の連結管整備実

い

施計画策定については

て

、 　調整を速やかに行

は

い成案とすること。
評

、

価 当初の整備計画3箇

業

所から7箇所に変更し

務

たが、年度内  
に完了

委

した。 2.連結管整備

託

事業実施の優先順位決

1

定
  
 　計画（案）

.

を確認した。
 　市長

ア

、副市長の説明につい

セ

ては、総務課と日程調

ッ

整
　を速やかに行い成

ト

案とすること。

方向性

マ

継続（完了） 継続（完

ネ

了） 継続（完了） 未設

ジ

定

メント（資産管理）及び水道区域 1.本渡地区・牛深地区・五和地区の耐震化診断につい
の発注が計画より遅れているので、11月中には発注を 　間連結管整備実施設計を基本とした投資計画の策 ては、業務委託の発注が計画より遅れているので、11
行い、年度内に完了すること。 　定 月中には発注を行い、年度内に完了すること。
 　
2.水道区域内の連絡管整備実施計画策定については、 　計画どおりに進んでいる。
業務委託の発注が計画より遅れているので、11月中に  
は発注を行い、年度内に完了すること。   

2.連結管整備事業実施の優先順位決定
　
　計画どおりに進んでいる。

進捗 計画より遅い 計画どおり進行 計画より遅い 未設定

1.旧簡易水道施設の耐震化診断については、発注準備 1.アセットマネジメント（資産管理）及び水道区域 1.本渡地区・牛深地区・五和地区の耐震化診断につい
に遅れが生じているが、計画どおり年度内完了に向け 　間連結管整備実施設計を基本とした投資計画の策 ては、発注準備に遅れが生じているが、計画どおり年
て、業務委託受注者と連携を図ること。 　定 度内完了に向けて、業務委託受注者と連携を図ること
  。
2.水道区域内の連絡管整備実施計画策定については、 　計画（案）を確認した。

支部長 発注準備に遅れが生じているが、計画どおり年度内完 　市長、副市長に説明し、成案とすること。
評価 了に向けて、業務委託受注者と連携を図ること。  

2.連結管整備事業実施の優先順位決定
 
　計画（案）を確認した。
　市長、副市長に説明し、成案とすること。
 

進捗 計画より

プ

遅い 計画どおり進行 計

ラ

画より遅い 未設定

１年

ン

間の成果と課題

年度 令

N

和元年度 令和 2年度

o

令和 3年度 令和 4

.

年度

所管課意見

1.旧

3

簡易水道施設の耐震化

9

診断については、局内

-

協議 1.アセットマネ

1

ジメント（資産管理）

-

及び水道区域 1.耐震

3

診断業務については全

中

体的に発注が遅れ、内

間

容
により令和2年度に

期

計画していた、アセッ

ま

トマネジメ 　間連結管

で

整備実施設計を基本と

の

した投資計画の策 を見
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行

取組計画

１．支所庁舎

政

の長寿命化を図る。 １

経

．支所庁舎の長寿命化

営

を図る。 １．支所庁舎

改

の長寿命化を図る。 １

革

．支所庁舎の長寿命化

大

を図る。
　・非常用発

綱

電設備監理業務委託　

ア

 1,056千円 　・

ク

高圧ケーブル機器取替

シ

工事　　4,026千

ョ

円   
　・非常用発電

ン

設備改修工事　　　3

プ

7,147千円  ２．

ラ

支所余剰スペースの有

ン

効活用を図る。 ２．支

個

所余剰スペースの有効

票

活用を図る。
　・受電

プ

室蓄電池取替工事　　

ラ

　　 4,664千円

ン

２．支所余剰スペース

N

の有効活用を図る。  

o

   ・新型コロナの

.

状況を鑑みながら、支

1

所内の検討
 　・空ス

-

ペースの民間活用を推

1

進する。 　　　会を開

-

催し空きスペースの有

2

効活用について検
 　

基

　　討を行う。
２．支

本

所余剰スペースの有効

方

活用を図る。  
　・各

針

階に分散している執務

３

室を１階に集約する。

９

　・市民のプライバシ

 

ーが守られる相談室を

フ

設置する
。
　・空スペ

ァ

ースの民間活用を推進

シ

する。
 

取組実績

１.

リ

支所庁舎の長寿命化を

テ

図るため、各種業務を

ィ

発注 １．支所庁舎の長

マ

寿命化を図るため、高

ネ

圧ケーブル機 １．支所

ジ

庁舎の長寿命化におい

メ

ては、玄関や通用口付

ン

　 し完了した。 器取

ト

替工事を発注し完了し

の

た。 　　近に複数あっ

推

たタイルのひび割れや

進

破損箇所を修
　①非常

に

用発電設備監理業務委

よ

託  　　復した。
　②

る

非常用発電設備改修工

適

事 ２．支所余剰スペー

正

スの有効活用として、

配

小中学校等 　　１階執

取

務室に雨漏りが生じた

組

ため、その原因と考
　

項

③受電室蓄電池取替工

目

事 の長期休暇時（夏休

８

み等）に生徒の学習ス

５

ペースとし 　　えらる

 

屋上雨処理配管に入水

行

防止対策を行った。
 

政

て開放する予定として

財

いたが、新型コロナの

産

影響によ  
２.支所余

の

剰スペースの有効活用

フ

を図るため、庁舎利 り

ァ

実施することが出来な

シ

かった。 ２．支所余剰

リ

スペースの有効活用に

テ

おいては、庁舎内
活用

ィ

検討会を2回開催し、

マ

12月末に支所全課を

ネ

1階に集 　　の利活用

ジ

検討会を４回開催し検

メ

討を行った。その
約し

ン

た。 　　結果、２階を

ト

災害避難場所、市民ギ

に

ャラリーに、
　　 　　

基

３階を災害備蓄品置場

づ

として活用している。

く

 　　２階の市民ギャ

プ

ラリーについては、第

ラ

５０回牛深
　　ハイヤ

ン

祭りのＰＲ兼ねた写真

名

ポスター展示の実施
　

支

　を予定していたが、

所

コロナ禍による規模縮

庁

小のた
　　め実施でき

舎

なかった。

の有効利活用の推進

所管支部 牛深支所 所管課・係 総務振興課　総務係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　市民サービスの向上と行政改革の観点から、本市が所有する財産の有効活用、民間活力の活用及 １．支所庁舎の長寿命化を図る。
び管理経費の最小化を図るため、ファシリティマネジメントの考え方に基づいた管理運営を行いま 　・非常用発電機の更新。
す。公共施設等総合管理計画及び同計画に基づき策定した公共施設等再配置・個別施設計画により 　・専門家の意見を参考としながら長寿命化を図っていく。
①保有総量の縮小（統合・複合化等）、②効果的かつ効率的な利用促進、③長寿命化の推進を図っ  
ていきます。また、公共施設等の修繕・更新・取壊し等に係る経費総額は、毎年度、年次別財政計 ２．支所余剰スペースの有効活用を図る。
画の範囲内とし、保全計画作成において平準化を図ります。 　・各階に分散している執務室を１階に集約する。

　・市民のプライバシーが守られる相談室を設置する。
【目的】支所庁舎の長寿命化と市民の利便性の向上を図るため余剰スペースを有効に活用する。 　・空スペースの民間活用を推進する。
 　

プランの 【効果】市民の利便性の向上。
目的・効果

現状・課題

支所庁舎は昭和51年に建設し、以後、外壁補修や空調設備の更新及びトイレ改修など大規模な工事
を施工し長寿命化を図ってきた。今後も市南部地域の行政拠点及び災害拠点の役割を果たすため、
また、市民の利便性の向上を図るため空スペースを有効に活用する必要がある。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 大規模改修工事件 計画 1 1 0

プランの課題等

専門家の意見を参考としながら長寿命化を図っていく必要がある。 単位：件 数 実績 1 1 0
また、各階に分散している執務室を全て１階に配置するとともに、空スペースの活用を検討する必

財政効果額 計画要がある。

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
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果

コロナウイルスの感染

と

拡大により今年度 れ、

課

応急的な対応をしたと

題

ころである。特に、雨

年

漏り
移設スケジュール

度

で進められている。期

令

間が短く大変 の実施は

和

困難な状況である。 に

元

関しては雨水処理配管

年

が原因と考えられ建物

度

全体の
支部長 ではある

令

が、引き続き各課連携

和

を取って計画通り進め

 

引き続き庁舎利活用検

2

討会を中心に再検討を

年

行ってい 劣化に繋がる

度

ことから早急な対策が

令

必要であり、次年
評価

和

ていただきたい。 ただ

 

きたい。 度に営繕工事

3

を施工することとして

年

進めてもらいたい
庁舎

度

の空スペース活用につ

令

いても、利活用検討会

和

を中 。また、支所の空

 

きスペースについては

4

検討会議を開
心に引き

年

続き検討を行っていた

度

だきたい。 催し具体的

所

な活用方法を提案して

管

あることから、実現
 

課

に向けて引き続き検討

意

を進めてもらいたい。

見

進捗 計画どおり進行 計

非

画より遅い 計画どおり

常

進行 未設定

１年間の成

用

果と課題

年度 令和元年

発

度 令和 2年度 令和 

電

3年度 令和 4年度

所

設

管課意見

非常用発電設

備

備に関する改修工事等

に

は計画通りに完了 支所

関

高圧ケーブルの機器取

す

替工事は計画通りに完

る

了す 　支所庁舎の点検

改

を随時実施しており、

修

破損箇所を修
する事が

工

できた。また、支所全

事

課1階配置についても

等

1 ることができた。 復

は

した。また、１階執務

契

室に生じた雨漏りの原

約

因と考
2月末に完了し

も

、移設後も大きな問題

終

等もなくスムー 支所余

え

剰スペースの有効活用

、

については、小中学校

計

等 えられる配管の朽廃

支

を解決するために、次

所

年度におい
ズに業務に

高

移行する事ができた。

圧

の長期休暇時（夏休み

ケ

等）に生徒の学習スペ

ー

ースとし て全部の雨水

ブ

処理配管を取替えを行

ル

う。 
今後も同検討会

の

を有効に活用しつつ、

機

庁舎空スペース て開放

器

する予定としていたが

取

、新型コロナの影響に

替

よ 　支所余剰スペース

工

の有効活用に向けた庁

事

舎内の利活
の活用につ

は

いて検討を行っていき

年

たい。 り実施すること

内

が出来ず、また、サテ

に

ライト業務用の 用検討

発

会を開催し検討を行い

注

、２階を災害避難場所

し

、
 執務室として利用

年

する必要があったこと

度

などから今年 市民ギャ

　

ラリーに、３階を災害

支

備蓄品置場として活用

所

度は支所内の検討会も

庁

実施できなかった。 し

舎

ている。２階の余剰ス

の

ペースは、第５０回牛

点

深ハイ
今後は、新型コ

検

ロナの状況を鑑みなが

を

ら、支所内の検 ヤ祭り

随

のＰＲ兼ねた写真ポス

時

ター展示を予定であっ

実

た
討会を開催し空きス

施

ペースの有効活用につ

し

いて検討を が、コロナ

て

禍による規模縮小のた

お

め実施できなかった
行

り

っていきたい。 ので、

、

今後も新型コロナの状

玄

況を鑑みながら空きス

関

ペ
ースの有効活用を検

や

討していく。

方向性 継

通

続（完了） 継続（完了

用

） 継続（完了） 未設定

口

非常用発電設備に関す

画

る改修工事等も、計画

通

通り工事 支所高圧ケー

り

ブルの機器取替工事は

に

計画通り完了し、 　今

進

年度発見された庁舎外

捗

周のタイルのひび割れ

し

や２
を完了し、また、

て

支所全課1階配置につ

い

いても、スケ 目標どお

る

りの成果を得た。 階ベ

。

ランダの雨水口堆積物

引

の撤去など迅速に対応

き

でき
ジュール管理を行

続

いながら12月末まで

き

に移設する事が 支所空

進

きスペースの活用策に

め

ついては新型コロナウ

た

イ た。雨漏りについて

い

も応急的な対応を行っ

。

ており、来
でき、目標

内

どおりの成果を得た。

に

ルスの感染状況を鑑み

工

ながら、支所内検討会

事

を中心に 年度は雨水処

を

理配管工事を行う予定

完

となっている。今
今後

了

も、庁舎の空スペース

す

活用について、利活用

る

検討 引き続き検討を行

見

っていただきたい。 後

込

も、壁や外壁などの点

み

検を定期的に行い、庁

で

舎の保
支部長 会を中心

あ

に引き続き検討を行っ

る

ていただきたい。 全に

。

努めていきたい。また

付

、電器機械設備の大規

近

模改
評価  修について

に

は計画的に実施できる

複

ように早め早めの点
検

数

、確認を進めてもらい

あ

たい。
　支所空きスペ

っ

ースの利活用について

た

は、支所内検討
会のみ

タ

ならず市民の意見、ア

イ

イデアも引き出せるよ

ル

う
な仕組みをつくり、

の

幅広い活用について検

ひ

討を進めて
もらいたい

び

。

方向性 継続（完了）

割

継続（完了） 継続（完

れ

了） 未設定

や破損箇所を修復
支所全課1階配置についても、庁舎利活用検討会を有 支所余剰スペースの有効活用については、２階スペー した。また、１階執務室に雨漏りが生じたため、雨水
効に開催し、12月末までには移設できるスケジュール スを小中学校等の夏休みなど長期休暇期間に、子ども 処理配管に入水防止対策を一時的に行っているが、原
で進めている。今後も同検討会を有効に活用しつつ、 達の学習スペースとして開放できないか検討していた 因と考えられる配管の朽廃を解決するためには、全部
相談室の設置や、庁舎空スペースの活用について検討 が、新型コロナウイルスの影響により今年度は見送る の雨水処理配管を取替える必要があるため、次年度に
を行っていきたい。 こととした。 営繕工事費を予算要求している。 
　　 今後は、支所内で庁舎利活用検討会を開催し、空きス 　支所余剰スペースの有効活用に向けた庁舎内の利活
 ペースの有効活用について再検討していく。 用検討会を開催し検討を行い、２階を災害避難場所、

 市民ギャラリーに、３階を災害備蓄品置場として活用
している。２階の余剰スペースは、第５０回牛深ハイ
ヤ祭りのＰＲ兼ねた写真ポスター展示を予定である。

進捗 計画どおり進行 計画より遅い 計画どおり進行 未設定

非常用発電設備に関する改修工事等も、計画通り契約 支所高圧ケーブル機器取替工事は計画

プ

どおり年度内に これま

ラ

で支所庁舎の外壁補修

ン

や電気設備、空調等の

N

大
も終え順調に進捗し

o

ているようである。引

.

き続き計画 完了の見込

1

みである。 規模な工事

-

を施工し長寿命化を図

1

ってきたが、今年度
通

-

り進めていただきたい

2

。 支所余剰スペースの

中

有効活用については、

間

予定してい に入り建物

期

外周のタイルのひび割

ま

れや雨漏りが発見さ
支

で

所全課1階配置につい

の

ても、目標通り12月

成

末までの た計画が新型
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行

1 32,574 55,

政

441 112,286

経

年度 令和元年度 令和 

営

2年度 令和 3年度 令

改

和 4年度

取組計画

未

革

利用財産となっている

大

土地・建物については

綱

、積極 未利用財産とな

ア

っている土地・建物に

ク

ついては、積極 未利用

シ

財産となっている土地

ョ

・建物については、積

ン

極 未利用財産となって

プ

いる土地・建物につい

ラ

ては、積極
的に公売や

ン

貸し付けを行い、民間

個

による施設の有効活 的

票

に公売や貸し付けを行

プ

い、民間による施設の

ラ

有効活 的に公売や貸し

ン

付けを行い、民間によ

N

る施設の有効活 的に公

o

売や貸し付けを行い、

.

民間による施設の有効

3

活
用を図る。 用を図る

9

。 用を図る。 用を図る

-

。
    
1.市有財

2

産の売却等 1.市有財

-

産の売却等 1.市有財

2

産の売却等 1.市有財

基

産の売却等
　　4月　

本

売却計画の作成、購入

方

希望調査 　　4月　売

針

却可能財産一覧を市H

３

Pに掲載 　4月　売却

９

可能財産一覧を市HP

 

に掲載 　4～3月　市

フ

HPの更新、随時売却

ァ

及び購入希望調査
　　

シ

4～3月　随時売却 　

リ

　4～3月　随時売却

テ

及び購入希望調査 　4

ィ

～3月　随時売却及び

マ

購入希望調査  
   

ネ

2.市有財産の貸付
2

ジ

.市有財産の貸付 2.

メ

市有財産の貸付 2.市

ン

有財産の貸付 　4～3

ト

月　貸付（随時）
　　

の

4～3月　貸付（随時

推

） 　　4～3月　貸付

進

（随時） 　4～3月　

に

貸付（随時） 　6月　

よ

担当者会議
　　6月　

る

担当者会議 　　6月　

適

担当者会議 　6月　担

正

当者会議 　9～1、3

配

月　滞納者納入通知、

取

貸付料未納者対応
　　

組

9～1、3月　滞納者

項

納入通知、貸付料未納

目

者対応 　　9～1、3

８

月　滞納者納入通知、

６

貸付料未納者対応 　9

 

～1、3月　滞納者納

普

入通知、貸付料未納者

通

対応  
   3.市有

財

財産の売却等に係る効

産

果的な周知方法の研究

の

3.市有財産の売却等

売

に係る効果的な周知方

却

法の研究 　4月～ 総

・

合管理計画推進ＰＴで

有

の検討
　4月～ 総合

効

管理計画推進ＰＴでの

活

検討  

取組実績

1.市

用

有財産の売却等（3月

の

末実績） 1.市有財産

推

の売却等（3月末実績

進

） 1.市有財産の売却

プ

等（3月末実績）
　・

ラ

公売件数 6件 17

ン

,014,000円 　

名

・公売件数  4件 

普

11,720,000

通

円 　・公売件数  5

財

件 10,934,6

産

00円
　・随時売却 

の

5件  6,546,

売

564円  　・随時

却

売却 10件 17,

・

134,602円  

有

　・随時売却 11件

効

 43,225,64

活

1円  
　・立木 2

用

件         

の

 6,615円 　・立

推

木 7件      

進

   394,378

所

円 　・立木 2件  

管

       974

支

,983円
　・里道水

部

路 4件 　 704

総

,563円 　・里道水

務

路 5件 　3,32

部

5,664円 　・里道

所

水路 12件  1,

管

883,795円
　　

課

　　　　　合計　24

・

,271,742円 　

係

　　　　　　合計　3

財

2,574,644円

産

　　　　　　合計　5

経

7,019,019円

営

  ・3月に公売可能

課

財産をHPに掲載する

　

準備を行い、4 　※た

財

だし、旧本渡中跡地代

産

替地売却分の10,8

経

00千円 　※ただし、

営

旧本渡中跡地代替地売

係

却分の40,404千

関

円
月中にＨＰ上に掲載

連

予定 を含む。 を含む。

部

   ・3月に公売可

署

能財産をHPに掲載す

基

る準備を行い、4   

本

・売可能財産リストの

方

ＨＰ及び市報への掲載

針

はR4年
2.市有財産

内

の貸付（3月末実績）

容

月中にＨＰ上に掲載予

全

定 度に実施
　・普通財

体

産 調定済額 34,

計

727,956円   

画

　・行政財産 調定済

　

額 1,738,00

普

8円 2.市有財産の貸

通

付（3月末実績） 2.

財

市有財産の貸付（3月

産

末実績）
　　　　　　

を

　合計 36,465

整

,964円 　・普通財

理

産 調定済額 39,

し

980,153円 　・

、

普通財産 調定済額 

売

33,440,406

却

円
　・未納者への納入

し

通知を随時送付し対応

た

　・行政財産 調定済

り

額  5,724,1

、

41円 　・行政財産 

施

調定済額  1,53

設

8,101円
　　　　

解

　　　合計 45,7

体

04,294円 　　　

に

　　　　合計 　 3

よ

4,978,507円

り土地の利用価値を高めながら、普通財産の有効 実施項目　　　　　　　　　 令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
活用を図ります。  
　そのため、行政財産から普通財産に移管した財産の管理・処分方法等に一定の基準を設けます。 1.市有財産の売却等　　　計画に沿った実施　　 →　　　　　　→　　　　　　→
また、処分方法等が決まった施設については、市民や民間企業等の利活用を促進するため、広く周  
知していきます。 2.市有財産の貸付　　　　計画に沿った実施　　 →　　　　　　→　　　　　　→

 
【財政効果額の積算根拠】

市有財産の利活用基本方針に基づいた、第2期施設の整理・統廃合基本計画等により地域の実情に ・平成27～30年度の普通財産売却額の平均
沿った利活用を図り、今後も利活用が見込めない財産については、積極的に売却・貸付けるなど有

プランの 効活用を図る。
目的・効果 ・施設の維持管理費削減及び売却収入により財政負担の軽減が図られる。

・公共施設の最適な配置が図られる。
・未利用施設の有効活用が図られる。

現状・課題

・廃校施設は規模が大きいため売却価格が高額であるとともに、購入後の維持管理費等も高額で、
さらに中心地より遠地に立地しており売却が進んでいない。
・建物の場合、多額の維持管理費を要するため、地元地域の公共的団体では活用できない状況にあ 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
る。

数値目標 計画

プランの課題等

・今後、人口の減少により未利用施設の増加が予想される。 単位： 実績
・貸付件数が増えても管理する施設数は減らないため、市の負担はあまり減らない。

財政効果額 市有財産の売却額 計画 30,000 30,000 30,000 30,000 120,000

単位：千円 実績 24,27
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成

可能物件の事前の課
遊

果

休財産等利活用促進条

と

例施行規則に掲載して

課

いる物 売却可能な土地

題

建物リストについては

年

、支所からの報 題把握

度

と早期解決を図り、計

令

画的に売却を実施して

和

い
件についても問い合

元

わせを受けていること

年

から、条件 告分を精査

度

してリストの再検討を

令

行ったため掲載が遅 く

和

。
が整い次第、有効活

 

用を図っていく。 れて

2

いる。再検討の結果、

年

当初に掲載する件数は

度

少な 売却可能な土地建

令

物リストについては、

和

事務の遅れに
くなるが

 

、公売できる条件が整

3

い次第、リストを更新

年

より掲載することがで

度

きなかった。今後早急

令

に市ＨＰ
していくこと

和

で積極的に周知を行っ

 

ていく。 上に掲載し、

4

看板設置と併せて積極

年

的に周知を行って
いく

度

。

方向性 継続（未達）

所

継続（未達） 継続（未

管

達） 未設定

計画した物

課

件の売却はもちろんだ

意

が、ホームページで 　

見

売却については、計画

1

的に実施することと併

0

せて、 昨年の評価にも

月

記載のとおり、売却を

以

計画的、積極的
の情報

降

発信も充実させる必要

も

がある。 もっと積極的

数

な売却情報発信を工夫

件

する必要がある。 に取

の

り組む形が見えていな

土

い。看板設置など様々

地

な手
市ホームページ上

建

で、より検索しやすい

物

工夫などにも 　民間の

に

状況等も参考に、様々

つ

な情報広報媒体、チャ

い

法により取り組む必要

て

がある。
努めてほしい

公

。 ンネル等の研究する

売

必要がある。

支部長
評

及

価

方向性 継続（未達）

び

継続（未達） 継続（未

売

達） 未設定

却を進 売却可能財産一覧の周知については、各支所からの報 市有地の公売及び売却について、10月以降に数件実施
めている。年内までに売却可能なリストのうち、整理 告を再度精査し、問題等が無いものから市ＨＰや広報 する計画で準備を進めている。売却可能財産一覧の周
ができた土地建物の一覧を市ＨＰや広報紙に掲載する 紙に掲載していく。また、売却希望があるものについ 知は、掲載するリストを決定後、現場に立て看板を設
準備を行うので、購入希望があったところから順次公 ては順次売却を実施していく。 置し、市ＨＰ及び広報紙に掲載していく。
売及び売却していく。

進捗 計画どおり進行 計画より遅い 計画より遅い 未設定

売却計画については、単年度ごとの計画ではなく、よ
り長期的なものとしていくことが必要。
そのためにも、本年度実施を計画している市有施設の
評価を反映させていくことが求められる。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 未設定 未設定 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

計画していた２つの物件に公売できない理由が生じた 目標額に達しているが、都市計画道路の代替地売却に 目標額に達しているが、都市計画道路の代替地売却に
ため、目標額に達することが出来なかったが、その他 よる10,800千円を除けば、予定していた物件が公売す よる40,404千円を除けば、予定していた物件の売却相
については計画通り売却することが出来た。 るための課題を整理するために時間を要したため計画 手方の土地調査に時間を要したこと、また予定してい
3月に売却可能な土地建

プ

物のリストを市ＨＰに

ラ

掲載す 通りに売却が進

ン

まなかった。今後は、

N

公売可能な物件 た物件

o

の課題解決に時間を要

.

したことから、計画通

3

り
る準備を行い、4月

9

中にＨＰ上に掲載され

-

るので、今 の事前の課

2

題把握及び早期解決を

-

図り、計画的に売却 売

2

却が進まなかった。今

中

後は、課題が解決でき

間

た土地
後希望があった

期

ものは積極的に公売し

ま

ていく。また、 を実施

で

していく。 の売却の実

の

施、及びその他の公売
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行

409

単位：千円 実績

政

0 34 2 36

年度 令和

経

元年度 令和 2年度 令

営

和 3年度 令和 4年

改

度

取組計画

・４～３月

革

：各書庫における第１

大

次・第２次の評価選 ・

綱

４月：北浜書庫の廃止

ア

・４～３月：各書庫に

ク

おける第２次の評価選

シ

別 ・４～１１月：各書

ョ

庫における第２次評価

ン

選別
別。 ・４月中旬～

プ

５月中旬：アーカイブ

ラ

ズ本館移転予定先 ・４

ン

月：アーカイブズ統合

個

館となる旧瀬戸小学校

票

の財 ・１２月まで：本

プ

館（五和支所）及び各

ラ

書庫から統合
（旧小学

ン

校所在地等）である地

N

元住民への説明会実施

o

産処分申請書類を作成

.

（申請は財産経営課）

3

館への移転
、移転合意

9

・４月：過疎地域遊休

-

施設再整備事業（交付

2

金）を申 ・１月：統合

-

館供用開始
・６月中旬

1

～９月末：アーカイブ

基

ズ移転先小学校の設 請

本

 
計委託業務を発注し

方

、改修費用を積算　 ・

針

６月：統合館改修工事

３

等費用を６月補正予算

９

に計上 ※選別後の保存

 

箱予定数（令和３年３

フ

月現在）
・１０月：本

ァ

館改修費用を令和３年

シ

度予算計上 ・６月：統

リ

合館改修工事内容を地

テ

元住民へ説明 　本館書

ィ

庫：2,100箱
・４

マ

～２月：各書庫におけ

ネ

る第１次・第２次の評

ジ

価選 ・８月～３月：統

メ

合館改修工事 　牛深書

ン

庫：1,800箱
別。

ト

・１０月：本館及び各

の

書庫から統合館への移

推

転及び開 　有明書庫：

進

2,100箱
・３月：

に

牛深書庫の評価選別終

よ

了。 館に係る費用等

る

を令和４年度予算に計

適

上 　大宮地書庫：1

正

,600箱
※選別後の

配

保存箱予定数  　合計

取

：7,600箱
　北浜

組

書庫：100箱
　牛深

項

書庫：900箱

取組実

目

績

　館外書庫（北浜、

８

牛深、有明、大宮地）

６

に保管の行 ・４月：北

 

浜書庫の廃止、選別し

普

た文書箱は大宮地書 ・

通

４～３月：各書庫にお

財

ける第２次評価選別
政

産

文書について、H30

の

年度までに移管受入し

売

た行政文 庫へ移動（1

却

97箱） ・４月：アー

・

カイブズ統合館となる

有

旧瀬戸小学校の財
書の

効

第１次評価選別を実施

活

し概ね選別を完了した

用

。 ・４月：アーカイブ

の

ズ統合館移転予定先（

推

旧瀬戸小学 産処分申請

進

書類を作成（申請は学

プ

校教育課）、文部科
 

ラ

校所在地）である地元

ン

区長、振興会役員へ説

名

明会を実 学省承認
施し

ア

、移転合意に至った。

ー

・４月：過疎地域遊休

カ

施設再整備事業（交付

イ

金）を申
・７月～１１

ブ

月：アーカイブズ移転

ズ

先小学校の設計委 請、

書

７月交付決定
託業務を

庫

発注し、改修費用を積

の

算　 ・６月：統合館改

管

修工事等費用を６月補

理

正予算に計上
・１１月

見

：統合館改修費用を令

直

和３年度予算計上 ・７

し

月：統合館改修工事内

所

容を地元住民へ説明
・

管

１２月：副市長、市長

支

へ改修内容の説明。一

部

部改修 ・９月～３月：

総

統合館改修工事
内容変

務

更の指示を受けたので

部

、市の方針を地元振興

所

会 ・１０月：本館及び

管

各書庫から統合館への

課

移転及び開
長へ再度説

・

明、了承を得た。 館に

係

係る費用等を令和４年

総

度予算に計上 
・３月

務

：市長急逝のため、改

課

修費用予算関係は当初

　

予
算（骨格予算）では

天

なく、６月議会で上程

草

することを
新市長へ説

ア

明し了承を得た。
・４

ー

～３月：一部書庫で第

カ

２次評価選別に入った

イ

。

ブズ管理係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　普通財産を整理し、売却したり、施設解体により土地の利用価値を高めながら、普通財産の有効 【実施項目】　　　　　令和元年度　　令和２年度　　　　令和３年度　　　　令和４年度
活用を図ります。 　
　そのため、行政財産から普通財産に移管した財産の管理・処分方法等に一定の基準を設けます。 １次・２次評価選別　　　〃　　　　　　　〃　　　　　　２次評価選別　　　　〃
また、処分方法等が決まった施設については、市民や民間企業等の利活用を促進するため、広く周  
知していきます。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　北浜書庫廃止　　　　　　　　　　　　全書庫廃止　　　

 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　統合館設計委託　　統合館改修工事　　統合館供用開始

【目的】アーカイブズ館外書庫について、行政文書の評価選別が進むことにより、統廃合による書  
庫の見直しを行う。 【財政効果額の積算根拠】

プランの  　館外書庫の維持管理経費（光熱水費、浄化槽の維持管理、警備代、消防設備の点検）
目的・効果 【効果】館外書庫の縮小・廃止等により、書庫にかかる維持費等の削減が図られる。

現状・課題

本館の他、館外書庫として、北浜、牛深、有明、大宮地、（仮設置大多尾）の５書庫を保有してい
る。現在、移管受入れた行政文書の評価選別を行っており、評価選別後の保存箱数は、受け入れの
２７％程度（令和２年度実績）になる見込みであり、書庫としての機能、維持費等の削減を含めて 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
見直す必要がある。

数値目標 館外書庫数 計画 4 4 3 0

プランの課題等

アーカイブズは、市民のみならず職員の利用のうえでも本館と書庫の一体化が好ましく、今後は、 単位：館 実績 4 3 3
書庫の見直しに伴い、本館・書庫含めての整備が必要。

財政効果額 維持管理費 計画 0 0 36 373
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成

の評価選別作業を実施

果

。 行政文書の選別作業

と

は選別基準細目を定め

課

、効率的に
【第１次評

題

価選別の進捗状況】 【

年

第２次評価選別の進捗

度

状況】 進めているが、

令

令和４年度は統合によ

和

る移転作業が生
・北浜

元

書庫・・・・・・選別

年

終了 ・牛深、大宮地書

度

庫・・・選別途中 じる

令

ため、当初計画よりも

和

遅れる恐れがある。
・

 

有明、大宮地書庫・・

2

選別終了 　※牛深書庫

年

・牛深支所分H30年

度

度受入まで終了、河 【

令

評価選別の進捗状況】

和

・牛深書庫・・・・・

 

・概ね終了 浦支所H1

3

8年度受入まで終了。

年

大宮地書庫・新和支所

度

・全体進捗率　　 7

令

5.4%（累計処理数

和

23,281箱/累計

 

【第１次評価選別後の

4

保存箱数】 のH30年

年

度受入まで終了） 受入

度

数30,879箱）
・

所

本館・・・・・2,8

管

42箱 ・本館、有明書

課

庫・・・未選別 【令和

意

３年度実績】
・北浜書

見

庫・・・　196箱 【

【

第２次評価選別後の保

第

存箱数】 ・当初箱数　

１

　 10,361箱
・

次

牛深書庫・・・2,8

評

80箱 ・牛深書庫・・

価

・1,181箱 ・評価

選

選別箱数　2,763

別

箱
・有明書庫・・・2

の

,489箱 ・大宮地書

進

庫・・531箱 ・未選

捗

別箱数　　7,598

状

箱
・大宮地書庫・・1

況

,855箱　　計　1

】

0,262箱   
今後

【

は第２次評価選別に着

第

手。

方向性 継続（未達

１

） 継続（未達） 継続（

次

完了） 未設定

中間書庫

評

での第2次評価選別に

価

着手したところだが、

選

　2次評価選別作業に

別

着手し、今後2次評価

の

選別作業の 本年度、統

進

合館の改修工事が完了

捗

した。
今後選別を進め

状

るうちに、「第2次選

況

別で文書量をお 年次別

】

計画に沿った計画的な

【

実施が必要。 本プラン

第

としては、統合館への

２

移転により書庫の廃止

次

おむね10％に削減す

評

る」という目標どおり

価

に進められ 　また、評

選

価選別、整理保存した

別

資料の活用の活発化 が

の

進められる。
るかどう

進

かが判明する。 を視野

捗

に入れた取り組みも必

状

要。
その削減割合を踏

況

まえた書庫の管理計画

】

を立て、書庫
支部長 の

・

統廃合についても検討

北

していく必要がある。

浜

評価

方向性 継続（未達

書

） 継続（未達） 継続（

庫

完了） 未設定

・・・移管文書すべて第1次選別終了 ・本館・・・本渡・本庁分のＨ30年度までの第１次評 ・牛深書庫・・・河浦支所のＨ19～H27年度受入まで
・牛深書庫・・・牛深支所、河浦支所のＨ18～Ｈ26度 価選別終了（H27・H28を除く）。 終了。
までの第１次評価選別終了。 ・牛深書庫・・・牛深支所、河浦支所のＨ30年度まで ・有明書庫・・・有明支所H18、倉岳・五和支所のＨ1
・有明書庫・・・有明、御所浦、倉岳、栖本、五和支 の第１次評価選別終了。 8～Ｈ19年度受入まで終了。
所のＨ18～Ｈ29までの第１次評価選別終了。 ・有明書庫・・・有明、御所浦、倉岳、栖本、五和支 ・大宮地書庫・・・天草支所のＨ18、Ｈ20～Ｈ27年度
・大宮地書庫・・・新和、天草支所のＨ18～Ｈ30の第 所のＨ30年度までの第１次評価選別終了。 受入まで終了。
1次評価選別終了。 ・大宮地書庫・・・新和支所のH30年度までの第２次 第２次選別対象箱数13,696箱、評価済箱数4,945箱・
【保存文書評価選別基準細目の整備】 評価選別終了、天草支所のＨ30年度までの第１次評価 進捗率36.1％
　第２次評価選別のための基準細目の素案を作成しア 選別終了。
ーカイブズ運営審議会にて審議。 総受入箱数29,955箱・第１次選別済箱数25,891箱・進

捗率86.4％

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

第２次評価選別の基準細目について、10/21開催の運
営審議会で基本的な了解を得たところである。
今後２次選別にも取り組んでいくこと

プ

になるが、選別
を進め

ラ

るにつれ、保存すべき

ン

文書量も見えてくると

N

思
われ、その量に応じ

o

た書庫の計画が可能と

.

なる。
支部長 評価選別

3

と同時進行で、書庫の

9

統廃合についても検討

-

評価 していく必要があ

2

る。

進捗 計画どおり進

-

行 計画どおり進行 未設

1

定 未設定

１年間の成果

中

と課題

年度 令和元年度

間

令和 2年度 令和 3

期

年度 令和 4年度

所管

ま

課意見

移管受入行政文

で

書の評価選別作業を実

の

施。 移管受入行政文書
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行

構の見直し 　4～ 8

政

月　検討 　4～ 8月

経

　検討 　4～ 8月　

営

検討
  4～ 5月　

改

6月新庁舎開庁に伴う

革

組織見直し      

大

 9月～10月　部局

綱

との協議・調整    

ア

   9月～10月　

ク

部局との協議・調整  

シ

     9月～10

ョ

月　部局との協議・調

ン

整
　6～10月　検討

プ

　　 11月　市長協

ラ

議 　　 11月　市長

ン

協議 　　 11月　市

個

長協議
     11

票

月～１月　部局との協

プ

議・調整 　　 12月

ラ

　関係例規の整備 　　

ン

 12月　関係例規の

N

整備 　　 12月　関

o

係例規の整備
　　　2

.

月　市長協議  
　　 

1

 3月　関係例規の整

-

備 ※ R3年度からR

1

4年度にかけて大幅に

-

組織機構見直し
を行う

1

こととして、R3年度

基

末までに見直し後の素

本

案を
作成する。

取組実

方

績

　第2次総合計画後

針

期基本計画をより円滑

４

に推進する 　第2次総

０

合計画後期基本計画を

 

より円滑に推進する 第

組

2次総合計画後期基本

織

計画をより円滑に推進

力

するた
ための体制及び

・

2019年6月の新庁

職

舎開庁に合わせた組 た

員

めの組織機構の見直し

力

を行う。 めの組織機構

の

の見直しを行う。
織機

強

構の見直しを行った。

化

  
   
 1.組織

取

機構の見直し 1.組織

組

機構の見直し
1.組織

項

機構の見直し 　4～ 

目

8月　検討 　4月　　

８

　現状・課題の検討
 

７

 4～ 5月　6月新

 

庁舎開庁に伴う組織見

組

直し       9月

織

　組織見直し検討（関

の

係部署との協議）   

効

6月～9月　本庁各係

率

の業務内容ヒアリング

化

　6～10月　組織見

・

直し検討（関係部局と

活

の協議） 11月～2月

性

　部局との協議・調整

化

　　　　　（政策企画

プ

課と共同実施）
11月

ラ

～1月　部局との協議

ン

・調整 　　　3月　市

名

長協議、関係例規の整

組

備　　 　8月～9月　

織

見直しに係る各支所と

機

の意見交換
　　　2月

構

　市長協議   11月

の

　　　支所との意見交

見

換の結果説明と出張所

直

　　  3月　関係例

し

規の整備 　　　　　 

所

開所時間の時短に向け

管

た調査を実施
 12月

支

　　　出張所見直しに

部

係る検討案を作成
　1

総

月～2月　組織機構見

務

直しに係る検討案を作

部

成

所管課・係 総務課　人事研修係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　限られた人員で市民ニーズや新たな行政課題に的確かつ迅速に対応するため、横断的・弾力的な 実施項目　　　　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
連携を推進し、社会情勢に応じた行政組織の見直しを継続的に行います。また、新庁舎における行  
政組織についても、市民目線に立った分かりやすく利便性の高い、スリムで機動的・効果的な組織 1.組織機構の見直し　　　実施　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→
体制の確立を図ります。

　職員数を削減していく中、行政サービスの維持向上を図っていくために、なお一層効率的・機能
的な組織機構の構築を行う。

プランの ・スリムで柔軟な組織機構を構築することにより、事務の効率化と経費の削減を図る。
目的・効果 ・迅速・的確な行政サービスの提供が図られる。

現状・課題

　2019年4月現在で、本庁は12部(局）49課119係、支所は9支所12課35係となっている。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 計画

プランの課題等

　2023年4月に普通会計職員を686人とすることを目標としており、職員数の削減を進める中で、行 単位： 実績
政サービスを低下させないためには、効果的・効率的な組織に見直す必要がある。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

　第2次総合計画後期基本計画をより円滑に推進する 　第2次総合計画後期基本計画をより円滑に推進する 　第2次総合計画後期基本計画をより円滑に推進する 　第2次総合計画後期基本計画をより円滑に推進する
ための体制及び2019年6月の新庁舎開庁に合わせた組 ための組織機構の見直しを行う。 ための組織機構の見直しを行う。 ための組織機構の見直しを行う。
織機構の見直しを行う。    
    
 1.組織機構の見直し 1.組織機構の見直し 1.組織機構の見直し
1.組織機
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果

①牛深火葬場の発注完

と

了など重要施設の建 　

課

本年度は３課で係の統

題

合を実施した。 本年度

年

は市長戦略室の新設や

度

業務効率化と係規模の

令

適
設事業の進捗が図ら

和

れたことによる市民生

元

活課と環境 　職員数が

年

大幅に減少する中、ほ

度

とんどの部、支所で 性

令

化を図るため、係の統

和

合、選管・監査の併任

 

を行っ
施設課の市民環

2

境課への統合、②健康

年

増進課の成人保 職員数

度

減をせざるを得なかっ

令

た。（R3.4月）今

和

後は、 た。
健係を廃止

 

し健康増進係と母子保

3

健係の2係体制への 業

年

務の効率化を図ること

度

と併せて、新市長の意

令

向を踏 大幅な組織機構

和

見直しは、素案を早急

 

に取りまとめ、
移行、

4

③水道課の施設管理1

年

係と2係の統合、④日

度

本ジ まえた組織見直し

所

が必要となる。 R5.

管

4月見直しに向けたス

課

ケジュール計画管理が

意

必要。
支部長 オパーク

見

からの退会によるジオ

・

パーク推進室の恐竜の

令

評価 島博物館推進室へ

和

の改称に取り組んだ。

元

引き続き類似業務等の

年

集約を図るとともに業

6

務改善、
アウトソーシ

月

ング等を推進していく

の

必要がある。
 

方向性

新

継続（完了） 継続（完

庁

了） 継続（完了） 未設

舎

定

開庁に合わせ、組織機構の見 ・引き続き各部局・支所と組織の課題等整理を行い見 ・出張所の今後の在り方も含め、社会情勢に応じた組
直しを行った。 直しについて協議することとしている。 織機構となるよう見直しの協議を重ねる。
・組織の検討については、課題のある部署との協議を ・出張所の見直しについては、現状把握や課題の整理
行うなど、概ね順調に進捗している。今後、課題等の を踏まえ、見直し方針の決定に向けて協議を重ねる。
整理を行い検討案をとりまとめることとしている。

進捗 計画どおり進行 計画より遅い 計画より遅い 未設定

新庁舎開庁に合わせた組織機構の見直しを行った。
今後は、ポルトからの関係部署の新庁舎への引き上げ
など、新たな課題を踏まえ、組織のあり方を検討する
必要がある。引き続き各部署との協議調整を図り、検
討案を取りまとめる予定。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 未設定 未設定 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

・組織の見直しについては、令和元年6月の新庁舎開 ・今年度においても業務の効率化と係規模の適正化を ・令和３年度から令和４年度にかけて大幅に組織機構
庁に係る見直しを行い、その後も課題のある部署との 図るため、関係各課と協議を行い令和３年４月からの 見直しを行うこととして、令和３年度末までに見直し
協議を行い、課・係の適正化（統合）に向けて組織の 係の再編・統合を実施した。 後の素案を作成することとしていたが、検討案を作成
見直しを実施した。 ・社会情勢に応じた機動的・効果的な組織となるよう したところで二役説明や関係部署との協議ま

プ

では至ら
組織の課題等

ラ

を整理し、継続的に組

ン

織機構の見直しを なか

N

った。来年度当初から

o

協議を重ね令和５年４

.

月か
行う必要がある。

1

らの組織機構見直しに

-

取り組む。
・今年度に

1

おいては、事業推進の

-

ための新たな部署の
設

1

置や業務効率化と係規

中

模の適正化を図るため

間

、関係
各課と協議を行

期

い令和４年４月からの

ま

組織の見直しを
行った

で

。

方向性 継続（完了）

の

継続（完了） 継続（完

成

了） 未設定

本年度は、
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行

000理を行っていく

政

必要がある。

単位：千

経

円 00千円／人) 実績

営

266,000 546

改

,000 805,00

革

0 1,617,000

大

年度 令和元年度 令和 

綱

2年度 令和 3年度 令

ア

和 4年度

取組計画

1

ク

.計画的な職員採用 1

シ

.計画的な職員採用 1

ョ

.計画的な職員採用 1

ン

.計画的な職員採用
 

プ

　＜大卒（事務）＞　

ラ

　＜大卒（事務）以外

ン

＞  　＜大卒（事務）

個

＞　　＜大卒（事務）

票

以外＞  　＜大卒（事

プ

務）＞　　＜大卒（事

ラ

務）以外＞  　＜大卒

ン

（事務）＞　　＜大卒

N

（事務）以外＞
　4月

o

　採用計画の策定　　

.

採用計画の策定 　4月

1

　採用計画の策定　　

-

採用計画の策定 　4月

2

　採用計画の策定　 

-

 採用計画の策定 　4

1

月　採用計画の策定　

基

　採用計画の策定
　5

本

月　募集開始　　　　

方

　採用職種の検討 　5

針

月　募集開始　　　　

４

　採用職種の検討 　5

０

月　募集開始 　5月　

 

募集開始　　　　　採

組

用職種の検討
　7月　

織

採用試験(1次)　　

力

 募集開始　 　7月　

・

採用試験(1次)　　

職

 募集開始　 　7月　

員

採用試験(1次)　　

力

 募集開始　 　7月　

の

採用試験(1次)　　

強

 募集開始　
　9月　

化

採用試験(2次)　　

取

 採用試験(1次) 　

組

9月　採用試験(2次

項

)　　 採用試験(1

目

次) 　9月　採用試験

８

(2次)　　 採用試

８

験(1次) 　9月　採

 

用試験(2次)　　 

人

採用試験(1次)
 1

員

0月　内定者決定  1

管

0月　内定者決定 10

理

～11月　内定者決定

の

　　 採用試験(2次

適

)内定者決定  10月

正

～11月　内定者決定

化

　採用試験(2次)内

プ

定者決定
 11月　　

ラ

　　　　　　　　採用

ン

試験(2次)内定者決

名

定  11月　　　　　

職

　　　　　採用試験(

員

2次)内定者決定 　3

定

月　採用予定者説明会

員

　採用予定者説明会 

の

　3月　採用予定者説

適

明会　採用予定者説明

正

会
　3月　採用予定者

化

説明会　採用予定者説

所

明会 　3月　採用予

管

定者説明会　採用予定

支

者説明会  随時　市

部

内高校への個別訪問、

総

合同就職説明会  随時

務

　市内高校への個別訪

部

問、合同就職説明会 

所

    
2.再任用職

管

員の活用 2.再任用職

課

員の活用 2.再任用職

・

員の活用 2.再任用職

係

員の活用
　　　 7月

総

　制度説明会　 　　　

務

 7月　制度説明会　

課

　　　 7月　制度説

　

明会　 　　　 7月　

人

制度説明会　
　　7～

事

9月　意向調査　 　　

研

7～9月　意向調査　

修

　　7～9月　意向調

係

査　 　　7～9月　意

関

向調査　
　11～12

連

月　個別面接 　11～

部

12月　個別面接 　1

署

1～12月　個別面接

基

　11～12月　個別

本

面接
　　 　3月　選

方

考結果通知等　 　　 

針

　3月　選考結果通知

内

等　 　　 　3月　選

容

考結果通知等 　　 　

全

3月　選考結果通知等

体

　

取組実績

1.計画的

計

な職員採用 1.計画的

画

な職員採用 1.計画的

　

な職員採用
 　＜大卒

限

（事務）＞　　＜大卒

ら

（事務）以外＞  　＜

れ

大卒（事務）＞　　＜

た

大卒（事務）以外＞ 　

経

　　＜大卒（事務）＞

営

　＜大卒（事務）以外

資

＞
　4月　採用計画の

源

策定　　採用計画の策

の

定 　4月　採用計画の

中

策定　　採用計画の策

で

定 　4月　採用計画の

必

策定　  採用計画の

要

策定
　5月　募集開始

な

　　　　　採用職種の

行

検討 　5月　募集開始

政

　　　　　採用職種の

サ

検討 　5月　募集開始

ー

　7月　採用試験(1

ビ

次)　　 募集開始　

ス

　7月　採用試験(1

を

次)　　 募集開始　

維

　7月　採用試験(1

持

次)　　 募集開始　

す

　9月　採用試験(2

る

次)　　 採用試験(

た

1次) 　9月　採用試

め

験(2次)　　 採用

、

試験(1次) 　8月　

専

採用試験(2次)　　

門

 採用試験(1次)
 

職

10月　内定者決定 　

を

　　 内定者決定 9～

含

10月　内定者決定　

め

　　内定者決定
 11

た

月　　　　　　　　　

人

　採用試験(2次)内

員

定者決定  11月　　

の

　　　　　　　　採用

確

試験(2次)内定者決

保

定 　随時　市内高校へ

と

の個別訪問、合同就職

適

説明会
　3月　採用予

正

定者説明会　採用予定

実

者説明会 　3月　採

施

用予定者説明会　採用

項

予定者説明会  
  

目

2.再任用職員の活用

　

2.再任用職員の活用

　

2.再任用職員の活用

　

　　　 7月　制度説

　

明会　
　　　 7月　

　

制度説明会　 　　　 

　

7月　制度説明会　 　

　

　7～9月　意向調査

　

　 7～10月　意向

　

調査　 　　7～9月　

令

意向調査 　　　11月

和

　個別面接
　11～1

元

2月　個別面接 　　　

年

12月　個別面接 　　

度

 　3月　選考結果通

　

知等
　　2、3月　選

　

考結果通知等　 　　 

令

　3月　選考結果通知

和

等

 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
な人員配置に努めます。また、高度化・多様化する行政課題に対応するため、アウトソーシングの  
積極的な推進や再任用職員等の有効活用を図り、計画に沿った適正な定員管理に努めます。 1.計画的な職員採用　　　　　　実施　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→

 
2.再任用職員の活用　　　　　　実施　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→

　天草市行政経営改革大綱に基づき、必要な人材を計画的に採用し、再任用職員等の有効活用等を
図ることで、高度化・多様化する行政課題に対して、的確かつ迅速な対応を図ることができ、適正

プランの な定員管理につなげることができる。
目的・効果 　また、計画に沿った定員の適正化により、総人件費の抑制を図ることができる。

現状・課題

　平成26年度に策定した第3次天草市定員適正化計画（平成27年度から平成30年度）に基づき、定
員の適正化に取り組んだ結果、平成31年4月1日時点の全会計の職員数は1,011人となり、平成18年
の合併から556人の職員削減となっている。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
【各年度4月1日現在職員数（病院等事業会計除く）】H30：857人（実績）→ H34：759人（計画）

数値目標 職員数（病院等事 計画 826 801 772 759

プランの課題等

　今後も厳しい財政状況の中、人件費の抑制を図りつつ、高度化・多様化する市民ニーズに対応す 単位：人 業会計を除く） 実績 819 779 742
るため、計画的な採用やアウトソーシングの推進、再任用職員等の有効活用を図り、適正な定員管

財政効果額 人件費削減額(7,0 計画 217,000 392,000 595,000 686,000 1,890,
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果

題

年度 令和元年度 令和

と

 2年度 令和 3年度

課

令和 4年度

所管課意

題

見

定員適正化に係る計

年

画で目標にしている採

度

用予定者20 　定員適

令

正化に係る計画で目標

和

にしている採用予定者

元

　定員適正化に係る計

年

画で目標にしている採

度

用予定者
人を大きく下

令

回る14人の内定とな

和

った。 20人をほぼ満

 

たす19人を内定する

2

ことができた。今後 2

年

0人を満たす23人を

度

内定することができた

令

。今後は組
今後は前年

和

度の採用人数等を踏ま

 

えた上で、必要な人 も

3

専門職等の確保を含め

年

て必要な人材を計画的

度

に採用 織の見直し等を

令

踏まえ、必要な人材を

和

計画的に採用し
材を計

 

画的に採用し、専門職

4

等の確保も含めて、定

年

員 し、定員の適正化に

度

取り組んでいく必要が

所

ある。 、定員の適正化

管

に取り組んでいく必要

課

がある。
の適正化に取

意

り組んでいく必要があ

見

る。 　また、再任用職

 

員についても職域拡大

そ

を図りながら 　また、

れ

再任用職員についても

ぞ

これまでの経験や知識

れ

また、再任用職員の活

の

用及びその職域拡大を

実

図りつつ 、有効活用を

施

図っていく必要がある

項

。 を最大限に活かせる

目

部署等に配置し、同制

に

度の有効活
、新たな会

つ

計年度任用職員制度に

い

ついても適正な運用 用

て

を図っていく必要があ

、

る。
を図っていく必要

概

がある。

方向性 継続（

ね

完了） 継続（完了） 継

予

続（完了） 未設定

定員

定

管理の基礎となる職員

ど

採用については、大卒

お

の採 　定員管理の基礎

り

となる職員採用につい

進

ては、大卒試 前年度ま

行

での対応に加え、社会

　

人枠の採用を行った。

各

用試験を7月に早めて

実

実施し受験者の大幅な

施

増加につ 験の前倒し実

項

施、前年度採用できな

目

かった職員数の採 今後

に

も受験者増加対策を講

つ

じながら必要な人材を

い

計画
なげるなど工夫し

て

たものの、結果的に辞

は

退者が多く採 用予定者

、

数の上乗せ等によって

概

、19人の採用となっ

ね

た 的に採用し、定員適

計

正化に取り組んでいく

画

必要がある
用者数が減

ど

ってしまった。確実な

お

人員確保のために、 。

り

さらに、受験者数増加

進

対策として学校等への

行

啓発活 。
今後は前年度

す

で採用できなかった職

る

員数を上乗せする 動を

こ

検討する必要がある。

　

　今後は、定年延長制

各

度の具体的な制度を見

実

極めて進
支部長 などの

施

工夫も必要である。 　

項

再任用職員については

目

、制度として定着した

に

感はあ める必要がある

つ

。
評価 また、再任用職

い

員については、本年度

て

退職者の任期が るが、

は

定年延長制度の動向に

、

注視して、職域拡大な

概

ど
4年間と長期になる

ね

ため、既退職者にも意

計

向確認をす をさらに研

画

究する必要がある。
る

ど

などの工夫も効果があ

お

ると思われる。

方向性

り

継続（完了） 継続（完

進

了） 継続（完了） 未設

行

定

するこ
することができている。 とができている。 とができている。
 今後も厳しい財政状況の中で人件費の抑制を図りつ 　今後も厳しい財政運営が見込まれる中で、人件費の 　今後も厳しい財政経営が見込まれる中で、人件費の
つ、高度化・多様化する市民ニーズに対応するため、 抑制を図りつつ、必要な行政サービスを維持するため 抑制を図りながら必要な行政サービスを維持するため
計画的な採用やアウトソーシングの積極的な推進、再 、計画的な採用やアウトソーシングの推進、再任用職 、計画的な採用やアウトソーシングの推進及び再任用
任用職員等の有効活用が必要である。 員等の有効活用を図っていく必要がある。 職員等の有効活用が必要である。
　職員採用については、応募者が少ない状況が続いて 　職員採用においては、建築技師や看護教員などの専 　職員採用においては、建築技師、看護教員及び土木
いるため、来年度に向けて今の段階から対策等を考え 門職の応募が少なく採用に至っていないため、人材確 技師などの専門職の応募が少なく、採用に至っていな
ていく必要がある。 保に向けて有効な対策等を考えていく必要がある。 い。そのため、人材確保に向けたより有効な対策等を

考え、実施していく必要がある。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

大卒の採用試験を、初めて7月に実施した。結果、申
込者は昨年の36人から77人、受験者は30人から65人と
倍増したが、1次合格者16人中6人が辞退するという厳
し

プ

い状況となり、採用予

ラ

定8人に対し5人の合

ン

格となっ
た。

支部長 ま

N

た、看護教員、建築技

o

師については、受験生

.

がない
評価 又は少ない

1

状況から採用ができな

-

い状況となった。
職員

2

採用は、定員管理の基

-

礎となるものだけに、

1

大卒
以外の職種で採用

中

数を調整できるようで

間

あれば、採用
予定数に

期

近づけたい。
計画の進

ま

捗としては計画どおり

で

である。

進捗 計画どお

の

り進行 未設定 未設定 未

成

設定

１年間の成果と課
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行

異動に向けた情報収集

政

　10～2月　4月異

経

動に向けた情報収集 　

営

10～2月　4月異動

改

に向けた情報収集
　 

革

　 3月　実施（人事

大

異動配置） 　 　 3

綱

月　実施（人事異動配

ア

置） 　 　 3月　実

ク

施（人事異動配置） 　

シ

 　 3月　実施（人

ョ

事異動配置）
    

ン

2.人事評価制度の運

プ

用 2.人事評価制度の

ラ

運用 2.人事評価制度

ン

の運用 2.人事評価制

個

度の運用
　　　4月　

票

各部局等の組織目標の

プ

設定 　　　4月　各部

ラ

局等の組織目標の設定

ン

　　　4月　各部局等

N

の組織目標の設定 　　

o

　4月　各部局等の組

.

織目標の設定
　　　5

1

月　各職員の業務目標

-

の設定、期首面談 　　

2

　5月　各職員の業務

-

目標の設定、期首面談

2

　　　5月　各職員の

基

業務目標の設定、期首

本

面談 　　　5月　各職

方

員の業務目標の設定、

針

期首面談
　　　　　 

４

被評価者研修 　　　6

０

月　目標難易度調整会

 

議の開催  　   7

組

月　評価者研修  　 

織

  7月　評価者研修

力

　　　6月　目標難易

・

度調整会議の開催  　

職

   7月　評価者研

員

修 　　 10月　期中

力

面談1 　　 10月　

の

期中面談1
 　   

強

7月　評価者研修 　　

化

 10月　期中面談1

取

　　　1月　期中面談

組

2、評価 　　　1月　

項

期中面談2、評価
　　

目

 10月　期中面談1

８

　　　1月　期中面談

８

2、評価 　　　3月　

 

期末面談、不服申出 　

人

　　3月　期末面談、

員

不服申出
　　　1月　

管

期中面談2、評価 　　

理

　3月　期末面談、不

の

服申出
　　　3月　期

適

末面談、不服申出

取組

正

実績

1.人材育成のた

化

めの人事異動の実施 1

プ

.人材育成のための人

ラ

事異動の実施 1.人材

ン

育成のための人事異動

名

の実施
　　 10月　

人

異動希望調査等の実施

材

　　　9月　異動希望

育

調査等の実施 　　　9

成

月　異動希望調査等の

の

実施
 　10～2月　

た

4月異動に向けた情報

め

収集 　10～2月　4

の

月異動に向けた情報収

人

集
2.人事評価制度の

事

運用 　 　 3月　実

配

施（人事異動配置） 　

置

 　 3月　実施（人

所

事異動配置）
　　　4

管

月　各部局等の組織目

支

標の設定   
　　　5

部

月　被評価者研修  2

総

.人事評価制度の運用

務

　　　6月　各職員の

部

業務目標の設定、期首

所

面談 2.人事評価制度

管

の運用 　　　4月　各

課

部局等の組織目標の設

・

定
　　　7月　目標難

係

易度調整会議の開催 　

総

　　4月　各部局等の

務

組織目標の設定 　　　

課

6月　各職員の業務目

　

標の設定、期首面談
　

人

　 10月　期中面談

事

1 　　　6月　各職員

研

の業務目標の設定、期

修

首面談  　   7月

係

　評価者研修
　　 1

関

2月　評価者研修 　　

連

 10月　期中面談1

部

　9～10月　期中面

署

談1
　　　1月　期中

基

面談2、評価 　　　1

本

月　期中面談2、評価

方

　12～1月　期中面

針

談2、評価
　　　3月

内

　期末面談、不服申出

容

　　　3月　期末面談

全

、不服申出 　　　3月

体

　期末面談、不服申出

計画

　限られた経営資源の中で必要な行政サービスを維持するため、専門職を含めた人員の確保と適正 実施項目　　　　　　　　　　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
な人員配置に努めます。また、高度化・多様化する行政課題に対応するため、アウトソーシングの  
積極的な推進や再任用職員等の有効活用を図り、計画に沿った適正な定員管理に努めます。 1.人材育成のための人事異動の実施　　実施　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→

 
2.人事評価制度の運用　　　　　　　　実施　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→

・人材育成のための人事異動の実施
・人事評価制度の効果的な運用

プランの ・職員が専門性と幅広い知識を有するようになり、多様な市民サービスを提供することができる。
目的・効果 ・業務成果が給与に反映されることから、職員のやる気が醸成される

現状・課題

　多様な市民サービスを提供するために、職員は職務に対する専門性と幅広い知識が必要となるが
、職員減の中、ベテラン職員に頼る傾向があり、知識が固定化している。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 計画

プランの課題等

　人事評価制度における目標管理や育成面接、評価結果のフィードバック等を適正に運用する。ま 単位： 実績
た、評価制度を人材育成に効果的に活用するために、制度の効果や課題を把握し、改善を行う。

財政効果額 計画 

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

1.人材育成のための人事異動の実施 1.人材育成のための人事異動の実施 1.人材育成のための人事異動の実施 1.人材育成のための人事異動の実施
　　　9月　異動希望調査等の実施 　　　9月　異動希望調査等の実施 　　　9月　異動希望調査等の実施 　　　9月　異動希望調査等の実施
　10～2月　4月異動に向けた情報収集 　10～2月　4月
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果

配置及び 人事配置を行

と

った。今後も効果的な

課

人事配置及び人材 人事

題

配置を行った。今後も

年

効果的な人事配置及び

度

人材
人材育成の観点か

令

ら、引き続き実施する

和

必要がある。 育成の観

元

点から、引き続き実施

年

する必要がある。 育成

度

の観点から、引き続き

令

実施する必要がある。

和

人事評価制度では、標

 

準点以外の評価をする

2

場合に客  人事評価制

年

度は、システム導入に

度

より職員の入力負  人

令

事評価制度は、能力評

和

価項目及び業績評価の

 

困難
観的な説明を求め

3

たことで、各評価者の

年

意識が高まっ 担の軽減

度

等を図りながら、スケ

令

ジュールに沿った評価

和

度設定を見直したうえ

 

で、スケジュールに沿

4

って実施
たと感じる。

年

今後は次年度からの本

度

格導入に向けて評 を行

所

った。併せて、支所の

管

評価者のヒアリングを

課

実施 した。今後は見直

意

しの効果を検証しつつ

見

、より公平性
価の精度

　

を高めるなど、公正か

そ

つ適正な運用を図って

れ

する等、より公平性が

ぞ

高く、人材育成に有効

れ

な制度と が高く、人材

の

育成に有効な制度とな

実

るよう、制度の見
いく

施

必要がある。 なるよう

項

、制度の見直しに向け

目

て検討を行った。 直し

に

に向けて検討を行って

つ

いく必要がある。

方向

い

性 継続（完了） 継続（

て

完了） 継続（完了） 未

は

設定

令和2年度の評価

、

をもとに、まずは令和

計

3年度の勤勉手 　異動

画

希望調査、管理職ヒア

ど

リング実施など適材適

お

所 異動希望調査、管理

り

職ヒアリング実施など

進

、適材適所
当に反映さ

行

せることを決定し、職

し

員にも周知を行った と

　

なる人事配置を行う取

各

り組みは実施できた。

実

となる人事配置を行う

施

取り組みは実施できた

項

。
。評価者に求められ

目

る説明責任の重さを認

に

識した、客 　人事評価

つ

制度については、シス

い

テム導入により初め 人

て

事評価制度は、能力評

は

価項目、業績評価の困

、

難度設
観的な評価につ

計

ながることを期待する

画

。 ての運用となり、入

ど

力負担軽減は実施でき

お

た。更なる 定を見直し

り

たうえで実施した。
制

進

度の見直しを追求する

行

必要がある。 今後は、

し

制度の検証をしつつ、

て

有効となるよう更なる

い

支部長 制度の追求が必

る

要である。
評価

方向性

。

継続（完了） 継続（完

　

了） 継続（完了） 未設

各

定

実施項目については、計画どおり進行している。
ている。 　人事評価制度については、新型コロナウイルス感染 　人事評価制度については、人事評価システムの活用
　人事評価制度については、制度導入後３年が経過し 症対策や７月豪雨災害等の影響により業務目標の見直 も進み、目標の設定、面談等各部局において適切に行
、目標の設定や目標難易度調整会議の開催も各部局に し等が一部において必要となったものの、適切に運用 われているものと考える。
おいて適切に行われているものと考える。来年度以降 されているものと考えている。 　人事評価結果の給与への活用については、評価項目
、人事評価結果の活用が予定されていることから、よ 　人事評価結果の給与への活用については、当面の間 の見直し等を行いながら公平な制度設計作りを進めて
り公正かつ適正な運用が行われるよう、引き続き計画 見送ることとしたが、今後の活用に向けて、より公平 いるため、その結果を分析したうえで、今後の活用に
に沿って取り組んでいく必要がある。 な制度設計に取り組んでいく必要がある。 向けて取り組んでいく必要がある。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

計画どおり進められている。
人事評価結果の活用方針を、職員組合へ説明を行った
うえで、令和2年度の評価を令和3年6月期勤勉手当か
ら活用することとし、職員へも周知した。
評価者研修では、来年度の評価からいよいよ給与へ反

支部長 映されることになるということを改めて認識してもら
評価 うこととし、調整が必要な

プ

課題などについては本

ラ

年度
中に調整できるよ

ン

うに進める必要がある

N

。

進捗 計画どおり進行

o

未設定 未設定 未設定

１

.

年間の成果と課題

年度

1

令和元年度 令和 2年

-

度 令和 3年度 令和 

2

4年度

所管課意見

異動

-

希望調査や各部課長等

2

とのヒアリング結果等

中

をも  異動希望調査や

間

各部課長等とのヒアリ

期

ングをもとに  異動希

ま

望調査や各部課長等と

で

のヒアリングをもとに

の

とに人事配置を行った

成

。今後も効果的な人事
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行

める必要がある。

単位

政

：千円 実績

年度 令和元

経

年度 令和 2年度 令和

営

 3年度 令和 4年度

改

取組計画

1.職員研修

革

の充実、強化 1.職員

大

研修の充実、強化 1.

綱

職員研修の充実、強化

ア

1.職員研修の充実、

ク

強化
　4～2月　実施

シ

　4～2月　実施 　4

ョ

～2月　実施 　4～2

ン

月　実施
　　10月　

プ

次年度研修計画策定 

ラ

　　10月　次年度研

ン

修計画策定 　　10

個

月　次年度研修計画策

票

定 　　10月　次年

プ

度研修計画策定 
  

ラ

  
2.自己研鑽を支

ン

援する仕組みづくり 2

N

.自己研鑽を支援する

o

仕組みづくり 2.自己

.

研鑽を支援する仕組み

1

づくり 2.自己研鑽を

-

支援する仕組みづくり

3

　　 7月　他市状況

-

等の把握 　　 7月　

1

先進事例等の把握 　　

基

通年　実施 　　通年　

本

実施
　8～2月  制

方

度案の検討・策定 　8

針

～2月  制度案の検

４

討・策定 　1～2月 

０

 検証・改善 　1～2

 

月  検証・改善
  

組

  
3.改革・創造に

織

向けた職場づくり 3.

力

改革・創造に向けた職

・

場づくり 3.改革・創

職

造に向けた職場づくり

員

3.改革・創造に向け

力

た職場づくり
　 　7

の

月　他市状況等の把握

強

　 　7月　先進事例

化

等の把握 　　通年　実

取

施 　　通年　実施
　8

組

～2月  制度案の検

項

討・策定 　8～2月 

目

 制度案の検討・策定

８

　1～2月  検証・

９

改善 　1～2月  検

 

証・改善
  

取組実績

職

1.職員研修の充実、

員

強化 1.職員研修の充

資

実、強化 1.職員研修

質

の充実、強化
　　4月

の

　実施（コーチング研

向

修） 　4～3月　実施

上

　　 　　4～9月　実

プ

施
　　5月　実施（一

ラ

般職（人事評価非評価

ン

者研修）） 　  10

名

月　次年度研修計画素

職

案策定 　　　10月　

員

次年度計画素案策定
　

の

 12月　次年度研修

意

計画素案策定 　　 3

識

月　次年度研修計画策

改

定 　　 　3月　次年

革

度計画策定　 
　　3

・

月　次年度研修計画策

能

定   
 2.自己研鑽

力

を支援する仕組みづく

開

り 2.自己研鑽を支援

発

する仕組みづくり
2.

所

自己研鑽を支援する仕

管

組みづくり 　～11月

支

　県内他市の取組状況

部

等の把握 　　4～9月

総

　人マネ参加者との意

務

見交換
　　11月　他

部

市状況等の把握  12

所

～3月  制度案の検

管

討 　　　 9月　派遣

課

研修成果報告会
 12

・

～2月  制度案の検

係

討   10月～3月 

総

 兼業制度等に関する

務

研究　　
 3.改革・

課

創造に向けた職場づく

　

り  
 　～11月　県

人

内他市の取組状況等の

事

把握 3.改革・創造に

研

向けた職場づくり
3.

修

改革・創造に向けた職

係

場づくり  12～3月

関

  制度案の検討 　　

連

4～9月　職員のアイ

部

ディアバンク（仮）素

署

案検討
　  11月　

基

他市状況等の把握  　

本

　 10月　素案策定

方

 12～3月  制度

針

案の検討  11月～3

内

月  関係課と協議、

容

素案の検証  

全体計画

　高度化・多様化する市民ニーズや新たな行政課題に的確かつ迅速に対応し、より質の高い行政サ 実施項目　　　　　　　　　　　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度　
ービスを提供するため、専門的な能力や知識を備えた職員を育成します。また、職員一人ひとりの 　　　　　
意識改革・能力開発を推進し、市民目線で問題意識や責任感を持ち、新たな課題にも積極的に挑戦  
し対応できる職員を育成します。 1.　職員研修の充実、強化　　　　　　　実施　　　　　実施　　　　　→　　　　　　→

 
2.　自己研鑽を支援する仕組みづくり　　検討　　　　　実施　　　　　→　　　　　　→
 

・職員一人ひとりが、職位に求められる業務知識と実務能力を備え、自信を持って業務に従事する 3.　改革・創造に向けた職場づくり　　　検討　　　　　実施　　　　　→　　　　　　→
ことで、市民満足度の向上につなげる。  

プランの ・成長実感（やりがい）や意欲を高めるための施策の導入  
目的・効果 ・職員一人一人が公務員としての使命感・責任感を自覚し、高い意識を持って業務に取り組む。  

・職員資質として最初に住民に判断される接遇を高めることで、市に対する住民の信頼を得ること
ができる。

現状・課題

・実施した研修成果の検証を行い、随時ブラッシュアップする必要がある。
・研修計画の周知等と併せて、職員の研修への取組姿勢の意識改革を図っていく必要がある。
・各課等で実施している専門研修等を含め、より効果的な研修の実施を図るなど、研修効果の定着 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
に向けて全庁的に取り組んでいく必要がある。

数値目標 計画

プランの課題等

・市民から信頼される職員を育成する。 単位： 実績
・研修メニューにない、職員の自発的な向学心に対応できる制度が必要である。

財政効果額 計画・職員の業務に対するモチベーションを高

54



果

については、今年度も

と

新型コロナウイルス
の

課

実施となったため、今

題

後は計画どおり実施し

年

、効果 等の影響により

度

一部予定より遅れての

令

実施となったた の影響

和

があったものの、感染

元

防止対策の徹底や一部

年

リ
的な研修を実施して

度

いく必要がある。 め、

令

今後は感染防止対策を

和

取りつつ、新たな手法

 

を取 モート開催などの

2

手法を取り入れながら

年

、計画どおり
・事前課

度

題の実施や研修の実践

令

状況等に関するアンケ

和

り入れながら計画どお

 

り実施し、効果的な研

3

修を実施 実施すること

年

ができた。今後も効果

度

的な研修を行うた
ート

令

を実施し、受講に対す

和

る意欲向上及び研修効

 

果の していく必要があ

4

る。 め、アンケート結

年

果等を踏まえながら内

度

容や手法を検
定着に向

所

けて取り組んだ。 ・研

管

修の実践状況等に関す

課

る職員アンケートを実

意

施し 討し実施していく

見

必要がある。
、研修効

・

果の検証・分析等を行

実

い、より効果的な研修

施

・人マネによる兼業制

項

度研究や派遣研修報告

目

会など、
の実施を図り

1

、職員の育成を計画的

の

に行っていく必要 今年

進

度の新たな取組内容を

捗

検証しつつ、職員の意

に

欲や
がある。 資質向上

関

により効果的な取組み

し

を実施していく必要が

て

ある。

方向性 継続（完

は

了） 継続（完了） 継続

遅

（完了） 未設定

職員研

れ

修は、これまで実施し

て

ている階層別研修など

い

は 　新型コロナウイル

る

ス感染拡大により、研

が

修計画が大 新型コロナ

、

ウイルスの影響があっ

よ

たものの、感染防止
引

り

き継ぎつつ、新たな行

効

政ニーズに応じた研修

・

手法を きく変更となっ

実

た。今後も実施場所、

施

形態等を検討し 対策の

項

徹底や一部リモート開

目

催などの手法を取り入

1

れ
研究する姿勢が重要

の

となる。 て実施する必

進

要がある。 ながら、計

捗

画どおり実施すること

に

ができた。
新規採用職

関

員を所属職員全員で育

し

成することを目的と 　

て

自主的に職員資質を高

は

める動きも出始めてい

、

るため 今後もアンケー

新

ト結果、他市の事例等

型

を研究しながら
した新

コ

規採用職員サポーター

ロ

制度は、今後検証を行

ナ

い 、その活発化、増大

ウ

への対策も視野に入れ

イ

た取り組み 研修内容、

ル

手法を検討する必要が

ス

ある。
支部長 ながら充

・

実させていきたい。 も

実

研究する必要がある。

施

評価 研修効果を高める

項

ためには、年度の早い

目

時期での開催
が求めら

1

れる。

方向性 継続（完

の

了） 継続（完了） 継続

進

（完了） 未設定

捗に関しては、一部新型コロナウイ
果的な研修の実施に向けて、研修の効果を検証し、そ 感染拡大等の影響により一部遅れはしたが、実施した ルスの影響により遅れる部分があったが、概ね計画ど
の結果等を踏まえて内容等の検討を行っていく。 。実施後のアンケート結果等を踏まえて、より効果的 おり実施できている。
・実施項目2については、11月に実施される人事連絡 な研修の実施に向けて、研修の効果を検証しながら、 ・実施項目2については、自己研鑽に取り組みやすい
協議会で他市の状況を把握する予定にしている。本市 次年度の研修につなげていく。 環境づくりや、職員間の相乗効果によって学習意欲を
の現状を把握し、他市の状況等も踏まえながら、今後 ・実施項目2については、本市の現状及び他市の取組 高める取り組みを検討していく。
の方策を決めていきたい。 状況等を踏まえ、効果的な手法を検討していく。 ・実施項目3については、職員が市全体の業務に関心
・実施項目3については、働き方改革の推進と合わせ ・実施項目3については、働き方改革の推進と合わせ をもち、アイディアを出せる仕組みづくりを検討して
て、政策企画課や財政課と連携しながら進めていきた て、政策企画課や情報政策課等の関係課と連携しなが おり、より具体化するため政策企画課や情報政策課等
い。 ら継続的に進めていく。 の関係課との協議・連携を進めていく。

 
 

進捗 計画どおり進行 計画より遅い 計画どおり進行 未設定

本年度から、「新規採用職員サポーター制度」を開始
し、4月

プ

にコーチング研修を実

ラ

施した。
他の項目につ

ン

いても今後検討するこ

N

ととしているが、
職員

o

の働く意欲を高められ

.

るような制度とする必

1

要が
ある。

支部長
評価

-

進捗 計画どおり進行 未

3

設定 未設定 未設定

１年

-

間の成果と課題

年度 令

1

和元年度 令和 2年度

中

令和 3年度 令和 4

間

年度

所管課意見

・職員

期

研修については、一部

ま

について予定より遅れ

で

て ・職員研修について

の

は、新型コロナウイル

成

ス感染拡大 ・職員研修
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行

　4月～3月　検証、

政

実施 　4月～3月　検

経

証、実施
　5月　一般

営

職研修の実施（職員の

改

意欲向上等） 　 　 　
　

革

7月　監督者研修の実

大

施（働きやすい職場づ

綱

くり） 2.時間外勤務

ア

の縮減 2.時間外勤務

ク

の縮減 2.時間外勤務

シ

の縮減
　8月　管理職

ョ

研修の実施（マネジメ

ン

ント力向上） 　　　 

プ

4月　時間外勤務の縮

ラ

減等に係る周知 　　　

ン

 4月　時間外勤務の

個

縮減等に係る周知 　　

票

　 4月　時間外勤務

プ

の縮減等に係る周知
　

ラ

　4月～3月　ノー残

ン

業デーの実施に係る周

N

知 　4月～3月　ノー

o

残業デーの実施に係る

.

周知 　4月～3月　ノ

1

ー残業デーの実施に係

-

る周知
2.時間外勤務

4

の縮減 　　　11月　

-

アンケートの実施 　　

1

　11月　アンケート

基

の実施 　　　11月　

本

アンケートの実施
　　

方

　 4月　時間外勤務

針

の縮減等に係る周知 　

４

1月～3月　アンケー

０

ト結果の検証　 　1月

 

～3月　アンケート結

組

果の検証　 　1月～3

織

月　アンケート結果の

力

検証　
　4月～3月　

・

ノー残業デーの実施に

職

係る周知    
　　　

員

11月　アンケートの

力

実施 3.年次有給休暇

の

等の取得促進 3.年次

強

有給休暇等の取得促進

化

3.年次有給休暇等の

取

取得促進
　1月～3月

組

　アンケート結果の検

項

証　 　4月　年次有給

目

休暇の計画的使用の推

９

進 　4月　年次有給休

０

暇の計画的使用の推進

 

　4月　年次有給休暇

働

の計画的使用の推進
 

き

　7月　夏季休暇の計

方

画使用の推進 　7月　

改

夏季休暇の計画使用の

革

推進 　7月　夏季休暇

の

の計画使用の推進
3.

推

年次有給休暇等の取得

進

促進
　4月　年次有給

プ

休暇の計画的使用の推

ラ

進
　7月　夏季休暇の

ン

計画使用の推進

取組実

名

績

1.働き方改革の推

職

進に向けた意識改革等

員

1.働き方改革の推進

の

に向けた意識改革等 1

ワ

.働き方改革の推進に

ー

向けた意識改革等
　4

ク

月　現行制度の周知 (

・

1)ＩＣＴを活用した

ラ

ワークスタイルの導入

イ

(1)多様な働き方の

フ

推進
 10月　監督者

・

研修の起案（組織力向

バ

上研修）  ～6月　Ｉ

ラ

ＣＴの活用が見込まれ

ン

る業務の洗い出し 　自

ス

治体テレワークシステ

の

ムを使用した、在宅勤

推

務実
　1月　管理職研

進

修の実施（マネジメン

所

ト力向上）  　9月　

管

部内協議（出退勤管理

支

システムの導入検討）

部

証実験を実施。
  　

総

9月　関係課（政策企

務

画課・情報政策課）協

部

議 　5月　課内、部内

所

、関係各課との協議
2

管

.時間外勤務の縮減 (

課

2)研修の実施 　6月

・

　実証実験の実施
　　

係

　 4月　時間外勤務

総

の縮減等に係る周知 　

務

 6月　コーチング研

課

修（部下育成のための

　

コミュニ 　7月～9月

人

　実証実験の振り返り

事

　4月～3月　ノー残

研

業デーの実施に係る周

修

知 　　　　　　　　　

係

　　　ケーション力向

関

上） (2)研修の実施

連

　　　11月　アンケ

部

ートの実施 　10月　

署

監督者研修（生産性の

基

高いチーム作り） 　8

本

月　一般職研修(円滑

方

なチーム活動の進行方

針

法等）
　1月～3月　

内

アンケート結果の検証

容

　   11月　管理職

全

研修（組織力の向上）

体

　　　 監督者研修(

計

多様な人材が活躍でき

画

る組織作　
  　　　

　

 り)
　　 2.時間

職

外勤務の縮減 　10月

員

 管理職研修(部下育

数

成力の向上)
3.年次

の

有給休暇等の取得促進

減

　4月　時間外勤務の

少

縮減等に係る周知  
 

や

 6月　夏季休暇の付

業

与日数の改正（3日⇒

務

5日）  2.時間外勤

の

務の縮減
　6月　夏季

高

休暇・年次有給休暇の

度

計画使用の推進 3．年

化

次有給休暇等の取得促

・

進 　4月　時間外勤務

多

の縮減等に係る周知

様化などに伴い、職員の負担が増加しており、職員の健康管理 実施項目　　　　　　　　　　　　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
に配慮するとともに、仕事と育児・介護の両立支援に向けた環境づくりを進める必要があります。  
このことから、時間外勤務の縮減や休暇取得を促進し、多様で柔軟な働き方を可能とすることによ 1.働き方改革の推進に向けた意識改革等　　実施　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→
り、職員のワーク・ライフ・バランスを実現し、職員の能力を最大限発揮できる職場環境の整備に  
努めます。 2.時間外勤務の縮減　　　　　　　　　　　実施　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→

 
3.年次有給休暇等の取得促進　　　　　　　実施　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→ 

　働き方改革が求められる中、時間外勤務の縮減や休暇の取得促進、仕事と育児・介護の両立支援
に向けた環境づくりなど、職員のワーク・ライフ・バランスを推進することにより、働きがいのあ

プランの る職場の実現と組織全体の公務能率の向上が図られる。
目的・効果

現状・課題

　職員数の減少や業務の高度化・多様化などに伴い、職員の負担が増加している中で、職員の健康
管理に配慮するとともに、時間外勤務の縮減等に向けた働き方の見直しを進める必要がある。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 働き方改革に関す 計画 3 3 3 3

プランの課題等

単位：回 る研修会等の実施 実績 3 3

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

1.働き方改革の推進に向けた意識改革等 1.働き方改革の推進に向けた意識改革等 1.働き方改革の推進に向けた意識改革等 1.働き方改革の推進に向けた意識改革等
　4月　現行制度の周知 　4月～3月　検証、実施
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果

。
・働き方改革の推進

と

については、今後も引

課

き続き、効 　庁内イン

題

トラネットの活用によ

年

る出退勤管理の導入 　

度

働き方改革（多様な働

令

き方）の推進、業務の

和

生産性
果的な施策の実

元

現に向けて、職員から

年

の意見集約や関 につい

度

ては、政策企画課及び

令

情報政策課と協議を行

和

い の向上等を目的とし

 

て、自治体テレワーク

2

システムを
係各課等と

年

連携しながら、具体的

度

な方策等を検討して 、

令

令和３年度中の導入に

和

向けて作業を進めてい

 

る。 活用した在宅勤務

3

の実証実験を実施した

年

。今後は本実
いく。 　

度

今後は、働き方改革の

令

推進に向けた職員の意

和

識改革 証実験を通して

 

、ワークライフバラン

4

スの実現や業務
を図る

年

ための研修を引き続き

度

実施するとともに、Ｉ

所

Ｃ の効率化に係る効果

管

や課題等を検証し、令

課

和４年度か
Ｔツールを

意

活用した業務の洗い出

見

し等を行い、多様な ら

　

の本格導入について検

そ

討を行っていく。
働き

れ

方（テレワーク、時差

ぞ

出勤等）の導入につい

れ

て検 　また、庁内イン

の

トラネットを活用した

実

出退勤管理に
討を行っ

施

ていく。 ついては、令

項

和４年１月から運用を

目

開始しているが、
時間

に

外勤務システムと休暇

つ

等申請システムとの連

い

携が
できていないため

て

、引き続き検討を行っ

は

ていく。

方向性 継続（

、

完了） 継続（完了） 継

概

続（完了） 未設定

働き

ね

方改革の推進を進める

予

うえで最大の目的は、

定

個人 　概ね予定どおり

ど

進められている。 テレ

お

ワークシステムについ

り

ては、実証実験の結果

進

を分
の意識改革である

　

と言える。 　今後は、

各

国のデジタル庁創設に

実

伴う業務のデジタル 析

施

して、本格導入をめざ

項

して取り組みを進める

目

必要が
3月に策定する

に

天草市特定事業主行動

つ

計画（後期計画 化と併

い

せて、効率的な業務運

て

営へのスピード感を持

は

っ ある。
）に掲げた目

、

標を、あらゆる機会を

概

捉えて職員に周知 た取

ね

り組みが必要である。

計

また、各システムの連

画

動、連携についても取

ど

り組みを
し、目標達成

お

に努める必要がある。

り

進める必要がある。
支

進

部長 現行の数値目標を

ん

、より達成度が可視化

で

できるものに
評価 見直

い

すことも検討が必要だ

る

と感じる。

方向性 継続

　

（完了） 継続（完了）

各

継続（完了） 未設定

実施項目については、概ね計画どおり進んでいる
んでいる。 。 。
　今後は、働き方改革の推進に向けた取組の目的等を 　働き方改革の推進として、ＩＣＴツールを活用した 　働き方改革（多様な働き方）の推進、業務の生産性
明確にし、より効果的な施策の実現に向けて、政策企 業務の洗い出し等を行い、今年度は庁内イントラネッ の向上等を目的として、自治体テレワークシステムを
画課や情報政策課等と連携しながら、具体的な方策等 トの活用による出退勤管理の導入について検討を行い 活用した在宅勤務の実証実験を実施している。この実
を検討していく。 、令和３年度中の導入に向けて政策企画課及び情報政 証実験を通して、ワークライフバランスの実現や業務

策課と協議を進めている。 の効率化に係る効果や課題等を検証し、令和４年度の
　働き方改革の推進に向けた職員の意識改革等を図る 本格導入について検討を行っていく。
ため、コーチング研修や監督者研修を実施した。今後 　また、昨年度から取り組んでいる庁内イントラネッ
も政策企画課や情報政策課等と連携しながら、具体的 トの活用による出退勤管理については、令和４年１月
な方策等を検討していく。 からの導入に向けて最終協議を進めている。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

予定どおり進められている。
職員のワークライフバランスの推進のためには、時間
外勤務の縮減や、休暇の取得などについて具体的な目
標を持つことが効果的と思われる。
本年度策定を予定している、市特定事業主行動計画（

支部長

プ

後期計画）について、

ラ

より具体的な目標を示

ン

す必要が
評価 ある。

 

N

進捗 計画どおり進行 未

o

設定 未設定 未設定

１年

.

間の成果と課題

年度 令

1

和元年度 令和 2年度

-

令和 3年度 令和 4

4

年度

所管課意見

・それ

-

ぞれの実施項目につい

1

ては、概ね予定どおり

中

実 　各実施項目につい

間

ては、概ね計画どおり

期

実施するこ 　各実施項

ま

目については、概ね計

で

画どおり実施するこ
施

の

することができた。 と

成

ができた。 とができた
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行

政効果額 計画る方法を

政

選択した情報提供を進

経

める必要がある。
・さ

営

まざまな媒体を組み合

改

わせて相乗効果を生み

革

出すことも検討する。

大

単位：千円 実績

年度 令

綱

和元年度 令和 2年度

ア

令和 3年度 令和 4

ク

年度

取組計画

【広報紙

シ

】伝わる工夫・楽しめ

ョ

る記事制作 【広報紙】

ン

伝わる工夫・楽しめる

プ

記事制作 【広報紙】伝

ラ

わる工夫・楽しめる記

ン

事制作 【広報紙】伝わ

個

る工夫・楽しめる記事

票

制作
【市HP】各課に

プ

ﾀｲﾑﾘｰな記事作成

ラ

を促す 【市HP】各課

ン

にﾀｲﾑﾘｰな記事作

N

成を促す 【市HP】各

o

課にﾀｲﾑﾘｰな記事

.

作成を促す 【市HP】

4

各課にﾀｲﾑﾘｰな記

1

事作成を促す
【SNS

-

】ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、

1

ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑで天

-

草の魅力発信 【SNS

2

】ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、

基

ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑで天

本

草の魅力発信 【SNS

方

】ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、

針

ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑで天

４

草の魅力発信 【SNS

１

】ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、

 

ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑで天

行

草の魅力発信
【ｺﾐｭ

政

ﾆﾃｨFM】市政情報

サ

、ｲﾍﾞﾝﾄ情報など

ー

を発信 【ｺﾐｭﾆﾃｨ

ビ

FM】市政情報、ｲﾍ

ス

ﾞﾝﾄ情報などを発信

の

【ｺﾐｭﾆﾃｨFM】

質

市政情報、ｲﾍﾞﾝﾄ

の

情報などを発信 【ｺﾐ

向

ｭﾆﾃｨFM】市政情

上

報、ｲﾍﾞﾝﾄ情報な

取

どを発信
【ｹｰﾌﾞﾙ

組

TV】広報紙に掲載し

項

た主内容を市長が出演

目

し 【ｹｰﾌﾞﾙTV】

９

広報紙に掲載した主内

１

容を市長が出演し 【ｹ

 

ｰﾌﾞﾙTV】市政情

透

報、ｲﾍﾞﾝﾄ情報な

明

どを発信 【ｹｰﾌﾞﾙ

性

TV】市政情報、ｲﾍ

あ

ﾞﾝﾄ情報などを発信

る

て解説 て解説 1.広報

情

紙面の充実 1.広報紙

報

面の充実
1.広報紙の

提

リニューアル 1.広報

供

紙面の充実 　4～3月

に

　内容充実・ページ削

よ

減の工夫など 　4～3

る

月　内容充実・ページ

市

削減の工夫など
　　～

民

2月　300号(翌4

と

月)で紙面リニューア

の

ルを実施 　4～3月　

情

内容充実・ページ削減

報

の工夫など 2.ホーム

共

ページの充実 2.ホー

有

ムページの充実
2.ホ

プ

ームページの充実 2.

ラ

ホームページの充実 　

ン

4～3月　各課での記

名

事確認、内容充実を依

市

頼 　4～3月　各課で

民

の記事確認、内容充実

が

を依頼
　　4～3月　

利

各課での記事確認、内

用

容充実を依頼　 　4～

し

3月　各課での記事確

や

認、内容充実を依頼 3

す

.新たな手段を活用し

く

た情報発信 3.新たな

分

手段を活用した情報発

か

信
3.新たな手段を活

り

用した情報発信 3.新

や

たな手段を活用した情

す

報発信   5月　広報

い

主任会議開催（各情報

情

媒体の活用法）   5

報

月　広報主任会議開催

の

（各情報媒体の活用法

提

）
  　5月～3回　

供

情報発信連続講座（広

所

報主任対象）   5月

管

　広報主任会議開催（

支

各情報媒体の活用法）

部

　4～3月　SNS・

総

ケーブルTV・ラジオ

務

での情報発信 　4～3

部

月　SNS・ケーブル

所

TV・ラジオでの情報

管

発信
　　　　①広報・

課

HP　②ラジオ・ケー

・

ブルTV　③SNS 　

係

4～3月　SNS・ケ

秘

ーブルTV・ラジオで

書

の情報発信 　　　　　

課

※各課へ出演依頼と番

　

組制作の支援 　　　　

広

　※各課へ出演依頼と

報

番組制作の支援
　　4

広

～3月　SNS・ケー

聴

ブルTV・ラジオでの

係

情報発信 　　　　　※

関

各課へ出演依頼と番組

連

制作の支援 　6～12

部

月　ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑ

署

写真ｺﾝﾃｽﾄの実施

基

　6～12月　ｲﾝｽ

本

ﾀｸﾞﾗﾑ写真ｺﾝﾃ

方

ｽﾄの実施
　 6～1

針

2月　ｲﾝｽﾀｸﾞﾗ

内

ﾑ写真ｺﾝﾃｽﾄの実

容

施 　6～12月　ｲﾝ

全

ｽﾀｸﾞﾗﾑ写真ｺﾝ

体

ﾃｽﾄの実施

取組実績

計

1.市政だよりの紙面

画

見直し 1.広報紙面の

　

充実 1.広報紙面の充

市

実
　・4月号～　お知

民

らせページを縦から横

と

書きに変更 　・6/3

行

0　動画配信で各媒体

政

の活用を依頼 　・12

の

月号にて市民へｱﾝｹ

信

ｰﾄを実施
　・6/2

頼

5　広報主任会議開催

関

　・4月号～紙面のリ

係

ニューアル 　・各課に

を

紙面内容の確定確認を

高

促し期日を設け、事
　

め

・300号(令和2年

る

4月号)での表紙・各

た

コーナーのリ 　・潮汐

め

表など随時掲載内容方

に

法を検討 務の効率化を

は

図る
ニューアルのため

、

協議検討を進め、3/

行

16編集完了。 2.ホ

政

ームページの充実 2.

が

ホームページの充実
2

市

.ホームページの充実

民

　・6/30　ホーム

と

ページ掲載記事の点検

対

・充実を依頼 　・R5

等

年度ﾘﾆｭｱﾙ設計へ

な

向け検討中
　・6/2

立

5　ホームページ入力

場

担当者会議開催 　・ト

に

ピックス記事としてま

立

ちのわだいや市の取り

ち

組 3.新たな手段を活

、

用した情報発信
　※随

行

時内容充実を図る 　　

政

みを掲載　 　・ＳＮＳ

が

及びインスタグラム　

持

随時魅力発信
3.新た

っ

な手段を活用した情報

て

発信 　※随時内容充実

い

を図っている 　・イン

る

スタグラム　フォトコ

様

ンテスト実施
　・6/

実

25　情報発信連続講

施

座（広報・HP）は開

項

催した 3.新たな手段

目

を活用した情報発信 　

　

・ケーブルＴＶ（市役

　

所からのお知らせ）
が

　

、ラジオ・ケーブルT

　

V・SNS講座はでき

　

なかった。 　・ＳＮＳ

　

　随時魅力発信 　　広

　

報紙と連携した情報発

　

信を各課に依頼・制作

　

　※ラジオ、ケーブル

　

TVには個別に出演依

　

頼。 　　8～10月　

令

ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑ写真

和

ｺﾝﾃｽﾄ実施 　・ケ

元

ーブルＴＶ（市政情報

年

等発信番組）
　・7～

度

9月　インスタグラム

　

写真コンテストを実施

令

　・ラジオ　 毎週各

和

課出演中 　　各コーナ

 

ーとの調整、画像チェ

2

ック等毎週制作
　・4

年

～3月　SNS・ケー

度

ブルTV・ラジオでの

　

情報発信 　・ｹｰﾌﾞ

令

ﾙTV　担当課へ出演

和

依頼と番組制作の支援

 

　・YouTube　

3

放送後の市政情報等発

年

信番組や、各課
　　4

度

～12月　市長出演番

　

組の制作放送 作成の動

令

画等の情報発信

和 4年度
々な情報を、市民が利用しやすく分かりやすい方法や媒体により正確な情報発信に努めることで情  
報の共有化を進めます。また、市民の意見を受け入れる体制を整備することで、意見や要望などを 1.広報紙のリニューアル　　　　　 検討 　　　　実施　　　　→　　　　　→
把握し、市政に反映させます。  

2.ホームページの充実　　　　　 　実施 　　　　→　　　　　→　　　　　→ 
 
3.新たな手段での情報発信　　　　 実施 　　　　→　　　　　→　　　　　→

市政の情報をさまざまな媒体で市民に正確に分かりやすく伝える。
・広報紙や市ホームページの内容を充実し、市政への理解を深める。

プランの ・さまざまな手段で市政情報を発信することで、市民と情報が共有され、市の施策が効果的に実施
目的・効果 される。

・市の魅力を市内外に発信することで、天草ファンを増やし、市民の誇りを高める。

現状・課題

・広報紙、市ホームページでの情報提供に加え、2017年12月から「みつばちラジオ」、2018年2月
からはＳＮＳでの情報発信を開始。
・広報紙だよりの市政情報発信から、さまざまな媒体を活用した情報発信に変化させる必要がある 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
。　【数値目標の現状　2018年度　51.1％】

数値目標 市政情報に満足の 計画 53.8 56.5 59.2 59.2

プランの課題等

・広報紙が月１回になり、情報が詰まりすぎて読みにくいという意見がある。 単位：％ 市民(市政ｱﾝｹｰﾄ) 実績 52.2 50.0
　今後は、広報紙、市ホームページ、ラジオ、ケーブルＴＶ、ＳＮＳなどの媒体に応じて効果のあ

財
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成

、ホームペ 　広報紙に

果

関しては、係全体での

と

修正作業および各課
場

課

合、担当課に作成を依

題

頼して充実を図った。

年

ージの内容充実と各媒

度

体を積極的な活用促進

令

を各課に への原稿締切

和

期限を徹底することで

元

業務時間の短縮が
　各

年

課の事業を周知するた

度

め、ラジオ、ケーブル

令

ＴＶ 依頼。 図れた。
等

和

使える媒体は活用する

 

ことを個別に促したが

2

、同じ 　ケーブルＴＶ

年

市役所からのお知らせ

度

に、産業政策課 　ケー

令

ブルテレビ「市役所か

和

らのお知らせ」を有効

 

活
課の情報が何度も流

3

れる状況が続いている

年

。 、恐竜の島博物館推

度

進室等に依頼し制作を

令

支援。 用し、各課へ出

和

演依頼をし、昨年に比

 

べ３倍以上の情
　市政

4

だよりは、4月からお

年

知らせページを横書き

度

に 　市内外の人に天草

所

市での出来事や市の取

管

り組みを知 報発信を行

課

った。市政情報等発信

意

番組「Do⁉ ☆あまく

見

変更し、ページ数は前

　

年度より16ページ削

市

減できた。 ってもらう

ホ

ためホームページ「ト

ー

ピックス」記事を掲 さ

ム

☆」では３２本の番組

ペ

を制作。視聴者からの

ー

反応も
　300号（令

ジ

和2年4月号）のタイ

は

ミングを利用し表紙 載

、

するとともに、ＳＮＳ

市

で市の魅力を発信した

民

。 少しずつ出始めてい

に

る。
を刷新し、市民の

知

目を引く機会とした。

ら

　市ホームページの更

せ

新情報をLINEでの

る

配信を開始（ 　ＳＮＳ

べ

では、Faceboo

き

kやInstagra

情

mは継続的に発信
　広

報

報主任を対象に情報発

は

信連続講座を３回行う

全

予定 令和2年6月～）

て

市の情報がさらに入手

　

しやすくなった 中。フ

広

ォトコンも実施済。公

報

式YouTubeチャ

主

ンネルを
だったが、１

任

回しか行なえなかった

会

。 。 開設し、登録者は

議

450人を超えた。あ

は

らゆる媒体を使
 い、

、

情報発信ができている

人

と考えている。

方向性

を

継続（未達） 未設定 継

集

続（完了） 未設定

ホー

め

ムページの内容、市政

て

だよりの紙面について

で

は充  広報する主体で

き

ある各課に当事者意識

な

を持ってもら 広報媒体

い

については、継続する

の

ことで市民に浸透定着

で

実してきている。特に

動

ホームページは、いか

画

に新しい い、伝えるべ

配

き内容など主体性を持

信

ってもらう必要が する

　

と考える。
情報が掲載

広

されているかが評価の

報

基準と思われるので あ

紙

る。 また、市民に見て

面

もらう工夫を継続的に

の

実施する必要
、引き続

内

いてタイムリーな情報

容

掲載に努める必要があ

確

 がある。
る。 　様々

認

な方法により、市民に

に

見てもらう工夫を継続

つ

的
支部長 広報主任の研

い

修、各課への情報充実

て

の要請に加え、職 に実

、

施する必要がある。
評

校

価 員の各階層別研修の

正

折にも出向いて意識啓

は

発を図るな
どの取り組

2

みも検討が必要と感じ

回

る。

方向性 継続（未達

ま

） 継続（未達） 継続（

で

完了） 未設定

とし
掲載するように内容の充実を図った。今後も随時チェ で行った。広報紙、ホームページの内容充実と各媒体 期日を定め、各課から確認書を提出させることにより
ックし、改善する。 を積極的な活用促進を各課に依頼。 、事務の効率化を図った。
　ラジオ、ケーブルテレビ等使える媒体は活用して各 　ケーブルＴＶ市役所からのお知らせに、産業政策課 　広報紙面での特集を、担当1人から2人体制にした。
課の事業を周知することを促すが、ケーブルＴＶ市役 、恐竜の島博物館推進室に依頼し制作の支援を実施し 　ケーブルTV「市役所からのお知らせ」では各課に出
所からのお知らせは、未だ不十分。 た。 演を依頼し、収録立会を実施。「市政情報等発信番組
　市政だよりのお知らせページを縦書から横書きに変 　今後も、さまざまな課に出演を依頼していく。 」では、収録・画像チェックなど毎週制作に関わって
更。また、ページ数の削減は、いつでも掲載できる記 　 いる。
事、掲載時期が決まっている記事を整理し月毎のペー 　5月24日に公式YouTubeチャンネルを開設し、放送後
ジ配置を工夫している。 の市政情報等発信番組などを毎週発信している。
　各課の広報主任の研修を３回行う予定だが、まだ１ 　市政情報等発信番組について、今後の企画やコンセ
回しか行なえていない。 プトについて検討が必要。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

ホームページの充実、ケーブルＴＶの市役所からのお  
知らせの充実などは、

プ

何といっても職員の意

ラ

識のあり
方によって変

ン

わるものである。
広報

N

主任の研修に加え、職

o

員の各階層研修の折に

.

も出
向いて意識啓発を

4

図るなどの取組も必要

1

と感じる。
支部長
評価

-

進捗 計画どおり進行 未

1

設定 未設定 未設定

１年

-

間の成果と課題

年度 令

2

和元年度 令和 2年度

中

令和 3年度 令和 4

間

年度

所管課意見

　市ホ

期

ームページは、知らせ

ま

るべき情報の掲載がな

で

い  広報主任会議は動

の

画配信で行い、広報紙
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課

和 3年度 令和 4年度 合計
価、改善までの過程で市民が主体的に参画できる取り組みも実施している。

数値目標 計画

プランの課題等

さまざまな仕組みはあるものの市民への周知や運用面での取り組みに課題がある。また市

 

政座談会 単位： 実績
等の参加者増に向けた取り組みの実施が必要である。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

実施項目 実施項目 実施項目 実施項目
    
【秘書係

広

で実施】 【秘書係で実施】 【秘書係で実施】 【秘書係で実施】
1.4～3月（随時）市長メールの受付 1.4～3月（随時）市長メールの受付 1.4～3月（随時）市長メールの受付 1.市長メールの受付＜随時＞
2.4～

報

3月（随時）市長へのたよりの受付 2.4～3月（随時）市長へのたよりの受付 2.4～3月（随時）市長へのたよりの受付 2.市長へのたよりの受付＜随時＞
3.10～11月　市政座談会の開催 3.10～11月　市政

広

座談会の開催 3.10～11月　市政座談会の開催 3.市政座談会の開催＜10月～11月＞
※9月～　参加者の増加を図るため市政だより、HP、S ※9月～　参加者の増加を図るため市政だより、HP、S ※9月～　参

聴

加者の増加を図るため市政だより、HP、S ※参加者の増加を図るため市政だより、HP、SNS、コ
NS、コミュニティFM等を活用した告知の実施 NS

行

、コミュニティFM等

政

を活用した告知の実施

経

NS、コミュニティF

係

営

M等を活用した告知の

改

実施 ミュニティFM等

革

を活用した告知の実施

大

    
【担当部署と

綱

連携して実施】 【担当

ア

部署と連携して実施】

ク

【担当部署と連携して

シ

実施】 【担当部署と連

ョ

携して実施】
4.4～

ン

3月（随時）HPでの

、

プ

意見・要望受付 4.4

ラ

～3月（随時）HPで

ン

の意見・要望受付 4.

個

4～3月（随時）HP

票

での意見・要望受付 4

プ

.HPでの意見・要望

ラ

受付＜随時＞
5.4～

ン

3月（随時）各課での

N

要望受付 5.4～3月

o

（随時）各課での要望

地

.

受付 5.4～3月（随

1

時）各課での要望受付

-

5.各課での要望受付

1

＜随時＞
6.4～3月

-

（随時）市民参画の推

1

進＜各部課等において

基

6.4～3月（随時）

本

市民参画の推進＜各部

方

課等において 6.4～

針

3月（随時）市民参画

域

４

の推進＜各部課等にお

１

いて 6.市民参画の推

 

進＜各部課等において

行

所管する事務及
所管す

政

る事務及び計画等が生

サ

じた場合に実施＞ 所管

ー

する事務及び計画等が

ビ

生じた場合に実施＞ 所

ス

管する事務及び計画等

の

が生じた場合に実施＞

振

質

び計画等が生じた場合

の

に実施＞

取組実績

取組

向

内容 取組内容 取組内容

上

   
【秘書係で実施

取

】 【秘書係で実施】 【

組

秘書係で実施】
1.4

項

～3月（随時）市長メ

目

ールの受付⇒43件 1

９

.4～3月（随時）市

１

長メールの受付⇒97

興

 

件 1.4～3月（随時

透

）市長メールの受付⇒

明

232件
2.4～3月

性

（随時）市長へのたよ

あ

りの受付⇒93件 2.

る

4～3月（随時）市長

情

へのたよりの受付⇒6

報

8件 2.4～3月（随

提

時）市長へのたよりの

供

受付⇒37件
3.10

部

に

～11月　市政座談会

よ

の開催⇒10月21日

る

からスター 3.10～

市

11月　市政座談会の

民

開催⇒中止。ただし、

と

代表 3.11～12月

の

　11会場で市民ふれ

情

あい座談会を実施
トし

報

、市内11ヶ所で実施

共

。参加者募集について

 

有

はHP、 行政区長等、

プ

延べ71人に対して２

ラ

年間の主要施策に関 【

ン

担当部署と連携して実

名

施】
コミュニティFM

市

等を活用した告知の実

民

施した。 する進捗状況

の

報告書を送付し、意見

意

をうかがった。現 4.

見

4～3月（随時）HP

ま

を

での意見・要望受付⇒

受

119件
 在28人か

け

ら83項目の提言、要

入

望をいただいている。

れ

 5.4～3月（随時

る

）各課での要望受付⇒

仕

38件
【担当部署と連

組

携して実施】 【担当部

み

署と連携して実施】 6

づ

.4～3月（随時）市

ち

く

民参画の推進⇒把握し

り

ていない。
4.4～3

所

月（随時）HPでの意

管

見・要望受付⇒54件

支

4.4～3月（随時）

部

HPでの意見・要望受

総

付⇒ 84件 各部課等

務

において所管する事務

部

及び計画等が生じた場

所

5.4～3月（随時）

づ
管

各課での要望受付⇒8

課

9件 5.4～3月（随

・

時）各課での要望受付

係

⇒72件 合に実施
6.

秘

4～3月（随時）市民

書

参画の推進⇒把握して

課

いない。 6.4～3月

　

（随時）市民参画の推

秘

進⇒把握していない。

書

各部課等において所管

く
係

する事務及び計画等が

関

生じた場 各部課等にお

連

いて所管する事務及び

部

計画等が生じた場
合に

署

実施 合に実施

基本方針内

り

容

全体計画

　市民と行

支

政の信頼関係を高める

援

ためには、行政が市民

課

と対等な立場に立ち、

 

行政が持っている様 実

ま

施項目　　　　　　　

ち

　　令和元年度　令和

づ

 2年度　令和 3年

く

度　令和 4年度
々な

り

情報を、市民が利用し

係

やすく分かりやすい方

、

法や媒体により正確な

総

総

情報発信に努めること

合

で情  
報の共有化を進

政

めます。また、市民の

策

意見を受け入れる体制

部

を整備することで、意

 

見や要望などを 【秘書

政

係で実施】
把握し、市

策

政に反映させます。 1

企

.市長メールの受付　

画

　　　　　実施　 　

務

課

　 →　　　　　→　

 

　　　　→
2.市長へ

企

のたよりの受付　　　

画

　実施       

調

 →　　　　　→　　

整

　　　→
3.市政座談

係

会の開催　　　　　　実施        →　　　　　→　　　　　→
※参加者の増加

部

を図るため市政だより、HP、SNS、コミュニティFM等を活用した告知の実施
市民の意見を市政に反映させる仕組みを再検討し、市民と共に創り上げていく市政を目指す。  
・市民が自分の意見や提言を、市政に対し発

 

言できる最も身近な手段として活用できる。 【担当部署と連携して実施】
プランの 4.HPでの意見・要望受付　　　　実施　 　　 →　　　　　→　　　　　→
目的・効果 5.各課での要望受付　　　　　　実施　 　

秘

　 →　　　　　→　　　　　→
6.市民参画の推進　　　　　　　実施　 　　 →　　　　　→　　　　　→

現状・課題

市民の意見を市政に反映させる仕組みとしては、現在、①市長メール、②市長へのたより、③市ホ

書

ームページで要望・意見の募集、④市政座談会の開催のほか各課での要望受付、来庁相談などさま
ざまな体制で意見を聞き、施策に反映できる仕組みがある。併せて市では、施策の立案、実施、評 令和元年度 令和 2年度 令
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果

画どおり進行 未設定 計

と

画どおり進行 未設定

１

課

年間の成果と課題

年度

題

令和元年度 令和 2年

年

度 令和 3年度 令和 

度

4年度

所管課意見

　予

令

定どおり進捗が図られ

和

ている。  予定どおり

元

進捗が図られている。

年

　市長メールの回答が

度

遅くなることもあった

令

が、予定
　市民が自分

和

の意見や提言を市政に

 

対し、発言できる 　市

2

民が自分の意見や提言

年

を市政に対し、発言で

度

きる どおり進捗が図ら

令

れている。
多様な機会

和

を設けているため、メ

 

ール、便り、直接相 多

3

様な機会を設けている

年

ため、メール、便り、

度

直接相 　市民が自分の

令

意見や提言を市政に対

和

し、発言できる
談など

 

279件の意見等が寄

4

せられている。 談など

年

279件の意見等が寄

度

せられている。 多様な

所

機会を設けているため

管

、メールと便りで26

課

9件
　また、投書や要

意

望について文書で回答

見

することを原 　また、

　

投書や要望について文

予

書で回答することを原

定

の意見等が寄せられて

ど

いる。
則としているが

お

、現場や提言者等と面

り

談することをす 則とし

進

ているが、現場や提言

捗

者等と面談することを

が

す 　現在、政策企画課

図

で、市の事業や課題等

ら

に対するア
すめている

れ

。 すめている。 イディ

て

アの提案や意見などを

い

受け付ける「まちづく

る

り
　匿名の意見も増え

。

ている。回答はできな

　

いが、方針 　匿名の意

自

見も増えている。メー

ら

ル等の匿名について バ

の

ンク」の設置を検討し

意

ているため、市民がよ

見

り気軽
決定や対応は速

や

やかに取り組んでいた

要

だくよう各課へ は、匿

望

名性の利便性を考慮し

を

つつ、情報政策課とも

市

協 に意見できる仕組み

政

になるよう連携して取

に

り組んでい
お願いして

対

いる。 議して、システ

し

ムの改善＜入力フォー

、

ム＞も検討して く。
い

提

る。

方向性 継続（未達

言

） 未設定 継続（完了）

で

未設定

それぞれの方法

き

による、市民や市外の

る

方からの意見に 　市政

多

に対する提言できる機

様

会として、メール、便

な

り 市民の提案、意見の

 

窓口が重複すること、

市

またその提
対し、速や

長

かな回答ができている

へ

と感じる。 を実施して

の

いる。 案等への対応を

メ

スムーズに実施するた

ー

めにも、来年度
匿名の

ル

場合も方針決定や対応

、

ができている。 　また

便

、「市政座談会」は新

り

型コロナウイルス感染

、

拡 から政策企画課が取

要

り組む「まちづくりバ

望

ンク」との
今後もあら

な

ゆる機会を捉えて、市

ど

民の意見を受け入れ 大

1

防止のため中止したが

9

、代表行政区長、まち

5

づくり 区分けが必要。

件

る仕組みを周知してい

の

く必要がある。 協議会

意

長、地区振興会長の延

見

べ71人に対して、意

等

見を
支部長 うかがった

が

。
評価

方向性 継続（未

寄

達） 継続（未達） 継続

　

（完了） 未設定

市民が自分の意見や提言を市政に対し、発言できる 機会を設けており、メール、便り、直接相談など124 せられている。
多様な機会を設けているため、メール、便り、直接相 件の意見等が寄せられている。 　また、昨年は新型コロナウイルス感染症拡大防止の
談など168件の意見等が寄せられている。 　また、毎年開催している「市政座談会」は新型コロ ため中止したが、例年開催している「座談会」を11月
　一方で民間同士で解決すべき内容の意見や要望もな ナウイルス感染拡大防止のため中止したが、代表行政 に予定しており、市政に対する様々な提案や意見をう
かには見られるためその対処については検討が必要で 区長、まちづくり協議会長、地区振興会長の延べ71人 かがうこととしている。
ある。 に対して、２年間の主要施策に関する進捗状況報告書 　その他にも各種課題の解決や地域活性化のためのア
　また、要望や意見に対し、文書で回答することを原 を送付し、意見をうかがった。現在28人から83項目の イディアを気軽に出し合う事を目的とした「まちづく
則としているが、現場や提言者等をまず訪れることで 提言、要望をいただいているが、これらは担当部署へ りバンク」の仕組みづくりを進めており、施策の自由
解決する案件もあるため、各担当課には、直接本人と 共有し、対応をしていくこととしている。以上、感染 提案に繋がるような仕組みづくりを図っていく。
面会することをすすめたい。 症の影響により、一部実施を見合わせた事業も

プ

あるが
、予定どおり進

ラ

捗が図られている。

進

ン

捗 計画どおり進行 計画

N

どおり進行 計画どおり

o

進行 未設定

市民ふれあ

.

い座談会を10月から

1

11月にかけて実施し

-

て
いるが、本年度は各

1

地域でのまちづくりの

-

取り組み事
例の発表を

1

お願いしているため、

中

まちづくり関係者の
参

間

加が増えると思われる

期

。
今後もあらゆる機会

ま

を捉えて、市民の意見

で

を受け入れ
支部長 る仕

の

組みを周知していく必

成

要がある。
評価

進捗 計
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行

果額 施設の管理経費削

政

計画 10 144 231

経

432 817

単位：千

営

円 減額 実績 356 18

改

525 899

年度 令和

革

元年度 令和 2年度 令

大

和 3年度 令和 4年

綱

度

取組計画

　昨年度に

ア

引続き地元へ説明・協

ク

議を行い、運動広場 　

シ

引続き地元へ説明・協

ョ

議を行い、運動広場除

ン

草等の 　地元住民や利

プ

用団体等へ説明・協議

ラ

を行い、運動広 　地元

ン

住民や利用団体等へ説

個

明・協議を行い、運動

票

広
除草等の清掃委託と

プ

併設する社会体育施設

ラ

の使用許可 清掃委託と

ン

併設する社会体育施設

N

の使用許可業務を関 場

o

除草等の清掃委託や、

.

利用団体が限られた施

1

設は自 場除草等の清掃

-

委託や、利用団体が限

2

られた施設は自
業務を

-

関係団体へ移行を進め

4

る。維持管理経費削減

基

は 係団体へ移行を進め

本

る。維持管理経費削減

方

は、現状把 主開閉に移

針

行するなど、維持管理

４

経費の削減に取り組 主

１

開閉に移行するなど、

 

維持管理経費の削減に

行

取り組
、現状把握し利

政

用状況と比較しながら

サ

、地区住民等に 握し利

ー

用状況と比較しながら

ビ

、地区住民等に理解を

ス

得 む。また、１地区振

の

興会につき１施設とい

質

う原則にと む。また、

の

１地区振興会につき１

向

施設という原則にと
理

上

解を得ることが課題。

取

ることが課題。 らわれ

組

ず、更なる類似施設の

項

廃止について検討し、

目

地 らわれず、更なる類

９

似施設の廃止について

２

検討し、地
4、8月　

 

支所担当者会議 4、8

業

月　支所担当者会議 区

務

住民等から理解が得ら

改

れるよう慎重に進めて

善

いくこ 区住民等から理

の

解が得られるよう慎重

推

に進めていくこ
  と

進

が課題。 とが課題。
1

プ

.施設の自主開閉 1.

ラ

施設の自主開閉   
　

ン

　　5～1月　利用状

名

況の把握確認、随時自

社

主開閉 　　　5～1月

会

　利用状況の把握確認

体

、随時自主開閉 ●4月

育

・8月　支所担当者会

施

議 ●4月・8月　支所

設

担当者会議
2.使用許

の

可業務 2.使用許可業

管

務   
　　　5～1月

理

　地区振興会との協議

の

、随時管理委託 　　　

見

5～1月　地区振興会

直

との協議、随時管理委

し

託 1.施設の自主開閉

所

1.施設の自主開閉
3

管

.地区振興会への管理

支

委託 3.地区振興会へ

部

の管理委託 　　5月～

地

1月　利用状況の把握

域

確認、随時自主開閉 　

振

　5月～1月　利用状

興

況の把握確認、随時自

部

主開閉
　　　5～1月

所

　地区振興会等との協

管

議、随時管理委託 　　

課

　5～1月　地区振興

・

会等との協議、随時管

係

理委託 2.使用許可業

ス

務 2.使用許可業務
　

ポ

　 　　5月～1月　地

ー

元住民との協議、随時

ツ

管理委託 　　5月～1

振

月　地元住民との協議

興

、随時管理委託
3.地

課

区振興会等への管理委

　

託 3.地区振興会等へ

施

の管理委託

取組実績

　

設

●4月に書面による各

管

支所担当課長・係長・

理

担当者会 ●4月に各支

係

所担当課長・係長・担

関

当者会議、8月に担
議

連

、8月に担当係長・担

部

当者会議を開催。 当係

署

長・担当者会議を開催

基

。
  
●施設数の削減

本

として令和2年度は、

方

二浦運動広場・ ●6月

針

議会において、二浦運

内

動広場・倉岳総合グラ

容

ウ
倉岳総合グラウンド

全

テニスコート・倉岳総

体

合グラウン ンドテニス

計

コート・倉岳総合グラ

画

ウンドテニスコート
ド

　

テニスコート夜間照明

各

施設・栖本河内グラウ

部

ンド夜 夜間照明施設・

署

栖本河内グラウンド夜

に

間照明施設を条
間照明

お

施設を廃止することを

い

地元住民と協議し、廃

て

止 例から廃止した。
の

業

同意を得たが、前市長

務

の急逝により3月議会

改

に条例  
廃止を提出で

善

きなかった。 ●12

の

月議会において、富津

目

体育館・宮南運動広場

標

・天
 附グラウンド夜

を

間照明施設・河浦さざ

掲

んか公園運動広
●施設

げ

の自主開閉は、3施設

、

（宮田グラウンド、宮

行

田 場夜間照明施設・今

政

田地域交流施設を条例

サ

から廃止し
体育館、浦

ー

体育館）を自主開閉に

ビ

移行。　 た。
  
●地

ス

区振興会への管理委託

の

として、1施設（城河

質

原体
育館トイレ清掃）

の

を地区振興会へ管理委

向

託。　

上につながる業務の改革・改善に 実施項目　　　　　　　　　　　 令和元年度　令和 2年度　令和 3年度　令和 4年度
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み  
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを １．施設の廃止 　　　　　　　　　　実施　　　　→　　　　　→　　　　　→
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。  

２.施設の自主開閉　　　　　　　　　実施　　　　→　　　　　→　　　　　→
 
３.使用許可業務　　　　　　　　　　実施　　　　→　　　　　→　　　　　→

　社会体育施設の管理の見直しを進める中で、施設の清掃や夜間管理委託について、地区振興会等 （併設する施設の団体）
へ委託することにより、経費の削減に繋がる。また、使用許可業務についても地区振興会等に委託  

プランの し、住民の利便性向上を図る。 ４.地区振興会等への管理委託　　　　実施　　　　→　　　　　→　　　　　→
目的・効果 　

現状・課題

　Ｈ31.4.1現在で体育館47、運動広場（相撲場、ﾃﾆｽｺｰﾄ含む）60、武道場6、プール1、Ｂ＆Ｇ海洋
センター1、その他2施設の117施設を管理している。その中で主に地区住民が使用している施設に
ついて、使用頻度の低い施設の開閉業務の在り方や、清掃や夜間管理の委託方法、手続等の簡素化 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
等による使用許可業務の見直しを図る必要がある。

数値目標 施設数 計画 3 4 8 12

プランの課題等

　施設の自主開閉、清掃等や使用許可業務の委託については、利用状況を含め所在する利用者や地 単位：施設 実績 6 0 5
区振興会、支所と協議を行う必要がある。

財政効
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果

設の廃止、および
の自

と

主開閉と地区振興会へ

課

の清掃委託も行うこと

題

がで 。また、倉岳の1

年

施設と栖本の1施設の

度

夜間照明施設の 牛深の

令

1施設と河浦の1施設

和

の夜間照明施設を廃止

元

する
き計画どおり進行

年

している。 廃止につい

度

ても同意を得ることが

令

できた。 ことの同意を

和

地元住民より得ること

 

ができた。
　他の施設

2

についても引き続き地

年

元と協議を行って削 　

度

他の施設についても引

令

き続き地元と協議を行

和

って削 　他の使用頻度

 

の低い施設等について

3

も、引き続き地
支部長

年

減に努めたい。 減に努

度

めたい。 元と協議を行

令

い削減に努めたい。
評

和

価  

進捗 計画どおり進

 

行 計画どおり進行 計画

4

どおり進行 未設定

１年

年

間の成果と課題

年度 令

度

和元年度 令和 2年度

所

令和 3年度 令和 4

管

年度

所管課意見

　今年

課

度も2回の各支所担当

意

課長・担当者会議にお

見

い 　今年度は、新型コ

　

ロナウイルスの影響で

施

4月の各支  今年度は

設

、2回の各支所担当者

の

等の会議において、施

整

て、施設の状況等を提

理

示し、情報の共有を図

・

り取り組 所担当課長・

統

係長・担当者会議を書

廃

面、8月に担当係 設の

合

利用状況等を提示し、

に

情報の共有を図り取り

つ

組み
みの方向性を確認

い

することができた。 長

て

・担当者会議を実施し

は

、施設等の情報の共有

、

を図り の方向性を確認

地

することができた。
　

区

また、整理・統廃合に

の

ついては、倉岳地区の

事

1施設 、整理・統廃合

情

の取り組みの方向性を

等

確認した。 　また、施

も

設の廃止については、

あ

6月と12月議会で牛

　

の廃止と天草地区の2

施

施設の夜間照明施設の

設

廃止を行 　また、施設

の

の廃止については、牛

整

深地区と倉岳地区 深・

理

倉岳・新和地区の各1

・

施設と河浦地区の2施

統

設及び
なった。それに

廃

加えて、施設の利用頻

合

度に応じた自主 の各1

に

施設、夜間照明施設の

つ

廃止については、倉岳

い

地 、牛深・倉岳・栖本

て

・河浦地区の各1施設

は

の夜間照明
開閉と地区

、

振興会への清掃委託管

地

理により、維持管理 区

区

と栖本地区の各1施設

の

が地元住民より廃止の

事

同意を 施設の廃止を行

情

なった。それに加えて

等

、利用団体が少
費の削

も

減を図ることができた

あ

。 得ることができた。

　

ない本渡地区の1施設

施

を自主開閉することに

設

より、維
　今後は、類

の

似施設も含めて関係す

整

る部署及び地区と 　今

理

後も、類似施設も含め

・

て関係する部署及び地

統

区と 持管理費の削減を

廃

図ることができた。
協

合

議を行い、施設の存続

に

も含めて検討していか

つ

なけれ 協議を行い、さ

い

らなる施設の廃止につ

て

いて検討してい 　今後

は

も、類似施設も含めて

、

関係する部署及び地区

6

と
ばならない。 かなけ

月

ればならない。　 協議

議

を行い、さらなる施設

会

の廃止について検討し

で

てい
かなければならな

2

い。

方向性 継続（完了

つ

） 継続（未達） 継続（

の

未達） 未設定

　施設の

施

整理・統廃合について

り

は、倉岳地区の1施設

、

 今年度は、新型コロ

統

ナウイルスの影響で4

廃

月の各支所  今年度は

合

、2回の各支所担当者

に

等の会議において、施

時

の廃止と天草地区の2

間

施設の夜間照明施設の

を

廃止を行 担当課長・係

要

長・担当者会議を書面

し

、8月に担当係長 設の

て

利用状況等を提示し、

い

情報の共有を図り取り

る

組み
なった。それに加

が

えて、施設の利用頻度

、

に応じた自主 ・担当者

倉

会議を実施し、施設等

岳

の情報の共有を図り、

の

の方向性を確認するこ

1

とができた。
開閉と地

施

区振興会への清掃委託

設

管理により、維持管理

の

整理・統廃合の取り組

方

みの方向性を確認した

り

。 　また、施設の廃止

、

については、6月と1

統

2月議会で牛
費の削減

廃

を図ることができた。

合

　また、施設の廃止に

に

ついては、牛深地区と

時

倉岳地区 深・倉岳・新

間

和地区の各1施設と河

を

浦地区の2施設及び
支

要

部長 　今後も、類似施

し

設も含めて関係する部

て

署及び地区と の各1施

い

設、夜間照明施設の廃

る

止については、倉岳地

が

、牛深・倉岳・栖本・

、

河浦地区の各1施設の

牛

夜間照明
評価 協議を行

深

い、施設の存続も含め

の

て検討する必要がある

1

区と栖本地区の各1施

施

設が地元住民より廃止

設

の同意を 施設の廃止を

と

行なった。それに加え

倉

て、利用団体が少
。 得

設

ることができた。 ない

と

本渡地区の1施設を自

2

主開閉することにより

つ

、維
　今後も、類似施

の

設も含めて関係する部

夜

署及び地区と 持管理費

間

の削減を図ることがで

照

きた。
協議を行い、さ

明

らなる施設の整理・統

施

廃合を進めてい 　今後

設

も、類似施設も含めて

を

関係する部署及び地区

廃

と
く必要がある。　 協

止

議を行い、さらなる施

し

設の廃止について検討

た

してい
かなければなら

が

ない。

方向性 継続（完

、

了） 未設定 継続（未達

地

） 未設定

区の事情等
向性が決定し廃止を行った。それに加えて運動広場の 岳の1施設を廃止することの同意を得ることができた もあり統廃合に時間を要している状況の中、河浦の2
照明施設の廃止の同意を得ることができた。 。それに加えて、倉岳の1施設と栖本の1施設の夜間照 施設と新和の1施設の廃止、および牛深の1施設と河浦
　また、施設の利用頻度に応じた自主開閉と地区振興 明施設の廃止についても同意を得ることができた。 の1施設の夜間照明施設を廃止することの同意を地元
会への清掃委託管理により、維持管理費の削減を図る 　また、施設の利用頻度に応じた自主開閉と地区振興 住民より得ることができた。
ことができた。 会への清掃委託管理により、維持管理費の削減を図る 　また、施設の利用頻度に応じた自主開閉と、利用団
　整理・統廃合について協議中の施設は、各支所と連 ことができた。 体や地区振興会等への清掃委託管理により、維持管理
携を図りながら、年度内に方向性を決定し、条例廃止 　整理・統廃合について、協議中の施設は、関係部署 費の更なる削減を図っていく。 
ができるように取り組む。 や支所と連携を図りながら、年度内に方向性を決定で 　なお、施設の整理・統廃合については、関係部署や

きるように取り組む。 支所と連携を図りながら、年度内に方向性を決定

プ

でき
るように取り組ん

ラ

でいく。

進捗 計画どお

ン

り進行 計画どおり進行

N

計画どおり進行 未設定

o

 9月議会で倉岳の1

.

施設の廃止を行った。

1

また、天草 　施設の整

-

理・統廃合については

2

、牛深の1施設と倉 　

-

6月議会で2つの施設

4

と2つの夜間照明施設

中

を廃止し
町2箇所の運

間

動広場の照明の廃止の

期

同意、体育館3箇所 岳

ま

の1施設を廃止するこ

で

との同意を得ることが

の

できた た。また、河浦

成

の2施設と新和の1施
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行

法及び及び対象の選定

政

する場合など、必要に

経

応じて予算措置も行う

営

。また、 する場合など

改

、必要に応じて予算措

革

置も行う。また、 行政

大

手続きの簡素化と業務

綱

効率化や行政機能のデ

ア

ジタ 　　　 5月　効

ク

率化方法の検証・選定

シ

効率化の対象はシステ

ョ

ムの導入状況や時間外

ン

勤務の状 効率化の対象

プ

はシステムの導入状況

ラ

や時間外勤務の状 ル化

ン

を進める上でも、事業

個

ごとの具体的な事務の

票

流れ 　　1～3月　次

プ

年度対象の選定
況によ

ラ

って選定する。 況によ

ン

って選定する。 や事務

N

量を把握する必要があ

o

るため、係を対象とし

.

た  
  ヒアリングを

4

実施する。 2．プロセ

1

ス洗い出し及び可視化

-

による効率化
1．業務

2

効率化の方法及び及び

-

対象の選定 1．業務効

3

率化の方法及び及び対

基

象の選定 　　4～12

本

月　係ごとのヒアリン

方

グの実施　 　  6～

針

7月　ヒアリングによ

４

る業務の洗い出し
　　

１

 　5月　システム導

 

入及び時間外勤務の状

行

況調査 　　 　5月　

政

システム導入及び時間

サ

外勤務の状況調査 2．

ー

プロセス洗い出し及び

ビ

可視化による効率化 　

ス

　　 8月　洗い出し

の

結果の分析・通知　
　

質

　5～7月　効率化方

の

法の調査及び検討・選

向

定 　　5～7月　効率

上

化方法の調査及び検討

取

・選定 　  ヒアリン

組

グ結果をもとに、効率

項

化に向けたＲＰＡ 　1

目

0～11月　ヒアリン

９

グによる業務の洗い出

２

し
　　6～7月　対象

 

の選定 　　6～7月　

業

対象の選定 等の導入検

務

討を含めて業務の洗い

改

出しを行う。 　　　1

善

2月　洗い出し結果の

の

分析・通知　
　　7～

推

9月　委託の為の予算

進

措置 　　7～9月　委

プ

託の為の予算措置 3.

ラ

自治体デジタルトラン

ン

スフォーメーション（

名

DX）の
　　1～3月

業

　次年度対象の選定 　

務

　1～3月　次年度対

改

象の選定 推進について

善

は、行政手続きのオン

の

ライン化をはじめ
  

推

、デジタル化に係る取

進

り組みを国等の動きを

所

注視しな
2．プロセス

管

洗い出し及び可視化に

支

よる効率化 2．プロセ

部

ス洗い出し及び可視化

総

による効率化 がら計画

合

的に進めていく必要が

政

あることから、天草市

策

　10～11月　ヒア

部

リングによる業務の洗

所

い出し 　10～11月

管

　ヒアリングによる業

課

務の洗い出し 自治体D

・

X推進計画を今年度中

係

に作成する。
　　　1

政

2月　洗い出し結果の

策

分析・通知　 　　　1

企

2月　洗い出し結果の

画

分析・通知　

取組実績

課

1．業務効率化の方法

　

及び及び対象の選定 ．

行

業務効率化の方法及び

財

及び対象の選定 ・業務

政

改善を目的とした各係

改

ヒアリング　　
　　 

革

　5月　システム導入

推

及び時間外勤務の状況

進

調査 　　 　5月　シ

係

ステム導入及び時間外

関

勤務の状況調査 　　5

連

月～8月　市民生活部

部

　5課13係
　　5～

署

6月　効率化方法の調

総

査及び検討・選定 　　

務

5～6月　効率化方法

部

の調査及び検討・選定

 

　　　　　　　健康福

総

祉部　2課12係
　　

務

5～6月　対象の選定

課

　　5～6月　対象の

 

選定 　　8月～11月

人

　各支所
　　　 6月

事

　政策企画課、総務課

研

及び情報政策課での 　

修

　　 6月　政策企画

係

課、総務課及び情報政

、

策課での 　　　　　　

総

　 総務課と同行し支

合

所業務見直し及び
　　

政

　　　　合同ヒアリン

策

グ（当初） 　　　　　

部

　合同ヒアリング 　　

 

　　　　　 出張所見

情

直しを含めてヒアリン

報

グを
　　　12月　政

政

策企画課、総務課及び

策

情報政策課での 　　　

課

12月　RPA等のシ

 

ステム導入後の効果検

電

証 　　　　　　　 実

算

施
　　　　　　合同ヒ

シ

アリング（中間）   

ス

 2．プロセス洗い出

テ

し及び可視化による効

ム

率化 ・自治体ＤＸ推進

係

方針の作成
2．プロセ

基

ス洗い出し及び可視化

本

による効率化 　　　 

方

6月　ヒアリングによ

針

る業務の洗い出し　 　

内

　・1月　　全員協議

容

会においてＤＸの現状

全

を説明
　　　 6月　

体

ヒアリングによる業務

計

の洗い出し　 　　7～

画

3月　洗い出し結果に

　

基づく 　　・3月　　

各

推進方針（案）を作成

部

　　7～3月　洗い出

署

し結果に基づく 　　　

に

　　　所管課による業

お

務の見直し 　　　
　　

い

　　　　所管課による

て

業務の見直し  
3．電

業

子決裁導入検討部会の

務

実施　（3回実施）
　

改

　簡易な文書から導入

善

する等の方向性を示し

の

た。

目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に 実施項目　　　　　　　　　　　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み  
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 1．業務効率化の方法及び　　　　　　方法選定　　　方法検証　　　 　→　　　　　　→
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。 　 及び対象の選定　　　　　　　　　対象選定　　　対象選定

 
 
2．プロセス洗い出し及び　　　　　　　実施　　　 　　→　　　　　　→　　　　　　→

システム化等がなされているが、長時間の時間外勤務がなされ、年次有給休暇取得率が低い事務事 　 可視化による効率化
業に対し、プロセスの洗い出し及び可視化を図り、効率化に取り組みます。事務事業の効率化され

プランの る事で、より生産性の高い業務に取組む事ができる。
目的・効果

現状・課題

業務のシステム化や適正な人員配置だけでは、時間外勤務の縮減、年次有給休暇取得の促進が見込
めない部署がある。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 取組件数 計画 1 1 1 1

プランの課題等

アクションプラン「職員のワーク・ライフ・バランスの推進」及び「業務の省略化・自動化の推進 単位：件 実績 2 3
」と連携した取り組みが必要。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

業務効率化の方法を選定する。コンサルタントへ委託 業務効率化の方法を選定する。コンサルタントへ委託 1．業務効率化の方法及び対象の選定 1．業務効率化の方
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成

令和 3年度 令和 4

果

年度

所管課意見

対応策

と

の進捗状況についてヒ

課

アリングを実施した。

題

進捗状況についてヒア

年

リングを実施した。 ・

度

各係単位でのヒアンリ

令

ングについては、全て

和

の部署
観光振興課、課

元

税課の両課において対

年

応策が継続して RPA

度

やOCR等のIT技術

令

を活用した業務効率化

和

について、 へのヒアリ

 

ングは実施できなかっ

2

たが、窓口業務が多
実

年

施されており、ある程

度

度の効果が見られた。

令

今年度は3つの業務に

和

おいて取組を実施し、

 

業務時間 い市民生活部

3

と健康福祉部を中心に

年

実施し、デジタル
引き

度

続き進捗状況を確認し

令

ていく。 の短縮等の効

和

果が見られた。今後も

 

他の業務への導入 化に

4

よる業務改善に向けた

年

取組などについてヒア

度

リン
また、来年度につ

所

いても対象となる課を

管

選定し、新た を検討し

課

ていく。 グを実施した

意

。
な取組みを実施して

見

いく。 　来年度は、電

政

子決裁の簡易な文書か

策

らの導入や行政 　ＤＸ

企

推進計画の策定にあた

画

り、全国の自治体の事

課

例
手続きのオンラン化

、

の推進など、自治体D

総

X（デジタル やキャッ

務

シュレスの導入方法な

課

ど情報収集を行った。

及

トランスフォーメーシ

び

ョン）推進にむけた取

情

組を加速 計画策定のス

報

ケジュールは、少し遅

政

れたが、筆頭課長
する

策

必要があることから、

課

抜本的な業務の見直し

に

を行 会議、部長調整会

よ

議及び2役への説明を

る

行い、市議会
っていく

合

必要がある。 全員協議

同

会にも説明を行うこと

ヒ

ができ、ＤＸ推進方針

ア

　 案を作成した。

方向

リ

性 継続（完了） 継続（

政

完了） 継続（完了） 未

策

設定

業務改善について

企

は、職員一人ひとりの

画

意識改革が必 RPA等

課

の業務効率化について

、

は、今後も継続して取

総

り RPA等の業務改善

務

・効率化等については

課

、今後も継続
要であり

及

、今後も全庁的な取り

び

組みとして継続してい

情

組んでいく必要がある

報

。その取り組みの成果

政

も出てき して取り組ん

策

でいく必要がある。
か

課

なければならない。 て

に

いる状況である。 自治

よ

体DXの推進について

る

は、方針を策定したこ

合

とによ
自治体DX推進

同

については、国におい

ヒ

ても強力に進めら り、

ア

市役所内部はもとより

リ

、地域社会全体の取り

本

組み
れる見込みであり

庁

、本市においても即座

舎

に対応できる として進

1

めていかなければなら

階

ない。
支部長 体制を構

の

築しておく必要がある

部

。
評価

方向性 継続（完

署

了） 継続（完了） 継続

を

（完了） 未設定

中心に行政手続きの簡素化と業務
ングを実施した。 ングを実施した。 効率化や行政機能のデジタル化等、事業ごとの具体的
システム導入状況及び時間外勤務実績を基に、観光振 システム導入状況及び時間外勤務実績を基に、年360 な事務の流れについてをヒアリングを実施した。　
興課と課税課をヒアリング対象とした。 時間を超える時間外勤務を行う職員が所属する部署を 結果をもとに効率化に向けたＲＰＡ等の導入検討を行
現状における時間外勤務の要因を聞き取り、その対応 対象とし、現状における時間外勤務の要因を聞き取り ったが、ＲＰＡ導入可能な事例はなかった。
策を協議した。 、その対応策を協議した。対象課については、協議に 3.自治体デジタルトランスフォーメーション（DX）の
対象課については、協議に基づいた対応策を実施し、 基づいた対応策を実施し、再度進捗状況をヒアリング 推進については、行政手続きのオンライン化をはじめ
中間期に再度進捗状況をヒアリングする予定。 する予定。 、デジタル化に係る取り組みを国等の動きを注視しな

　また、新たな取り組みとして、電子決裁の導入に向 がら計画的に進めていく必要があることから、天草市
け検討部会を立ち上げを検討を行った。来年度から庁 自治体DX推進計画を今年度中に作成する。
内文書等の簡易な文書からの導入を進める。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

概ね計画どおりに進捗している。 概ね計画どおりに進捗している。 業務改善については、システムの導入等によ

プ

るデジタ
業務改善にお

ラ

いては、RPAの導入

ン

も含めて検討する必 業

N

務システムの導入も効

o

果的だが、職員自体の

.

意識改 ル化も重要だが

4

、職員自体において常

1

に業務改善に対
要があ

-

る。 革も重要と考える

2

。 する意識づけが必要

-

。
電子決済の導入につ

3

いては、慎重に取り組

中

む必要があ
る。

支部長

間

評価

進捗 計画どおり進

期

行 計画どおり進行 計画

ま

どおり進行 未設定

１年

で

間の成果と課題

年度 令

の

和元年度 令和 2年度
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行

を依頼し、通行の安全

政

を確保を図っていく。

経

単位：千円 実績

年度 令

営

和元年度 令和 2年度

改

令和 3年度 令和 4

革

年度

取組計画

各地区行

大

政区長会において、地

綱

域住民の身近な窓口と

ア

定期交代に伴い、各地

ク

区行政区長会において

シ

、地域住 各地区行政区

ョ

長会において、地域住

ン

民の身近な窓口と 定期

プ

交代に伴い、各地区行

ラ

政区長会において、地

ン

域住
しての情報収集・

個

通報をお願いする。 民

票

の身近な窓口としての

プ

情報収集・通報をお願

ラ

いする しての情報収集

ン

・通報をお願いする。

N

民の身近な窓口として

o

の情報収集・通報をお

.

願いする
 。  。
  

4

  
1.道路異状箇所

1

の連絡体制  1.道路

-

異状箇所の連絡体制  

2

　　 4月　人事異動

-

等に伴う緊急連絡網の

9

調整 1.道路異状箇所

基

の連絡体制 　　 4月

本

　人事異動等に伴う緊

方

急連絡網の調整 1.道

針

路異状箇所の連絡体制

４

　4～3月　1年を通

１

して実施 　　 4月　

 

人事異動等に伴う緊急

行

連絡網の調整 　4～3

政

月　1年を通して実施

サ

　　 4月　人事異動

ー

等に伴う緊急連絡網の

ビ

調整
 　4～3月　1

ス

年を通して実施  　4

の

～3月　1年を通して

質

実施
2.連絡通報意識

の

の醸成  2.連絡通報

向

意識の醸成  
　4～3

上

月　各地区行政区長会

取

の開催日に説明・資料

組

配 2.連絡通報意識の

項

醸成 　4～6月　各地

目

区行政区長会の開催日

９

に依頼・資料配 2.連

２

絡通報意識の醸成
　　

 

　　　付等依頼(災害

業

時の通報・道路緊急ダ

務

イヤ 　4～6月　各地

改

区行政区長会の開催日

善

に依頼・資料配 　　　

の

　　付等依頼(災害時

推

の通報・道路緊急ダイ

進

ヤ 　4～6月　各地区

プ

行政区長会の開催日に

ラ

依頼・資料配
　　　　

ン

　ル(#9910)の

名

周知） 　　　　　付等

道

依頼(災害時の通報・

路

道路緊急ダイヤ 　　　

異

　　ル(#9910)

状

の周知） 　　　　　付

箇

等依頼(災害時の通報

所

・道路緊急ダイヤ
　　

連

　　　ル(#9910

絡

)の周知） 　　　　　

体

ル(#9910)の周

制

知）

取組実績

1.道路

の

異状箇所の連絡体制 1

充

.道路異状箇所の連絡

実

体制 1.道路異状箇所

所

の連絡体制
　　 4月

管

　人事異動に伴う緊急

支

連絡網の調整 　　 4

部

月　人事異動に伴う緊

建

急連絡網の調整 　4月

設

　人事異動に伴う緊急

部

連絡網の調整
   
2

所

.連絡通報意識の醸成

管

2.連絡通報意識の醸

課

成 2.連絡通報意識の

・

醸成
　4～6月　各地

係

区行政区長会へ資料（

土

チラシ）配付等 　 　

木

7月　各行政区長会へ

課

資料配付等依頼（災害

　

時の 　4～6月　各関

土

係機関等に災害時の通

木

報依頼及び、道
　　　

管

　　依頼(災害時の通

理

報・道路緊急ダイヤル

係

　 　　　　　通報・道

関

路緊急ダイヤル(♯9

連

910)の周知） 路緊

部

急ダイヤル(♯991

署

0)の周知
　　　　　

基

（♯9910)の周知

本

）

方針内容

全体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に 実施項目　　　　　　　　　　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み  
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 1.道路異状箇所の連絡体制　　 道路点検マニュア 　　→　　　　　　→　　　　　　→
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。 　　　　　　　　　　　　　　  ルに沿った実施

 
2.連絡通報意識の醸成　　　　　 市民への周知 　　　→　　　　　　→　　　　　　→

「道路異状の通報に関する協定」の締結、及び「緊急通報＃9910」の活用を推進し、住民自らがパ
トロールを行う意識を持つことにより、未然の事故防止を図る。

プランの 住民自らがパトロールを行い、道路異状の通報を提供することで、地域づくりの推進及び未然の事
目的・効果 故防止、ついては道路の効率的な維持管理が図られる。また、道路の設置・管理の瑕疵による事故

防止に期待できる。

現状・課題

天草市管内の市道は3306路線で供用延長が2087㎞（橋梁1152橋、トンネル18箇所）と膨大なため、
市道を適正に管理するため、道路パトロールを随時実施し、安全で快適な通行の確保に努めている
が、細部まで十分行き届かない状況にある。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 計画 2

プランの課題等

近年、道路の管理瑕疵を問われるような事故も少なからず発生していることから、道路の異状箇所 単位： 実績 2
を早期に把握するため、道路緊急ダイヤルの活用、道路利用事業者との協定を推進し、また、周辺

財政効果額 計画住民についても道路の異状に関する情報提供
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成

化についても、行 また

果

、風水害発生による道

と

路環境悪化についても

課

、行
政区長等を通じて

題

通報があるなど、地域

年

においても連 政区長等

度

を通じて通報があるな

令

ど、地域においても連

和

政区長等を通じて通報

元

があるなど、地域にお

年

いても連
絡体制が定着

度

しつつある。 絡体制

令

が定着しつつある。 

和

絡体制が定着しつつあ

 

る。 

方向性 継続（完

2

了） 継続（完了） 継続

年

（完了） 未設定

これま

度

での取り組みで、地域

令

においても意識が定着

和

し これまでの取り組み

 

で、地域においても意

3

識の向上が これまでの

年

取り組みで、地域にお

度

いても意識の向上が
つ

令

つあると思われる。今

和

後も機会を見て、各地

 

区行政 伺える。今後も

4

機会を見て、各地区行

年

政区長会などに 伺える

度

。今後も機会を見て、

所

各地区行政区長会など

管

に
区長会などに情報提

課

供を依頼し、通行の安

意

全確保に努 情報提供を

見

依頼し、通行の安全確

本

保に努めること。 情報

年

提供を依頼し、通行の

度

安全確保に努めること

は

。
めること。

支部長
評

、

価

方向性 継続（完了）

区

継続（完了） 継続（完

長

了） 未設定

会へ道路緊急ダイヤル(#9910)のチラ 本年度も各区長会へ通報等の依頼を行った。 本年度は、市ホームページ等を活用し、市民及び各関
シ配布を行い、異状箇所の通報も多数寄せられ、周知 今年は、7月豪雨や台風10号による災害被害が多かっ 係機関（道路維持補修業者、タクシー、バス等の公共
の成果が上がっているものと思われる。 たが、道路通行不能や危険個所など、行政区長等を通 交通機関、郵便局）また、市職員に対しても本事業を
 じて通報があり、地域においても連絡体制の構築が図 理解し、協力していただくよう周知と道路異状の通報

られていると思われる。 依頼を行った。
本年は、8月豪雨時による災害被害が多かったが、道
路通行不能や危険個所など、行政区長、関係期間を通
じての通報があり、地域においても連絡体制の構築が
図られていると思われる。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

身近な道路利用者の協力により、状況把握の充実、早 身近な道路利用者の協力により、早急な状況把握と対 道路利用者の協力により、早急な状況把握と対応がで
急な対応が可能となるので、機会あるごとに協力依頼 応が可能となるので、機会あるごとに協力依頼をすべ きている。
をすべきと考える。 きと考える。 機会があるごとに協力依頼を実施してもらいたい。

支部長
評価

進捗 未設定 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

本年度は、区長会へ道路緊急ダイヤル(#9910)のチラ 本年度は、区長会へ道路緊急ダイヤル(#9910)への通 本年度は、区長会へ道路緊急ダイ

プ

ヤル(#9910)へ

ラ

の通
シ配布を行い、異

ン

状箇所の通報も多数寄

N

せられ、周知 報依頼を

o

行った。異状箇所の通

.

報も多数寄せられ、周

4

報依頼を行った。異状

1

箇所の通報も多数寄せ

-

られ、周
の成果が上が

2

っているものと思われ

-

る。 知の成果が上がっ

9

ているものと思われる

中

。 知の成果が上がって

間

いるものと思われる。

期

また、風水害発生によ

ま

る道路環境悪化につい

で

ても、行 また、風水害

の

発生による道路環境悪
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行

元年度 令和 2年度 令

政

和 3年度 令和 4年

経

度

取組計画

本市の都市

営

公園は68公園、都市

改

公園以外の公園24公

革

園 本市の都市公園は7

大

0公園、都市公園以外

綱

の公園24公園 本市の

ア

都市公園は70公園、

ク

都市公園以外の公園2

シ

4公園 本市の都市公園

ョ

は70公園、都市公園

ン

以外の公園24公園
、

プ

合計92公園を本課で

ラ

管理しており、利用者

ン

の利便性 、合計94公

個

園を本課で管理してお

票

り、利用者の利便性 、

プ

合計94公園を本課で

ラ

管理しており、利用者

ン

の利便性 、合計94公

N

園を本課で管理してお

o

り、利用者の利便性
・

.

快適性の向上のため、

1

長寿命化計画に基づき

-

施設の ・快適性の向上

2

のため、長寿命化計画

-

に基づき施設の ・快適

1

性の向上のため、長寿

0

命化計画に基づき施設

基

の ・快適性の向上のた

本

め、長寿命化計画に基

方

づき施設の
改築更新を

針

行い、適正な公園管理

４

に努めている。日常 改

１

築更新を行い、適正な

 

公園管理に努めている

行

。日常 改築更新を行い

政

、適正な公園管理に努

サ

めている。日常 改築更

ー

新を行い、適正な公園

ビ

管理に努めている。日

ス

常
管理においては、公

の

園内のパトロールやト

質

イレの清掃 管理におい

の

ては、公園内のパトロ

向

ールやトイレの清掃 管

上

理においては、公園内

取

のパトロールやトイレ

組

の清掃 管理においては

項

、公園内のパトロール

目

やトイレの清掃
等、利

９

用者自らが行うことに

２

より、公園利用に対す

 

る 等、利用者自らが行

業

うことにより、公園利

務

用に対する 等、利用者

改

自らが行うことにより

善

、公園利用に対する 等

の

、利用者自らが行うこ

推

とにより、公園利用に

進

対する
愛着形成及び地

プ

域力向上が図られるた

ラ

め、地域協働に 愛着形

ン

成及び地域力向上が図

名

られるため、地域協働

市

に 愛着形成及び地域力

民

向上が図られるため、

参

地域協働に 愛着形成及

画

び地域力向上が図られ

に

るため、地域協働に
よ

よ

る公園管理を推進する

る

よる公園管理を推進す

公

る よる公園管理を推進

園

する よる公園管理を推

維

進する
    
1.地

持

域協働による公園管理

管

の推進 1.地域協働に

理

よる公園管理の推進 1

所

.地域協働による公園

管

管理の推進 1.地域協

支

働による公園管理の推

部

進
　4～2月　地域団

建

体等へ公園管理の推進

設

(各支所協議) 　4～

部

2月　地域団体等へ公

所

園管理の推進(各支所

管

協議) 　4～2月　福

課

祉団体等へ公園管理の

・

推進(各支所協議) 　

係

4～2月　福祉団体等

都

へ公園管理の推進(各

市

支所協議)
　　10月

計

　新年度への委託予算

画

協議 　　10月　新年

課

度への委託予算協議 　

　

　10月　新年度への

景

委託予算協議 　　10

観

月　新年度への委託予

公

算協議
　　 3月　新

園

年度への委託契約準備

係

　　 3月　新年度へ

関

の委託契約準備 　　 

連

3月　新年度への委託

部

契約準備 　　 3月　

署

新年度への委託契約準

基

備

取組実績

1.地域協

本

働による公園管理 1.

方

地域協働による公園管

針

理 1.地域協働による

内

公園管理
　5～6月　

容

牛深地区の２公園につ

全

いて、地域団体等へ  

体

 
　　　　　の公園管

計

理候補地を協議(牛深

画

支所) 5月～12月　

　

本渡地区(本戸公園）

各

及び牛深地区（中央 5

部

月～12月　本渡地区

署

(本戸公園）及び牛深

に

地区（中央
　7～9月

お

　牛深地区の２公園（

い

天附公園、山王ｺﾐｭ

て

ﾆﾃｨ 　　　　　 公

業

園・通天公園・長手公

務

園）の３公園に 　　

改

　　　 公園・通天公

善

園・長手公園）の３公

の

園に 
　　　　　公園

目

）について地域団体と

標

協議         

を

   ついて、地域団

掲

体等への公園管理候補

げ

を          

、

  ついて、地域団体

行

等への公園管理候補を

政

　11～12月地域団

サ

体による契約が困難な

ー

ため、福祉団     

ビ

       協議(

ス

牛深支所含)     

の

       協議(

質

牛深支所含)
　　　　

の

　体との契約を進める

向

。 1月～ 3月　地域

上

団体による契約が困難

に

なため、福祉  
　　　

つ

　　※福祉団体とは内

な

諾済。 　　　　　 団

が

体との契約出来ないか

る

協議を進める。 1月～

業

 3月　地域団体によ

務

る契約が困難なため、

の

福祉
　1～2月　受託

改

予定団体内容協議 　　

革

　　　 　　　　　 団

・

体との契約出来ないか

改

協議を進める。
　　 

善

3月　新年度への委託

に

契約準備及び最終協議

実

　　         

施

   ※福祉団体困難

項

　　       
　　

目

　3月　新年度の委託

　

契約準備
 
 

　　　　　　　　　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み  
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 1.地域協働による公園管理　　　　　　29 　　→　　 31 　　→　 　33 　　→　 　35
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。

公園内のパトロールやトイレの清掃等、日常的な公園の維持管理を利用者自らが行うことにより、
地域協働による公園管理を推進する。

プランの また老人会の委託については、地域力の向上及び健康増進に寄与し、福祉団体等の委託については
目的・効果 、障がい者の雇用の場の確保につながるものと考えられる。

現状・課題

・H31.3月末現在、本渡地区公園59箇所のうち、23公園を18の地域団体等に委託（内訳：老人会14
、行政区2、福祉団体2）している。また、H29年度から河浦支所管内の４公園のうち2公園、H31年
度から牛深支所管内の９公園のうち2公園を地域管理へ移行している。今後も本渡地区における地 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
域管理委託の推進と併せて、河浦地区、牛深地区での業務委託推進を図る。

数値目標 団体等の公園管理 計画 29 31 33 35

プランの課題等

・現在地域管理の中心となる老人会については、年々高齢化が進み、軽微な公園管理についても苦 単位：箇所 数（H30年度 27） 実績 29 29 29
慮している状況にあり、今後の委託箇所の増加や継続は困難であるため、福祉団体や若い世代の地

財政効果額 計画域委託が重要となってくる。

単位：千円 実績

年度 令和
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成

よる課題があり、難航

果

して
地域団体への移行

と

ができない場合は、内

課

諾を得ている いる。 い

題

る。
福祉団体との契約

年

を進めていく。 地域団

度

体への移行ができない

令

場合は、福祉団体との

和

契 地域団体への移行が

元

できない場合は、福祉

年

団体との契
引き続き自

度

治会や福祉団体等と広

令

く協議を重ねて、地 約

和

を進めていく。 約を進

 

めていく。
域管理の趣

2

旨を理解いただけるよ

年

う交渉を続ける 引き続

度

き自治会や福祉団体等

令

と広く協議を重ねて、

和

地 引き続き自治会や福

 

祉団体等と広く協議を

3

重ねて、地
域管理の趣

年

旨を理解いただけるよ

度

う交渉を続ける。 域管

令

理の趣旨を理解いただ

和

けるよう交渉を続ける

 

。
 

方向性 継続（未達

4

） 継続（未達） 継続（

年

未達） 未設定

地域の高

度

齢化に伴う人材不足に

所

対応するため、福祉団

管

地域の高齢化に伴う人

課

材不足に対応するため

意

、福祉団 地域の高齢化

見

に伴う人材不足に対応

現

するため、福祉団
体や

在

子ども会などの各種団

、

体との契約を視野に入

牛

れ業 体や子供会などの

深

各種団体との契約を視

地

野に入れ、業 体や子供

区

会などの各種団体との

公

契約を視野に入れ、業

園

務委託の推進を図るこ

の

と。 務委託の推進を図

地

ること。 務委託の推進

域

を図ること。

支部長
評

管

価

方向性 継続（未達）

理

継続（未達） 継続（未

移

達） 未設定

行に向け協議を進め 昨年、牛深地区の２公園で地域管理移行に向け協議を 現在、牛深地区公園の地域管理移行に向け協議を進め
ているが、地域団体（老人会等）では平日の作業対応 進め福祉団体との契約を行った。 ているが、地域団体（老人会等）では平日の作業対応
が人材不足等による課題があり、難航している。 残る４公園(本渡１、牛深３）についても、引き続き が人材不足等による課題があり、難航している。
地域団体への移行ができない場合は、内諾を得ている 自治会や福祉団体等と広く協議を重ねて、地域管理の 地域団体への移行ができない場合は、内諾を得ている
福祉団体との契約を進めていく。 趣旨を理解いただけるよう交渉を続ける。 福祉団体との契約を進めていく。
引き続き自治会や福祉団体等と広く協議を重ねて、地 引き続き自治会や福祉団体等と広く協議を重ねて、地
域管理の趣旨を理解いただけるよう交渉を続ける。 域管理の趣旨を理解いただけるよう交渉を続ける。

進捗 計画どおり進行 計画より遅い 計画より遅い 未設定

市民が利用する身近な公園については、地域の団体に 市民が利用する身近な公園については、地域の団体に 市民が利用する身近な公園については、地域の団体に
よる管理が望まれる。今後も委託を進めていくべきと よる管理が望まれる。今後も委託を進めていくべきと よる管理が望まれる。今後も委託を進めていくべきと
考える。 考える。 考える。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画より遅い 計画より遅い 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

現在、牛深地区公園の地域管理移行に向け

プ

協議を進め 本渡地区（

ラ

１）、牛深地区（３）

ン

公園の地域管理移行 本

N

渡地区（１）、牛深地

o

区（３）公園の地域管

.

理移行
ているが、地域

1

団体（老人会等）では

-

、高齢化や人材 に向け

2

協議を進めているが、

-

地域団体（老人会等）

1

で に向け協議を進めて

0

いるが、地域団体（老

中

人会等）で
不足等によ

間

る課題があり、難航し

期

ている。 は、高齢化や

ま

人材不足等による課題

で

があり、難航して は、

の

高齢化や人材不足等に
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ち

、係内での打ち合わ 　各事業の状況等を確認するため、係内での打ち合わ
せを実施する。 せを実施する せを随時開催し、確実な事業実施を行う。 せを実施する

取組実績

支所連絡会議 支所連絡会議 支所連絡会議
　係間の連携を

づ

密にするため支所連絡会議を6回開催   支所職員の連携を密にするため支所連絡会議を３回   支所職員の連携を密にするため支所連絡会議を３回
した。 　開催した。 　開催した。
係内打合せ会議 　係間の連携を密にする

く

ため係長以上の会議を11回開 　係間の連携を密にするため係長以上の会議を８回開
　各事業の状況等を確認するため、係内での打ち合わ 　催した。 　催した。
せを37回実施した。 係内打合せ会議 係内打合せ会議

　各事業

り

の進捗状況等を確認するため、常に係内での 　各事業の進捗状況等を確認するため、常に係内での
打ち合わを行い、確実な事業の実施に努めている。 打ち合わを行い、確実な事業の実施に努めている。

推

行政経営改革

進

大綱アクションプラン

課

個票
プランNo. 41

 

-2-14

基本方針 ４

ま

１ 行政サービスの質

ち

の向上 取組項目 ９２ 

づ

業務改善の推進 プラン

く

名 市民目線での事業推

り

進

所管支部 倉岳支所 所
係

管課・係 まちづくり推
、

進課　市民生活係 関連
倉

部署

基本方針内容

全体

岳

計画

　各部署において

支

業務改善の目標を掲げ

所

、行政サービスの質の

 

向上につながる業務の

ま

改革・改善に 幅広い市

ち

民からのニーズ相談等

づ

に対して職員全員が丁

く

寧に対応し、各係間の

り

連携を密に行いながら

推

取り組みます。また、

進

地域団体、市民活動団

課

体及び企業等、市内の

 

多様な主体とそれぞれ

産

の「強み 、各種事業を

倉

業

はじめ窓口対応や道路

建

・公共施設等の維持管

設

理を適切に行い、市民

係

目線での各事業を
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 推進する。
推進し、市民サービスの維持

岳

やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。

【目的】
行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に取り組むことで、行政サービスの質の向上

プランの を図る。
目的・効果 【効果】

行政サービスの質の

支

向上が図られる。

現状・課題

市民からの幅広いニーズ相談等があり、相談内容も多様化している。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 支所連絡会議 計画 6 6 6 6

プランの課題等

各係間の連携を図

所

り職員の資質向上が必要である。 単位：回 実績 6 14 11

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

支所連絡会議　6回 支所連絡会議　6回 支所連絡会議　6回 支所連絡

 

会議　6回
　係間の連携を密にするため年6回以上開催する。 　係間の連携を密にするため年6回以上開催する。 　係間の連携を密にするため年6回以上開催する。 　係間の連携を密にするため年6回以上開催する。
係内打

ま

合せ会議　12回 係内打合せ会議　12回 係内打合せ会議 係内打合せ会議　12回
　各事業の状況等を確認するため、係内での打ち合わ 　各事業の状況等を確認するため、係内での打ち合わ 　各事業の状況等を確認するため
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の

市民から 実施し、概ね

成

良好な状態であるが、

果

多様化する市民か 実施

と

し、概ね良好な状態で

課

あるが、多様化する市

題

民か
のニーズに対応す

年

るため、更にきめ細や

度

かな業務の改 らのニー

令

ズに対応するため、更

和

にきめ細やかな業務の

元

らのニーズに対応する

年

ため、更にきめ細やか

度

な業務の
善等に引き続

令

き取り組む。 改善等に

和

引き続き取り組む。 改

 

善等に引き続き取り組

2

む。

方向性 継続（完了

年

） 継続（完了） 継続（

度

完了） 未設定

行政サー

令

ビスの質の向上につい

和

ては、ある程度の改善

 

　行政サービスの質の

3

向上については、ある

年

程度の改 　行政サービ

度

スの質の向上について

令

は、ある程度の改
がみ

和

られるが、市民からの

 

多種多様な幅広いニー

4

ズに 善がみられるが、

年

市民からの多種多様な

度

幅広いニーズ 善がみら

所

れるが、市民からの多

管

種多様な幅広いニーズ

課

対応する必要があり、

意

今後も引き続き業務改

見

善に取り に対応する必

行

要があり、今後も引き

政

続き業務改善に取 に対

サ

応する必要があり、今

ー

後も引き続き業務改善

ビ

に取
組み行政サービス

ス

の質の向上を図りたい

の

。 り組み行政サービス

質

の質の向上を図りたい

の

。 り組み行政サービス

向

の質の向上を図りたい

上

。

支部長
評価

方向性 継

に

続（完了） 継続（完了

つ

） 継続（完了） 未設定

ながる業務の改革・改善 　行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改 　行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改
に取り組むため、支所連絡会議や係内打合せ会議を実 善に取り組むため、支所連絡会議や係内打合せ会議を 善に取り組むため、支所連絡会議や係内打合せ会議を
施し、概ね良好な状態であるが、多様化する市民から 実施し、概ね良好な状態であるが、多様化する市民か 実施し、概ね良好な状態であるが、多様化する市民か
のニーズに対応するため、更にきめ細やかな業務の改 らのニーズに対応するため、更にきめ細やかな業務の らのニーズに対応するため、更にきめ細やかな業務の
善等に取り組む必要がある。 改善等に取り組む必要がある。 改善等に取り組む必要がある。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

行政サービスの質の向上については、ある程度の改善 　行政サービスの質の向上については、ある程度の改 　行政サービスの質の向上については、ある程度の改
がみられるが、市民からの多種多様な幅広いニーズに 善がみられるが、市民からの多種多様な幅広いニーズ 善がみられるが、市民からの多種多様な幅広いニーズ
対応する必要があり、今後も引き続き業務改善に取り に対応する必要があり、今後も引き続き業務改善に取 に対応する必要があり、今後も引き続き業務改善に取
組み行政サービスの質の向上を図りたい。 り組み行政サービスの質の向上を図りたい。 り組み行政サービスの質の向上を図りたい。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令

プ

和 3年度 令和 4年

ラ

度

所管課意見

行政サー

ン

ビスの質の向上につな

N

がる業務の改革・改善

o

　行政サービスの質の

.

向上につながる業務の

4

改革・改 　行政サービ

1

スの質の向上につなが

-

る業務の改革・改
に取

2

り組むため、支所連絡

-

会議や係内打合せ会議

1

を実 善に取り組むため

4

、支所連絡会議や係内

中

打合せ会議を 善に取り

間

組むため、支所連絡会

期

議や係内打合せ会議を

ま

施し、概ね良好な状態

で

であるが、多様化する
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行

施 　4月～　実施
　6

政

月～　実施 ２．電子キ

経

ーによる入退出管理 ２

営

．電子キーによる入退

改

出管理 ２．電子キーに

革

よる入退出管理
２．電

大

子キーによる入退出管

綱

理 　4月～　運用・検

ア

証 　4月～　実施 　4

ク

月～　運用・検証
　4

シ

月～　管理手法の検討

ョ

・周知 ３．中間書庫運

ン

用システム ３．中間書

プ

庫管理システム ３．中

ラ

間書庫管理システム
　

ン

6月～　運用開始 　4

個

月～　貸出に伴うルー

票

ルの作成 　4月～貸出

プ

システム 　4月～　運

ラ

用・検証
３．文書貸出

ン

システム 　　　　 貸

N

出ルール及びシステム

o

操作の周知 　　　30

.

年保存文書を含めたデ

4

ーターの整理
　4月～

1

　貸出に伴うルールの

-

作成 　6月～　運用開

2

始・検証 　　　中間書

-

庫運用の拡大（第2書

1

庫活用）　
　　　　 

基

貸出ルール及びシステ

本

ム操作の周知  　　　

方

貸出ルール及びシステ

針

ム操作の周知
  6月

４

～　書庫内の文書をシ

１

ステムへ登録 　7月～

 

　運用開始・検証
　7

行

月～　運用開始

取組実

政

績

１．格納方法の整理

サ

１．格納方法の整理 １

ー

．格納方法の整理
　4

ビ

月～　格納方法の検討

ス

・周知 　4月～　実施

の

　4月～　実施
　6月

質

～　実施 ２．電子キー

の

による入退出管理 ２．

向

電子キーによる入退出

上

管理
２．電子キーによ

取

る入退出管理 　4月～

組

　運用・検証 　4月～

項

　実施
　4月～　管理

目

手法の検討・周知 ３．

９

中間書庫運用システム

２

３．中間書庫管理シス

 

テム
　6月～　運用開

業

始 　中間書庫データ整

務

理及び書庫内ルールの

改

作成   6月～30年

善

保存文書を含めたデー

の

ターの整理
３．文書貸

推

出システム 　随時～中

進

間書庫運用の拡大（第

プ

2書庫活用）　
　4月

ラ

～　貸出に伴うルール

ン

の作成 　　　　
 11

名

月～　書庫内の文書を

文

システムへ登録
　　　

書

　 システム操作の周

管

知

理の改善

所管支部 総務部 所管課・係 総務課　総務法制係 関連部署 総務部 総務課 総務法制係、総務部 総務課 天草市立天草アーカイブズ

基本方針内容

全体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に 【実施項目】　　　　　　　　　　 令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み 中間書庫運用
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 　・格納方法の整理　　　　　　　　　実施　　　 　　→　　　　　　→　　　　　　→
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。 　・電子キーによる入退出管理　　　運用開始　　 運用・検証　　　　→　　　　　　→

　・中間書庫管理システム　　　　　運用開始　　 運用開始 　　  運用開始　　 運用・検証

【目的】
　新庁舎建設を機に設置・運用される中間書庫の適切な運用を行うことで文書保管、利用体制の改

プランの 善を図る。
目的・効果 【効果】

　・迅速な文書の特定による事務の効率化が図られる。
　・アーカイブズへの文書移管に伴う各課の事務の効率化と円滑化が図られる。

現状・課題

　各課の文書保存場所の分散及び箱管理により、俯瞰した文書の把握がしづらい状況にあり、必要
な文書の特定が困難な状況にある。
　また、保存期間満了後のアーカイブズへの受け入れ選別に係る多大な作業量が発生している。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 計画

プランの課題等

　職員への中間書庫運用方法の周知と運用の徹底 単位： 実績
 

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

１．格納方法の整理 １．格納方法の整理 １．格納方法の整理 １．格納方法の整理
　4月～　格納方法の検討・周知 　4月～　実施 　4月～　実
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成

間書庫内のデータ整理

果

を促進するため、文書

と

管理シ （新しい天草ア

課

ーカイブズの運用開始

題

後に移動予定。
　中間

年

書庫における文書貸出

度

システムについては、

令

１ ステムの一部改修を

和

行った。 ）
０月下旬に

元

手野書庫保管分の行政

年

文書の移管を完了し 　

度

令和3年4月期の事務

令

所保管文書の中間書庫

和

への搬入 ・第2書庫（

 

外書庫）を中間書庫と

2

して拡張し庁外文
、各

年

課において整理及びシ

度

ステム登録に取り組ん

令

でい と併せQRコード

和

の貼付を行うこととし

 

た。 書の集約を行った

3

。
るが、整理の対象が

年

複数年度であること、

度

また、これ 　 上記によ

令

り中間書庫に保管すべ

和

きファイルを確定し整

 

までと異なる事務分掌

4

ごとに整理を行うこと

年

としたた 理を行った。

度

め、想定以上に作業期

所

間が必要であり、シス

管

テム登録  
が完了して

課

いない。 （課題）アー

意

カイブズへの廃棄移動

見

後に30年文書の配
　

　

文書貸出システムの運

中

用開始を令和２年５月

間

を目指 架位置を確定す

書

るため、QRコードの

庫

貼付及び運用検証
し、

に

再度、整理及びシステ

お

ム登録等を依頼する。

け

　 までを行うことがで

る

きなかった。　

方向性

格

継続（未達） 未設定 継

納

続（未達） 未設定

文書

方

登録に相当の労力と時

法

間を要することは充分

の

想定 　中間書庫へのシ

整

ステム登録については

理

、完了できて アーカイ

及

ブズへの廃棄移動後に

び

は速やかにQRコード

電

貼
できたことではある

子

が、これが完了しない

キ

と文書貸出 いない。 付

ー

等を行うよう事前の準

に

備を適切に行う必要が

よ

ある。
システムが運用

　

できないので、次年度

今

は年度当初から 　必要

年

な項目登録であるので

度

、必要な部署には集中

の

的
強力に登録を要請す

ア

べきである。 に、時期

ー

を定めて登録の指導を

カ

行い、早急に登録する

イ

ことが必要である。
支

ブ

部長
評価

方向性 継続（

ズ

未達） 継続（未達） 継

移

続（未達） 未設定

管の作業に伴い、書庫の運  書庫内の文書データーの整理を行うため、30年保存
る入退出管理については、計画のとおり実施すること 用について改善すべき点が確認された。 文書について全部署を対象に継続した保存の要否につ
ができた。 　このため、文書貸出システムと併せて、中間書庫内 いて調査を行った。　30年の保存期間を経過したもの
　中間書庫における文書貸出システムについては、手 の登録データの整理及び運用ルールの作成を行ってい は、新年度の天草アーカイブズの運用開始に合わせ、
野書庫保管分の行政文書の移管を１０月下旬に実施予 る。 整理を行うこととした。
定のため遅れているので、１１月下旬の文書貸出シス 　識別QRコードについての通知を12月中に発し、移管 　また、第2書庫（外書庫）を中間書庫として拡張し
テム運用開始を目指し、行政文書の搬入、行政文書の する文書について年度内にQRコード貼付等を行う見込 、歴史的文書となりにくく、かつ、文書量が多いもの
整理及びシステム操作等の周知を行う必要がある。 みである。 を配架することとした。

 　これにより、中間書庫内の配架について整理を進め
ることができた。

進捗 計画より遅い 未設定 未設定 未設定

手野書庫保管分の文書搬入後のシステム登録は、今後
の中間書庫運用の基本となるものであり、また複数年
度分の対応となるため、全職員の意識付けが重要とな
る。
貸出ルールの周知の折に、改めて本市の文書管理の基

支部長 本的な考え方を再周知する必要があると考える。
評価

進捗 計画より遅い 未設定 未設定 未設定

１年間の成

プ

果と課題

年度 令和元年

ラ

度 令和 2年度 令和 

ン

3年度 令和 4年度

所

N

管課意見

　中間書庫に

o

おける格納方法の整理

.

及び電子キーによ 　中

4

間書庫へのシステム登

1

録の推進を図った。 ・

-

30年保存文書につい

2

て保存の要否の調査を

-

実施し、
る入退出管理

1

については、計画のと

中

おり実施すること 　令

間

和３年度のアーカイブ

期

ズ移管作業の改善と併

ま

せ、 4245冊中24

で

27冊の廃棄移管を確

の

定した。
ができた。 中
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行

ーティング等を行い、

政

職員の一人一 係長・係

経

会議やミーティング等

営

を行い、職員の一人一

改

係長・係会議やミーテ

革

ィング等を行い、職員

大

の一人一 係長・係会議

綱

やミーティング等を行

ア

い、職員の一人一
人の

ク

資質向上に努める。 人

シ

の資質向上に努める。

ョ

人の資質向上に努める

ン

。 人の資質向上に努め

プ

る。

取組実績

・課長を

ラ

中心として支所として

ン

の課題認識や課題解決

個

・課長を中心として支

票

所としての課題認識や

プ

課題解決 ・課長を中心

ラ

として支所としての課

ン

題認識や課題解決
を共

N

有化するために、必要

o

に応じて課長・係長・

.

係会 を共有化するため

4

に、必要に応じて課長

1

・係長・係会 を共有化

-

するために、必要に応

2

じて課長・係長・係会

-

議やミーティング等を

1

行い、職員の一人一人

2

の資質向 議やミーティ

基

ング等を行い、職員の

本

一人一人の資質向 議や

方

ミーティング等を行い

針

、職員の一人一人の資

４

質向
上に努めている。

１

上に努めている。 上に

 

努めている。
   
課

行

長・係長会議　４回開

政

催 課長・係長会議　１

サ

２回開催 課長・係長会

ー

議　１２回開催
   

ビ

係会議　４回開催 係会

ス

議・打ち合わせ　 係会

の

議・打ち合わせ　
　ま

質

ちづくり係　会議：１

の

２回開催 　まちづくり

向

係　会議：１１回開催

上

　市民生活係　　会議

取

：　１回開催 　市民生

組

活係　　会議：１２回

項

開催
　　　　　　　　

目

打合せ：毎週実施 　産

９

業建設係　　会議：　

２

１回開催
　産業建設係

 

　　会議：　１回開催

業

　　　　　　　　打合

務

せ：随時実施
　　　　

改

　　　　打合せ：随時

善

実施

の推進 プラン名 行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善

所管支部 有明支所 所管課・係 まちづくり推進課　まちづくり係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に ・課長を中心として支所としての課題認識や課題解決を共有化するために次の事を行う。
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み ・業務本体の質を高めるために、必要に応じて課長・係長・係会議やミーティング等を行い、職員
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを の一人一人の資質向上に努める。
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。

行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善

プランの
目的・効果

現状・課題

有明支所まちづくり推進課一帯としての、各係間の情報共有がやや乏しい。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 課長・係長会議 計画 6 6 6 6

プランの課題等

支所職員一丸となって行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善をはかるためには、各 単位：回 実績 6 12 12
職員の意思改革も必要となる。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

・課長を中心として支所としての課題認識や課題解決 ・課長を中心として支所としての課題認識や課題解決 ・課長を中心として支所としての課題認識や課題解決 ・課長を中心として支所としての課題認識や課題解決
を共有化するために次の事を行う。 を共有化するために次の事を行う。 を共有化するために次の事を行う。 を共有化するために次の事を行う。
・業務本体の質を高めるために、必要に応じて課長・ ・業務本体の質を高めるために、必要に応じて課長・ ・業務本体の質を高めるために、必要に応じて課長・ ・業務本体の質を高めるために、必要に応じて課長・
係長・係会議やミ
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の

職員の情報共有するこ

成

とができた。

方向性 継

果

続（完了） 継続（完了

と

） 継続（完了） 未設定

課

中間反省事項で掲げた

題

係内あるいは係間の課

年

題解決や 課長係長会議

度

は、計画どおり実施で

令

きたが、係内会議 課長

和

係長会議は、計画どお

元

り実施し、支所内での

年

情報
認識の共有化が不

度

足しているので、次年

令

度以降は課長 について

和

は、できていない係も

 

あった。ただ係内の情

2

共有や課題への対応を

年

協議でき、計画どおり

度

の効果が
・係長だけで

令

はなく、職員一人一人

和

の共通認識に努め 報共

 

有は以前より図られた

3

と思う。また、新しい

年

試み あった。係内の会

度

議については、出来て

令

いない係があ
るよう係

和

会議等を積極的に進め

 

るようにしたい。 とし

4

て年３回の職員研修を

年

実施して、係の特定の

度

業務 ったが以前より情

所

報の共有は図られた。

管

年３回の職員
の情報を

課

発信し、支所内全職員

意

の情報共有に努めた。

見

研修も昨年度に引き続

課

き実施して他の係の業

長

務内容を
支部長 支所内

係

全職員の情報共有する

長

ことができた。
評価

方

会

向性 継続（完了） 継続

議

（完了） 継続（完了）

は

未設定

、ほぼ計画どおり実施できているもの 　課長係長会議を毎月初めに課題の検討や当月と翌月 　引き続き毎月初めに支所内係長以上での連携会議を
の、係会議がやや不足しているところがあり、この部 の行事予定の確認等を主な議題として実施しており、 実施して、支所内での課題や業務改善等について話し
分を今後進めていきたい。 今後もこの予定で実施していきたい。 合いを進めている。

　係内会議については、係によって実施している係と
していない係があるが、実施いていない係においても
打合せをするなどして、課題や情報の共有が図られて
いる。
 

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

係中あるいは係間の課題解決や認識の共有化がやや不 　課長・係長会議は毎月開催しており、係の会議も各 　支所内係長以上の会議を毎月開催し、係内会議も開
足していると考えている。課長・係長だけではなく、 係ごとに開催しており、計画どおり進行している。 催しており、情報を共有している。計画どおりに進行
職員一人一人の共通認識に努めたい。 している。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

課長係長会議は、計画どおり実施できたが、係会議が 課長係長会議は、計画どおり実施できたが、係会議に 課長係長会議は、月１回定期に計画どおり実施し、支
やや不足していたので、この部分を次年度は力を入れ ついてはできている係と出来ていない係があり課題が 所内での情報共有や課題への対応を随時協議し一定の
たい。また、年度途中の１２月からイントラシ

プ

ステム 残った。本年度

ラ

は３回の職員研修を実

ン

施して、係の特 効果が

N

あった。係内の会議に

o

ついては以前としてで

.

き
利用して、全職員の

4

スケジュール情報共有

1

に努めた。 定の業務の

-

情報共有を図り、支所

2

内全職員の情報共有 て

-

いる係と出来ていない

1

係があり課題が残って

2

いる。
に努めた。 職員

中

一人ひとりの能力向上

間

のための３係分３回の

期

職員
研修も昨年度に引

ま

き続き実施して他の係

で

の業務内容を
支所内全
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行

7月～8月　日本経営

政

協会（NOMA）研修

経

　7月～8月　日本経

営

営協会（NOMA）研

改

修 　7月～8月　日本

革

経営協会（NOMA）

大

研修 　7月～8月　日

綱

本経営協会（NOMA

ア

）研修
  　11月　

ク

　　西日本市議会職員

シ

研修会  　11月　　

ョ

　西日本市議会職員研

ン

修会  　11月　　　

プ

西日本市議会職員研修

ラ

会
　11月　　　西日

ン

本市議会職員研修会  

個

　１月　　　全国市議

票

会職員研修会  　１月

プ

　　　全国市議会職員

ラ

研修会  　１月　　　

ン

全国市議会職員研修会

N

 　  2月　　　県

o

下議会事務局員研修会

.

　  2月　　　県下

4

議会事務局員研修会 　

1

  2月　　　県下議

-

会事務局員研修会
　１

2

月　　　県下議会事務

-

局員研修会  　未定　

2

　　各常任委員会行政

1

視察    未定　　

基

　議会運営委員会行政

本

視察  　未定　　　各

方

常任委員会行政視察
 

針

   
  未定　　　

４

議会運営委員会行政視

１

察 ２．局内研修会の実

 

施 ２．局内研修会の実

行

施 ２．局内研修会の実

政

施
    
２．局内研

サ

修会の実施 　・上記研

ー

修会出席者による局内

ビ

研修会を随時開催 　・

ス

上記研修会出席者によ

の

る局内研修会を随時開

質

催 　・上記研修会出席

の

者による局内研修会を

向

随時開催
 　・その他

上

懸案事項がある場合に

取

局内研修会を開催 　・

組

その他懸案事項がある

項

場合に局内研修会を開

目

催 　・その他懸案事項

９

がある場合に局内研修

２

会を開催
　・上記研修

 

会出席者による局内研

業

修会を随時開催 　
　・

務

その他懸案事項がある

改

場合に局内研修会を開

善

催

取組実績

1.職員力

の

向上のための研修会へ

推

の参加 研修会への参加

進

を予定していたが、新

プ

型コロナウイル 1.職

ラ

員力向上のための研修

ン

会への参加
　 ス感染症

名

拡大防止のため、研修

議

会が中止となり、参加

会

〇日本経営協会（NO

運

MA）研修　
（1）7

営

月24日～26日　議

及

会運営委員会視察（静

び

岡県藤 できなかった。

議

（1）7月28日　議

員

会事務局職員の基本実

活

務（オンライ
枝市・滋

動

賀県米原市）を訪問し

の

、議会運営についての

サ

ン開催：2名）
研修を

ポ

受けた。 （2）8月4

ー

日　政務活動費の適正

ト

支出と事例・判例検
 

体

討（オンライン開催：

制

2名）
（1）7月29

の

日～31日　議会事務

充

局職員の基礎事務と議

実

 
員折衝・コミュニケ

・

ーションにおける留意

強

点 2.局内研修会の実

化

施
（2）8月8日～1

所

0日　政務活動費の適

管

正な支出と活用 （1）

支

上記研修会「政務活動

部

費の適正支出と事例・

議

判
法。 例検討」をオン

会

ライン受講し、政務活

事

動費の使途基準
 を局

務

内で再認識し、現在の

局

業務に生かしている。

所

2.局内研修会の実施

管

 
（1）上記研修会「

課

政務活動費の適正な支

・

出と活用法  
」に出席

係

し、政務活動費の使途

議

基準を局内で再認識し

会

、現在の業務に生かし

事

ている。

務局　総務係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に 【実施項目】　　　　　　　　令和元年度　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み １．職員力向上のための
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 　　研修会への参加　　　　　　　6人　　　　　　6人　　　　　6人　　　　　　6人
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。  

 
２．局内研修会の実施　　　　　　随時　　　　　随時　　　　　随時　　　　　随時

【目的】議会運営及び議案審査等において円滑な運営ができるよう、職員力の向上に努める。
 

プランの  
目的・効果 【効果】限られた職員数の中で業務の効率化を図りながら、議会運営及び議案審査等の円滑な運営

及び議員活動へのサポート体制の強化が期待できる。

現状・課題

　議会事務局は、総務係2名、議事調査係3名体制となっており、議会運営及び議案審査等において
は、係間を超えた事務の連携を図っているが、定期的な人事異動等に伴い、職員のスキルアップが
必要である。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
 

数値目標 職員力向上のため 計画 6 6 6 6

プランの課題等

　職員力の向上に向けての課題は、総務係及び議事調査係において共有し、課題に向けたより良い 単位：人 の研修会への参加 実績 6 0 4
方策を協議する必要がある。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

１．職員力向上のための研修会への参加 １．職員力向上のための研修会への参加 １．職員力向上のための研修会への参加 １．職員力向上のための研修会への参加
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の

ている。 来年度は新た

成

な研修方法を模索しな

果

がら研鑽に努めて
支部

と

長 いきたい。
評価

方向

課

性 継続（完了） 継続（

題

未達） 継続（完了） 未

年

設定

度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

職員力向上ための研修会に参加し、議会運営及び議会 研修会への参加を予定していたが、新型コロナウイル 研修会への参加を予定していたが、新型コロナウイル
審査等において、概ね円滑な運営ができている。 ス感染症拡大防止のため、研修会が中止となり、参加 ス感染症拡大防止のため、日本経営協会（NOMA）のオ

できなかった。 ンライン研修以外の研修会は中止となり、参加できな
かった。

進捗 計画どおり進行 計画より遅い 計画より遅い 未設定

研修会への参加は概ね計画通り進んでいる。今後も積 　毎年度、研修会には積極的に参加し、研鑽に努めて 　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和3
極的に参加を促したい。 いる。 年度の研修会は中止が相次いでいるが、職員間で知識

　コロナ渦の中、令和2年度のすべての研修会は中止 を共有し、工夫しながら研鑽に努めている。
となったが、図書を購入するなど研修には及ばないが
、工夫しながら研鑽に努めている。

支部長 　
評価

進捗 計画どおり進行 計画より遅い 計画より遅い 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

職員力向上ための研修会に参加し、議会運営及び議会 今年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため 今年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に
審査等において、概ね円滑な運営ができた。 、研修会が中止となり、参加できなかった。 より、研修会への参加はオンライン開催のみとなった

が、職員間で知識を共有し、議会運営及び議会審査等
において、概ね円滑な運営ができた。

方向性 継続（完了） 継続（未達） 継続（完了） 未設定

研修会への参加は概ね計画通りに進ん

プ

だ。来年度も積 　毎年

ラ

度、研修会には積極的

ン

に参加し、研鑽に努め

N

て 　毎年度、研修会に

o

は積極的に参加し、研

.

鑽に努めて
極的に参加

4

を促したい。 いる。 い

1

る。
　コロナ渦の中、

-

令和2年度のすべての

2

研修会は中止 　新型コ

-

ロナウイルス感染症拡

2

大防止のため、本年度

1

となったが、図書を購

中

入するなど研修には及

間

ばないが の研修会はオ

期

ンライン開催のみの参

ま

加であったため、
、工

で

夫しながら研鑽に努め
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行

価基準の作成が必要と

政

なるが、それらの資料

経

作成に係る所管課の負

営

担
が大きくなる。 単位

改

：千円 実績

年度 令和元

革

年度 令和 2年度 令和

大

 3年度 令和 4年度

綱

取組計画

1.本市にお

ア

ける実績及び他自治体

ク

の先進事例等の情報 1

シ

.プロポーザル方式採

ョ

用の適否を判断するた

ン

めの統一 1.公募型プ

プ

ロポーザルの運用 1.

ラ

公募型プロポーザルの

ン

継続運用と課題整理
収

個

集 的な基準（案）の作

票

成と試行 ・4月～：担

プ

当部署との連携による

ラ

公募型プロポーザ
6～

ン

9月：市発注案件にお

N

ける先行事例の調査 4

o

～7月：天草市プロポ

.

ーザル方式実施基準（

4

案）の作 ルの運用
10

1

～11月：プロポーザ

-

ル方式導入先進自治体

2

等の資料 成  
収集 8～

-

11月：公募型プロポ

2

ーザルの試行 2.公募

基

型プロポーザル方式事

本

務処理要領等の見直し

方

  ・4月～7月：事

針

務処理要領、実務の手

４

引きの見直し
 2.基

１

準（案）に基づき実施

 

が可能と思われる案件

行

の抽  
2.試行が可能

政

と思われる案件の抽出

サ

と担当部署との課 出 3

ー

.次年度における同方

ビ

式実施可能と思われる

ス

案件の抽
題等整理 12

の

～2月：2021年度

質

執行予定の業務委託等

の

の調査 出
12～1月：

向

2020年度執行予定

上

の業務委託等の調査  

取

・1～2月：R4年度

組

執行予定の業務委託等

項

の調査
3.試行による

目

課題の洗い出しと実施

９

基準の見直し  
12～

２

1月：試行した部署と

 

の課題整理  
1～3月

業

：実施基準の見直し、

務

決定

取組実績

1.本市

改

における実績及び他自

善

治体の先進事例等の情

の

報 1.プロポーザル方

推

式採用の適否を判断す

進

るための統一 1.公募

プ

型プロポーザルの運用

ラ

収集 的な基準（案）の

ン

作成と試行 ・担当部署

名

との連携により、3件

公

の公募型プロポーザ
・

募

プロポーザル実施に関

型

する基準・ガイドライ

プ

ン等を 4月：同方式採

ロ

用の判断基準となる「

ポ

プロポーザル方 ルを実

ー

施し、運用方法の助言

ザ

、指導を行った。
策定

ル

している自治体等の制

方

度について調査実施(

式

10月) 式採用調書」

の

の作成  
・本市におけ

推

るプロポーザル方式の

進

過去2年間の先行 4月

所

～8月：公募型プロポ

管

ーザルの試行（高齢者

支

支援課 2.公募型プロ

部

ポーザル方式事務処理

総

要領等の見直し
事例に

務

ついて調査(12月)

部

：4月～6月、恐竜の

所

島博物館推進室：5月

管

～8月） ・見直しすべ

課

き点の洗い出しを行い

・

、実務の手引きの
  

係

一部を変更した。
2.

契

試行が可能と思われる

約

案件の抽出と担当部署

検

との課 2.基準（案）

査

に基づき実施可能と思

課

われる案件の抽出  
題

　

等整理 ・1～2月：R

物

3年度執行予定の業務

品

委託等の調査 3.次年

契

度における同方式実施

約

可能と思われる案件の

係

抽
・2020年度予算

関

に計上予定の執行予定

連

額が300万円を  出

部

超える委託案件を対象

署

に、プロポーザル方式

総

採用の可 3.試行によ

務

る課題の洗い出し ・2

部

月：R4年度執行予定

 

の業務委託等の調査を

契

実施し
能性把握と、発

約

注課におけるプロポー

検

ザル方式選定の ・12

査

月：先行事例より課題

課

の聴取（高齢者支援課

 

、恐 、4件がプロポー

物

ザル方式に該当予定で

品

あることを把
プロセス

契

（適否の判断基準）に

約

関する調査を実施(2

係

月 竜の島博物館推進室

、

） 握した。
)   

総務部 契約検査課 工事契約係

基本方針内容

全体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に 【実施項目】　　　　　　令和元年度　　　　令和 2年度　　　　　令和 3年度　　令和 4年度
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み  
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを プロポーザル方式の　　先行・先進事例の　　実施基準（案）　　　実施基準の　　　　→
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。 推進　　　　　　　　　調査、情報収集　　　検討・作成　　　　　運用

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロポーザル方式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　試行

 高度な知識や技術、創造性等が求められる市発注の委託業務について、公募により複数の者から
企画・技術等の提案を受け、実績・能力等を総合的に評価し契約者を決定する公募型プロポーザル

プランの 方式の採用を推進する。
目的・効果 【効果】

・価格によらず企業・技術者の技術力、提出される技術提案を評価して業者を特定するので、業務
等の目的に最も合致した者と契約することができる。

現状・課題

委託する業務の質を求める案件でも、所管課独自の判断で安易に指名競争入札を採用する場合はあ
るため、プロポーザル方式採用の適否を決定する本市としての基準が必要である。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 プロポーザル方式 計画 0 1 3 3

プランの課題等

・随意契約の一種である公募型プロポーザル方式は、所管課主体で契約事務を行うため、該当する 単位：件 を採用した件数 実績 0 2 3
案件把握が困難である。

財政効果額 計画・業務内容に応じた公告や評
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成

情報収集を実施した結

果

果、プロポーザル 選定

と

について、同方式採用

課

の判断基準となる「プ

題

ロポ いては、スケジュ

年

ールや評価点のチェッ

度

クなどの事務
方式の手

令

続きに必要な公告、実

和

施要領、発注仕様書、

元

ーザル方式採用調書」

年

を導入し、スケジュー

度

ルや評価 手続きへの助

令

言を行い、円滑な事務

和

処理に繋げること
スケ

 

ジュール管理等、必要

2

な手続き及び様式等に

年

つい 点のチェックなど

度

の事務手続きへの助言

令

を行い、円滑 ができた

和

。
て把握できた。 な事

 

務処理に繋げることが

3

できた。 　また、令和

年

4年度に発注予定の委

度

託業務を対象に、
　ま

令

た、令和2年度に発注

和

予定の委託業務を対象

 

に、 　また、令和3年

4

度に発注予定の委託業

年

務を対象に、 発注時期

度

及び契約形態、プロポ

所

ーザル方式採用の可能

管

発注時期及び契約形態

課

、プロポーザル方式採

意

用の可能 発注時期及び

見

契約形態、プロポーザ

　

ル方式採用の可能 性等

プ

に関する調査を実施。

ロ

報告があった60件中

ポ

4件で
性等に関する調

ー

査を実施。報告があっ

ザ

た62件中11件で 性

ル

等に関する調査を実施

方

。報告があった72件

式

中6件で 同方式の実施

実

が見込まれるため、発

施

注課と連携し手続
モデ

基

ル事業の実施が見込ま

準

れるため、今後、発注

（

課と 同方式の実施が見

案

込まれるため、発注課

）

と連携し手続 きを進め

作

、同方式の推進を図り

成

たい。なお、実施にお

の

連携し、実施基準等の

た

作成に向けたモデル事

め

業の実施 きを進め、同

の

方式の推進を図りたい

基

。なお、先行事例 いて

礎

進め方等の課題が出た

　

場合は、事務処理要領

プ

、手
を目指す。 の課題

ロ

をもとに事務処理要領

ポ

、手引きの見直しを進

ー

め 引きの見直しを行う

ザ

。
る。  

方向性 継続（

ル

未達） 継続（未達） 継

方

続（完了） 未設定

年次

式

計画による情報収集と

の

課題整理はできている

先

。 　試行的な実施が２

行

件できた。 本年度3件

事

実施することができた

例

。
プロポーザル方式の

と

推進を行うことにより

し

、所管課の 　今後は、

て

2件の検証を行い、課

2

題の抽出、その解決 来

件

年度の実施が見込まれ

の

る案件について、発注

事

課と早
業務負担が大き

例

くなることは明らかだ

に

が、委託業務の 策など

つ

を十分行い、本格実施

　

に備えてほしい。 めの

3

連携を行うことが必要

件

。
質を求めるためには

の

有効な方式であること

プ

を職員全体
が認識する

ロ

必要があるため、実施

ポ

基準（案）ができた
支

ー

部長 時点で、筆頭課長

ザ

会議、部長調整会議で

ル

も議論をし、
評価 全庁

方

的な取り組みであるこ

式

とを意識づけることが

の

重要
となる。

方向性 継

実

続（未達） 継続（未達

施

） 継続（完了） 未設定

については、助言指
資料とするため、今年度は本市における過去の先行事 いて、事務処理要領及び手引きに沿って、担当課に対 導を行い業者選定まで進められた。
例、他自治体の先進事例等の情報収集に取り組んでお して事務処理手順の助言を行い、処理を進めた。その 　今後は、事務処理要領、実務の手引きの見直しを進
り、現状では概ね計画どおり進んでいる。 際同方式採用の判断基準となる「プロポーザル方式採 め、また次年度の同方式採用調査により対象案件の把
　1月には2020年度に発注予定の委託業務を対象に、 用調書」を導入し、同方式によることの妥当性、スケ 握を行い、全庁的に同方式の推進に努める。
発注時期及び契約形態、委託業者に求める能力等、プ ジュール等を初期の段階で確認することで円滑な事務
ロポーザル方式選定のプロセス（発注課における適否 処理に繋げることができた。12月には2案件の実施に
の判断基準等）についても調査し、来年度の試行及び ついての課題把握を行った。
実施基準（案）に反映させる。 　1月以降には、次年度に発注予定の委託業務を対象

に、同方式採用業務の抽出、先行事例の課題をもとに
事務処理要領、手引きの見直しに着手する。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画より遅い 未設定

委託する業務の質を求めるべき案件について、指名入
札により価格で決定している事例が散見されたことか
ら、今回アクションプランとして取り組むこととした
。
先進事例の情報収集については計画どおり進められて

支部

プ

長 おり、来年度の試行

ラ

、実施基準（案）の作

ン

成に向けて
評価 計画に

N

沿って進めていきたい

o

。

進捗 計画どおり進行

.

計画どおり進行 未設定

4

未設定

１年間の成果と

1

課題

年度 令和元年度 令

-

和 2年度 令和 3年

2

度 令和 4年度

所管課

-

意見

　今年度は本市に

2

おける過去の先行事例

中

、他自治体等 　今年度

間

は2件の公募型プロポ

期

ーザル方式による業者

ま

　今年度は3件の公募

で

型プロポーザル方式の

の

実施につ
の先進事例の
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ち

・4月～5月　共有化（勉強会）の実施　各係１回 ・4月～5月　共有化（勉強会）の実施　各係１回
    
２．産業建設係の受付事務等の共有化（留守が多い） ２．産業建設係の受付事務等の共有化（留守が多い） ２．

づ

産業建設係の受付事務等の共有化（留守が多い） ２．産業建設係の受付事務等の共有化（留守が多い）
・7月～8月　共有化（勉強会）の実施　３回　 ・7月～8月　共有化（勉強会）の実施　２回 ・5月　共有化（勉強会

く

）の実施　１回　 ・5月　共有化（勉強会）の実施　１回　

取組実績

１．係での共有化（勉強会） １．係での共有化（勉強会） １．各係での共有化（勉強会）
・まちづくり係　１回 ・まちづくり係　２回 ・まちづくり係　１

り

回
・市民生活係　　６回 ・市民生活係　イントラを活用し共有化 ・市民生活係　イントラを活用し共有化
・産業建設係　　１回 ・産業建設係　２回 ・産業建設係　１回
   
２．産業建設係の受付事務等の共有化　１回 ２．

推

産業建設係の受付事務等の共有化　１回 ２．産業建設係の受付事務等の共有化　１回
 
 

進課

行政経営改革

 

大綱アクションプラン

ま

個票
プランNo. 41

ち

-2-17

基本方針 ４

づ

１ 行政サービスの質

く

の向上 取組項目 ９２ 

り

業務改善の推進 プラン

係

名 行政サービスの質の

、

向上と業務の改革・改

五

善

所管支部 五和支所 所
和

管課・係 まちづくり推
支

進課　まちづくり係 関
所

連部署

基本方針内容

全

 

体計画

　各部署におい

ま

て業務改善の目標を掲

ち

げ、行政サービスの質

づ

の向上につながる業務

く

の改革・改善に 【実施

り

項目】　　　　　　　

推

令和元年度　　令和 

進

2年度　　　令和 3

課

年度　　　令和 4年

 

度
取り組みます。また

市

、地域団体、市民活動

五

民

団体及び企業等、市内

生

の多様な主体とそれぞ

活

れの「強み  
」や「特

係

性」を活かし連携する

、

ことにより、地域の課

五

題解決に取り組むこと

和

ができる環境づくりを

支

１．行政サービスの　

所

　　他係の事業等の　

 

　　→　　　　　　　

和

ま

→　　　　　　　→
推

ち

進し、市民サービスの

づ

維持やコスト削減につ

く

ながるよう、業務改善

り

に取り組みます。 　　

推

質の向上　　　　　　

進

共有化

幅広い市民から

課

のニーズに対応するた

 

め、各係間の連携を密

産

にし共有化を行い、行

支

業

政サービスの質
の向上

建

に努める。
プランの 窓

設

口対応や道路・公共施

係

設等の維持管理を適切に行う。
目的・効果 現地確認等を要する場合は迅速に対応・内容等を把握し的確に対応する。

現状・課題

市民からの多様なニーズに対

所

して、何の事業で対応出来るか、出来ないかの判断に時間を要すこと
があり、後日回答ということがある。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 勉強会の実施 計画 6 8 4 4

プランの課題等

職員の人

 

事異動に伴う一時的なサービス水準の低下。 単位：回 実績 9 5 4

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

１．市民との関係のある事業の自係での共有化 １．市民との関

ま

係のある事業の自係での共有化 １．市民との関係のある事業の自係での共有化 １．市民との関係のある事業の自係での共有化
・5月～6月　共有化（勉強会）の実施　３回 ・5月～6月　共有化（勉強会）の実施　各係２回
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の

の受付業務についても

成

、窓口対応が出来て 産

果

業建設係の受付業務に

と

ついても、窓口対応が

課

出来て
おり、今後も継

題

続して行っていく。 お

年

り、今後も継続して行

度

っていく。 おり、今後

令

も継続して行っていく

和

。

支部長
評価

方向性 継

元

続（完了） 継続（完了

年

） 継続（完了） 未設定

度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

係において勉強会を行っていない係があるが、各個人 係により勉強会の形を変えて実施しているところもあ マニュアルを作成し勉強会を実施している。共有化さ
において習得しているので、共有化されてきている。 るが、概ね計画通りに進んでおり共有化されてきてい れているので、窓口対応が出来ている。
産業建設係については、留守が多いため他係への受付 るので、窓口対応が出来てきている。
事務の共有化が必要であるため、勉強会を実施する。

進捗 計画より遅い 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

勉強会を行っていない係があるため、年度末までには 概ね計画通り進んでおり、年度末まで予定通り進めて 概ね計画通り進んでおり、共有化されてきている。
数回実施する必要がある。 もらいたい。

支部長
評価

進捗 計画より遅い 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

各係において勉強会を行い、また、各個人において習 各係において勉強会を行い、また、各個人において習 各係において勉強会を行い、また、各個人において習
得しているので、共有化されてきている。 得しているので、共有化されてきている。 得しているので、共有化されてきている。
産業建設係の受付事務等の共有化については、勉強会 産業建設係の受付事務等の共有化についても進んでお 産業建設係の受付事務等の共有化についても進んでお
の回数は少なかったが、窓口対応が出来てきているの り、窓口対応が出来てきているので継続して行ってい り、窓口対応が出来てきているので継続して行ってい
で継続して行っていく。 く。 く。

また、マニュアル等も

プ

作成されているので、

ラ

活用して また、マニュ

ン

アル等も作成されてい

N

るので、活用して
いく

o

。 いく。

方向性 継続（

.

完了） 継続（完了） 継

4

続（完了） 未設定

各係

1

において勉強会を行い

-

、業務の共有化が図ら

2

れて 各係において勉強

-

会を行い、業務の共有

1

化が図られて 各係にお

7

いて勉強会を行い、業

中

務の共有化が図られて

間

きている。 いる。 いる

期

。
産業建設係の受付業

ま

務についても、窓口対

で

応が出来て 産業建設係
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行

いる。また、各係員で

政

作成した「問合せ処理

経

票」の保存先にバラツ

営

キがあることから文書

改

作成に 令和元年度 令和

革

 2年度 令和 3年度

大

令和 4年度 合計
時間

綱

がかかる等、係内での

ア

更なる情報共有の強化

ク

が必要である。
数値目

シ

標 計画

プランの課題等

ョ

・「土地・家屋評価マ

ン

ニュアル」の強化整備

プ

、「問合せ対応マニュ

ラ

アル」の再整備。 単位

ン

： 実績
・４～６月の繁

個

忙期での新人育成。
財

票

政効果額 計画・「問合

プ

せ処理票」の分類化及

ラ

び検索方法の検討

単位

ン

：千円 実績

年度 令和元

N

年度 令和 2年度 令和

o

 3年度 令和 4年度

.

取組計画

・「土地・家

4

屋評価マニュアル」を

1

強化整備し、それ ・新

-

人職員へのマニュアル

2

による研修と現場研修

-

の実 ・新人職員へのマ

6

ニュアルによる研修と

基

現場研修の実 ・新人職

本

員へのマニュアルによ

方

る研修と現場研修の実

針

に基づいて「問合せ対

４

応マニュアル」も再整

１

備（～８ 施（４月以降

 

随時） 施（４月以降随

行

時） 施（４月以降随時

政

）
月） ・評価と対応マ

サ

ニュアルの再確認や事

ー

例検討会の実施 ・評価

ビ

と対応マニュアルの再

ス

確認や事例検討会の実

の

施 ・評価と対応マニュ

質

アルの再確認や事例検

の

討会の実施
・「問合せ

向

処理票」の分類化及び

上

検索機能作成（～８ （

取

年４回[７・９・１１

組

・１月]） （年４回[

項

７・９・１１・１月]

目

） （年４回[７・９・

９

１１・１月]）
月） ・

２

土地評価マニュアルの

 

整備・運用
・新人職員

業

へのマニュアルによる

務

研修と現場研修の実 ・

改

「問合せ処理票」の分

善

類化及び検索機能作成

の

施（４月以降随時）
・

推

評価と対応マニュアル

進

の再確認や事例検討会

プ

の実施
（年４回[７・

ラ

９・１１・１月]）

取

ン

組実績

・土地・家屋評

名

価マニュアル　基本案

適

作成済　継続中 ・土地

切

評価マニュアル　基本

な

案作成済　継続中 ・土

住

地評価マニュアル（R

民

4年3月完成見込）
・

対

問合せ対応マニュアル

応

　整備中 ・家屋評価マ

及

ニュアル(R3基準年

び

度)作成済（R3.1

係

） ・問合せ対応対応マ

内

ニュアル作成済（R3

の

.4）
・問合せ処理票

情

分類化等　整備中 ・問

報

合せ処理票の分類化・

の

検索機能等　整備中（

共

ジャ ・家屋評価マニュ

有

アル研修…4月実施
・

所

家屋評価マニュアル研

管

修…4月実施 パンシス

支

テムへ依頼中） ・家屋

部

評価実地研修…4～6

市

月実施
・家屋評価実地

民

研修…4～6月に5回

生

実施 ・家屋評価マニュ

活

アル研修…4月実施 ・

部

家屋評価システム操作

所

マニュアル研修…6月

管

実施
・固定資産税管理

課

支援システム（パスカ

・

ル）操作マニ ・家屋評

係

価実地研修…4～6月

課

実施 ・家屋調査進捗状

税

況に係る各班の問題点

課

の検討（各班
ュアル研

　

修…4月実施 ・家屋評

固

価システム操作マニュ

定

アル研修…6月実施 よ

資

り聞き取り調査を実施

産

）…9月、11月、2

税

月実施
・家屋評価シス

係

テム操作マニュアル研

関

修…6月実施 ・家屋調

連

査進捗状況に係る各班

部

の問題点の検討（各班

署

・家屋調査進捗状況に

基

係る各班の問題点の検

本

討（各班 より聞き取り

方

調査を実施）…12月

針

、2月、3月実施
より

内

聞き取り調査を実施）

容

…7月末、8月末、9

全

月末実
施

体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に ◎来庁者及び電話問合せへの対応を迅速、かつ、適切・丁寧に行い、係内で問合せの内容及び業務
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み 内容等の情報を共有する。
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを  
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。 ①「問合せ対応マニュアル」を作成し、各種証明書等の発行や台帳閲覧時の事務処理を速やかに行

う。また、住民に寄り添った丁寧な説明を行いつつも、関係法規に則り対応する。難解な案件等は
係内で共有し協議の上、住民を長時間待たせないよう応対する。
 

【目的】業務マニュアルの整備と職員研修を行い、また、過去の問合せ内容を整理し、すぐに検索 ②「問合せ記録票」の保存先及び作成マニュアル等の統一化を図り、係内で情報を共有するととも
できるような仕組みを作る等情報共有を図ることで、来庁者及び電話問合せへの対応を迅速かつ適 に、文書作成に係る事務処理の短縮を行う。

プランの 切・丁寧に行うことを目的とする。  
目的・効果 【効果】住民に対し、公平・公正な課税の説明責任を果たすことで、税に対する信頼向上に繋がる ③定期的に係内研修・評価確認等の事例検討会を実施し、職員の資質の向上と係内での情報共有及

。また、業務改善により、新人職員の育成、時間外勤務の短縮に繋がり、かつ、係内での情報共有 びチームワークの強化を図る。
及びチームワークも強化される。

現状・課題

　毎年４～６月は課税明細書及び納税通知書発送により住民からの問合せ等が多くなるが、新人職
員等に対する業務マニュアルの作成及び研修等が充実しておらず、ベテラン職員の負担が増となっ
て
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成

・各種マニュアル作成

果

等については、概ね計

と

画どおり ・各種マニュ

課

アル作成等については

題

、概ね計画どおり
に進

年

められており、このま

度

ま継続されたい。 に進

令

められており、このま

和

ま継続されたい。 に進

元

められており、このま

年

ま継続されたい。
・新

度

人職員に対する研修に

令

ついては、計画どおり

和

実施 ・新人職員に対す

 

る研修については、計

2

画どおり実施 ・新人職

年

員に対する研修につい

度

ては、計画どおり実施

令

され、業務への成果も

和

出始めている。 され、

 

業務への成果も出始め

3

ている。 され、業務へ

年

の成果も出始めている

度

。
・各班におけるヒア

令

リング実施については

和

、概ね計画 ・各班にお

 

けるヒアリング実施に

4

ついては、災害業務 ・

年

各班におけるヒアリン

度

グ実施については、突

所

発的な
支部長 どおり進

管

められており、係員の

課

情報共有ができ、課題

意

により前半期はできて

見

いないが、後半期に実

《

施し、係 災害業務はあ

成

ったものの、概ね計画

果

通りに実施され、
評価

》

解決に向けての取り組

新

みも実施されている。

人

このまま 員の情報共有

職

もでき、課題解決に向

員

けての取り組みも 係員

へ

の情報共有もでき、課

の

題解決に向けての取り

評

組み
継続されたい。 実

価

施されている。このま

研

ま継続されたい。 も実

修

施されている。このま

は

ま継続されたい。

進捗

、

計画どおり進行 計画ど

年

おり進行 計画どおり進

度

行 未設定

１年間の成果

初

と課題

年度 令和元年度

め

令和 2年度 令和 3

に

年度 令和 4年度

所管

実

課意見

《成果》新人職

施

員への評価研修は、年

し

度初めに実施し 《成果

《

》新人職員への研修は

成

4月に実施し、窓口等

果

通 ≪成果≫新人職員研

》

修は4～6月にかけて

新

実施し、マニ
たため、

人

業務への支障はほとん

職

どなかった。土地・家

員

常業務等においても、

へ

支障なく対応。業務の

の

進捗状況 ュアル作成の

研

効果から窓口等通常業

修

務においても、支
屋調

は

査の進捗状況は、各班

4

のヒアリング・個別面

月

談を は、前半期に災害

に

対応等でヒアリングが

実

実施できず、 障なく対

施

応。業務の進捗状況は

し

、8月の大雨による被

、

実施し、各班の業務内

窓

容の把握や調整ができ

口

、時間外 年度末に集中

等

したが、係員との課題

通

等を共有し、業務 災家

《

屋調査の突発的業務が

成

発生したが、係員と協

果

力し
勤務も縮減できた

》

。 を進めることができ

新

た。 、また、個別ヒア

人

リングにより課題を共

職

有し業務を進
 《課題

員

》今年度は7月豪雨災

へ

害及び新型コロナ関連

の

対 め、年休取得強化も

研

図ることができた。
《

修

課題》「問合せ対応マ

は

ニュアル」の整備及び

4

分類化 応事務、更に3

月

年に1度の評価替え対

に

応等、ここ数年ま 《課

実

題》2年連続の災害対

施

応業務があり、今後も

し

突発
については、現在

、

もジャパンシステム㈱

窓

と協議し作成 れにみる

口

過大業務となった。係

等

員の時間外勤務による

通

的業務（被災調査・罹

、

災証明発行）に備え、

新

対応でき
中である。土

人

地・家屋評価マニュア

職

ルについては、令 健康

員

状態が心配されるため

に

、原則21時までの勤

お

務とし るよう他部署と

い

の連携強化が必要とな

て

る。地区別の調
和２年

も

度中に整備を行い、令

支

和３年度の評価替えに

障

間 たが、なんとか課税

な

入力期限までに間に合

く

わせること 査において

調

は、業務のウエイトが

査

年度別で異なるため
に

が

合うように運用するこ

進

とが課題である。 がで

ん

きた。今後も突発的な

で

業務対応のための、応

い

援体 、業務の平準化が

る

課題となる。
制づくり

。

や更なる事務の効率化

家

が課題となる。

方向性

常

継続（完了） 継続（完

業

了） 継続（完了） 未設

務

定

・各種マニュアル作

等

成等については、令和

に

２年度中の ・新人職員

お

に対する研修について

い

は、計画どおり実施 ・

て

新人職員に対する研修

も

については、計画どお

、

り実施
作成に向け、こ

支

のまま継続されたい。

障

され、業務への成果も

な

出ている。 され、業務

く

への成果も出ている。

対

・新人職員に対する研

応

修については、計画ど

。

おり実施 ・土地評価マ

「

ニュアル及び問合せ処

問

理票の作成につい ・土

合

地評価及び問合せ対応

せ

マニュアルも今年度で

対

整備
され、業務への成

応

果も出ている。 ては、

マ

早期の完成に向け、こ

常

のまま継続されたい。

業

されたため、今後もマ

務

ニュアルの追加・改善

等

等を行い
・各班におけ

に

るヒアリング実施につ

お

いては、概ね計画 ・各

い

班におけるヒアリング

て

実施については、災害

も

等の 、充実したものに

、

してほしい。
支部長 ど

支

おり進められており、

障

係員の情報共有ができ

な

、課題 突発的な業務が

く

あったものの、実施さ

対

れており、係員 ・各班

応

におけるヒアリング実

。

施については、災害の

「

突
評価 解決に向けての

問

取り組みも実施された

合

。このまま継続 の情報

せ

共有ができ、課題解決

対

に向けての取り組みも

応

実 発的な業務があった

マ

ものの、実施されてお

屋

り、係員の
されたい。

調

施された。このまま継

査

続されたい。 情報共有

の

ができ、課題解決に向

進

けての取り組みも実施

捗

された。このまま継続

状

されたい。

方向性 継続

況

（完了） 継続（完了）

は

継続（完了） 未設定

、毎月各班のヒアリングを実施し ニュアル」の整備は、10月にジャパンシステムへ依頼 ニュアル」も4月に作成し、支所担当者説明会の資料
、課題や問題点を共有し、助言等を行いながら、調査 中。業務の進捗状況は、12月にヒアリングを実施し、 で活用。業務の進捗状況は、9月にヒアリングを実施
も順調に進んでいる状況である。 課題等を共有し、業務を進めている状況である。 し、課題等を共有し、業務も順調に進んでいる。また
 《課題》7月豪雨災害による突発的な被災業務に時間 、今年度からリフレッシュ休暇として年休の取得を促
《課題》「問合せ対応マニュアル」の整備及び分類化 を要したことから、通常業務である土地・家屋調査に 進し、業務を調整しながら取得率も増加している。
と検索機能の作成は未だ整備中であり、早期の作成が シワ寄せが生じ、また、前半期実施予定の係員ヒアリ 《課題》今年も豪雨災害による突発的業務が発生し、
課題である。家屋評価の進捗状況は、調査は順調だが ングが未実施となった。さらに、評価替対応及び新型 今後も被災調査に対する調査員の育成及び体制づくり
、評価調書作成に時間を要しており、引き続きヒアリ コロナ関連の軽減措置対応等がある中、過重労働にな が課題となる。また、引き続きヒアリング等を行

プ

いな
ング等を行い、年

ラ

内までには決裁を終わ

ン

らせ、年度末 らないよ

N

う係員の健康状態等を

o

把握しながら、業務の

.

がら、過重労働になら

4

ないよう係員の健康状

1

態等を把
の時間外勤務

-

の負担を軽減すること

2

が課題である。 調整を

-

していくことが課題。

6

握し、業務の調整を図

中

っていく必要がある。

間

進捗 計画どおり進行 計

期

画どおり進行 計画どお

ま

り進行 未設定

・各種マ

で

ニュアル作成等につい

の

ては、概ね計画どおり
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教

画

①徴収管理、会計の運営、食材調達に関する庁内及び ・学校給食費の徴収管理 ・学校給食費の徴収管理 ・学校給食費の徴収管理（民間委託）
関係機関との協議 ・滞納対策 ・滞納対策 ・滞納対策（民間委託）
②天草市学校給

育

食費に関する条例の議会提案、条例施 　児童手当等からの納入や分納誓約による納付などで 　児童手当等からの納入や分納誓約による納付などで 　児童手当等からの納入や分納誓約による納付などで
行規則の策定 未納・滞納

課

の縮減に努める。 未納・滞納の縮減に努める。 未納・滞納の縮減に努める。
③システム開発の総合テストの実施 ・学校給食費の徴収管理について民間委託の検討。 ・学校給食費の徴収管理について民間委託の実施（令 　　
④

 

小中学校等への制度説明及び保護者への周知 　　 和４年１月～）
⑤公会計化による予算要求 　　
⑥児童生徒のデータ入力、各学校とのデータ連携の確
認
 

取組実績

① 徴収管理、会計の運営、食材調達に関する庁内及 ・給食

指

費の徴収について、新型コロナウイルスの影響 ・学校給食費の徴収管理
び関係機関との協議は計画どおり実施した。 で、6月から給食費の徴収を開始。 ・滞

行

納対策
② 天草市学校

政

給食費条例は、８月市

経

議会定例会に上 ・滞納

導

営

対策 　児童手当からの

改

徴収等に関する申出書

革

の提出につい
程し原案

大

可決された。 　未納通

綱

知の発送や児童手当か

ア

らの代理納付を実施。

ク

て依頼を行った。　
③

シ

システム開発の総合テ

ョ

ストを実施 ・学校給食

ン

費の徴収管理の民間委

係

プ

託については、 諸 ・

ラ

R2徴収率99.77

ン

% 滞納者 34人 

個

滞納額  649,0

票

90円
　令和2年2月

プ

～3月 　課題を整理を

ラ

進めている。 ・R3徴

ン

収率98.60% 滞

N

納者309人 滞納額

o

3,759,668円

、

.

④小中学校等への制度

4

説明及び保護者への周

1

知  
　令和1年10月

-

～11月
⑤公会計化に

2

よる予算要求
　令和1

-

年10月～12月
⑥児

2

童生徒のデータ入力、

2

各学校とのデータ連携

基

の確
認
　令和2年1月

本

～3月

会

方針 ４１ 行政サービ

計

スの質の向上 取組項目

管

９２ 業務改善の推進

理

プラン名 学校給食費の

者

公会計化

所管支部 教育
 

部 所管課・係 学校給食
会

課　管理係 関連部署

基

計

本方針内容

全体計画

　

課

各部署において業務改

 

善の目標を掲げ、行政

会

サービスの質の向上に

計

つながる業務の改革・

係

改善に ・学校給食費の

、

公会計化
取り組みます

総

。また、地域団体、市

務

民活動団体及び企業等

部

、市内の多様な主体と

 

それぞれの「強み 　学

契

校給食費は、これまで

約

各学校において徴収管

検

理等を行ってきたが、

査

教職員の負担軽減を図

教

課

るた
」や「特性」を活

 

かし連携することによ

物

り、地域の課題解決に

品

取り組むことができる

契

環境づくりを めに、2

約

019年4月1日から

係

具体的な検討協議を進め、2020年度の市の予算に計上（公会計化）し、教
推進し、市

育

民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。 育委員会が中心となって学校給食費の徴収管理等を行う。
 
 

　各学校給食実施校が中心となって徴収管理等を行っている学校給食費を、本市の歳

部

入歳出に計上
（公会計化）する。確実かつ適正な学校給食費の徴収管理を行うとともに、教職員の学校給食費徴

プランの 収管理等業務の軽減を図ることを目的とする。
目的・効果

現状・課題

　本市では、平成31年度現在、

 

小中学校（30校）及び幼稚園（3園）において、学校給食を実施し
ており、学校給食費は各学校で教職員が徴収管理を行っている。
　そのため、学校現場において学校給食費の徴収管理や督促業務が教職員の負担となって

学

いる。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 給食費の適正な確 計画 99.17 100.00 100.00

プランの課題等

・学校給食費の徴収管理・督促業務及びシステム入力等により市職員の人員

校

増が不可欠。 単位：％ 保（徴収率） 実績 98.56 98.60
・一般的に公会計に移行されると徴収率の低下が懸念されている。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計
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の

進める必要がある。 童

成

数が１５０人、世帯数

果

では１００世帯で２，

と

２５９
評価 ，９４５円

課

であった。現在、現年

題

度分の未納に併せ滞
納

年

の給食費納付勧奨を徹

度

底する必要がある。
・

令

学校給食費の徴収管理

和

について、民間への業

元

務委託
早期実現に向け

年

て、検討を進める必要

度

がある。

進捗 計画どお

令

り進行 計画どおり進行

和

計画より遅い 未設定

１

 

年間の成果と課題

年度

2

令和元年度 令和 2年

年

度 令和 3年度 令和 

度

4年度

所管課意見

　令

令

和2年4月からの運用

和

開始に向け、諸手続き

 

は終了 ・学校給食費の

3

徴収管理 ・滞納対策と

年

して、児童手当等から

度

の納入や分納誓約
し、

令

決定通知書等を発行す

和

るのみとなった。 　児

 

童手当からの代理納付

4

の取扱いを実施した。

年

による納付などで　給

度

食費未納額の縮減に努

所

めた。
　徴収率向上の

管

ため、徴収体制を整備

課

する必要がある 　口座

意

振替率が95.33％

見

と高い申し込み状況で

　

あっ　
。 　た。

・滞納

給

対策
　児童手当等から

食

の納入や分納誓約によ

費

る納付のお願
　いを行

の

った。また、長期未納

公

者には直接電話により

会

　保護者へ納入のお願

計

いをして、給食費未納

化

額の縮減
　に努めた。

に

・学校給食費の管理・

つ

徴収業務について、現

い

在の課題
　の整理をし

て

民間委託の検討を行っ

、

ている。
　

方向性 継続

庁

（完了） 継続（完了）

内

継続（完了） 未設定

　

及

学校給食費の公会計化

び

に伴う保護者の説明等

関

は完了 ・徴収管理では

係

口座振替申出の割合が

機

高く、納付忘れ ・徴収

関

管理では口座振替申出

に

の割合が高く、納付忘

制

れ
した。 　防止に繋が

・

ると評価する。 　防止

学

に繋がると評価する。

校

　今後は、徴収事務の

給

流れを確認するととも

食

に、未納 ・未納者の把

費

握を行い、給食費の納

の

付勧奨を電話にて ・未

徴

納者の把握を行い、給

収

食費の納付勧奨を電話

管

にて
者を出さない徴収

理

体制を整備する必要が

・

ある。 　実施しており

学

、未納額の縮減に努め

校

ている。 　実施してお

給

り、未納額の縮減に努

食

めている。
・学校給食

費

費の徴収管理を民間へ

の

業務委託する方向で ・

徴

未納者には、児童手当

収

等から直接支払えるよ

管

うに同
支部長 　検討を

理

しており、早期実現に

度

向け、業者への聞き取

の

　意書をもらうなど、

周

滞納額・未納額の縮減

知

に務めた
評価 　りを行

と

うなど、検討を加速さ

理

せる必要がある。 　。

解

・学校給食費の徴収管

を

理を民間へ業務委託す

求

る方向で
　検討はして

め

いるものの、課題等も

る

あり更なる検討も
　必

こ

要であり、早期実現に

と

向け、業者への聞き取

が

りを
　行うなど、検討

で

を加速させる必要があ

き

る。

方向性 継続（完了

た

） 継続（完了） 継続（

。

完了） 未設定

　児童手当からの代理納付の取扱いを実施した。 　児童手当からの代理納付の取扱いを実施した。
　天草市学校給食費条例を８月市議会定例会に上程し 　口座振替率が95.33％と高い申し込み状況であっ　 　口座振替率が94.44％と高い申し込み状況であっ　
議決された。施行規則については整備中である。 　た。 　た。
　今後は、小・中学校の保護者に対する制度周知を行 ・滞納対策 ・滞納対策
い、学校給食の申込手続きと口座振替の手続きを行う 　児童手当等からの納入や分納誓約による納付などで 　児童手当等からの納入や分納誓約による納付などで
必要がある。 　給食費未納額の縮減に努める。 　給食費未納額の縮減に努める。
　また、毎月の徴収件数が約5,500件（年間60,500件 ・学校給食費の徴収管理について民間委託の検討 ・学校給食費の徴収管理について民間委託の検討
）、未収金対応が約100件に上ると予想しており、徴 　民間委託については、現在の課題の整理を進めたい 　民間委託については、現在の課題の整理を進めたい
収業務を円滑に行う体制づくりを検討する必要がある 。 。
。 　　  

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画より遅い 未設定

　令和２年４月運用開始に向けて、今後、保護者への ・徴収管理では、口座振替の割合が高く、安定した給 ・徴収管理では、口座振替の割合は高いが、内3.6％
周知を行うとともに、諸手続きの推進に努める必要が 　食費の納付に繋がると思われる。 が毎月残高不足により振替できない

プ

状況である。今後
ある

ラ

。 ・今後、未納者の把

ン

握を行い、給食費の納

N

付勧奨を徹 も安定した

o

給食費の納付に繋げる

.

ため、口座振替を進
　

4

また、給食費の徴収業

1

務を円滑に行うため、

-

体制づ 　底する必要が

2

ある。 めていく必要が

-

ある。
くりを検討する

2

必要がある。 ・学校給

2

食費の徴収管理につい

中

て、民間への業務委託

間

・収納率は９９．２％

期

と高いように思えるが

ま

、滞納児
支部長 　早期

で

実現に向けて、検討を
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ち

績等】
１．各係連携会議の開催 １．各係連携会議の開催 １．各係連携会議の開催
　毎月月初めに開催した 　毎月月初めに開催した 　毎月月初めに開催した
   
２．団体長会議の開催 ２．団体長会議の開催 ２．団体長会議の

づ

開催
　年１回（５月実施） 　コロナ禍のため中止 　コロナ禍のため中止

くり推

行政経営改革大

進

綱アクションプラン個

課

票
プランNo. 41-

 

2-19

基本方針 ４１

産

 行政サービスの質の

業

向上 取組項目 ９２ 業

建

務改善の推進 プラン名

設

行政サービスの質の向

係

上につながる業務の改

、

革・改善

所管支部 河浦
河

支所 所管課・係 まちづ
浦

くり推進課　まちづく
支

り係 関連部署

基本方針

所

内容

全体計画

　各部署

 

において業務改善の目

ま

標を掲げ、行政サービ

ち

スの質の向上につなが

づ

る業務の改革・改善に

く

【実施項目】　令和元

り

年度　令和 2年度　

推

令和 3年度　令和 

進

4年度
取り組みます。

課

また、地域団体、市民

 

活動団体及び企業等、

市

市内の多様な主体とそ

民

れぞれの「強み  
」や

天

生

「特性」を活かし連携

活

することにより、地域

係

の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 各係連携会議　　 開催　　　 開催　　　　　開催　　　　　→
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業

草

務改善に取り組みます。  
団体長会議　　   開催　　　 開催　　　　　開催　　　　　→

【目的】
地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを推進し、市民サービスの維持やコスト削減に

プランの 取り組む。

支

目的・効果 【効果】
職員の業務効率化、迅速・ダイレクトな対応

現状・課題

【現状】
支所長、課長を中心とする各係連携会議の開催
まちづくり協議会推進連絡会（団体長会議）の開催 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令

所

和 4年度 合計
【課題】

数値目標 課題解決に向けた 計画 1 1 1 1

プランの課題等

単位：件 取組件数 実績 1 1 1

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

【実施項目】 【実

 

施項目】 【実施項目】 【実施項目】
１．各係連携会議の開催 １．各係連携会議の開催 １．各係連携会議の開催 １．各係連携会議の開催
　毎月月初めに開催 　毎月月初めに開催 　毎月月初めに開催 　毎月月初めに開催
    

ま

２．団体長会議の開催 ２．団体長会議の開催 ２．団体長会議の開催 ２．団体長会議の開催
　年２回（５月・２月） 　年２回（５月・２月） 　年２回（５月・２月） 　年２回（５月・２月）

取組実績

【実績等】 【実績等】 【実
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の

、電話対応 よる課内会

成

議を開催している。各

果

係が抱えている課題 よ

と

る課内会議を開催して

課

いる。各係が抱えてい

題

る課題
等、様々な面で

年

課内が補いあいながら

度

業務を行った。 や繁忙

令

具合が分かるようにな

和

り、例えば、幸福量踏

元

査 や繁忙具合が分かる

年

ようになり、災害が発

度

生した時は
また、市民

令

生活係では窓口や税、

和

福祉関係などの係員 の

 

入力作業など課内で補

2

いあいながら業務を行

年

えるよ 業務の垣根を越

度

えて協力ができた。
毎

令

の業務手順を係内会議

和

で発表するなど、係員

 

が担当 うになった。ま

3

た、係によっては、業

年

務手順を係内会 ５月の

度

団体長会議（４０名規

令

模）はコロナ禍で中止

和

し
者に代わって業務を

 

速やかに行えるよう学

4

習会などの 議で共有す

年

るなど、係員が担当者

度

に代わって業務を速 た

所

。
取り組みを行い成果

管

を上げた。 やかに行え

課

るよう学習会などの取

意

り組みを行っている
。

見

５月の団体長会議（４

毎

０名規模）はコロナ禍

月

で中止し
た。

方向性 継

、

続（完了） 継続（完了

支

） 継続（完了） 未設定

所

職員間で情報共有がで

長

きており、風通しの良

、

い支所の 課内会議を定

課

期的に実施することに

長

より、問題点など 課内

、

会議を定期的に実施す

係

ることにより、問題点

長

など
雰囲気になってい

に

るので、継続した取り

よ

組みを実施し 共有化が

る

図られつつある。限ら

課

れた職員力を活かしな

内

共有化が図られつつあ

会

る。限られた職員力を

議

活かしな
てほしい。 が

を

ら業務に取り組んでほ

開

しい。 がら業務に取り

催

組んでほしい。

支部長

す

評価

方向性 継続（完了

る

） 継続（完了） 継続（

コ

完了） 未設定

ロナ禍もあり必要に応じて、支所長、課長、係長に コロナ禍もあり情報共有を図るため頻繁に、支所長、
ことで、各係の繁忙期が分かるようになり、電話対応 よる課内会議を開催している。各係が抱えている課題 課長、係長による課内会議を開催している。各係が抱
等、様々な面で課内が補いあいながら業務をこなして や繁忙具合が分かるようになり、例えば、幸福量踏査 えている課題や繁忙具合が分かるようになり、例えば
いる。また、市民生活係では窓口や税、福祉関係など の入力作業など課内で補いあいながら業務を行えるよ ８月１１日から１８日の豪雨による災害では初動の態
の係員毎の業務手順を係内会議で発表するなど、係員 うになった。また、係によっては、業務手順を係内会 勢がとれた。また、係によっては、業務手順を係内会
が代行で業務を速やかに行えるよう学習会などの取り 議で共有するなど、係員が担当者に代わって業務を速 議で共有するなど、係員が担当者に代わって業務を速
組みを行っており成果を上げている。 やかに行えるよう学習会などの取り組みを行っている やかに行えるようしている。

。 ５月の団体長会議（４０名規模）はコロナ禍で中止し
５月の団体長会議（４０名規模）はコロナ禍で中止し た。
た。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

職員間での情報の共有ができ、風通しの良い支所の雰 課内会議を定期的に実施することにより、問題点など 必要に応じて情報共有のための課内会議を実施してお
囲気ができている。 共有化が図られつつある。限られた職員力を活かしな り、行政サービスの向上が図ら

プ

れている。
がら業務に

ラ

取り組んでほしい。

支

ン

部長
評価

進捗 計画どお

N

り進行 計画どおり進行

o

計画どおり進行 未設定

.

１年間の成果と課題

年

4

度 令和元年度 令和 2

1

年度 令和 3年度 令和

-

 4年度

所管課意見

毎

2

月、支所長、課長、係

-

長による課内会議を開

1

催する コロナ禍もあり

9

必要に応じて、支所長

中

、課長、係長に コロナ

間

禍もあり必要に応じて

期

、支所長、課長、係長

ま

に
ことで、各係の繁忙

で

期が分かるようになり

87



ま

業が展開されにくい。
　郷土芸能保存会補助金については、多くの類似団体が存在する中で、定額補助の長期化による既 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
得権益化等が危惧されるため、公平性や公益性

ち

について検証が必要と考えられる。
数値目標 補助金の合計の移 計画 5 2 2

プランの課題等

　効果的な事業の推進が可能となる所管部署選択のため、地域課題やイベントの開催目的の明確化 単位：件 管数 実績 5 0
が必要であり

づ

、そのためには調査・分析、地域の合意形成等に一定の時間や労力が必要となる。
財政効果額 計画　また、所管の移動により、補助要綱の相違による事務取扱いの調整等が必要となることも予想さ

れる。 単位：千円 実績

年度

く

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

【イベント等補助金】 ・調査結果や現況に基づいた所管部署の移管調整 ○調査結果や現況に基づいた所管部署の移管調整 ・調査結果や現況に基づいた所管部署の移

り

管調整
○現状の把握  
・イベントの目的、公益性、集客目標等の確認 【イベント等補助金】
・来場者内訳等（どこから、誰が、どうやって来てい ・イベント目的やターゲット、来訪地域等の確認
るか等）の調査、経済波及効

支

果等の検証　 ・関連課等との移管調整　
  
【郷土芸能保存会補助金】 【郷土芸能保存会補助金】
○現状の把握 ・今後の補助金の在り方（方針）等に関する所管部署
・活動状況の

行

確認 （文化課）や関係

政

課（各支所、まちづく

援

経

り推進課等）
・公益性

営

、公平性や事業成果等

改

の検証 との協議
・補助

革

要綱の確認、調整

取組

大

実績

【イベント等補助

綱

金】 【イベント等補助

ア

金】 【イベント等補助

ク

金】
○現状の把握 ・新

シ

型コロナウイルス感染

ョ

症の影響によりイベン

課

ン

トが ・令和2年度に続

プ

き、新型コロナウイル

ラ

ス感染症の影
・イベン

ン

トの目的、公益性、集

個

客目標等については、

票

中止となったことから

プ

イベントの目的や来場

ラ

者内訳な 響によりイベ

ン

ントの中止や集客を伴

N

わない形へと変更
補助

 

o

金交付申請書や実績報

.

告書等により確認を行

1

って どの現状の精査は

-

できなかった。 になっ

2

たことから現状の調査

-

・精査ができなかった

8

。
いる。 ・これまでに

基

実施したイベントで調

本

査結果に基づき、 ・調

方

査結果等に基づき、所

ま

針

管の変更等について関

４

係課
・来場者内訳等に

１

ついては開催された４

 

つのイベント 所管の変

行

更等について関係課等

政

との協議準備を進めて

サ

や支所との協議を行う

ー

予定だったが、イベン

ビ

トの多く
で調査を実施

ス

。※さざ波フェスタ(

ち

の

7月)、栖本かっぱ き

質

たがイベントが中止さ

の

れたこともあり実施で

向

きてい が中止されるな

上

どしたことから実施で

取

きていない。
祭り・福

組

連木子守唄＆童謡まつ

項

り・しんわ楊貴妃祭り

目

ない。  
（11月）に

９

て調査。3月の「あっ

づ

２

たか天草椿祭り」、 【

 

郷土芸能保存会補助金

業

】 【郷土芸能保存会補

務

助金】※R3より文化

改

課へ移管
「ごしょうら

善

島遊び」についてはコ

の

ロナウイルス感染 ・協

推

議の結果、令和３年度

進

より文化課の所管とす

プ

るこ ・令和３年度から

く

ラ

は文化課の所管となっ

ン

たが、今後の
症の影響

名

によりイベントが中止

イ

されたため未実施。 と

ベ

となったが、地域の伝

ン

統芸能という視点から

ト

所管や 支援のあり方等

等

について、文化課と合

補

同で当該支所（
【郷土

助

芸能保存会補助金】 補

り

金

助の在り方については

、

、まちづくり支援課や

郷

当該支 新和・有明・天

土

草）と協議を行ってい

芸

るが結論にはい
○現状

能

の把握 所、地域団体（

保

まちづくり協議会、地

存

区振興会等）を たって

会

いない。
・補助金交付

補

申請書、実績報告書等

係

助

により活動状況や 含め

金

て引き続き検討を行う

に

予定としている。
事業

関

成果等を確認している

す

。

ること

所管
、

支部 観光文化部 所管課
観

・係 観光振興課　観光
光

振興係 関連部署

基本方

文

針内容

全体計画

　各部

化

署において業務改善の

部

目標を掲げ、行政サー

 

ビスの質の向上につな

文

がる業務の改革・改善

化

に 　各イベントの開催

課

目的や来客の実態等を

 

2019年度中に整理

文

し、地域に根付いたイ

化

ベントとして開
取り組

振

みます。また、地域団

興

体、市民活動団体及び

地

・

企業等、市内の多様な

文

主体とそれぞれの「強

化

み 催されているものに

財

ついては、より実体に

係

沿った事業効果の検証

、

が可能なまちづくり支

そ

援課や支所
」や「特性

の

」を活かし連携するこ

他

とにより、地域の課題

 

解決に取り組むことが

域

そ

できる環境づくりを 等

の

への移管を行う。
推進

他

し、市民サービスの維

 

持やコスト削減につな

照

がるよう、業務改善に

会

取り組みます。 　また

権

、郷土芸能に関しても

限

前述同様に文化課との協議を行い、必要に応じて移管を行う。（目

振

標
：平成32年度までに移管）※令和3年度より文化課へ移管。ただし、今後の補助（支援）について
は引き続き関係課で協議を行う。
 

　観光振興課が支出しているイベント等補助金について、当該イベントの目的や来客

興

実態、経済波 【実施項目】
及効果等を精査したうえで、より効果的な事業の展開に取り組む。 1.イベント目的・実態等の精査　2.地域や関連部署との調整　3.事務取扱（手続）等調整

プランの 　また、郷土芸能保存会

部

補助金についても同様に事業内容等を検証し、関連団体等と連携しながら  
目的・効果 、より細やかな支援により、事業の有効性の向上が図られるよう取り組む。 数値目標(移管数)

　※数値についてはイベント等補助金、

 

郷土芸能保存会補助金の合計の移管数

現状・課題

　当該イベントが地域内の交流を目指すものなのか、観光客の誘客を目的としたものなのかが不明
確なものについては、広報や誘客の対象が絞り込まれておらず、効果的な事
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果

整であり  
昨年度、一

と

旦は文化課所管にする

課

方向で調整を行った 　

題

郷土芸能保存会補助金

年

については、部内調整

度

であり
が、文化課とす

令

ることで他の保存会と

和

の整合性を図る 文化課

元

所管にする方向で調整

年

を行っている。
必要が

度

生じたため、今年度、

令

再度調整したうえでＲ

和

２
年度から文化課への

 

移管を進める。

進捗 計

2

画より遅い 計画より遅

年

い 未設定 未設定

１年間

度

の成果と課題

年度 令和

令

元年度 令和 2年度 令

和

和 3年度 令和 4年

 

度

所管課意見

　各イベ

3

ントの開催目的や来客

年

の実態等については、

度

　新型コロナウイルス

令

感染症の影響により本

和

年度中に 　令和2年度

 

に引き続き新型コロナ

4

ウイルス感染症の
アン

年

ケート調査等の結果に

度

基づき年度中に整理す

所

る予 予定されていた集

管

客型のイベントは全て

課

中止となり、 影響によ

意

り予定されていた集客

見

イベントは中止や集客

　

定だったが、コロナウ

イ

イルス感染症の影響に

ベ

より2つ 移管に向けた

ン

関係課等（まちづくり

ト

支援課、各支所、 を伴

の

わない形式へ変更とな

現

ったことから、現状の

状

把握
のイベントが中止

に

となり、実態の把握が

つ

中途半端な状 地域団体

い

等）との検討・調整が

て

できなかったため、令

は

や今後の展開が想定で

、

きにくく、具体的な調

来

整作業に
態にあるため

場

継続して調査・検証し

者

、移管を検討した 和4

へ

年度予算の計上時まで

の

には当該課等との調整

ア

を行 は至らなかった。

ン

今後のイベントの実施

ケ

状況等をみな
い。 い、

ー

妥当と思われるものに

ト

ついては令和4年度か

○

らの がら、現状を再確

イ

認し、当該課等との移

ベ

管に向けた調
　また、

ン

郷土芸能に関しても同

ト

様に現状や課題等を整

等

移管に向けて取り組む

補

。 整を行いたい。
理し

助

、文化課との協議・調

金

整のうえ移管を進める

　

こと 　郷土芸能補助金

令

については協議の結果

和

、令和３年度 　郷土芸

2

能補助金については、

年

引き続き、文化課や当

度

としたい。 より文化課

に

の所管とすることとな

引

った。しかし、地域 該

き

支所と公平性や公益性

続

について精査しながら

き

、支援
の伝統芸能とい

新

う視点から所管や補助

型

の在り方につい の在り

コ

方や今後の方向性につ

ロ

いて検討を行う。
ては

ナ

、当該支所や地域団体

ウ

（まちづくり協議会、

イ

地区
振興会等）を含め

ル

て引き続き検討を行う

ス

。

方向性 継続（未達）

感

継続（未達） 継続（未

染

達） 未設定

　イベント

症

補助金については、合

の

併後これまで継続し 　

調

イベント補助金につい

査

ては、合併後これまで

の

継続し  イベント時に

結

来場者アンケートを実

果

施し、イベント
て協議

等

しており、イベントの

に

目的、内容等により観

よ

光 て協議しており、昨

り

年度からイベント時に

把

来場者アン の目的、内

握

容等、データを収集し

し

、これに基づき観光
振

て

興か、地域振興かなど

い

、大まかな方向性は出

く

ている ケートを実施し

が

、イベントの目的、内

、

容等、データに 振興か

下

、地域振興かなど、方

期

向性を決定する予定で

（

あ
。今年度は、イベン

秋

ト時のアンケート結果

以

を基に来場 基づき観光

降

振興か、地域振興かな

）

ど、協議を行ってき っ

・

たが、今年度もコロナ

新

禍で全てのイベントが

型

中止と
者の動向を把握

コ

し、決定する予定であ

ロ

ったが、コロナ た。今

ナ

年度もアンケートを実

ウ

施し、方向性を決定す

イ

る なり、検証できなか

ル

った。次年度も引き続

ス

き、同じ手
支部長 感染

感

防止により中止したイ

染

ベントがあり検証が完

症

了で 予定であったが、

の

コロナ禍で全てのイベ

影

ントが中止と 法で検討

響

する。
評価 きなかった

に

ので、次年度も引き続

よ

き検討する。 なり、検

り

証が完了できなかった

期

ので、次年度も引き続

間

　郷土芸能に関しては

中

、今年度より文化課の

に

所管とし
　郷土芸能に

開

かんしては、補助団体

影

の性格が観光ＰＲ き検

響

討する。 たが、補助制

に

度の内容について、見

よ

直しも含め、引き
とい

り

うより、伝統芸能の継

予

承の色が強いことから

定

、文 　郷土芸能に関し

さ

ては、部内調整の結果

れ

、令和３年度 続き関係

て

者と検討を行う。
化課

い

所管を軸に調整してい

た

く。 より文化課の所管

集

とすることとなったが

客

、補助制度の
内容につ

イ

いて見直しも含めて関

ベ

係者と検討を行う。

方

ン

向性 継続（未達） 継続

ト

（未達） 継続（未達）

が

未設定

中止、集客
に開催されるイベントが大半を占めるため、調査結果 催が予定されていたイベントについては全て中止とな を伴わない形式へ変更となっているため、現状の把握
の集約、検証は年度末以降となる見込み。　 り、来場者内訳等の調査等ができなかった。現状では や今後の展開の想定が困難な状況にある。
　郷土芸能保存会補助金については、交付申請書や実 当該課（まちづくり支援課、各支所）との移管に向け 　状況をみながら、引き続き、現状の把握、当該課等
績報告書等により活動の状況や成果を引き続き検証し た調整は整っていない。 との協議を行う。
、併せて移管に向けた補助要綱の確認、関連部署等と ○郷土芸能保存会補助金 　郷土芸能補助金については、感染症の影響で活動が
の調整を行っていく。 ・関係課（文化課、財政課等）との協議を実施し、令 休止しているものもあるため、現状が把握しにくいが

和3年度以降の事業（予算）の移管に向けた調整を行 、引き続き、文化課や当該支所と今後の方向性等につ
っている。 いて検討していく。

進捗 計画より遅い 計画より遅い 計画より遅い 未設定

　イベント等補助金の見直しについては、合併以降取 　イベント等補助金の見直しに向けて、昨年度、観光
り組んできたが一向に進んでない。観光振興課のみで 振興課で実施した来場者アンケート結果を基に、まち
進めるのではなく、

プ

まちづくり支援課、支

ラ

所等関係各 づくり支援

ン

課、支所等と協議を進

N

める予定であった。
課

o

が自分事として真剣に

.

向き合う姿勢が求めら

1

れる。 しかし、新型コ

-

ロナウィルス感染予防

2

のため、今年度
今年度

-

の調査結果、検証を基

8

に、最低でもＲ３年度

中

予 のイベントは全て中

間

止となり、見直しの調

期

整に至って
支部長 算か

ま

ら実行するよう指導し

で

ていく。 いない。
評価

の

　郷土芸能保存会補助

成

金については、部内調
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行

内容を見える化し、職

政

員
間で共有することで

経

、問い合わせ等の対応

営

時間を短縮 間で共有す

改

ることで、問い合わせ

革

等の対応時間を短縮 間

大

で共有することで、問

綱

い合わせ等の対応時間

ア

を短縮 間で共有するこ

ク

とで、問い合わせ等の

シ

対応時間を短縮
させる

ョ

。 させる。 させる。 さ

ン

せる。
 ・4月～5月

プ

　職員の認識共有 ・4

ラ

月～3月　見える化・

ン

見せる化の実施 ・4月

個

～3月　見える化・見

票

せる化の実施
・5月～

プ

7月　見える化推進の

ラ

ためのﾏﾆｭｱﾙ作成

ン

・4月～3月　見える

N

化・見せる化の実施  

o

          

.

 問題を把握し、課題

4

の抽出        

1

     問題を把握

-

し、課題の抽出
・7月

2

～9月　職員の意識改

-

革          

1

   問題を把握し、

8

課題の抽出      

基

       定期的

本

な見直し、更新の実施

方

 　　　　　　定期的

針

な見直し、更新の実施

４

・8月～2月　見える

１

化実施・見せ方の検討

 

・7月～9月　共有す

行

べき情報の体系的整理

政

 
・3月　　　 見直

サ

し

取組実績

支所内の事

ー

業や各種イベント内容

ビ

を見える化し、職員 支

ス

所内の事業や各種イベ

の

ント内容を見える化し

質

、職員 支所内の事業や

の

各種イベント内容を見

向

える化し、職員
間で共

上

有することで、問い合

取

わせ等の対応時間を短

組

縮 間で共有したことで

項

、問い合わせ等対応時

目

間を短縮す 間で共有し

９

たことで、問い合わせ

２

等対応時間を短縮す
さ

 

せた。 ることができた

業

。 ることができた。
 

務

  
・7月～10月　

改

 職員の意識改革　　

善

　　　　　　　　 ・4

の

月　　　　職員の認識

推

共有 ・4月　　　　職

進

員の認識共有
　　　 

プ

10月　 見える化、

ラ

見せる化の検討　　 

ン

    ・4月～10

名

月　イントラ共有フォ

ス

ルダに各種事業や各 ・

ケ

4月～10月　イント

ジ

ラ共有フォルダに各種

ュ

事業や各
・10月～3

ー

月 　イントラにフォ

ル

ルダを作成 　　　　　

の

　 種イベント内容を

共

保存し、見える化・ 　

有

　　　　　 種イベン

化

ト内容を保存し、見え

所

る化・
　　　　　　　

管

事業や各種イベント内

支

容を保存し、随 　　　

部

　　　 見せる化を実

天

施 　　　　　　 見せ

草

る化を実施
　　　　　

支

　　時更新。　 ・11

所

月～3月　共有情報の

所

体系整理 ・11月～3

管

月　共有情報の体系整

課

理
 

・係 まちづくり推進課　まちづくり係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に 【実施項目】　　　　　令和元年度　　　令和 2年度　　　令和 3年度　　　令和 4年度
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み  
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 1．職員の意識改革　　 職員の理解　　　職員の認識　　　　職員の認識　　　職員の認識
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。 　　　　　　　　　　　を深める　　　　共有　　　　　　　共有　　　　　　共有

 
2．見せ方の改善　　　 見せ方の　　　　問題を把握し　　　問題を把握し　　問題を把握し　　
　　　　　　　　　　　見直し検討　　　課題の抽出　　　　課題の抽出　　　課題を抽出

支所内の事業や各種イベント内容を見える化し、職員間で共有することで、問い合わせ等の対応時  
間を短縮させる。 ＊平均2分程度の時間を要しているが、それを1分短縮できるように取り組む。

プランの
目的・効果

現状・課題

支所内の事業や各種イベント内容が担当課等で確認しなければならず、問い合わせ等への応答時間
を要している。
 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 令和2年度迄に1分 計画 2 2 1 1

プランの課題等

対応時間を短縮させるため、見える化の取組みや課題等について職員で共有し、より良い方法を協 単位：分 に短縮 実績 1 1 1
議する必要がある。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

支所内の事業や各種イベント内容を見える化し、職員 支所内の事業や各種イベント内容を見える化し、職員 支所内の事業や各種イベント内容を見える化し、職員 支所内の事業や各種イベント
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の

員にとどまっている。

成

 
 
 
 

方向性 継続（

果

完了） 継続（完了） 継

と

続（完了） 未設定

　支

課

所管内の事業や各種イ

題

ベント等の情報を職員

年

間で 　必要な情報が職

度

員間で共有され、市民

令

に対して常に 　必要な

和

情報が職員間で共有さ

元

れ、市民に対して常に

年

共有することで、市民

度

に対して常にスピーデ

令

ィーな対 スピーディー

和

な対応を図ることがで

 

きている。 スピーディ

2

ーな対応を図ることが

年

できている。
応を図る

度

ことができた。 　今後

令

においても、職員への

和

周知方法等を工夫しな

 

が 　今後においても、

3

職員への周知方法等を

年

工夫しなが
　今後にお

度

いても、職員への周知

令

方法等を工夫しなが ら

和

、行政サービスの質の

 

向上に繋がる取り組み

4

として ら、行政サービ

年

スの質の向上に繋がる

度

取り組みとして
ら、行

所

政サービスの質の向上

管

に繋がる取り組みとし

課

て 継続する必要がある

意

。 継続する必要がある

見

。
支部長 継続する必要

支

がある。
評価

方向性 継

所

続（完了） 未設定 継続

内

（完了） 未設定

の事業や各種イベント内容を見える化するため 支所内の事業や各種イベント等共有すべき内容の入力 コロナ禍で各種イベント等は開催されなかったが、支
、イントラへの入力を徹底し、職員間で共有すること を徹底し、外部からの問い合わせ等への対応時間が短 所内の事業等共有すべき内容の入力徹底を促し、職員
で、問い合わせ等への対応時間が短縮されつつある。 縮されている。 間で共有することで、問い合わせ等への対応時間が短

縮されている。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

職員間で支所内の事業や各種イベント等の情報を共有  職員間で情報を共有し、市民に対して、常にスピー 　職員間で情報を共有し、市民等に対して、常にスピ
し、市民に対して、常にスピーディーな対応ができる ディーな対応ができるよう心がけ、行政サービスの質 ーディーな対応ができるよう心がけ、行政サービスの
よう行政サービスの質の向上に繋がる取り組みを継続 の向上に繋がる取り組みを継続して実践してほしい。 質の向上に繋がる取り組みを継続して実践してほしい
して実践してほしい。 。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

　イントラへの入力を促し見える化したことで部署間 　組織としての業務を行っているため、上司や部下等 　各種事業やイベント等が実施される際に職員間の情
での情報が共有され、二度手間が発生したり適切な対 で情報共有しながら業務が進められている。必要な情 報共有が図られているため、問題が発生しにくい環境
応ができなかったりする

プ

等の問題は生じなかっ

ラ

た。 報が共有され、問

ン

題が発生しにくい環境

N

にあることか となって

o

おり組織内の体質改善

.

に繋がっている。
　見

4

える化・見せる化する

1

ことで効率的に業務を

-

遂行 ら組織内の体質改

2

善に繋がっている。 　

-

今後はフォルダ内を定

1

期的に整理し、より見

8

える化
できた。 ・見せ

中

る化を推進していく。

間

 　
　見える化・見せ

期

る化を進めるためには

ま

、全職員の関
わりが不

で

可欠であるが一部の職
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振

概要書を作成し、併せ
財政効果額 計画て、情報共有のための職員研修を実施する。

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

【実施項目】 【実施項目】 【実施項目】 【実施項目】
   

興

 
①ガイドブック及び概要書の作成。 ①ガイドブック及び概要書の見直し・更新。 ①ガイドブック及び概要書の見直し・更新。 ①ガイドブック及び概要書の見直し・更新。
    
②課内研修の実施。 ②課内研修の実施。 ②

課

課内研修の実施。 ②課内研修の実施。

取組実績

実施項目①のガイドブックの作成については、関連部 実施項目①のガイドブックの見直し・更新については 実施項目①のガイドブックの見直し・更新については
署において素案

 

を作成し、産業政策課で取りまとめの 、各課関連部署において実施し、産業政策課で取りま 、各課関連部署において実施し、産業政策課で取りま
上、７月１日に「天草市経済部関連施策活用ハンドブ とめの上、６月１５日に

農

「令和２年度天草市経済部関 とめの上、６月１５日に「令和３年度天草市経済部関
ック」として作成した。 連施策活用ハンドブック」として作成した。 連施策活用ハンドブック」として作成した。
概要

行

書の作成については、

政

政

９月の決算審査に合わ

経

せて 概要書の作成につ

営

いては、３月の当初予

改

算審査までに 概要書の

革

作成については、２月

大

の当初予算審査までに

綱

、各部署で事業実績を

ア

作成したが、全体をと

ク

りまとめ 、全体をとり

シ

まとめた概要書の作成

係

ョ

を予定している。 、全

ン

体をとりまとめた概要

プ

書の作成を予定してい

ラ

る。
た概要書の作成に

ン

は至っていない。   

個

 実施項目②の課内研

票

修については、ガイド

プ

ブック作成 実施項目②

ラ

の課内研修については

ン

、ガイドブック作成
実

、

N

施項目②の課内研修に

o

ついては、ガイドブッ

.

ク作成 時に部署毎に実

1

施した。 時に部署毎に

-

実施した。
時に部署毎

2

に実施した。  
 

-7

基本

経

方針 ４１ 行政サービ

済

スの質の向上 取組項目

部

９２ 業務改善の推進

 

プラン名 行政サービス

農

の質の向上につながる

林

業務改善

所管支部 経済
整

部 所管課・係 産業政策
備

課　産業政策係 関連部
課

署

基本方針内容

全体計

 

画

　各部署において業

施

務改善の目標を掲げ、

設

行政サービスの質の向

管

上につながる業務の改

理

革・改善に 【実施項目

係

】
取り組みます。また

、

、地域団体、市民活動

経

団体及び企業等、市内

済

の多様な主体とそれぞ

部

れの「強み  
」や「特

 

性」を活かし連携する

水

ことにより、地域の課

産

題解決に取り組むこと

経

振

ができる環境づくりを

興

①経済部のガイドブッ

課

ク及び概要をとりまと

 

めた冊子の作成。
推進

水

し、市民サービスの維

産

持やコスト削減につな

振

がるよう、業務改善に

興

取り組みます。  
②職

係

員資質向上のための課内研修の実施。

【目的

済

】　経済部各課が所管する補助事業や支援事業などのガイドブック及び概要を作成し、対象
となる住民に対して、制度の概要を周知するとともに、適切な窓口対応に心がけ、円滑な事業遂行

プランの と住民サービスの向上を

部

図る。
目的・効果 【効果】　住民に対する適切な事業案内及び窓口対応が可能となり、公平・公正な事業の説明責任

を果たすことで、住民の理解と信頼向上及び、部内での情報共有の強化が図られる。

現状・課題

　平成30

 

年度において、経済部各課が所管する補助金は102のメニューで運用しているが、全体を
網羅している資料がないため、各事業の情報共有ができない状況である。また、住民への案内がス
ムーズにいかないケースや、担当

農

者が不在の場合に説明できない場合もあるため、ガイドブック等 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
を作成し、情報共有を図りながら、適切な窓口対応につなげる必要がある。

数値目標 課内研修の実施 計

業

画 1 1 1 1

プランの課題等

　ガイドブック等の作成にあたり、既に同様のガイドブック等を作成している部署の様式を参考に 単位：回 実績 1 1 1
して、平成31年度中に、経済部の各課及び農業委員会毎にガイドブック及び
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果

及び修正をし、早急に

と

取りまとめを進めたい

課

。 概要書の作成につい

題

ては、３月の当初予算

年

審査までに 概要書の作

度

成については、２月の

令

当初予算審査までに
、

和

全体をとりまとめた概

元

要書を作成した。 、全

年

体をとりまとめた概要

度

書を作成した。
  
実

令

施項目②の課内研修に

和

ついては、ガイドブッ

 

ク作成 実施項目②の課

2

内研修については、ガ

年

イドブック作成
時に部

度

署毎に実施した。 時に

令

部署毎に実施した。
 

和

方向性 継続（未達） 継

 

続（完了） 継続（完了

3

） 未設定

ガイドブック

年

の作成はしたが、表示

度

項目や内容が統一 ガイ

令

ドブックについて作成

和

した。今後も内容見直

 

しな
されていないので

4

、見直しをしたい。 が

年

ら作成していきたい。

度

概要（資料集）につい

所

ては、全体のとりまと

管

めまで完  
了していな

課

いので、令和２年度の

意

当初予算編成等を反 概

見

要（資料集）について

ガ

は、翌年度の当初予算

イ

審議ま
映させ、各課見

ド

直し及び修正をし、早

ブ

急に取りまとめ え（2

ッ

月議会）に出来上がっ

ク

たので、令和4年度は

の

、決
支部長 を進めたい

作

。 算審査が行われる9

成

月議会前までに完了さ

、

せたい。
評価

方向性 継

課

続（未達） 未設定 継続

内

（完了） 未設定

研修については、完了した ガイドブックの見直し・更新、課内研修については、 ガイドブックの見直し・更新、課内研修については、
が、概要の作成については、全体の取りまとめが終わ 完了したが、概要の作成については、全体の取りまと 完了したが、概要の作成については、全体の取りまと
っていないため、令和２年度の当初予算編成と合わせ めが終わっていないため、令和３年度の当初予算編成 めが終わっていないため、令和３年度の当初予算編成
て進めたい。 と合わせて進めたい。 と合わせて進めたい。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

　ガイドブックは作成済ではあるが、各課で表現の仕 ガイドブックは２年目の作成で、様式も統一され分か ガイドブックは３年目の作成で、様式も統一され、載
方や項目が統一されていないので、基準を決めて統一 りやすくなってきた。 する項目について、内容も見直しをしながら作成した
した様式にしたい。 掲載する項目について、随時見直しする必要がある。 。概要については、年度末までには完成させたい。
　概要については、記載する項目や様式を定めて早急 概要についてもまだ未整理の部分があるので、年度末
に作成をしたい。 までには完成させたい。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

ガイドブックの作成、課内研修については、完了した 実施項目①のガイドブックの見直し・更新については 実施項目①のガイドブックの見直し・更新については
。概要（資料集）の作成については、全体のとりま

プ

と 、各課関連部署にお

ラ

いて実施し、産業政策

ン

課で取りま 、各課関連

N

部署において実施し、

o

産業政策課で取りま
め

.

まで完了することがで

1

きなかった。 とめの上

-

、６月１５日に「令和

2

２年度天草市経済部関

-

とめの上、６月３０日

7

に「令和３年度天草市

中

経済部関
今後、令和２

間

年度の当初予算編成を

期

反映させ、各課見 連施

ま

策活用ハンドブック」

で

として作成した。 連施

の

策活用ハンドブック」

成

として作成した。
直し
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行

としての行政知識の向

政

上を図 職員として幅広

経

い行政知識の習得し組

営

織力の向上を図 発表を

改

行うこととし年間３２

革

回を計画する。この取

大

り 発表を行うこととし

綱

年間３２回を計画する

ア

。この取り
ることを目

ク

的とする。 ることを目

シ

的とする。 組みは職員

ョ

の表現力やスピーチ力

ン

を養い職員の資質の 組

プ

みは職員の表現力やス

ラ

ピーチ力を養い職員の

ン

資質の
  向上を図る

個

ことを目的とする。 向

票

上を図ることを目的と

プ

する。
②支所の課題認

ラ

識や支所職員の連携強

ン

化のため、月１ ②支所

N

の課題認識や支所職員

o

の連携強化のため、月

.

１ また、支所で開催し

1

ている行政区長会にお

-

いては、各 また、支所

2

で開催している行政区

-

長会においては、各
回

1

、支所長、課長、係長

6

の支所連絡会を開催し

基

、情報 回、支所長、課

本

長、係長の支所連絡会

方

を開催し、情報 担当職

針

員が説明を行う。 担当

４

職員が説明を行う。
の

１

共有化を図る。 の共有

 

化を図る。   
  ②

行

支所の課題認識や支所

政

職員の連携強化のため

サ

、月１ ②支所の課題認

ー

識や支所職員の連携強

ビ

化のため、月１
回、支

ス

所長、課長、係長の支

の

所連絡会を開催し、情

質

報 回、支所長、課長、

の

係長の支所連絡会を開

向

催し、情報
の共有化を

上

図る。 の共有化を図る

取

。
  

取組実績

①職員

組

の資質向上を目指した

項

職員研修会を、本年度

目

６ ①職員の資質向上を

９

目指した職員研修会を

２

、本年度６ ①職員研修

 

の一環として、毎週月

業

曜日に実施する朝礼
月

務

から毎月第３水曜日の

改

業務時間終了後に開催

善

した。 月から毎月第３

の

水曜日の業務時間終了

推

後に開催した。 におい

進

て各職員持ち回りによ

プ

る１分間スピーチを実

ラ

施
１回の研修会あたり

ン

、２名の職員がそれぞ

名

れが担当す １回の研修

行

会あたり、２名の職員

政

がそれぞれが担当す し

サ

ている。支所勤務職員

ー

１６人が１人当たり２

ビ

回、年
る業務について

ス

発表するスタイルとし

の

ており、職員の る業務

資

やこれまで経験した業

質

務などを発表するスタ

の

イ 間３２回を計画して

向

現在実施中。この取り

上

組みにより
資料作成能

と

力及びプレゼンテーシ

業

ョン能力の向上が図 ル

務

とし、職員の資料作成

の

能力及びプレゼンテー

改

ション 、表現力やスピ

革

ーチ力などを養うこと

・

で職員の資質の
られて

改

いる。また、支所内の

善

職員の業務内容を知る

所

機 能力の向上が図られ

管

た。また、支所内の職

支

員の業務内 向上につな

部

がっている。
会にもな

新

ることから、支所職員

和

全体の行政知識の向上

支

容を知る機会にもなり

所

、職員の行政知識の向

所

上につな また、支所で

管

開催している行政区長

課

会（年間５回）に
につ

・

ながっている。 がった

係

。 おいては、各担当職

ま

員が説明を行っている

ち

。
   
②支所長、課

づ

長、係長を対象とした

く

支所連絡会を毎月 ②支

り

所長、課長、係長を対

推

象とした支所連絡会を

進

毎月 ②支所長、課長、

課

係長を対象とした支所

　

連絡会を毎月
１回開催

ま

した。支所職員の情報

ち

共有が図られ、課題の

づ

１回開催した。支所職

く

員の情報共有が図られ

り

、課題の １回開催。支

係

所職員の情報共有が図

関

られ、課題の認識
認識

連

や職員の連携強化に結

部

び付いている。 認識や

署

職員の連携強化に結び

基

付いた。 や職員の連携

本

強化に結び付いている

方

。

針内容

全体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に ①職員研修の実施
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み 　職員の資質向上を図ることを目的として支所職員を対象に職員研修を実施する。
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 　また、支所において開催している行政区長会においては、各担当職員が説明する。
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。 ②支所連絡会の開催

　支所長、課長、係長による支所連絡会を毎月１回開催する。

①支所職員の資質の向上を図る
②支所職員の情報共有を図る

プランの
目的・効果

現状・課題

①職員の資質向上を図る必要がある
②職員の情報共有を図る必要がある

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 職員研修会の開催 計画 10 10 32 32

プランの課題等

単位：回 実績 10 9 32

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

①職員の資質向上を図るため、月１回（基本第３水曜 ①職員の資質向上を図るため、毎月定期的に予めテー ①職員の資質向上を図る職員研修の一環として、定期 ①職員の資質向上を図る職員研修の一環として、定期
日）、発表者がテーマ（担当事務の説明など）を決め マ（担当業務や制度説明）を決めて職員研修会を実施 的な朝礼で各職員持ち回りによる１分間スピーチを実 的な朝礼で各職員持ち回りによる１分間スピーチを実
、職員研修会を実施している。個人の説明力、資料作 する。職員個人の説明力、資料作成力の向上や、支所 施する。支所の勤務職員１６人が１人当たり年間２回 施する。支所の勤務職員１６人が１人当たり年間２回
成力の向上や、支所職員
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成

た。また、他職員 ５人

果

の職員が各自の業務に

と

ついて発表を行った。

課

発表 において各職員持

題

ち回りによる１分間ス

年

ピーチを通し
の業務を

度

知ることにより知識の

令

向上に繋がった。 職員

和

のプレゼン能力の向上

元

並びに参加職員の知識

年

習得 て、職員の育成に

度

努めたことにより資質

令

の向上に繋が
支所連絡

和

会を定期的に開催し、

 

支所職員による情報共

2

につながった。 った。

年

（実施回数：32回）

度

有が図られ、支所とし

令

て一体的な取り組みが

和

できた。 支所連絡会は

 

定期的に開催したこと

3

により、支所職員  
の

年

情報共有及び連携強化

度

につながった。 ②支所

令

長、課長、係長を対象

和

とした支所連絡会を毎

 

月
１回開催した。支所

4

職員の情報共有が図ら

年

れることで
課題の認識

度

や職員の連携強化に結

所

び付き、一体的な組
織

管

づくりに繋がった。

方

課

向性 継続（完了） 継続

意

（完了） 継続（完了）

見

未設定

職員研修も計画

職

どおり実施することが

員

でき、職員の資 計画ど

研

おり職員研修会を実施

修

。支所長と課長を除く

を

１ ①計画どおり、毎週

計

月曜日に朝礼を実施し

画

、課長から
質向上にも

ど

繋がっている。また、

お

個人の適性や性格も ５

り

人の職員が各自の業務

実

について発表を行った

施

。発表 の挨拶や連絡事

し

項の伝達により情報の

、

共有化が図られ
少しは

職

把握ができ、職員への

員

指導や助言においても

の

参 職員のプレゼン能力

育

の向上並びに参加職員

成

の知識習得 た。また、

に

職員によるスピーチに

努

より職員の資質向上
考

め

になっている。この研

て

修方法も3年を経過し

お

たこと につながった。

職

この企画も4年となり

員

検証して、新た にもつ

研

ながった。
から、新た

修

な取り組みを検討する

を

必要がある。 な取り組

計

みをすることが必要で

画

ある。 ②支所連絡会を

ど

定期的に開催したこと

お

で、各係間の情
支部長

り

支所連絡会を定期的に

実

開催することで、各係

施

間の協力 支所連絡会は

し

定期的に開催したこと

、

により、支所職員 報共

職

有につながり、連携が

員

図られた。
評価 体制や

の

連携が図れるようにな

育

った。 の情報共有及び

成

連携強化につながった

に

。

方向性 継続（完了）

努

未設定 継続（完了） 未

め

設定

てお ①職員研修の一環として、毎週月曜日に実施する朝礼
り、資質向上に繋がっている。 り、支所職員の資質向上に繋がっている。 において各職員持ち回りによる１分間スピーチを通し
支所連絡会を定期的に開催し、情報等の共有が図られ また、支所連絡会を定期的に開催することで情報等の て、職員の育成に努めており、資質の向上に繋がって
、一体的・効果的な組織になっている。 共有が図られ、一体的・効果的な組織づくりに繋がっ いる。

ている。  
②支所長、課長、係長を対象とした支所連絡会を毎月
１回開催。支所職員の情報共有が図られることで課題
の認識や職員の連携強化に結び付いており、一体的な
組織づくりに繋がっている。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定 未設定

職員研修も計画どおり実施し、職員の資質向上にも繋 職員研修も計画どおり実施し、職員の資質向上にも繋 ①毎週月曜日に朝礼を実施しており、課長からの挨拶
がっている。また、個人の適性や性格も少しは把握が がっている。また、個人の適性や性格も少しは把握が や連絡事項の伝達により情報の共有化が図られている
でき、職員への指導や助言においても参考になる部分 でき、職員への指導や助言においても参考になる部分 。また、職員によるスピーチにより職員の資質向上に
がある。 がある。 も繋がっている。
支所連絡会を定期的に開催することで、各係間の協力 支所連絡会を定期的に開催することで、各係間の協力 ②支所連絡会を定期的に開催することで、各係間の協

支部長 体制や連携が図れるようになった。 体制や連

プ

携が図れるようになっ

ラ

た。 力体制や連携が図

ン

れている。
評価

進捗 計

N

画どおり進行 計画どお

o

り進行 計画どおり進行

.

未設定

１年間の成果と

1

課題

年度 令和元年度 令

-

和 2年度 令和 3年

2

度 令和 4年度

所管課

-

意見

職員研修を計画ど

1

おり実施したことによ

6

り、職員のプ 計画どお

中

り職員研修会を実施。

間

支所長と課長を除く１

期

①職員研修の一環とし

ま

て、毎週月曜日に実施

で

する朝礼
レゼンテーシ

の

ョン能力向上が図られ
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行

庁市民課をはじめ、関

政

係課等と情報共有を図

経

り、 単位：件 けた取組

営

件数 実績 3 2 1
より良

改

い方法を協議する必要

革

がある。
財政効果額 計

大

画

単位：千円 実績

年度

綱

令和元年度 令和 2年

ア

度 令和 3年度 令和 

ク

4年度

取組計画

１．プ

シ

ライバシー確保対策　

ョ

２　課内窓口業務勉強

ン

会の開催 ２　課内窓口

プ

業務勉強会の開催 ２　

ラ

課内窓口業務勉強会の

ン

開催
　・一部しかない

個

窓口カウンターの間仕

票

切り板をすべ ・年間通

プ

じて１０回程度課内窓

ラ

口業務勉強会を開催す

ン

・年間通じて１０回程

N

度課内窓口業務勉強会

o

を開催す ・年間通じて

.

１０回程度課内窓口業

4

務勉強会を開催し
て設

1

置する。 る。 る。 、係

-

内研修は随時実施する

2

。
　・防音対策が不備

-

な相談室の防音壁を設

1

置する。  ３．令和２

1

年度　完了
 ３　本来

基

業務でない事務の他課

本

移管
２．課内窓口業務

方

勉強会の開催 ・地籍誤

針

謬訂正事務、家庭児童

４

相談のうち、現場同行

１

　・週１～２回、年間

 

通じて３９～７８回の

行

課内窓口 事務など、本

政

来業務でない事務の他

サ

課移管を市民サー
業務

ー

勉強会を開催する。 ビ

ビ

スの維持、向上の視点

ス

に立って進める。
 
３

の

．本来業務でない事務

質

の他課移管
　・地籍誤

の

謬訂正事務、家庭児童

向

相談のうち、現場同
行

上

事務など、本来業務で

取

ない事務の他課移管を

組

進める
。

取組実績

◆1

項

.窓口カウンターの仕

目

切版はすべて設置完了

９

。相談 １　令和元年度

２

　完了 ２　課内窓口業

 

務勉強会の開催
室の防

業

音対策については再三

務

総務振興課に要請して

改

い ・新型コロナ対策と

善

して防御機能が高い透

の

明フィルム ・現在１１

推

回開催［年間１２回開

進

催予定（４テーマ×
る

プ

が、消防法の関係等で

ラ

実現していない。現在

ン

応急的 を設置（一部ア

名

クリル板） ３係）］
に

窓

3階の旧秘書課室を代

口

用中◆2．課内勉強会

サ

を5/15か ２　課内

ー

窓口業務勉強会の開催

ビ

　今年度組織編成があ

ス

り係の統合が行われた

向

。各係か
ら9/19ま

上

での間に13回開催。

の

共有したい業務情報の

推

勉 ・上半期　課・係内

進

で適宜職場内研修を実

所

施 らテーマを決め課内

管

職員全員に研修を行う

支

ことで、担
強会により

部

窓口対応能力の向上に

牛

寄与◆3．児童相談 ・

深

下半期　課内でテーマ

支

を決め月２回程度実施

所

中 当業務を越え窓口の

所

対応を実施することが

管

出来、市民
関係の現場

課

同行業務は本庁に移管

・

した。ただ地籍の誤 ３

係

　本来業務でない事務

市

の他課移管 への待ち時

民

間の短縮に努めること

生

が出来ている。
謬訂正

活

事務に関しては、ほと

課

んどが国土調査事業に

　

対 ・地籍誤謬訂正事務

市

　財産経営課と協議す

民

るが人員不
する苦情相

環

談であるため、本課所

境

管の窓口業務にそぐ 足

係

を理由に理解を得られ

関

ていない。継続協議。

連

わず、支所総務部局、

部

本庁財産経営課に事務

署

移管の協 ・家庭児童相

市

談の現場同行業務　子

民

育て支援課と協議
議を

生

重ねたが、理解を得ら

活

れず実現していない。

部

本年 、情報共有が必要

 

な案件は共有し同課依

市

頼の案件につ
度上半期

民

だけでも10件程度の

課

案件が発生したが、今

 

後 いては同行すること

総

とした。
数年間はこう

合

いった案件の増加が見

窓

込まれ、窓口マン
パワ

口

ーが大きくそがれる要

係

因となることを懸念し

、

てい
る。

市民生活部 市民課 戸籍係

基本方針内容

全体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に １．プライバシー確保対策　
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み 　・一部しかない窓口カウンターの間仕切り板をすべて設置する。
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 　・防音対策が不備な相談室の防音壁を設置する。
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。  

２．課内窓口業務勉強会の開催
　
 

ハード面では、一部しかない窓口カウンターの間仕切り板をすべて設置し、窓口来庁者のプライバ ３．本来業務でない事務の他課移管
シー確保を高めるとともに、防音対策が不備な相談室の防音壁を設置する。 　・地籍誤謬訂正事務、家庭児童相談のうち、現場同行事務など、本来業務でない事務の他課移管

プランの ソフト面では、時期的に繁忙な係への他係員の応援体制を強化するため、週１～２回、年間通じて を進める。
目的・効果 ３９～７８回の課内窓口業務勉強会の開催を目指す。

また、地籍誤謬訂正事務、家庭児童相談のうち、現場同行事務など、本来業務でない事務の他課移
管を進め、窓口対応可能述べ職員数の増を図り、待ち時間短縮に全力を挙げる。

現状・課題

相談対応にあたる際、間仕切り、防音対策の不備からプライバシー配慮に欠けるところが見られる
。また、地籍誤謬訂正事務、家庭児童相談など、本来業務でない事務があることもあり、担当窓口
の職員が出張、休暇等で不在と相まって、市民を待たせる状態が出てきている。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 サービス向上に向 計画 3 2 1 1

プランの課題等

窓口対応改善の取り組みや課題等については、本
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の

見

・窓口カウンターの

成

間仕切り板をすべて設

果

置するなど １　令和元

と

年度　完了 ２　課内窓

課

口業務勉強会の開催
、

題

プライバシー確保対策

年

は完了した。 ・新型コ

度

ロナ対策として防御機

令

能が高い透明フィルム

和

・課内研修会を１１回

元

実施した。また、係内

年

研修も随
・係を越えた

度

応援体制構築のため課

令

内窓口業務勉強会 を設

和

置（一部アクリル板）

 

時実施した。来所者に

2

対し用件に応じた迅速

年

な対応、
を１３回開催

度

、併せて課内異動を６

令

月、９月及び１０ ２　

和

課内窓口業務勉強会の

 

開催 待ち時間の短縮に

3

つなげた。課内研修や

年

係内研修は引
月に実施

度

、窓口業務の改善に努

令

めた。 ・上半期　課・

和

係内で適宜職場内研修

 

を実施 き続き実施する

4

。
・本来業務でない事

年

務の他課移管について

度

は、市民サ ・下半期　

所

課内でテーマを決め月

管

２回程度実施。
ービス

課

の維持、向上の視点に

意

立って、本庁関係各課

見

と ３　本来業務でない

地

事務の他課移管（本年

籍

度完了）
協議を進めた

の

。 ・地籍誤謬訂正事務

誤

　財産経営課職員の適

謬

正配置につ
 いては検

訂

討を依頼。支所の役割

正

分担は必要に応じ協議

事

することとした。・家

務

庭児童相談の現場同行

な

業務　子
育て支援課と

ど

協議、情報共有が必要

、

な案件は共有し同
課依

本

頼の案件については同

課

行することとした。

方

業

向性 継続（完了） 継続

務

（完了） 継続（完了）

で

未設定

・ハード面での

は

プライバシー確保対策

な

は完了した。ソ おおむ

い

ね課内勉強会も実施さ

事

れ、窓口対応能力向上

務

に 課内勉強会は計画的

の

に実施され、窓口対応

移

能力向上に
フト面での

・

対応は引き続き「気く

課

ばり」「めくばり」 寄

内

与している。引き続き

窓

市民の利便性向上に向

口

け取り 寄与している。

業

引き続き市民の利便性

務

向上に向け取り
を忘れ

勉

ず行っていただきたい

強

。 組んでいただきたい

会

。 組みを進めていただ

は

きたい。
・係を越えた

、

応援体制を維持してい

７

くために、引き続 本庁

月

・支所の役割分担は、

豪

相互理解のもとに行う

雨

こと
き勉強会等を行い

の

、窓口サービスの向上

災

に努めてほし が不可欠

害

。市民サービスの低下

対

につながらないよう業

応

支部長 い。 務を行って

で

頂きたい。
評価 ・本来

一

業務でない事務の他課

時

移管については、市民

・

サ
ービスの視点に立っ

現

て、本庁関係各課と協

在

議を進めて
ほしい。
 

１

方向性 継続（完了） 継

１

続（完了） 継続（完了

回

） 未設定

開催［年間１２回開催予定（４テーマ×
管について理解を得られず実現していない案件はある 中断したが、おおむね計画どおり実施できている。 ３係）］
が、児童相談関係の現場同行業務の本庁移管など、成 ・地籍誤謬訂正事務は、財産経営課と協議するが人員 　課内研修について、おおむね計画どおり実施出来て
果は上がっているものもある。 不足を理由に理解を得られていない。引き続き継続協 おり、担当業務を越え窓口の対応を実施することが出
また、窓口カウンターの仕切版設置、課内勉強会実施 議とした。 来、市民への待ち時間の短縮に努めることが出来てい
により、窓口対応能力も向上している。 ・家庭児童相談の現場同行業務は、子育て支援課と協 る。
今後も引き続き、窓口対応能力の向上に努め、窓口マ 議、情報共有が必要な案件は共有し同課依頼の案件に
ンパワーを大きくそぐ要因除去にあたりたい。 ついては同行することとした。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

プライバシー確保対策も計画通り完了した。併せて課 おおむね課内勉強会も実施され、窓口対応能力向上に 課内研修については、計画どおり進捗しており、待ち
内勉強会も実施され、窓口対応能力向上に寄与してい 寄与している。引き続き市民の利便性向上に向け取り 時間の短縮など窓口対応に寄与していると感じている
る。引き続き市民の利便性向上に向け取り組んでいた 組んでいただきたい。 。また、一人ひとり親切丁寧な窓口対応ができている
だきたい。 事務移管については相互理解の

プ

もとに行うことが不可

ラ

と感じており、引き続

ン

き市民サービスの向上

N

に向け取
事務移管につ

o

いては相互理解のもと

.

に行うことが不可 欠。

4

双方納得がいくよう協

1

議して頂きたい。 り組

-

みを進めてもらいたい

2

。
支部長 欠。双方納得

-

がいくよう協議して頂

1

きたい。
評価

進捗 計画

1

どおり進行 計画どおり

中

進行 計画どおり進行 未

間

設定

１年間の成果と課

期

題

年度 令和元年度 令和

ま

 2年度 令和 3年度

で

令和 4年度

所管課意

97



行

の連携
　・地区振興会

政

と各種団体との連携 　

経

・地区振興会と各種団

営

体との連携 　・地区振

改

興会と各種団体との連

革

携 　・地区振興会と各

大

種団体との連携
　 　 　

綱

　
    
2.業務改

ア

善に向けた取組み 2.

ク

業務改善に向けた取組

シ

み 2.業務改善に向け

ョ

た取組み 2.業務改善

ン

に向けた取組み
　・各

プ

地区振興会職員とコミ

ラ

ュニティ主事の連携強

ン

化 　・各地区振興会職

個

員とコミュニティ主事

票

の連携強化 　・各地区

プ

振興会職員とコミュニ

ラ

ティ主事の連携強化 　

ン

・各地区振興会職員と

N

コミュニティ主事の連

o

携強化
　　（定例会議

.

等の実施） 　　（定例

4

会議等の実施） 　　（

1

定例会議等の実施） 　

-

　（定例会議等の実施

2

）

取組実績

1.地域の

-

課題解決の取り組み方

1

の見直し 1.地域の課

3

題解決の取り組み方の

基

見直し 1.地域の課題

本

解決の取り組み方の見

方

直し
　・まちづくり協

針

議会と各種団体との連

４

携 　・まちづくり協議

１

会と各種団体との連携

 

・まちづくり協議会会

行

議を3回開催したが、

政

各地区振
　まち協会議

サ

3回開催されるが、各

ー

地区振興会より課 　ま

ビ

ち協会議4回開催され

ス

るが、各地区振興会よ

の

り課 　興会より課題案

質

件は提示なし。
題案件

の

は提示なし。　 題案件

向

は提示なし。　 ・まち

上

づくり協議会が主催し

取

た宿泊型イベントにア

組

イ
　・地区振興会と各

項

種団体との連携 　・地

目

区振興会と各種団体と

９

の連携 　ランドツーリ

２

ズム協議会が実施する

 

伝馬船の櫓漕ぎ
　各々

業

の地区振興会で独自取

務

組にて連携が図れてい

改

る 　各々の地区振興会

善

で独自取組にて連携が

の

図れている 　やロープ

推

ワーク等の体験活動を

進

組み合わせるなど、
。

プ

。 　連携が図られてい

ラ

る。　
   
2.業務

ン

改善に向けた取組み 2

名

.業務改善に向けた取

行

組み 2.業務改善に向

政

けた取組み
　・各地区

サ

振興会職員とコミュニ

ー

ティ主事の連携強化 　

ビ

・2月に開催されたま

ス

ちづくり支援課による

の

地区振 　今年度から指

質

定管理料算定人件費単

の

価が変更された
　　各

向

行事毎の会議等で連携

上

と情報共有は十分に図

に

れ 興会職員説明会に合

つ

わせ、各地区振興会職

な

員とコミュ ことに伴い

が

、振興会職員の賃金が

る

変更となったことか
て

業

いる。 ニティ主事によ

務

る意見交換会を実施し

の

た。 ら6月17日に就

改

業規則や賃金等の研修

革

会を実施。
　終了後は

・

、コミュニティ主事と

改

振興会職員でコロナ
過

善

での事業の進め方や課

所

題等の意見交換を行っ

管

た。

支部 御所浦支所 所管課・係 まちづくり推進課　まちづくり係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に 【実施項目】　　　　　　令和元年度　　　令和 2年度　　　令和 3年度　　　令和 4年度
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み  
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを 1.課題解決の取組　　　　　連携の見直し　　　→　　　　　　　→　　　　　　　→　　
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。 　み方の見直し

 
2.業務改善に向け　　　　　
　た取組み　　

まちづくり協議会、各種団体等と連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環
境づくりを推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。

プランの
目的・効果

現状・課題

地域の問題が、地区振興会単位で留まり、まちづくり協議会で共有認識され、解決に向けての取組
みにつながっていないことがある。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 業務改善に向けた 計画 2 2 2 2

プランの課題等

各地区振興会で解決できない問題等を、まちづくり協議会等で問題解決に取り組むことができる環 単位：件 取組件数 実績 2 2 2
境づくりについて協議する必要がある。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

1.地域の課題解決の取り組み方の見直し 1.地域の課題解決の取り組み方の見直し 1.地域の課題解決の取り組み方の見直し 1.地域の課題解決の取り組み方の見直し
　・まちづくり協議会と各種団体との連携 　・まちづくり協議会と各種団体との連携 　・まちづくり協議会と各種団体との連携 　・まちづくり協議会と各種団体と
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の

、社会保険や税関係の

成

届出等についての
内容

果

の向上を図りたい。 い

と

。 研修会を実施するな

課

ど、振興会職員のスキ

題

ルアップに
力を入れて

年

いく。
また、令和４年

度

度に令和５年度以降の

令

第３期天草市ま
ちづく

和

り計画をまちづくり協

元

議会及び各振興会で策

年

定
する必要があること

度

から、地域課題の掘り

令

起こしを行
い、解決に

和

向け取り組んでいく。

 

方向性 継続（未達） 継

2

続（未達） 継続（完了

年

） 未設定

今後の年度末

度

はそれぞれの振興会に

令

よる事業報告会等 意見

和

交換会や研修会等を通

 

して振興会職員の資質

3

向上 個々のコミュニテ

年

ィ主事間の情報交換は

度

良好に行われ
を実施し

令

て他の地区にも聞いて

和

いただくことによりお

 

と地域コミュニティの

4

活性化を図り、地区振

年

興会の自 ている。
互い

度

の地域コミュニティー

所

の向上に努める。 主的

管

な運営の強化に繋げた

課

い。 また、振興会職員

意

のスキルアップも行わ

見

れてきたが、
本年度、

　

一個所の振興会におい

地

て振興会職員の交代が

域

あったため、新人職員

の

の育成が課題となって

課

いる。
支部長  
評価

方

題

向性 継続（未達） 継続

解

（未達） 継続（完了）

決

未設定

の取組は、各地区振興会で行われて  各振興会職員間では、事務連絡等が行われているも 　今年度初めてコミュニティ主事と5地区の職員が全
いるものの情報共有までは至っていない。 のの、5地区の職員が全員会しての情報交換は行われ 員会しての情報交換を行った（6月17日）。
　各地区振興会毎のコミュニケーションは図られてい ていない。 　今後も意見交換会や書類作成等の合同研修会を実施
るが、全体的な連携、情報共有化を強化したい。  7月に実施したモニタリングの際には、各地区振興会 し、地域住民へのサービス向上及び地域コミュニティ

職員からも情報交換会等の設定の希望があったことか の活性化に繋げたい。
ら年度内に実施し、地域住民へのサービス向上及び地
域コミュニティの活性化に繋げたい。

進捗 計画より遅い 計画より遅い 計画どおり進行 未設定

　情報の共有化を図るための会議等を開催する必要が 地区振興会職員の能力向上を図り、地域住民へのサー 個々のコミュニティ主事間の情報情報交換は良好に行
ある。 ビス向上に繋げいくために、現時点で有効な情報交換 われている。今後も地域住民へのサービス向上に向け

を実施する必要がある。 て、コミュニティ主事が一同に会して意見交換できる
場を設けることが必要である。

支部長
評価

進捗 計画より遅い 未設定 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

各地区振興会におけるコミュニティ主事間の連絡は行 各地区振興会職員とコミュニティ主事による意見交換 振興会職員を対象に就業規則や賃金等の研修会を実施
われているものの、各地区の事業内

プ

容と開催時期が異 会を

ラ

実施することができた

ン

が、今後も定期的に意

N

見交 した。市職員の定

o

員適正化計画による職

.

員の削減によ
なった場

4

合、相互間のコミュニ

1

ティーは難しい。 換の

-

場を設けたり、地域づ

2

くりに関する合同研修

-

会等 り、市職員1人が

1

複数の地区を担当する

3

班体制に移行
敬老会等

中

における市民サービス

間

については、連携して

期

を実施し、地域住民へ

ま

のサービス向上に繋げ

で

ていきた していくため
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行

職員一人ひ 所職員の会

政

議やミーティング等を

経

実施し、職員一人ひ
と

営

りの資質向上に努める

改

。 とりの資質向上に努

革

める。
  
②市民の要

大

望・苦情等については

綱

、要望等記録書を作 ②

ア

市民の要望・苦情等に

ク

ついては、要望等記録

シ

書を作
成し、迅速に対

ョ

応するとともに情報を

ン

共有化する。 成し、迅

プ

速に対応するとともに

ラ

情報を共有化する。

取

ン

組実績

・業務の質の向

個

上や情報共有のため、

票

支所長、課長、 ・業務

プ

の質の向上や情報共有

ラ

のため、支所長、課長

ン

、 ①支所内で定期的に

N

係長会議を行い情報の

o

共有化を図
係長、担当

.

者との打合せを実施し

1

た。 係長、担当者との

-

打ち合わせを実施した

2

。 るとともに、職員資

-

質向上のため共有する

1

業務につい
・区長会を

5

はじめとする他団体と

基

の会議を実施した。 ・

本

他団体との会議前には

方

前年度の反省のもとに

針

した会 て毎月1回支所

４

内の職員研修を行った

１

。
議資料を作成し、必

 

ず事前打合せを行った

行

。  
②市民からの要望

政

・苦情等について、課

サ

題等の解決に
向けて職

ー

員間で協議を行い、迅

ビ

速な対応を行った。

スの質の向上 取組項目 ９２ 業務改善の推進 プラン名 市民ニーズに的確に対応し、より質の高い行政サービスの提供

所管支部 栖本支所 所管課・係 まちづくり推進課　まちづくり係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　各部署において業務改善の目標を掲げ、行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に 地域市民からのニーズに、迅速に対応するため、各係間の連携を密にし共有化を行い、行政サービ
取り組みます。また、地域団体、市民活動団体及び企業等、市内の多様な主体とそれぞれの「強み スの質の向上に努める。
」や「特性」を活かし連携することにより、地域の課題解決に取り組むことができる環境づくりを
推進し、市民サービスの維持やコスト削減につながるよう、業務改善に取り組みます。

　幅広い市民からのニーズに対応するため、課題認識や問題解決のため、各係間の連携を密にし共
有化を行い、市民サービスの質の向上に努める。

プランの 　市道、公共施設、ゴミ等の要望・苦情等については、要望等記録書を早急に作成し、迅速に対応
目的・効果 するとともに、情報を共有化する。また、現地確認を要する場合は迅速に行い、相談内容を把握し

的確に対応することにより、質の高い行政サービスを提供する。

現状・課題

職員が出張、休暇等で不在の場合、市民を待たせる状態がある。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 業務改善に向けた 計画 1 1 1 1

プランの課題等

行政サービスの質の向上につながる業務の改革・改善に取り組むことで、行政サービスの質の向上 単位：件 取組み 実績 1 1 1
を図る。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

地域の、課題認識や課題解決を共有化するため、会議 地域の、課題認識や課題解決を共有化するため、会議 ①地域の課題認識や課題解決のため、必要に応じて支 ①地域の課題認識や課題解決のため、必要に応じて支
等を行い、職員一人ひとりの資質向上に努める。 等を行い、職員一人ひとりの資質向上に努める。 所職員の会議やミーティング等を実施し、
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成

かで ・振興会役員会、

果

行政区長会等の中で出

と

された課題に
務内容の

課

見直しを行った。また

題

、振興会職員と行政職

年

地域の課題解決に向け

度

た取り組みを支所内に

令

おいて情 ついては、課

和

内会議（支所長、課長

元

、係長）で情報共
員と

年

の業務割合の見直しを

度

行い、振興会職員の業

令

務を 報共有を行った。

和

有を行い、課題解決に

 

向けて協議を行った。

2

増やすことで、やりが

年

いをもてるようにし、

度

行政職員 ・定期的な課

令

内会議（支所長、課長

和

、係長）を開催し ・月

 

１回職員研修を行うこ

3

とで、係の枠を超えた

年

対応
の負担を減らした

度

。 、情報共有に努めた

令

。 を行うことができる

和

ようになった。
・振興

 

会役員会、行政区長会

4

の開催に合わせたなか

年

で
地域の課題解決に向

度

けた取り組みを支所内

所

において情
報共有を行

管

った。
・定期的な課内

課

会議（支所長、課長、

意

審議員、係長）
を開催

見

し、情報共有に努めた

・

。

方向性 未設定 継続（

職

完了） 継続（完了） 未

場

設定

・全ての項目にお

環

いて、計画どうり見直

境

しを行い、業 ・定期的

の

な課内会議を開催し情

改

報共有が図られた。今

善

・課題解決に向けた協

に

議の中で、市の方針に

お

適当では
務改善を図る

い

ことができた。 後も引

て

き続き業務改善に取り

、

組み行政サービスの質

そ

の ない業務調整の協議

れ

が出てきたために、業

ぞ

務調整を行
向上に務め

れ

る。 い次年度に向けて

の

業務調整を進めること

係

ができた。
・職員の能

ご

力向上についての職員

と

研修は、計画的に進
め

の

ることができた。職員

業

の資料作成、発表等能

務

力向上
支部長 に向けた

・

取り組みとなったよう

職

である。次年度も引き

場

評価 続き調整していた

環

だきたい。

方向性 未設

境

定 継続（完了） 継続（

の

完了） 未設定

改善において、それぞれの係ごとの業務 ・振興会役員会、行政区長会等の中で出された課題に
内容、時間外勤務の状況や、まちづくり協議会、振興 内容、時間外勤務の状況等の見直しを行う。偏った職 ついては、課内会議（支所長、課長、係長）で情報共
会関係業務の見直しを行う。偏った職員への業務負担 員への業務負担及び業務割合の見直しを行い、各関係 有を行い、課題解決に向けて協議を行っている。
や、振興会職員と行政職員との業務割合との見直しを の連携を図っている。 ・職員の能力向上及び情報共有を目的に月１回職員研
行い、各係間の連携を図っている。 ・地区振興会役員会、行政区長会開催に合わせた中で 修を実施している。
・振興会役員会、行政区長会の開催に合わせたなかで 、地域の課題解決に向けた取り組みを支所内において
、地域の課題解決に向けた取り組みを支所内において 情報共有を図る。また、定期的な課内会議（支所長・
情報共有している。（要望書等に対する早期解決） 課長・係長）を開催し、問題提起や情報共有を行い職
・定期的な課内会議（支所長・課長・審議員・係長） 員一人ひとりが資質向上に努め行政サービスに取り組
を開催し、問題提起や情報共有に努めている。 む必要がある。

進捗 未設定 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

・全ての項目において、計画どうり見直しを行い、業 ・業務内容等の見直しについては、次年度の事務分掌 ・課題解決に向けた協議の中で、市の方針に適当では
務改善が進捗している。 に反映する事ができ、職場環境の改善に繋がる。 ない業務調整の協議が出てきたために、

プ

次年度に向け
・地域の

ラ

問題解決に向けた、情

ン

報共有が進んできたと

N

て調整を行うよう進め

o

る。
思われる。 ・職員

.

研修については、計画

1

的に進めている。

支部

-

長
評価

進捗 未設定 計画

2

どおり進行 計画どおり

-

進行 未設定

１年間の成

1

果と課題

年度 令和元年

5

度 令和 2年度 令和 

中

3年度 令和 4年度

所

間

管課意見

・職場環境の

期

改善において、それぞ

ま

れの係りごとの業 ・振

で

興会役員会、行政区長

の

会の開催に合わせたな
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行

い出し並びに活用及び

政

維持管理には、高度な

経

専門 単位：業務 した業

営

務数 実績 0 2 3
的知識

改

が必要である。
財政効

革

果額 計画

単位：千円 実

大

績

年度 令和元年度 令和

綱

 2年度 令和 3年度

ア

令和 4年度

取組計画

ク

１、事務事業のプロセ

シ

スの洗い出し及び可視

ョ

化を行い １、財務会計

ン

システム業務一部PR

プ

A導入 １、前年度検証

ラ

ICT技術導入 １、前

ン

年度検証ICT技術導

個

入
　　効果が高い業務

票

について導入検証を行

プ

う 　　 4月導入開始

ラ

　　 6月導入開始 　

ン

　 6月導入開始
　　

N

【対象業務等】 　  

o

 7月本稼働 　  1

.

0月本稼働 　  10

4

月本稼働
　　・財務会

1

計システム業務    

-

　　・健康増進課業務

3

２、事務事業のプロセ

-

スの洗い出し及び可視

1

化を行い ２、事務事業

基

のプロセスの洗い出し

本

及び可視化を行い ２、

方

事務事業のプロセスの

針

洗い出し及び可視化を

４

行い
    ・課税課

１

業務 　　効果が高い業

 

務について導入検証を

行

行う 　　効果が高い業

政

務について導入検証を

サ

行う 　　効果が高い業

ー

務について導入検証を

ビ

行う
　　 7月洗い出

ス

し及び可視化及び導入

の

検討   　対象予定課

質

等   　 9月洗い出

の

し及び可視化及び導入

向

検討   　 8月洗い

上

出し及び可視化及び導

取

入検討
　　10月次年

組

度対象業務選定 　　・

項

健康福祉部、課税課、

目

総務課 　　12月次年

９

度対象業務選定 　　1

３

0月次年度対象業務選

 

定
　　10月導入検証

電

　　 7月洗い出し及

子

び可視化及び導入検討

自

　　12月導入検証 　

治

　10月導入検証
　　

体

12月一部導入 　　1

の

0月次年度対象業務選

推

定 　　 2月一部導入

進

　　12月一部導入
 

プ

　　10月導入検証  

ラ

  
２、次年度対象業

ン

務選定 　　12月一部

名

導入
　　  

計画数は１

業

件であるが4年間で5

務

件と捉え、3件を目標

の

値として実施

取組実績

省

１、洗い出し及び可視

略

化並びに導入検討 １、

化

財務会計システム業務

・

一部PRA導入 １、前

自

年度検証ICT技術導

動

入等
 　　 9月導入

化

開始、10月本稼働 ①

の

福祉課重度医療費請求

推

データのRPA入力
7

進

月～ ２、7月～ 　⇒シ

所

ステムの直接改修によ

管

るデータ取込にて実施

支

。
・財務会計システム

部

業務一部PRA化検討

総

・健康増進課予防接種

合

予診票等のAI-OC

政

R読取検討 ②臨時特別

策

給付金申請書のAI-

部

OCR読取を実施
　⇒

所

導入検討⇒令和2年度

管

導入予定 　⇒正答率9

課

0％以上、令和3年度

・

システム改修含め運 ③

係

総務課会計年度任用職

情

員休暇申請・支給明細

報

電子化
・健康増進課申

政

請書のAI-OCR読

策

取検討 　　用予定 　及

課

び職員出退勤管理電子

　

化並びに時間外勤務月

電

計管
　⇒読取精度が低

算

かったため、ソフトウ

シ

ェアを変更し ・福祉課

ス

重度医療費請求データ

テ

のRPA入力 　理電子

ム

化のためシステム改修

係

を実施
　　て令和2年

関

度に再検証予定 　⇒シ

連

ステムへの直接取込が

部

効率的であるため、令

署

和 ・健康増進課予防接

総

種予診票等のAI-O

合

CR読取検討
・課税課

政

被扶養者特定業務効率

策

化検討 　　3年度シス

部

テム改修し運用予定 　

 

⇒コロナウィルス関連

政

業務による多忙化によ

策

り運用
　⇒BPRによ

企

る既存システム機能活

画

用にて効率化を行 ・高

課

齢者支援課はRPAに

 

よるデータ入力がシス

行

テムに 　見送り
　う（

財

令和2年4月～5月に

政

実業務にて課税課で実

改

施） 　対応できないた

革

め取りやめ ・課税課給

推

与報告書のOCR読取

進

 ２、次年度対象業務

係

を選定 ・課税課給与報

基

告書のOCR読取を令

本

和3年1月から実施 　

方

⇒令和3年1月（令和

針

3年度課税）から実施

内

・健康福祉部 ・総務課

容

会計年度任用職員休暇

全

申請・支給明細電子化

体

２、次年度対象業務選

計

定について政策企画課

画

におい　
・課税課 　及

　

び職員出退勤管理電子

情

化並びに時間外勤務月

報

計管 　て各課へのヒア

化

リングが行われたが、

に

特に効果的な
・総務課

よ

　理電子化のため令和

る

3年度システム改修予

電

定 　ものは無いとのこ

子

とであったため次年度

手

再検討。 

続きのシステム化、マイナンバー制度の整備及び総合窓口の構築により、行 【実施項目】　　　令和元年度　　　令和 2年度　　　令和 3年度　　　令和 4年度
政運営の効率化及び市民の利便性の向上を図ります。また、業務プロセスの見直しとＩＣＴ（RPA  
、AI等）を活用し、業務効率の向上を図ります。さらに、市が保有するデータを市民等が利活用し  
やすい形で公開するオープンデータ化の推進を図ります。 プロセスの　　　　　　３課　　　　　　５課　　　　１～２課　　　　１～２課

洗い出し　　　　　業務分析　　　　業務分析　　　　業務分析　　　　業務分析
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

【目的】事務事業のプロセスの洗い出し及び可視化を図り、単純業務や定型業務について、ＲＰＡ ICT技術の導入　　 導入検討　　　　    導入　　　　    導入　　　　    導入
やその他ＩＣＴ技術の活用の検討・導入を実施し、省略化・自動化を推進する。 　　　　　　　　　導入検証　　　　導入検討　　　　導入検討　　　　導入検討

プランの 【効果】業務の効率化及び、住民サービスの向上 　　　　　　　　　一部導入　　　　導入検証　　　　導入検証　　　　導入検証
目的・効果  　　　　　　　　　　　　　　　　 

現状・課題

これまでも各業務主管課にて事務事業の効率化に取り組んでいるが、新技術を用いた効率的なICT
技術の活用を踏まえた事務事業の洗い出し及び活用は難しく、費用対効果についても低くなる。
また、導入したICT技術の維持管理についても、法改正及等によるプログラム変更等の対応が必要 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
となる。

数値目標 ICTにより効率化 計画 2 1 1 1

プランの課題等

効率的なICT技術の活用を踏まえた事務事業の洗
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成

告書のOCR読取を導

果

入した。 書のOCR読

と

取は令和3年度課税か

課

ら実施した。
ないため

題

、導入を見送った。た

年

だし、ソフトウェアに

度

その他健康増進課にお

令

いては次年度AI-O

和

CR読取等を予 また、

元

臨時特別給付金申請書

年

のAI-OCR読取を

度

1月から
よる手書き文

令

字の読取精度に差があ

和

るため、他ソフト 定、

 

福祉課、総務課につい

2

ては次年度にシステム

年

改修 検討・実施し、業

度

務の迅速化と省力化を

令

図った。
ウェアにて令

和

和2年度に再検証を行

 

いたい。 等による業務

3

の効率化を予定してい

年

る。高齢者支援課 その

度

他、ｲﾝﾄﾗｼｽﾃﾑ

令

の改修により会計年度

和

任用職員休暇
課税課の

 

被扶養者特定業務につ

4

いてはRPA技術の導

年

入 については、RPA

度

によるデータ入力がシ

所

ステムに対応 申請・支

管

給明細電子化及び、職

課

員出退勤管理電子化並

意

検証の中で、現在の運

見

用を変更し既存システ

概

ム機能を できないため

ね

取りやめとなった。 び

計

に、時間外勤務月計管

画

理電子化を実施。
活用

ど

する方が効率的との結

お

果となった。令和2年

り

度に 業務プロセスを洗

進

い出し、ICT技術の

行

活用の検討・導 業務ﾌ

し

ﾟﾛｾｽを洗い出し、

て

ICT技術の活用の検

い

討・導入を
おいても他

る

の業務の効率化検討を

。

行い、更なる業務時 入

概

を行うことは職員の業

ね

務効率化への認識の転

計

換を促 行うことは職員

画

の業務効率化への認識

ど

の転換を促すも
間の縮

お

小を図りたい。 すもの

り

であり、令和3年度に

進

おいても他の業務の効

行

率 のであり、次年度に

し

おいては再度全課へ周

て

知し、更な
化検討を行

い

い、更なる業務時間の

る

縮小を図りたい。 る業

。

務効率化及び業務時間

概

の縮小を図りたい。

方

ね

向性 継続（完了） 継続

計

（完了） 継続（完了）

画

未設定

業務の自動化・

ど

省略化の推進について

お

は、業務時間の 業務の

り

RPA化については、

進

一定の効果が出ている

行

状況 業務のRPA化に

し

取り組むことにより、

て

業務プロセスを
縮減を

い

図るうえにおいてRP

る

Aの導入が効果的では

。

ある である。今後も、

導

業務の洗い出しを行い

入

、業務の効率 洗い出し

検

、ICT技術の活用の

証

検討・導入を行うこと

で

は
が、様々な観点から

あ

の検証が必要である。

る

また、縮減 化を図って

た

いく必要がある。また

め

、縮減できた時間を 、

、

職員の業務効率化への

当

認識を高めることにつ

初

ながる
できた時間を、

予

市民サービスの向上に

定

、いかにつなげ 、いか

と

に市民サービスの向上

異

につなげていくかも、

な

同 。今後もRPA化の

る

取り組みにより、業務

手

そのものを見
ていくか

法

が重要である。 時に考

に

えていかなければなら

よ

ない。 直し、業務の省

り

力化を図る必要がある

効

。
支部長
評価

方向性 継

導

続（完了） 継続（完了

入

） 継続（完了） 未設定

検証であるため、一部当初予定と異なる手法によ 前年度検証ICT技術導入等については、一部で当初予
率化を行う場合もある。 り効率化を行った。 定と異なる手法により効率化を行ったり、業務主管課

次年度対象業務の選定においては翌年度6月までに行 のコロナウィルス関連業務による多忙化により運用見
う。 送りとなったものがあった。
 次年度対象業務の選定のための各課ヒアリングについ
プロセスの洗い出し５課 ては、当初政策企画課と合同で予定していたが、業務
・ICT導入による効率化１課 効率化について幅広く業務ヒアリングを実施する必要
・次年度ICT導入による効率化１課 性から政策企画課にて実施している。併せて情報政策
・次年度システム改修等による効率化予定２課 課においても検討し、年度末までに選定したい。
・検証結果により取りやめ１課  

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

概ね計画どおり進行している。 概ね計画どおりに進行している。 概ね計画どおりに進行している。まずは、各課ヒアリ
まだ、検証段階であるため、様々な角度から研究して 効果を出していくことによって、職員の意識改革にも ングによって業務状況を把握することにより、業務の
ほしい。 つながっていくと考える。 効率化と市民サービス向上につなげていかなければな

らない。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

プ

財務会計システムの一

ラ

部RPA化については

ン

一定の導入 財務会計シ

N

ステムの一部RPA化

o

の導入を行った。 福祉

.

課重度医療費請求ﾃﾞ

4

ｰﾀのRPA入力につ

1

いてはｼｽﾃﾑ
効果が

-

期待できるため令和2

3

年度導入予定。 プロセ

-

スの洗い出しを行った

1

５課のうち、課税課に

中

つ の直接改修によるﾃ

間

ﾞｰﾀ取込にて実施、

期

課税課給与報告
AI-

ま

OCRについては手書

で

き文字の読取精度が実

の

用に耐え いては給与報
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行

2
を協議する必要があ

政

る。
財政効果額 計画

単

経

位：千円 実績

年度 令和

営

元年度 令和 2年度 令

改

和 3年度 令和 4年

革

度

取組計画

1　窓口対

大

応の見直し 1　窓口対

綱

応の見直し 1　窓口対

ア

応の見直し 1　窓口対

ク

応の見直し
　　4月～

シ

3月　より良い安心で

ョ

きる窓口対応を目指し

ン

　　4月～3月　より

プ

良い安心できる窓口対

ラ

応を目指し 　　4月～

ン

3月　より良い安心で

個

きる窓口対応を目指し

票

　　4月～3月　より

プ

良い安心できる窓口対

ラ

応を目指し
　　　　　

ン

　　迅速な対応でサー

N

ビス向上に向けた取 　

o

　　　　　　迅速な対

.

応でサービス向上に向

4

けた取 　　　　　　　

2

迅速な対応でサービス

-

向上に向けた取 　　　

1

　　　　迅速な対応で

-

サービス向上に向けた

5

取
　　　　　　　り組

基

み　 　　　　　　　り

本

組み　 　　　　　　　

方

り組み　 　　　　　　

針

　り組み　
　・係内及

４

び支所内の各担当者と

２

の連携 　・係内及び支

 

所内の各担当者との連

窓

携 　・係内及び支所内

口

の各担当者との連携 　

サ

・係内及び支所内の各

ー

担当者との連携
　・税

ビ

業務福祉業務について

ス

関係部署との連携 　・

の

税業務福祉業務につい

充

て関係部署との連携 　

実

・税業務福祉業務につ

取

いて関係部署との連携

組

　・税業務福祉業務に

項

ついて関係部署との連

目

携
　・個人番号カード

９

業務の職員研修 　・個

４

人番号カード業務の職

 

員研修 　・個人番号カ

便

ード業務の職員研修 　

利

・個人番号カード業務

で

の職員研修
    
2

、

　マニュアル作成 2　

わ

マニュアル作成 2　マ

か

ニュアル作成 2　マニ

り

ュアル作成
　　6月～

や

3月　マニュアル作成

す

・運用 　　6月～3月

く

　マニュアル作成・運

、

用 　　6月～3月　マ

迅

ニュアル作成・運用 　

速

　6月～3月　マニュ

な

アル作成・運用
　　1

サ

月～3月　マニュアル

ー

見直し 　　1月～3月

ビ

　マニュアル見直し 　

ス

　1月～3月　マニュ

の

アル見直し 　　1月～

提

3月　マニュアル見直

供

し
　　　　　　　　　

プ

　　　　　　　　　 　

ラ

　　　　　　　　 　　

ン

　　　　　　　
　　　

名

　　

取組実績

1　安心

安

できる窓口対応を心掛

心

け迅速な対応に取り組

で

1　安心できる窓口対

き

応を心掛け迅速な対応

る

に取り組 1　安心でき

窓

る窓口対応を心掛け迅

口

速な対応に取り組
んだ

対

。　　　　　　　　　

応

　　　　　　　　　　

を

　・ 　んだ。　　　　

実

　　　　　　　　　　

施

　　　　　　 　んだ。

所

　　　　　　　　　　

管

　　　　　　　　　　

支

係内及び関係部署と連

部

携をとり間違いのない

倉

事務処理 ・係内及び関

岳

係部署と連携をとり間

支

違いのない事務　 ・係

所

内及び関係部署と連携

所

をとり間違いのない事

管

務　
を行った。　　　

課

　　　　　　　　　　

・

　　・個人番 　処理を

係

行った。　　　　　　

ま

　　　　　　　　　・

ち

　処理を行った。　　

づ

　　　　　　　　　　

く

　　　・
号カード業務

り

は統合端末の実務を通

推

して職員研修をし 個人

進

番号カード業務は統合

課

端末の実務を通して職

　

　　 個人番号カード業

市

務は統合端末の実務を

民

通して職　　
た。 員研

生

修をした。 員研修をし

活

た。
2　マニュアルは

係

各担当により作成運用

関

を進めた。 2　マニュ

連

アルは各担当により作

部

成運用を進めた。 2　

署

マニュアルは各担当に

倉

より作成運用を進めた

岳

。

支所 まちづくり推進課 市民生活係

基本方針内容

全体計画

　便利で、わかりやすく、迅速な、窓口サービスを提供するため、日常業務の見直しを進めるとと 実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　令和元年度　令和 2年度　令和 3年度　令和 4年度
もに、接遇や執務環境等の向上を図り、窓口サービスの充実に取り組みます。また、本庁では総合  
案内所の充実及び「総合窓口」設置に伴うライフイベントのワンストップサービスについて、評価 1　窓口対応の見直し　窓口対応や各係との　　　実施　　　　実施　　　　実施　　　
検証を進めながら窓口サービスの充実に取り組みます。                      連携を見直す

 
2　マニュアルの作成　作成及び見直し　　　　　実施　　　　実施　　　　実施

　来庁者に対する挨拶声掛けを常習とし親切でわかりやすい対応を行い待ち時間を短縮し迅速なサ
ービスを提供する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

プランの 個々の業務の内容やマニュアルを見直し、担当者不在時の事務処理をスムーズに行い間違いの無い
目的・効果 窓口対応に努める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

税や福祉等の複数の手続きや相談については、各担当と連携し不安が解消されるよう丁寧に対応す
る。

現状・課題

　親切丁寧な対応で分かりやすい説明を心掛けているが、申請書類等の提出時に押印漏れや添付書
類の不備があることに気付かず再来庁をお願いすることがあった。担当者不在時に長くお待たせす
ることがあった。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 サービス向上に向 計画 2 2 2 2

プランの課題等

　窓口対応改善の取組みや課題等については、本庁市民課及び各支所において共有しより良い方法 単位：件 けた取り組み 実績 2 2
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成

寧で迅速な対応を推進

果

しており概ね良 感染拡

と

大防止に努めるととも

課

に窓口対応職員間の協

題

力 感染拡大防止に努め

年

るとともに窓口対応職

度

員間の協力
好な状態で

令

ある。 連携により丁寧

和

で迅速な対応を推進し

元

ており概ね良好 連携に

年

より丁寧で迅速な対応

度

を推進しており概ね良

令

好
 マニュアル作成に

和

ついては、各担当にお

 

いて作成し な状態であ

2

る。 な状態である。
な

年

がら見直しを進めてい

度

る。  マニュアル作成

令

については、各担当に

和

おいて作成し 　マニュ

 

アル作成については、

3

各担当において作成し

年

 複雑な案件に対して

度

時間がかかることがあ

令

るが、関 ながら見直し

和

を進めている。 ながら

 

見直しを進めている。

4

係部署との連携を密に

年

行い係内での情報共有

度

を図りよ  複雑な案件

所

に対して時間がかかる

管

ことがあるが、関 　複

課

雑な案件に対して時間

意

がかかることがあるが

見

、関
り確実な窓口対応

 

につなぐ。 係部署との

窓

連携を密に行い係内で

口

の情報共有を図りよ 係

対

部署との連携を密に行

応

い係内での情報共有を

の

図りよ
り確実な窓口対

見

応につなぐ。 り確実な

直

窓口対応につなぐ。

方

し

向性 継続（完了） 継続

に

（完了） 継続（完了）

つ

未設定

　窓口の対応は

い

親切・丁寧に行われて

て

おり問題なく処 　窓口

は

の対応においては、新

、

型コロナウイルス感染

窓

拡 　窓口の対応におい

口

ては、新型コロナウイ

対

ルス感染拡
理されてい

応

る。今後も市民目線に

職

立ち窓口サービスの 大

員

防止に努めるとともに

間

親切・丁寧な対応が行

の

われて 大防止に努める

協

とともに親切・丁寧な

　

対応が行われて
充実を

窓

図りたい。 おり問題な

口

く処理されている。今

対

後も市民目線に立ち お

応

り問題なく処理されて

の

いる。今後も市民目線

見

に立ち
窓口サービスの

直

充実を図りたい。 窓口

し

サービスの充実を図り

に

たい。

支部長
評価

方向

つ

性 継続（完了） 継続（

い

完了） 継続（完了） 未

て

設定

は、窓口対応職員間の協  窓口対応の見直しについては、窓口対応職員間の協
力連携により丁寧で迅速な対応を推進しており概ね良 力連携により丁寧で迅速な対応を推進しており概ね良 力連携により丁寧で迅速な対応を推進しており良好な
好な状態である。 好な状態である。 状態である。
 マニュアル作成については、各担当において作成し  マニュアル作成については、各担当において作成し  マニュアル作成については、各担当において作成し
ながら見直しを進めている。 ながら見直しを進めている。 ながら見直しを進めている。
 複雑な案件に対して時間がかかることがあるが、関  複雑な案件に対して時間がかかることがあるが、関  複雑な案件に対して時間がかかることがあるが、関
係部署との連携を密に行い係内での情報共有を図りよ 係部署との連携を密に行い係内での情報共有を図りよ 係部署との連携を密に行い係内での情報共有を図りよ
り確実な窓口対応につなぐ。 り確実な窓口対応につなぐ。 り確実な窓口対応につなぐ。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

　窓口の対応は親切・丁寧に行われており問題なく処 　窓口の対応においては、新型コロナウイルス感染拡 　窓口の対応においては、新型コロナウイルス感染拡
理されている。今後も市民目線に立ち窓口サービスの 大防止に努めるとともに親切・丁寧な対応が行われて 大防止に努めるとともに親切・丁寧な対応が行われて
充実を図りたい。 おり問題なく処理されている。今後も市民目線に立ち おり問題なく処理されている。今後も市民目線に立

プ

ち
窓口サービスの充実

ラ

を図りたい。 窓口サー

ン

ビスの充実を図りたい

N

。

支部長
評価

進捗 計画

o

どおり進行 計画どおり

.

進行 計画どおり進行 未

4

設定

１年間の成果と課

2

題

年度 令和元年度 令和

-

 2年度 令和 3年度

1

令和 4年度

所管課意

-

見

 窓口対応の見直し

5

については、窓口対応

中

職員間の協  窓口対応

間

の見直しについては、

期

新型コロナウイルス 　

ま

窓口対応の見直しにつ

で

いては、新型コロナウ

の

イルス
力連携により丁
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行

9月　　アンケートの

政

実施（1ヶ月間） 　9

経

月　　アンケートの実

営

施（1ヶ月間） 　9月

改

　　アンケートの実施

革

（1ヶ月間） 　9月　

大

　アンケートの実施（

綱

1ヶ月間）
 10月　

ア

　アンケート結果の集

ク

計  10月　　アンケ

シ

ート結果の集計  10

ョ

月　　アンケート結果

ン

の集計  10月　　ア

プ

ンケート結果の集計
 

ラ

11月　　アンケート

ン

結果の報告  11月　

個

　アンケート結果の報

票

告  11月　　アンケ

プ

ート結果の報告  11

ラ

月　　アンケート結果

ン

の報告
       

N

 
    
2.調査結

o

果への対応 2.調査結

.

果への対応 2.調査結

1

果への対応 2.調査結

-

果への対応
    　

1

   
 12月　　改

-

善点の確認　  12月

1

　　改善点の確認　  

基

12月　　改善点の確

本

認　  12月　　改善

方

点の確認　
　1月　　

針

関係各課への報告・協

４

議 　1月　　関係各課

２

への報告・協議 　1月

 

　　関係各課への報告

窓

・協議 　1月　　関係

口

各課への報告・協議
　

サ

2月～　接遇・執務環

ー

境等の確認及び改善 　

ビ

2月～　接遇・執務環

ス

境等の確認及び改善 　

の

2月～　接遇・執務環

充

境等の確認及び改善 　

実

2月～　接遇・執務環

取

境等の確認及び改善

取

組

組実績

1.市民ニーズ

項

の把握 1.市民ニーズ

目

の把握 1.市民ニーズ

９

の把握
  8月 5日

４

　アンケート調査説明

 

会（関係各課） 　8月

便

18日　関係各課へア

利

ンケート実施依頼 　8

で

月10日　関係各課へ

、

アンケート実施依頼
　

わ

9月 1日～30日　

か

窓口アンケートの実施

り

　9月１日～30日　

や

総合窓口アンケートの

す

実施 　9月１日～30

く

日　窓口アンケートの

、

実施
　9月1日～10

迅

月末　総合窓口アンケ

速

ートの実施 　　　　　

な

　　 　窓口アンケー

サ

トの実施 　10月　 

ー

市民課分窓口アンケー

ビ

ト結果集計及び報告
 

ス

11月～12月23日

の

　アンケート調査結果

提

の集計 　11月　 市

供

民課分窓口アンケート

プ

結果集計及び報告 　1

ラ

2月　 関係各課分の

ン

アンケート集計完了
 

名

12月24日 本庁関

窓

係各課との意見交換会

口

　 1月　 関係各課

サ

分のアンケート集計完

ー

了 　
　1月14日　ア

ビ

ンケート調査結果の報

ス

告 　 2.調査結果への

満

対応
 2.調査結果へ

足

の対応 　10月　アン

度

ケート結果について課

調

内共有を図った。
2.

査

調査結果への対応 　1

の

1月　アンケート結果

実

について課内共有を図

施

った。 　12月24日

所

　関係各課へアンケー

管

ト結果の報告
　9月　

支

アンケートの指摘事項

部

について、随時課内で

市

　12月中旬　アンケ

民

ート結果共有及び来客

生

対応改善の 　 3月　

活

繁忙期の対応及び令和

部

4年度の任用職員の
共

所

有を図った。 　　　た

管

め、会計年度任用職員

課

との面談を実施した。

・

        配置

係

換えの検討及び説明を

市

行った。
 10月～1

民

1月　課内で意見交換

課

会を４回実施した。 　

　

 1月18日　関係各

総

課へアンケート結果の

合

報告
 12月24日 

窓

本庁関係各課と意見交

口

換会を実施した。　 　

係

 3月　繁忙期の対応

関

及び令和３年度の任用

連

職員の
  3月 7日

部

 課の配置換えに併せ

署

、執務環境の改善及び

基

        配置

本

換えの検討及び説明を

方

行った。
繁忙期の対応

針

協議を行った。

内容

全体計画

　便利で、わかりやすく、迅速な、窓口サービスを提供するため、日常業務の見直しを進めるとと 【実施項目】　　　　令和元年度　　　令和 2年度　　　令和 3年度　　　令和 4年度
もに、接遇や執務環境等の向上を図り、窓口サービスの充実に取り組みます。また、本庁では総合 　　
案内所の充実及び「総合窓口」設置に伴うライフイベントのワンストップサービスについて、評価  
検証を進めながら窓口サービスの充実に取り組みます。 1.　市民ニーズ　　　窓口アンケート　　　→　　　　　　　→　　　　　　　→

　　の把握　　　　　調査・検証　　　　　
 
 

【目的】窓口サービスの満足度調査を実施しながら、市民ニーズを的確に捉え、市民にとって、便 2.　調査結果へ　　　協議・改善　　　　　→　　　　　　　→　　　　　　　→
利で、わかりやすく、迅速な窓口サービスのさらなる充実を図る。 　　の対応　　　　　

プランの   
目的・効果 【効果】市民ニーズを把握することで、良質な窓口サービスの提供とあわせて職員の意識改革が図 　　　　

られる。

現状・課題

　市役所を訪れる市民が便利でわかりやすく利用することができ、質の高い窓口サービスを迅速に
提供できるように、更なる改善に取り組んでいる。
　少子高齢化等の社会構造の変化や制度改正等に対応しつつ、より、効率的かつ効果的な窓口サー 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
ビスの実施に努める必要がある。

数値目標 計画 79.7 80.0

プランの課題等

　新庁舎開庁に併せ総合窓口を新たに設置することから、関係各課との連携が必要である。 単位：％ 実績 76.0 79.8 80.1
 

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

1.市民ニーズの把握 1.市民ニーズの把握 1.市民ニーズの把握 1.市民ニーズの把握
    
　

106



果

も評価検証を行うこと

と

。スマ
支部長 ストップ

課

サービスについても、

題

評価検証を進めながら

年

申請について検討を進

度

めているが、課題等を

令

整理しな ート申請につ

和

いては、令和４年度実

元

施に向け準備を進
評価

年

窓口サービスの充実に

度

取り組むこと。 がら、

令

市民の利便性も含め、

和

窓口サービスの充実に

 

取 め、窓口サービスの

2

充実に取り組むこと。

年

り組むこと。

進捗 計画

度

どおり進行 計画どおり

令

進行 計画どおり進行 未

和

設定

１年間の成果と課

 

題

年度 令和元年度 令和

3

 2年度 令和 3年度

年

令和 4年度

所管課意

度

見

　窓口アンケート調

令

査を9月の１ヶ月間、

和

総合窓口の 窓口アンケ

 

ート調査を９月に実施

4

し、結果について課  

年

窓口アンケート調査を

度

９月に実施し、結果に

所

ついて
アンケート調査

管

を9月から2ヶ月間実

課

施し、指摘事項に 内で

意

共有し、再発防止に努

見

めた。 の課内共有及び

　

関係課への報告を行っ

窓

た。
ついては、課内意

口

見交換会や総合窓口作

ア

業部会を開催 　また、

ン

アンケートの結果を参

ケ

考に、市民ニーズを的

ー

　また、アンケート結

ト

果を参考に市民ニーズ

調

を的確に
し、情報の共

査

有を図り再発防止に努

を

めた。また、全体 確に

9

捉え、市民にとって、

月

便利で、わかりやすく

の

、迅 捉え、市民にとっ

１

て、便利で、わかりや

ヶ

すく、迅速な
の集計結

月

果については1月に本

間

庁関係各課及び各支所

実

速な窓口サービスのた

施

めの改善を図った。待

し

ち時間短 窓口サービス

、

のための改善を図った

指

。併せてマイナン
へ周

摘

知した。 縮や業務の効

　

率化のための取り組み

窓

として、スマート バー

口

カード交付についても

ア

さらなる窓口サービス

ン

の充
　今後はアンケー

ケ

ト集計結果を分析し、

ー

市民ニーズを 申請につ

ト

いても次年度早期の運

調

用に向け準備を進めて

査

実を図っていく。
的確

を

に捉え、市民にとって

９

、便利で、わかりやす

月

く、 いる。併せてマイ

に

ナンバーカード交付に

実

ついても窓口
迅速な窓

施

口サービスのさらなる

し

充実を図っていく。 の

、

さらなる充実を図って

結

いく。

方向性 継続（完

果

了） 継続（完了） 継続

に

（完了） 未設定

　窓口

つ

アンケート集計結果を

い

共有し、指摘事項等再

て

発 窓口アンケート調査

　

の実施を行っており、

窓

計画どおり 　窓口アン

口

ケート調査の実施を行

ア

っており、計画どお
防

ン

止に務めており、計画

ケ

どおり実施できている

ー

。 進んでいる。 り進ん

ト

でいる。
　今後はアン

調

ケートの集計結果を更

査

に分析し、窓口サ 　ま

を

た、アンケートの集計

９

結果を分析し、市民サ

月

ービ 　また、アンケー

に

トの集計結果を分析し

実

、市民サービ
ービスの

施

さらなる充実を図るこ

し

と。また、総合案内所

、

スの向上を図っている

結

。今後は、待ち時間短

果

縮のため スの向上を図

に

っている。今後は待ち

つ

時間短縮のため、
の充

い

実及び「総合窓口」設

て

置に伴うライフイベン

事

トの 、スマート申請や

項

マイナンバーカード交

に

付についても 市民の利

つ

便性及びデジタル化へ

い

の対応を含め、窓口サ

て

支部長 ワンストップサ

課

ービスについても、評

内

価検証を進めな 課題等

で

を整理しながら、市民

共

の利便性も含め、窓口

有

サ ービスの充実に取り

し

組むこと。
評価 がら窓

、

口サービスの充実に取

再

り組むこと。 ービスの

発

充実に取り組むこと。

防

方向性 継続（完了） 継

止

続（完了） 継続（完了

に

） 未設定

努めた。現在 課内で共有し、再発防止に努めた。現在、他課を含め 課内で共有した。現在、他課を含めた全体の集計を行
総合窓口のみアンケート調査を継続して実施している た全体の集計を行っている。 っている。
。 　今後、全体的なアンケート結果を集計し、本庁関係 　今後、全体的なアンケート結果を集計し関係課と課
　今後はアンケートの結果を集計し、市民ニーズを的 課と課題を共有するとともに、市民ニーズを的確に捉 題を共有するとともに、市民ニーズを的確に捉え窓口
確に捉え、市民にとって、便利で、わかりやすく、迅 え、市民にとって、便利で、わかりやすく、迅速な窓 サービスの充実を図っていく。また、待ち時間短縮や
速な窓口サービスのさらなる充実を図っていく。 口サービスの充実を図っていく。また、待ち時間短縮 業務効率化のためのスマート申請についても、令和４

や業務の効率化のための取り組みとして、スマート申 年度実施に向け準備を進めており、窓口サービスのさ
請についても検討を進めており、窓口サービスのさら らなる充実を図っていく。
なる充実を図っていく。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

　窓口アンケート調査の実施を行っており、計画どお 　窓口アンケート調査の実施を行っており、計画どお 　窓口アンケート調査の実施を行っており、計画どお
り進んでいる。 り進んでいる。 り進んでいる。
　今後はアンケートの集計結果を分析し、窓口サー

プ

ビ 　今後はアンケート

ラ

の集計結果を分析し、

ン

市民サービ 　今後はア

N

ンケートの集計結果を

o

分析し、市民サービ
ス

.

のさらなる充実を図る

1

こと。また、総合案内

-

所の充 スの向上を図る

1

こと。また、窓口ワン

-

ストップサービ スの向

1

上を図ること。また、

中

繁忙期に向け窓口ワン

間

ス
実及び「総合窓口」

期

設置に伴うライフイベ

ま

ントのワン スについて

で

も評価検証を行うこと

の

。併せて、スマート ト

成

ップサービスについて
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行

ので、処理状況をお知

政

らせしたり、住基用Ｐ

経

Ｃ あったので、処理状

営

況をお知らせしたり、

改

住基用ＰＣ
に個人情報

革

を表示したままにしな

大

い等の対処を実施す に

綱

個人情報を表示したま

ア

まにしない等の対処を

ク

実施す に個人情報を表

シ

示したままにしない等

ョ

の対処を実施す に個人

ン

情報を表示したままに

プ

しない等の対処を実施

ラ

す
る。 る。 る。 る。
②

ン

職員個々の業務のマニ

個

ュアル作成を図り、担

票

当者不 ②職員個々の業

プ

務のマニュアル作成を

ラ

図り、担当者不 ②職員

ン

個々の業務のマニュア

N

ル作成を図り、担当者

o

不 ②職員個々の業務の

.

マニュアル作成を図り

4

、担当者不
在による業

2

務の停滞防止に努める

-

。 在による業務の停滞

1

防止に努める。 在によ

-

る業務の停滞防止に努

3

める。 在による業務の

基

停滞防止に努める。

取

本

組実績

①現在、新たに

方

窓口アンケートを実施

針

し、住民の意見 ①窓口

４

アンケートで、用件が

２

済むまでの時間、案内

 

表 ①窓口アンケートの

窓

結果から、時間の短縮

口

、案内表示
を聴取して

サ

いるところ。住基用Ｐ

ー

Ｃに個人情報を表示 示

ビ

、プライバシーへの配

ス

慮に対しやや不満が１

の

～２件 の設置を行い、

充

住基用ＰＣの個人情報

実

を表示したまま
したま

取

まにしない等の対処を

組

実施している。 あった

項

ので、処理状況をお知

目

らせしたり、住基用Ｐ

９

Ｃ にしない等の対処を

４

実施している。
 に個

 

人情報を表示したまま

便

にしない等の対処を実

利

施す ②担当業務のマニ

で

ュアル作成を図り、担

、

当者不在によ
②職員個

わ

々の業務のマニュアル

か

作成を図り、担当者不

り

る。 る業務の停滞防止

や

に努めている。
在によ

す

る業務の停滞防止に努

く

めている。 ②担当業務

、

のマニュアル作成を図

迅

り、担当者不在によ
る

速

業務の停滞防止に努め

な

る。

サービスの提供 プラン名 便利で分かりやすく迅速な窓口サービスの提供

所管支部 有明支所 所管課・係 まちづくり推進課　まちづくり係 関連部署 有明支所 まちづくり推進課 市民生活係

基本方針内容

全体計画

　便利で、わかりやすく、迅速な、窓口サービスを提供するため、日常業務の見直しを進めるとと ①窓口アンケートで、用件が済むまでの時間、案内表示、プライバシーへの配慮に対しやや不満が
もに、接遇や執務環境等の向上を図り、窓口サービスの充実に取り組みます。また、本庁では総合 １～２件あったので、処理状況をお知らせしたり、住基用ＰＣに個人情報を表示したままにしない
案内所の充実及び「総合窓口」設置に伴うライフイベントのワンストップサービスについて、評価 等の対処を実施する。
検証を進めながら窓口サービスの充実に取り組みます。 ②職員個々の業務のマニュアル作成を図り、担当者不在による業務の停滞防止に努める。

便利で、わかりやすく、迅速なサービスの提供

プランの
目的・効果

現状・課題

窓口業務で専任担当者がいない場合、業務が停滞するときがある。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 職員(非常勤含む) 計画 2 2 2 2

プランの課題等

業務のマニュアル作成のためには、かなりの労力を要する。 単位：回 資質向上研修会 実績 2 2 3

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

①窓口アンケートで、用件が済むまでの時間、案内表 ①窓口アンケートで、用件が済むまでの時間、案内表 ①窓口アンケートで、用件が済むまでの時間、案内表 ①窓口アンケートで、用件が済むまでの時間、案内表
示、プライバシーへの配慮に対しやや不満が１～２件 示、プライバシーへの配慮に対しやや不満が１～２件 示、プライバシーへの配慮に対しやや不満が１～２件 示、プライバシーへの配慮に対しやや不満が１～２件
あったので、処理状況をお知らせしたり、住基用ＰＣ あったので、処理状況をお知らせしたり、住基用ＰＣ あった
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成

。
成を進めた。 ②支所

果

内の事務分掌に掲げら

と

れる業務全般について

課

各
業務のマニュアルを

題

まとめた「有明支所業

年

務の手引き
」を作成し

度

た。今後は同書をどう

令

活用していくかが課
題

和

である。

方向性 継続（

元

完了） 継続（完了） 継

年

続（完了） 未設定

窓口

度

アンケート結果を参考

令

に、職員業務のマニュ

和

アル 各担当業務のマニ

 

ュアルをほぼ作成する

2

ことができ、 ①定期的

年

に係内の打ち合わせを

度

し、窓口業務の改善に

令

作成を図ることで、担

和

当者不在による業務の

 

停滞防止 担当者不在に

3

よる業務の停滞防止を

年

図ることができた つい

度

ては、各職員意識して

令

業務にあたている。窓

和

口ア
を推進するととも

 

に、気くばり・心くば

4

りに心がけ来 。今後と

年

も気くばり・心くばり

度

に心がけ来庁者の満足

所

ンケートの結果をもと

管

に改善していく必要が

課

ある。
庁者の満足度を

意

向上させたい。 度を向

見

上させたい。 ②事務分

個

掌に掲げられる業務全

々

般についての各業務マ

の

ニュアルをまとめた「

マ

有明支所業務の手引き

ニ

」を作成
支部長 したが

ュ

、内容を詳細に作成す

ア

る業務もあり、担当者

ル

不
評価 在時にも適切に

を

対応できるようにする

作

ことが重要であ
る。

方

成

向性 継続（完了） 継続

し

（完了） 継続（完了）

、

未設定

非常勤職員も交えたとこ 　市民生活係員は、今年度の目標に自分の業務のマニ  支所内の事務分掌に掲げられる業務全般について各
ろの研修会を実施したところ。今後は今年度実施して ュアル作成を挙げており、今年度中の作成を望んでい 業務のマニュアルをまとめた「有明支所業務の手引き
いる窓口アンケート調査等を参考により住民から親し る。窓口対応については係内での話し合いや研修を進 」を作成したので今後活用してほしい。
みの持てる窓口応対をしたい。 めてほしい

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

５月から元号が令和に変更になったため、その対応と 　係内での会議・打合せも開催し、共通認識のもと窓 　係内での会議・打合せも開催し、共通認識のもと窓
して窓口業務に若干の混乱はあったものの、ほぼ計画 口業務にあたっており、計画どおり進行している。 口業務にあたっており、計画どおり進行している。
どおり進行している。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

①前年の窓口アンケート結果を受けて改善に取り組ん ①窓口アンケートの結果全体的に「満足」「やや満足 ①市民生活係内で定期的に係内の打ち合わせをし、窓
だ結果、庁内案内表示に「やや不満」が１人だけと評 」の率が上昇し、「用件が済むまでの時間」と「プラ 口業務の改善については常に各職員意識して業務にあ
価が向上した。 イバシーへの配慮」の項目についても「不満」の回答 たている。窓口アンケートの結果、全体的には対前年
②業務マニュアルに

プ

ついては、特に非常勤

ラ

職員向けに は０であっ

ン

た。 で改善方向の結果

N

であったが、「要件が

o

すむまでの時
「出張所

.

受付事務マニュアル」

4

を全面的に見直し、現

2

②業務マニュアルは、

-

各担当職員が年間の目

1

標に各自 間」の項目に

-

ついてはやや評価が低

3

下していたので今
状に

中

則した内容に修正し、

間

次年度用を作成した。

期

のマニュアル作成を挙

ま

げて目標どおりある程

で

度各自作 後改善に力を

の

入れていく必要がある
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行

機能を活用した方法で

政

窓口業務
　動車税）、

経

後期高齢医療、国民健

営

康保険、年金、福 　動

改

車税）、後期高齢医療

革

、国民健康保険、年金

大

、福 （電話対応含む）

綱

の充実を図る。 （電話

ア

対応含む）の充実を図

ク

る。
　祉関係（障がい

シ

者福祉、子育て、生活

ョ

支援）等全て 　祉関係

ン

（障がい者福祉、子育

プ

て、生活支援）等全て

ラ

  
　の窓口業務の勉

ン

強会を実施 　の窓口業

個

務の勉強会を実施 ２．

票

指針作成 ２．指針作成

プ

    
２．マニュア

ラ

ル作成 ２．マニュアル

ン

作成 　前年度の取組を

N

踏まえて、指針を改善

o

。４月の第１ 　前年度

.

の取組を踏まえて、指

4

針を改善。４月の第１

2

  週のうちに係員へ

-

周知。 週のうちに係員

1

へ周知。
　6月～3月

-

　マニュアル作成・見

8

直し 　6月～3月　マ

基

ニュアル見直し 　 　
　

本

　

取組実績

１．窓口業

方

務の勉強会については

針

、計６回実施した。 （

４

１及び２） （１及び２

２

）
２．マニュアル作成

 

についても、全ての業

窓

務で作成し ・前年度ま

口

での一堂に会しての勉

サ

強会を改め、イント 指

ー

針の係内への周知は４

ビ

/６付けで行った。
た

ス

。これからの業務に生

の

かしていく。 ラを活用

充

した方式に移行。 ３年

実

度の改善目標として、

取

・新しい方式に関する

組

取り組み方法について

項

は、指針 ①取り組み２

目

として掲げている「支

９

所から本庁へ取　
を作

４

成し現在実践中であり

 

、今年度の状況をみて

便

次年 扱いの確認等をし

利

た場合」における伝達

で

の徹底。
度以降改善す

、

べき点があれば見直し

わ

を行う。 ②係員毎のバ

か

ラつき是正。
 ③取組

り

３「ヒヤリ・ハット」

や

を無くす。
を加えてい

す

る。
３月２５日時点で

く

の活用件数は、２１２

、

件
（前年度通年８７件

迅

）
本庁からの通知等の

速

伝達漏れの解消、取扱

な

いの解説等
内容の充実

サ

が進んだ。
一方、個人

ー

間のバラつきが依然見

ビ

受けられるため、次
年

ス

度以降の課題となった

の

。

提供 プラン名 便利で分かりやすく迅速な窓口サービスの提供

所管支部 五和支所 所管課・係 まちづくり推進課　まちづくり係 関連部署 五和支所 まちづくり推進課 市民生活係

基本方針内容

全体計画

　便利で、わかりやすく、迅速な、窓口サービスを提供するため、日常業務の見直しを進めるとと 【実施項目】　　　　　　令和元年度　　　令和 2年度　　　　令和 3年度　　　　令和 4年度
もに、接遇や執務環境等の向上を図り、窓口サービスの充実に取り組みます。また、本庁では総合  
案内所の充実及び「総合窓口」設置に伴うライフイベントのワンストップサービスについて、評価 1.窓口業務の迅速　　　窓口業務勉強会　　　　→　　　　　　　　→　　　　　　　　→
検証を進めながら窓口サービスの充実に取り組みます。 　な対応　　　　　　　の実施

 
 
 2.マニュアル作成　　　作成・見直し　　　　見直し　　　　　　　→　　　　　　　　→

【目的】来庁者に対して担当者不在時にも迅速に対応できるようにする。また、市民にとって、分
かりやすく迅速な窓口サービスのさらなる充実を図る。

プランの
目的・効果

現状・課題

これまでも市民にとって分かりやすく迅速な窓口サービスを提供しているが、担当者不在時には本
庁に連絡して対応するなど、迅速な対応になっていない。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 窓口業務勉強会 計画 4 4 1 1

プランの課題等

窓口対応については、本庁や各支所との協議が必要である。 単位：回 実績 6 0 1

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

１．窓口業務の迅速な対応 １．窓口業務の迅速な対応 １．窓口業務の迅速な対応 １．窓口業務の迅速な対応
    
6月～9月 6月～9月 4月～3月 4月～3月
　戸籍届出書、税務関係（市民税、固定資産税、軽自 　戸籍届出書、税務関係（市民税、固定資産税、軽自 　イントラ伝言メール機能を活用した方法で窓口業務 　イントラ伝言メール
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成

ている。 本庁からの事

果

務連絡に関しては、当

と

初そのまま転送と
いう

課

ケースがあったが、徐

題

々に担当者の解説や係

年

内で
の対応方法などが

度

加味されてきて、中身

令

についても充
実してき

和

た。
確認事項や留意事

元

項についても伝達漏れ

年

が無くなり、
共通した

度

認識を持って業務にあ

令

たるようになった。

方

和

向性 継続（完了） 継続

 

（完了） 継続（完了）

2

未設定

勉強会の実施と

年

業務マニュアルの作成

度

によって、担当 今年度

令

からイントラを活用し

和

た方式に移行したこと

 

で イントラを活用した

3

方式に移行し２年目と

年

なるが、伝
以外の業務

度

についての窓口対応が

令

出来るようになった 、

和

伝達漏れ等ミスが少な

 

くなっており、今後も

4

継続す 達漏れ等ミスが

年

少なくなっており、今

度

後も継続すると
ことは

所

大きな前進である。 る

管

とともに、更なる充実

課

を図ってもらいたい。

意

ともに、更なる充実を

見

図ってもらいたい。

支

勉

部長
評価

方向性 継続（

強

完了） 継続（完了） 継

会

続（完了） 未設定

を通じて職員一人一人が担当以外の業務でも窓 　「本庁からの事務連絡等」、「支所から本庁へ取扱 　全体の件数は伸びているので、この方式が浸透して
口対応が出来ている。 いの確認等したこと」、「窓口業務において留意すべ きている。反面、係員毎のバラつきは解消されていな
しかし、複雑な業務になると対応に苦慮しているので きことが発生した場合」の３ケースについて指針を定 いため、個別の指導も必要。
、マニュアルを作成し引き続き勉強会を開催していく めた。
。 　その際、発信者は必ず自分なりの解説を加えること

としているが、この点が抜けていることが多い。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

現在までのところ、計画どおり進行している。 現在までのところ、計画通り進行している。 現在までのところ、順調に進行している。
年度末までにはマニュアルを作成する必要がある。 年度末までには、更に、充実をしてもらいたい。 また、今年度追加した取り組みについても年度末まで

には更に充実をしてもらいたい。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

・勉強会を通じて、一人一人が担当以外の業務でも窓 指針の係内への周知は10月30日付けであった。 本庁からの通知等の伝達漏れの解消、取扱いの解説等
口対応出来ている。 それまでの伝言メールによる周知は40件。それ以降の 内容の充実が進んでおり、成果がでている。
・短い時間の勉強会ではあったが、テーマを絞って実 件数は83件で、内訳として本庁からの事務連絡が67件 一方、個人

プ

間のバラつきが依然見

ラ

受けられるため個別
施

ン

したので、係員の業務

N

向上に繋がっている。

o

、支所から本庁へ取扱

.

いの確認等したことが

4

13件、窓 の指導に力

2

をいれていき、次年度

-

以降も続けていく。
・

1

担当者がそれぞれマニ

-

ュアルを作成したので

8

、より 口業務において

中

留意すべきことが発生

間

した場合が3件
担当業

期

務に詳しくなった。ま

ま

た、他の係員もマニュ

で

ア となっている。
ルを

の

通じて窓口対応が出来
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行

方 単位：件 けた取組件

政

数 実績 2 1 1
法を協議

経

する必要がある。
財政

営

効果額 計画

単位：千円

改

実績

年度 令和元年度 令

革

和 2年度 令和 3年

大

度 令和 4年度

取組計

綱

画

１．窓口対応の見直

ア

し １．窓口対応の見直

ク

し １．窓口対応の見直

シ

し １．窓口対応の見直

ョ

し
　４月～３月　アン

ン

ケート検証結果に基づ

プ

く 　４月～３月　アン

ラ

ケート検証結果に基づ

ン

く 　４月～３月　アン

個

ケート検証結果に基づ

票

く 　４月～３月　アン

プ

ケート検証結果に基づ

ラ

く
　　　　　　　サー

ン

ビス向上に向けた取組

N

　　　　　　　サービ

o

ス向上に向けた取組 　

.

　　　　　　サービス

4

向上に向けた取組 　　

2

　　　　　サービス向

-

上に向けた取組
　・受

1

付業務のマニュアルに

-

ついて見直し 　・受付

1

業務のマニュアルにつ

0

いて見直し 　・受付業

基

務のマニュアルについ

本

て見直し 　・受付業務

方

のマニュアルについて

針

見直し
　・業務につい

４

て関係部署との連携 　

２

・業務について関係部

 

署との連携 　・業務に

窓

ついて関係部署との連

口

携 　・業務について関

サ

係部署との連携
　・業

ー

務の職員研修、調整会

ビ

議 　・業務の職員研修

ス

、調整会議 　・業務の

の

職員研修、調整会議 　

充

・業務の職員研修、調

実

整会議
　８月、１０月

取

、１２月　アンケート

組

の実施 　９月、１１月

項

　アンケートの実施 　

目

９月、１１月　アンケ

９

ートの実施 　９月、１

４

１月　アンケートの実

 

施
　１月～３月　アン

便

ケート結果の検証 　１

利

月～３月　アンケート

で

結果の検証 　１月～３

、

月　アンケート結果の

わ

検証 　１月～３月　ア

か

ンケート結果の検証
 

り

   
２．マニュアル

や

作成 ２．マニュアル作

す

成 ２．マニュアル作成

く

２．マニュアル作成
　

、

６月～３月　マニュア

迅

ル作成・運用 　６月～

速

３月　マニュアル作成

な

・運用 　６月～３月　

サ

マニュアル作成・運用

ー

　６月～３月　マニュ

ビ

アル作成・運用
　１月

ス

～３月　マニュアル見

の

直し 　１月～３月　マ

提

ニュアル見直し 　１月

供

～３月　マニュアル見

プ

直し 　１月～３月　マ

ラ

ニュアル見直し

取組実

ン

績

１．窓口対応の見直

名

し  １．窓口対応の見

便

直し １．窓口対応の見

利

直し
・５月　関係部署

で

の計７名で平成３０年

分

度アンケート ８月 ８月

か

結果と今年度の実施内

り

容について会議を行っ

や

た。 　担当者会議にお

す

いて今年度のアンケー

く

ト実施内容に 　担当者

迅

会議において今年度の

速

アンケート実施内容に

な

・９月、１１月　アン

窓

ケート実施 ついて、説

口

明を受けた。 ついて、

サ

説明を受けた。
来庁者

ー

６９２名、回答者２２

ビ

４名、回答率３２．４

ス

％   
・１２月　関係

の

部署の計７名で令和元

提

年度アンケート ９月 ９

供

月
結果と今年度の実施

所

内容について会議を行

管

った。 　アンケート実

支

施 　アンケート実施
 

部

　回答者１７９名、未

河

回答者３３名　合計２

浦

１２名 　回答者１３４

支

名、未回答者５６　合

所

計１９０名
２．マニュ

所

アルの作成  
・一部未

管

作成の業務があったの

課

で、年度末までに作成

・

２．マニュアル作成
し

係

た。 適宜見直しを行っ

ま

ている
  

ちづくり推進課　まちづくり係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　便利で、わかりやすく、迅速な、窓口サービスを提供するため、日常業務の見直しを進めるとと 【実施項目】　　　　　　　　令和元年度　　　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
もに、接遇や執務環境等の向上を図り、窓口サービスの充実に取り組みます。また、本庁では総合  
案内所の充実及び「総合窓口」設置に伴うライフイベントのワンストップサービスについて、評価 １．窓口対応の見直し　アンケート実施及び検証　
検証を進めながら窓口サービスの充実に取り組みます。 　　　　　　　　　　　・窓口対応や各係との連　　　→　　　　　　→　　　　　　→

　　　　　　　　　　　携の見直し
 
２．マニュアル作成　　　　　作成・見直し　　　　見直し　　　　見直し　　　　見直し

窓口アンケートを基に業務体制や環境を整理し、より親切丁寧な対応を行うとともに、便利でわか  
りやすい説明を行い迅速な対応に努める。

プランの 複数手続き等には各係と連携し、迅速な窓口サービスの充実を図る。
目的・効果 個々の業務のマニュアル作成を図り、担当者不在による業務の停滞防止に努める。

窓口での苦情対応については、２人以上で対応するとともに、他のお客様に迷惑が掛かる場合は、
相談室等で対応を行い、支所業務が円滑に行えるように配慮する。

現状・課題

これまでも親切丁寧な対応、便利で分かりやすい説明を心掛けているが、窓口アンケートにおいて
、待ち時間、案内表示、プライバシー配慮に対する不満との結果もあった。
また、担当者が不在の際には対応できず、何度も窓口へ足を運ばせてしまう状態となっている。 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 サービス向上に向 計画 3 2 2 2

プランの課題等

窓口対応改善の取り組みや課題等については、本庁市民課及び各支所において共有し、より良い
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の

未設定

職員の市民に対

成

する「接遇」は向上し

果

ており、今後も 職員の

と

市民に対する接遇は向

課

上しつつあり、今後も

題

積 職員の市民に対する

年

接遇は向上しつつあり

度

、今後も積
継続した取

令

り組みをしてほしい。

和

極的な取り組みを行っ

元

てほしい。 極的な取り

年

組みを行ってほしい。

度

支部長
評価

方向性 継続

令

（完了） 未設定 継続（

和

完了） 未設定

 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

来庁者へアンケートを依頼することをきっかけに、職 来庁者へアンケートを依頼することで、市民から見ら 来庁者へアンケートを依頼することで、市民から見ら
員が積極的に率先した挨拶や案内をするようになり、 れているという意識が職員に根付いている。 れているという意識が職員に根付いて来ている。
アンケートで明らかになった課題への対応と併せて、 結果、積極的に率先した挨拶や案内をしており、おも 職員から積極的に率先した挨拶や案内に努めている。
おもてなし力が向上して来ている。また、アンケート てなし力が向上して来ている。 来庁者玄関には、手指消毒時の荷物置き場を設置し、
により支所に対する要望（案内看板など）にも、すみ 来庁者の立場にたって考えることができている。
やかに対応できるようになった。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

職員の市民に対する「接遇」は向上している。 職員の市民に対する接遇は向上しつつあり、今後も積 職員の市民に対する接遇は確実に向上している。今後
極的な取り組みを行ってほしい。 も正確さや迅速さを念頭に置き、市民への奉仕という

気持ちを常に持ち取り組みをしてほしい。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

来庁者へアンケートを依頼することをきっかけに、職 来庁者へアンケートを依頼することで、市民から見ら 来庁者へアンケートを依頼することで、市民から見ら
員が積極的に率先した挨拶や案内をするようになり、 れているという意識が職員に根付いている。 れているという意識が職員

プ

に根付いている。
アン

ラ

ケートで明らかになっ

ン

た課題への対応と併せ

N

て、 結果、積極的に率

o

先した挨拶や案内をし

.

ており、おも 結果、積

4

極的に率先した挨拶や

2

案内をしており、おも

-

おもてなし力が向上し

1

た。また、アンケート

-

により支 てなし力が向

1

上して来ている。 てな

0

し力が向上して来てい

中

る。
所に対する要望に

間

も、すみやかに対応で

期

きるようにな
った。

方

ま

向性 継続（完了） 継続

で

（完了） 継続（完了）
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行

め、アン 1.わかりや

政

すく迅速な窓口対応を

経

提供するため、アン
ケ

営

ート検証結果に基づく

改

窓口対応に取り組む ケ

革

ート検証結果に基づく

大

窓口対応に取り組む ケ

綱

ート検証結果に基づく

ア

窓口対応に取り組む ケ

ク

ート検証結果に基づく

シ

窓口対応に取り組む
 

ョ

   
　・8月、12

ン

月　 アンケート実施

プ

　・ 9月　 アンケ

ラ

ート実施 　・ 9月　

ン

 アンケート実施 　・

個

 9月　 アンケート

票

実施
　・9月、1月　

プ

　アンケート結果の検

ラ

証、見直し 　・10月

ン

 　アンケート結果の

N

検証、見直し 　・10

o

月 　アンケート結果

.

の検証、見直し 　・1

4

0月 　アンケート結

2

果の検証、見直し
  

-

  
2.窓口受付業務

1

の職員研修 2.窓口受

-

付業務の職員研修 2.

9

窓口受付業務の職員研

基

修 2.窓口受付業務の

本

職員研修
　・5月～2

方

月　　実施 　・5月～

針

2月　　実施 　・5月

４

～2月　　実施 　・5

２

月～2月　　実施
  

 

  
3.マニュアル作

窓

成 3.マニュアル運用

口

、見直し 3.マニュア

サ

ル運用、見直し 3.マ

ー

ニュアル運用、見直し

ビ

　・4月～3月　  

ス

マニュアル作成・運用

の

　・4月～3月　  

充

マニュアル運用 　・4

実

月～3月　  マニュ

取

アル運用 　・4月～3

組

月　  マニュアル運

項

用
　・1月～3月　　

目

マニュアル見直し 　・

９

1月～3月　　マニュ

４

アル見直し 　・1月～

 

3月　　マニュアル見

便

直し 　・1月～3月　

利

　マニュアル見直し
 

で

   
4.窓口レイア

、

ウトの見直し改善 4.

わ

窓口レイアウトの見直

か

し改善 4.窓口レイア

り

ウトの見直し改善 4.

や

窓口レイアウトの見直

す

し改善
　・椅子対面式

く

　検証　 　・椅子対面

、

式　検証・改善 　・椅

迅

子対面式　検証・改善

速

　・椅子対面式　検証

な

・改善

取組実績

1.窓

サ

口アンケートの実施（

ー

回答率35.5％） .

ビ

窓口アンケートの実施

ス

（回答率80％） .窓

の

口アンケートの実施（

提

回答率86.3％）
　

供

・ 9月　　支所、各

プ

出張所で実施 　・ 9

ラ

月　　支所、各出張所

ン

で実施 　・ 9月　　

名

支所、各出張所で実施

質

　・11月　　結果内

の

容を検証、改善策等を

高

周知、実　 　・11月

い

　　結果内容を検証、

行

改善策等を周知、実　

政

　・11月　　結果内

サ

容を検証、改善策等を

ー

周知、実　
　　　　　

ビ

　施。 　　　　　　施

ス

。 　　　　　　施。

を

 
 2.窓口職員研修

提

について 2.窓口職員

供

研修について
2.窓口

す

職員研修について 　・

る

5月～2月　今年度は

た

「受付業務と入力操作

め

」を主 　・5月～2月

の

　今年度は「システム

執

操作及び発行業　
　・

務

7月～2月　今年度は

環

「発行業務」を主に実

境

施。 　　　　　　　に

の

実施。 　　　　　　

向

務」を主に実施。 
 

上

3.マニュアル作成の

所

実施。 3.マニュアル

管

作成の実施。
3.マニ

支

ュアル作成の実施。 　

部

・7月～2月　マニュ

天

アル作成。随時見直し

草

作業を実 　・7月～2

支

月　マニュアル作成。

所

随時見直し作業を実
　

所

・7月～2月　マニュ

管

アル作成。随時見直し

課

作業を実 　　　　　　

・

施。 　　　　　　施

係

中。 
　　　　　　施

ま

。 4.窓口レイアウト

ち

の見直し改善 4.窓口

づ

レイアウトの見直し改

く

善
 　・ラン配線、電

り

源の確保も完了し、受

推

付業務もス　 　・コロ

進

ナ対応のため、随時消

課

毒を行い、受付業務も

　

4.窓口レイアウトの

市

見直し実施　 　　ムー

民

ズに行えている。 　　

生

スムーズに行えている

活

。
　・10月　　椅子

係

対面式（ローカウンタ

関

ー）に設置  
　・ 2

連

月　　プライバシー保

部

護用衝立の設置

署

基本方針内容

全体計画

　便利で、わかりやすく、迅速な、窓口サービスを提供するため、日常業務の見直しを進めるとと 【実施項目】　　　　　　　 令和元年度　　　令和 2年度　　　令和 3年度　　　令和 4年度
もに、接遇や執務環境等の向上を図り、窓口サービスの充実に取り組みます。また、本庁では総合  
案内所の充実及び「総合窓口」設置に伴うライフイベントのワンストップサービスについて、評価  
検証を進めながら窓口サービスの充実に取り組みます。 １.アンケート調査　　　　　実施・検証　　　実施・検証　　　実施・検証　　　実施・検証　

 
２.窓口業務研修　　　　　　改善研修　　　　改善研修　　　　改善研修　　　　改善研修　　
 

来庁者の趣旨を的確に捉え、わかりやすく迅速に窓口対応するため、ハード面、ソフト面において ３.マニュアル作成　　　　　運用・見直　　　運用・見直　　　運用・見直　　　運用・見直　
スリム化を図る。 　　

プランの  
目的・効果 ４.窓口レイアウト改善　　　検証・改善　　　検証・改善　　　検証・改善　　　検証・改善

　　　　　　　　　　　　　　　　
 

現状・課題

質の高い窓口サービスが提供できるよう「市民目線」に立ったわかりやすく、効率的かつ効果的な
窓口サービスの提供が求められている。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 窓口サービス向上 計画 10 10 10 10

プランの課題等

窓口対応改善の取り組みや課題については、職員間の共通認識のもと関係各課係と連携が重要とな 単位：件 研修 実績 8 10 8
る。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

1.わかりやすく迅速な窓口対応を提供するため、アン 1.わかりやすく迅速な窓口対応を提供するため、アン 1.わかりやすく迅速な窓口対応を提供するた
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成

おり進行 計画どおり進

果

行 未設定

１年間の成果

と

と課題

年度 令和元年度

課

令和 2年度 令和 3

題

年度 令和 4年度

所管

年

課意見

・窓口アンケー

度

ト結果は概ね良好であ

令

り、改善等の周 ・窓口

和

アンケート結果は概ね

元

良好であり、係内の意

年

思 ・窓口アンケート結

度

果は概ね良好であり、

令

全項目が改
知も図られ

和

た。アンケート調査は

 

、窓口サービス向上 統

2

一と改善等の周知も図

年

られた。アンケート調

度

査は窓 善された結果が

令

得られ、改善等の周知

和

も図られた。ア
の指針

 

として、今後も実施し

3

たい。 口サービス向上

年

の指針として、今後も

度

実施したい。 ンケート

令

調査は窓口サービス向

和

上の指針及び職員の励

 

・窓口研修は８回実施

4

。担当者が不在でも保

年

険証等の ・窓口研修は

度

目標の10回を実施。

所

担当者不在でも成果 み

管

にもつながるため、今

課

後も実施したい。
発行

意

業務ができるなど成果

見

はあった。今後も継続

・

して はあった。今後は

窓

業務頻度が多い、保険

口

証等の発行業 ・窓口研

ア

修は8回を実施。目標

ン

は10回であったが職

ケ

員
実施する必要がある

ー

。 務を重点に継続して

ト

実施する。 の日程が合

結

わず2回は研修資料を

果

配布し研修に代えた
・

を

窓口証明発行マニュア

係

ルを作成し、わかりや

内

すい内 ・窓口証明発行

で

マニュアルの見直しを

検

実施。今後も変 。今後

証

も保険証等の発行業務

し

を重点に継続して実施

、

す
容で出来ている。今

今

後も変更箇所があれば

後

、随時訂正 更箇所があ

の

れば、随時訂正し周知

窓

を図る必要がある。 る

口

。
し周知を図る必要が

サ

ある。 ・窓口カウンタ

・

ーに基幹系ラン、電源

窓

の配置ができた ・窓口

口

証明発行マニュアルの

ア

見直しを実施。今後も

ン

変
・支所窓口にローカ

ケ

ウンターと衝立を設置

ー

。来場者の 。それによ

ト

り地籍成果図の発行業

結

務等の対応がスムー 更

果

箇所があれば、随時訂

を

正し周知を図る必要が

係

ある。
プライバシーを

内

図ることができたこと

で

で、支所窓口で ズにで

検

きるようになった。 ・

証

窓口カウンターでは、

し

来庁者が安心して用件

、

を済ま
も始まる総合窓

今

口に対応ができるよう

後

になった。 されるよう

の

、コロナ対策として来

窓

庁者ごとに消毒を徹

方

口

向性 継続（完了） 継続

サ

（完了） 継続（完了）

・

未設定

　質の高い行政

窓

サービスを提供するた

口

めに、アンケー 　質の

ア

高い行政サービスを提

ン

供するために、アンケ

ケ

ー 　質の高い行政サー

ー

ビスを提供するために

ト

、アンケー
ト調査、窓

結

口研修、カウンターの

果

設置など、市民目線 ト

を

調査、窓口研修などを

係

実施し、市民目線にた

内

って分 ト調査、窓口研

で

修などを実施し、市民

検

目線にたって分
にたっ

証

た分かりやすく迅速に

し

対応できる窓口サービ

、

ス かりやすく迅速に対

今

応できる窓口サービス

後

の充実を図 かりやすく

の

迅速に対応できる窓口

窓

サービスの充実を図
の

口

充実を図ることができ

サ

た。 ることができた。

ー

ることができた。
　今

ビ

後においても質の高い

ス

行政サービスの提供す

改

るた 　今後においても

善

質の高い行政サービス

向

の提供するた 　今後に

上

おいても質の高い行政

に

サービスの提供するた

努

支部長 めに、常に向上

め

心を持って取り組む必

る

要がある。 めに、常に

。

向上心を持って取り組

ー

んで欲しい。 めに、常

ビ

に向上心を持って取り

ス

組んで欲しい。
評価

方

改

向性 継続（完了） 未設

善

定 継続（完了） 未設定

向上に努める。 ービス改善向上に努める。
・窓口研修の結果、担当者が不在でも保険証等の発行 ・窓口研修の結果、担当者が不在でも受付、証明書発 ・窓口研修の結果、担当者が不在でも受付、証明書発
業務ができるなど成果は出ている。今後も継続して実 行業務ができるなど成果は出ている。今後も継続して 行業務ができるなど成果は出ている。今後も継続して
施する必要がある。 実施する必要がある。 実施する必要がある。
・マニュアルは、以前作成したものも踏まえ、随時見 ・マニュアルは、以前作成したものも踏まえ、随時見 ・マニュアルは、以前作成したものも踏まえ、随時見
直し作業を行い、初めてでもわかりやすい内容で作成 直し作業を行い、初めてでもわかりやすい内容で作成 直し作業を行い、初めてでもわかりやすい内容で作成
している。 している。 している。
・来年度から支所窓口でも始まる総合窓口に対応がで ・ローカウンター、仕切り衝立での窓口対応ができる ・ローカウンター、仕切り衝立での窓口対応ができ、
きるようローカウンターを設置した。今年度中に衝立 ようになった。コロナ感染防止対策の面からも早期に コロナ感染防止対策の面からも随時消毒を行う等対応
をつけると完了となる。 対応することができた。 することができている。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

　質の高い行政サービスが提供できるように、常に市  質の高い行政サービスが提供できるよ

プ

うに、常に市 　質の高

ラ

い行政サービスが提供

ン

できるように、常に市

N

民目線にたって分かり

o

やすく、迅速に対応で

.

きる窓口 民目線にたっ

4

て、丁寧で分かりやす

2

く、迅速に対応で 民目

-

線にたって、丁寧で分

1

かりやすく、迅速に対

-

応で
サービスの充実を

9

継続する取り組みが必

中

要である。 きる窓口サ

間

ービスの充実を図って

期

ほしい。 きる窓口サー

ま

ビスの充実を図ってほ

で

しい。

支部長
評価

進捗

の

計画どおり進行 計画ど
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行

を図る。また、担当者

政

不在の時もマニュアル

経

サービスを図る。また

営

、担当者不在の時もマ

改

ニュアル サービスを図

革

る。また、担当者不在

大

の時もマニュアル
を参

綱

考にするなど、何回も

ア

窓口に足を運ばせない

ク

対応 等を参考にするな

シ

ど、何回も窓口に足を

ョ

運ばせない対 等を参考

ン

にするなど、何回も窓

プ

口に足を運ばせない対

ラ

等を参考にするなど、

ン

何回も窓口に足を運ば

個

せない対
を心掛ける。

票

応を心掛ける。 応を心

プ

掛ける。 応を心掛ける

ラ

。
    
２　繁忙期

ン

においては、窓口対応

N

がスムーズにできる ２

o

　繁忙期においては、

.

窓口対応がスムーズに

1

できる ２　繁忙期にお

-

いては、窓口対応がス

1

ムーズにできる ２　繁

-

忙期においては、窓口

7

対応がスムーズにでき

基

る
ように、事務分担の

本

１年ごとの交替や課内

方

異動などに ように、事

針

務分担の１年ごとの交

４

替や課内異動などに よ

２

うに、事務分担の１年

 

ごとの交替や課内異動

窓

などに ように、事務分

口

担の１年ごとの交替や

サ

課内異動などに
より窓

ー

口対応の強化を図り、

ビ

迅速な窓口サービスの

ス

提 より窓口対応の強化

の

を図り、迅速な窓口サ

充

ービスの提 より窓口対

実

応の強化を図り、迅速

取

な窓口サービスの提 よ

組

り窓口対応の強化を図

項

り、迅速な窓口サービ

目

スの提
供に努める。 供

９

に努める。 供に努める

４

。 供に努める。

取組実

 

績

１　来庁者への親切

便

丁寧な対応を心掛け、

利

支所各係及 １　来庁者

で

への親切丁寧な対応を

、

心掛け、支所各係及 １

わ

　来庁者への親切丁寧

か

な対応を心掛け、支所

り

各係及
び社協新和支所

や

との連携により、実質

す

的なワンストッ び社協

く

新和支所との連携によ

、

り、実質的なワンスト

迅

ッ び社協新和支所との

速

連携により、実質的な

な

ワンストッ
プサービス

サ

の運用を図った。制度

ー

改正、システム変更 プ

ビ

サービスの運用を図っ

ス

た。制度改正、システ

の

ム変更 プサービスの運

提

用を図った。制度改正

供

、システム変更
に合わ

プ

せ、随時マニュアルの

ラ

見直しに取り組むとと

ン

も に合わせ、随時マニ

名

ュアルの見直しに取り

便

組むととも に合わせ、

利

随時マニュアルの見直

で

しに取り組むととも
に

わ

、来庁された市民を対

か

象に市民サービスの向

り

上を目 に、来庁された

や

市民を対象に市民サー

す

ビスの向上を目 に、来

く

庁された市民を対象に

迅

市民サービスの向上を

速

目
指した窓口アンケー

な

トを実施した。 指した

窓

窓口アンケートを実施

口

した。 指した窓口アン

サ

ケートを実施した。
 

ー

  
２　繁忙期に限ら

ビ

ず、課内各係で連携し

ス

た事務分担の ２　繁忙

提

期に限らず、課内各係

供

で連携した事務分担の

所

２　繁忙期に限らず、

管

課内各係で連携した事

支

務分担の
取り組みがで

部

きており、迅速な窓口

新

サービスの提供に 取り

和

組みができており、迅

支

速な窓口サービスの提

所

供に 取り組みができて

所

おり、迅速な窓口サー

管

ビスの提供に
つながっ

課

ている。 つながってい

・

る。 つながっている。

係 まちづくり推進課　まちづくり係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　便利で、わかりやすく、迅速な、窓口サービスを提供するため、日常業務の見直しを進めるとと １　来庁者に対して、切丁寧な対応を行うとともに、複数手続き等については各係と連携し、迅速
もに、接遇や執務環境等の向上を図り、窓口サービスの充実に取り組みます。また、本庁では総合 な窓口サービスを図る。また、担当者不在の時もマニュアル等を参考にするなど、何回も窓口に足
案内所の充実及び「総合窓口」設置に伴うライフイベントのワンストップサービスについて、評価 を運ばせない対応を心掛ける。
検証を進めながら窓口サービスの充実に取り組みます。 ２　繁忙期においては、窓口対応がスムーズにできるように、事務分担の１年ごとの交替や課内異

動などにより窓口対応の強化を図り、迅速な窓口サービスの提供に努める。

・支所職員の連携を図り、担当者不在でも各係職員でカバーできる体制をつくる。
　併せて、親切丁寧な窓口対応を目指す。

プランの
目的・効果

現状・課題

担当者不在等で住民サービスの低下につながることが懸念される

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 サービス向上に向 計画 2 2 2 2

プランの課題等

単位： けた取り組み 実績 2

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

１　来庁者に対して、切丁寧な対応を行うとともに、 １　来庁者に対して、親切丁寧な対応を行うとともに １　来庁者に対して、親切丁寧な対応を行うとともに １　来庁者に対して、親切丁寧な対応を行うとともに
複数手続き等については各係と連携し、迅速な窓口サ 、複数手続き等については各係と連携し、迅速な窓口 、複数手続き等については各係と連携し、迅速な窓口 、複数手続き等については各係と連携し、迅速な窓口
ービスを図る。また、担当者不在の時もマニュアル等 サービス
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果

り丁寧かつ迅速な窓口

と

サービスが図られた
。

課

。 。
 
 
 

方向性 継続

題

（完了） 継続（完了）

年

継続（完了） 未設定

来

度

庁者に対しては、市民

令

生活係が総合的な窓口

和

として 来庁者に対して

元

は、親切丁寧な対応を

年

行うとともに、 来庁者

度

に対しては、市民生活

令

係が総合的な窓口とし

和

て
、丁寧な対応を行っ

 

ている。職員研修の成

2

果もあり、 市民生活係

年

が総合窓口的な役割を

度

行うとともに各係と 、

令

他係への案内を行うな

和

ど丁寧な対応を行った

 

。また
各係との連携も

3

図られ、迅速な対応が

年

できている。 の連携に

度

より丁寧かつ迅速な窓

令

口サービスが図られた

和

、全職員が電話対応を

 

するなど各係との連携

4

も図られ
。 、迅速な対

年

応ができた。

支部長
評

度

価

方向性 継続（完了）

所

未設定 継続（完了） 未

管

設定

課意見

来庁者に対しては、親切丁寧な対応を行うとともに、 来庁者に対しては、親切丁寧な対応を行うとともに、 来庁者に対しては、親切丁寧な対応を行うとともに、
市民生活係が総合窓口的な役割を行い各係との連携が 市民生活係が総合窓口的な役割を行い各係との連携を 市民生活係が総合窓口的な役割を行い各係との連携を
図られ迅速な窓口サービスにつながっている。 図るなど迅速な窓口サービスの提供につながっている 図るなど迅速な窓口サービスの提供につながっている
今年度は異動の関係で事務分担の１年ごとの交替がで 。 。
きなかったが、各係内で連携した事務分担の取り組み
ができており、迅速なサービス提供ができている。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

来庁者に対しては、市民生活係が総合的な窓口として 来庁者に対しては、市民生活係が総合的な窓口として 来庁者に対しては、市民生活係が総合的な窓口として
、丁寧な対応を行っている。職員研修の成果もあり、 、丁寧な対応を行っている。職員研修の成果もあり、 、丁寧な対応を行っている。また、全職員が電話対応
各係との連携も図られ、迅速な対応ができている。係 各係との連携も図られ、迅速な対応ができている。係 をするなど各係との連携も図られ、迅速な対応ができ
内の事務分担においても、長期にならないように心掛 内の事務分担においても、長期にならないように心掛 ている。
け、係内の協力体制を築いている。 けている。

支部長
評価

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

来庁者に対しては、親切丁寧な対

プ

応を行うとともに、 来

ラ

庁者に対しては、親切

ン

丁寧な対応を行うとと

N

もに、 来庁者に対して

o

は、親切丁寧な応対を

.

心掛けた。
市民生活係

1

が総合窓口的な役割を

-

行うとともに各係と 市

1

民生活係が総合窓口的

-

な役割を行うとともに

7

各係と 市民生活係が総

中

合窓口的な役割を行う

間

とともに各係と
の連携

期

により丁寧かつ迅速な

ま

窓口サービスが図られ

で

た の連携により丁寧か

の

つ迅速な窓口サービス

成

が図られた の連携によ
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行

プ化の向上 １．窓口ワ

政

ンストップ化の向上 １

経

．窓口ワンストップ化

営

の向上 ２　不要な待ち

改

時間の短縮
　・来庁者

革

を移動させるのではな

大

く、各係の担当者が 　

綱

・来庁者を移動させる

ア

のではなく、各係の担

ク

当者が 　　令和元年度

シ

　完了 ・複数の来訪者

ョ

のそれぞれの用件の速

ン

やかな把握に努
移動し

プ

て、ひとつの窓口で用

ラ

件が済むような体制を

ン

作 移動して、ひとつの

個

窓口で用件が済むよう

票

な体制を作  め、時間

プ

がかかる案件と、すぐ

ラ

に済む案件を区別対応

ン

っているので、それを

N

さらに充実させる。 っ

o

ているので、それをさ

.

らに充実させる。 ２．

4

不要な待ち時間の短縮

2

し、不要な待ち時間の

-

短縮につなげるよう研

1

修を重ね
  　・複数

-

の来訪者のそれぞれの

2

用件の速やかな把握に

基

る。
２．不要な待ち時

本

間の短縮 ２．不要な待

方

ち時間の短縮 努め、時

針

間がかかる案件と、す

４

ぐに済む案件を区別対

２

　・複数の来訪者のそ

 

れぞれの用件の速やか

窓

な把握に 　・複数の来

口

訪者のそれぞれの用件

サ

の速やかな把握に 応し

ー

、不要な待ち時間の短

ビ

縮につなげるよう研修

ス

を重
努め、時間がかか

の

る案件と、すぐに済む

充

案件を区別対 努め、時

実

間がかかる案件と、す

取

ぐに済む案件を区別対

組

ねる。
応し、不要な待

項

ち時間の短縮につなげ

目

るよう研修を重 応し、

９

不要な待ち時間の短縮

４

につなげるよう研修を

 

重
ねる。 ねる。

取組実

便

績

１．窓口ワンストッ

利

プ化の向上 １　令和元

で

年度　完了 ２．不要な

、

待ち時間の短縮
・来庁

わ

者を移動させない「ワ

か

ンストップ化」を目指

り

し ２　不要な待ち時間

や

の短縮 　　不要な待ち

す

時間の短縮を図るため

く

、用件毎に窓口
、庁舎

、

利活用検討会を中心に

迅

検討を重ね、本年12

速

月ま 　不要な待ち時間

な

を短縮するため課・係

サ

内研修を実施 を案内し

ー

対応を行った。また、

ビ

課内研修により各係の

ス

でに全課を1階配置に

の

するよう進めている。

提

した。 業務内容を把握

供

し来所者に対し迅速に

プ

対応した。
 （成果）

ラ

窓口アンケート調査（

ン

9月～10月まで）　

名

 
２．不要な待ち時間

便

の短縮 ★用件が済むま

利

での時間に満足してい

で

る市民の割合 （成果）

分

窓口アンケート調査（

か

9月～10月まで）
・

り

市民生活課においては

や

、5/15から9/1

す

9に課内勉強会 Ｒ1年

く

度73.6%　➡　Ｒ

迅

2年度75.9%　2

速

.3%増 ★用件が済む

な

までの時間に満足して

窓

いる市民の割合
を開催

口

。窓口対応能力向上に

サ

寄与している。  Ｒ２

ー

年度75.9% ➡　

ビ

Ｒ３年度79.6% 

ス

（3.7%増）

の提供

所管支部 牛深支所 所管課・係 市民生活課　市民環境係 関連部署 市民生活部 市民課 総合窓口係、市民生活部 市民課 戸籍係

基本方針内容

全体計画

　便利で、わかりやすく、迅速な、窓口サービスを提供するため、日常業務の見直しを進めるとと １．窓口ワンストップ化の向上
もに、接遇や執務環境等の向上を図り、窓口サービスの充実に取り組みます。また、本庁では総合 　・来庁者を移動させるのではなく、各係の担当者が移動して、ひとつの窓口で用件が済むような
案内所の充実及び「総合窓口」設置に伴うライフイベントのワンストップサービスについて、評価 体制を作っているので、それをさらに充実させる。
検証を進めながら窓口サービスの充実に取り組みます。  

２．不要な待ち時間の短縮
　・複数の来訪者のそれぞれの用件の速やかな把握に努め、時間がかかる案件と、すぐに済む案件
を区別対応し、不要な待ち時間の短縮につなげるよう研修を重ねる。

来庁者を移動させるのではなく、各係の担当者が移動して、ひとつの窓口で用件が済むような体制
を作っているので、それをさらに充実させるとともに、複数の来訪者のそれぞれの用件の速やかな

プランの 把握に努め、時間がかかる案件と、すぐに済む案件を区別対応し、不要な待ち時間の短縮につなげ
目的・効果 るよう研修を重ねる。

現状・課題

来庁者に対し、ひとつの窓口で用件が済むような体制を作っているが、さらに充実させることが可
能と思われ、また、来訪者の用件把握に時間を要するところが見受けられる。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 サービス向上に向 計画 2 2 1 1

プランの課題等

窓口対応改善の取り組みや課題等については、本庁市民課及び関係課等と情報共有し、より良い方 単位：件 けた取組件数 実績 2 1 1
法を協議する必要がある。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

１．窓口ワンストッ
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成

、窓口のワンストップ

果

（成果）窓口アンケー

と

ト調査（9月～10月

課

まで）　 務内容を把握

題

し来所者に対し迅速に

年

対応した。
化の体制が

度

構築できた。 ★用件が

令

済むまでの時間に満足

和

している市民の割合  

元

・来庁者の不要な待ち

年

時間の短縮については

度

、市民生 Ｒ1年度73

令

.6%　➡　Ｒ2年度

和

75.9%　2.3%

 

増　 （成果）窓口アン

2

ケート調査（9月）
活

年

課において課内勉強会

度

１３回開催し、窓口対

令

応能力 ★用件が済むま

和

での時間に満足してい

 

る市民の割合
向上に努

3

めた。 Ｒ２年度75.

年

9% ➡　Ｒ３年度7

度

9.6% （3.7%

令

増）

方向性 継続（完了

和

） 継続（完了） 継続（

 

完了） 未設定

・１２月

4

までに全課を１階に配

年

置、窓口のワンストッ

度

課内勉強会も予定通り

所

行われ一定の成果を上

管

げている 不要な待ち時

課

間の短縮を図るため、

意

用件毎に窓口を案
プ化

見

の体制が構築できた。

「

。こちらも市民の窓口

便

の利便性向上に向け、

利

引き続き 内し対応を行

で

った。また、課内研修

分

の実施により各係
・引

か

き続き勉強会を開催し

り

、窓口対応能力の向上

や

を図 実施いただきたい

す

。 の業務内容を把握し

く

来所者に対し迅速な対

迅

応ができた
り不要な待

速

ち時間短縮に努めても

な

らいたい。 。窓口ｱﾝ

窓

ｹｰﾄ調査の結果も前

口

年度から3.7ポイン

サ

ト増加
しており成果が

ー

現れていると考えてい

ビ

る。今後も、引
支部長

ス

き続き取り組みを進め

」

ていただきたい。
評価

を

 

方向性 継続（完了）

提

継続（完了） 継続（完

供

了） 未設定

す ・不要な待ち時間を短縮については、課・係内研修を 　不要な待ち時間の短縮を図るため、用件毎に窓口を
るため、12月までに全課が1階に配置出来るよう進め 実施した。 案内し対応を行った。また、課内研修により各係の業
ており、現在スケジュール通りに進捗している。 （成果）窓口アンケート調査（9月～10月まで）　 務内容を把握し来所者に対し迅速に対応した。
また、来庁者の不要な待ち時間の短縮についても、市 ★用件が済むまでの時間に満足している市民の割合  
民生活課において課内勉強会が開催されるなど、窓口 Ｒ1年度73.6%　➡　Ｒ2年度75.9%　2.3%増 （成果）窓口アンケート調査（9月）
対応能力向上に寄与している。  ★用件が済むまでの時間に満足している市民の割合

Ｒ２年度75.9% ➡　Ｒ３年度79.6% （3.7%増）

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

全課1階配置については、庁舎利活用検討会を中心に 課内勉強会も予定通り行われ一定の成果を上げている 　不要な待ち時間の短縮のための業務の工夫が見られ
計画され、スケジュール通りに進んでいる。引き続き 。こちらも市民の窓口の利便性向上に向け、引き続き 一定の成果が上がっている。アンケートによる市民の
スケジュール管理を行いながら、年内に配置完了いた 実施いただきたい。 満足度調査は継続して実施するなど窓口サービスの充
だきたい。 実に努めてもらいたい。
市民生活課における勉強会も予定通り行われている。

支部長 こちらも市民の窓口の利便性向上に向け、引き続き実
評価 施いただきたい。

進捗 計画ど

プ

おり進行 計画どおり進

ラ

行 計画どおり進行 未設

ン

定

１年間の成果と課題

N

年度 令和元年度 令和 

o

2年度 令和 3年度 令

.

和 4年度

所管課意見

4

「便利で分かりやすく

2

迅速な窓口サービス」

-

を提供す 　不要な待ち

1

時間を短縮するため課

-

・係内研修を実施 　不

2

要な待ち時間の短縮を

中

図るため、用件毎に窓

間

口を
るための対応 した

期

。 案内し対応を行った

ま

。また、課内研修によ

で

り各係の業
・12月ま

の

でに全課を1階に配置
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行

画

1.窓口対応の見直

政

し 1.窓口対応の見直

経

し 1.窓口対応の見直

営

し 1.窓口対応の見直

改

し
    
・窓口業務

革

について関係部署との

大

連携 ・窓口業務につい

綱

て関係部署との連携 ・

ア

窓口業務について関係

ク

部署との連携 ・窓口業

シ

務について関係部署と

ョ

の連携
・窓口業務の職

ン

員研修・調整会議 ・窓

プ

口業務の職員研修・調

ラ

整会議 ・窓口業務の職

ン

員研修・調整会議 ・窓

個

口業務の職員研修・調

票

整会議
    
2.マ

プ

ニュアル作成 2.マニ

ラ

ュアル作成 2.マニュ

ン

アル作成 2.マニュア

N

ル作成
    
　6月

o

～3月　マニュアル作

.

成・運用 　6月～3月

4

　マニュアル作成・運

2

用 　6月～3月　マニ

-

ュアル作成・運用 　6

1

月～3月　マニュアル

-

作成・運用
　1月～3

4

月　マニュアル見直し

基

　1月～3月　マニュ

本

アル見直し 　1月～3

方

月　マニュアル見直し

針

　1月～3月　マニュ

４

アル見直し

取組実績

1

２

.窓口対応の見直し 1

 

.窓口対応の見直し 1

窓

.窓口対応の見直し
 

口

 　今年度から毎月2

サ

回、各係の事業進捗状

ー

況会議を実
・窓口アン

ビ

ケート実施 ・窓口業

ス

務について関係部署と

の

の連携 施し、窓口業務

充

での問題点等について

実

協議を行った。
・窓口

取

業務について関係部署

組

との連携 　関係部署と

項

の協議等未実施 また、

目

各係の業務や事業等の

９

スケジュールを共有し

４

、
　関係部署との協議

 

等未実施 ・窓口業務の

便

職員研修・調整会議、

利

調整中 繁忙期の応援体

で

制などの調整を行った

、

。 
・窓口業務の職員

わ

研修・調整会議、調整

か

中   
　 2.マニュア

り

ル作成 2.マニュアル

や

作成
  　各係分を取

す

りまとめて整理するこ

く

とが出来た。
2.マニ

、

ュアル作成 　～3月　

迅

マニュアル一部作成
・

速

作成中

なサービスの提供 プラン名 便利で分かりやすく迅速なサービスの提供

所管支部 御所浦支所 所管課・係 まちづくり推進課　まちづくり係 関連部署 市民生活部 市民課 総合窓口係

基本方針内容

全体計画

　便利で、わかりやすく、迅速な、窓口サービスを提供するため、日常業務の見直しを進めるとと 【実施項目】　　　　令和元年度　　　　　令和 2年度　　　令和 3年度　　　令和 4年度
もに、接遇や執務環境等の向上を図り、窓口サービスの充実に取り組みます。また、本庁では総合 　
案内所の充実及び「総合窓口」設置に伴うライフイベントのワンストップサービスについて、評価 1.窓口対応の見直し　窓口対応や各係との　　　→　　　　　　　→　　　　　　　→　　　　　
検証を進めながら窓口サービスの充実に取り組みます。 　

　　　　　　　　　　連携の見直し
 
2.マニュアル作成　　作成・見直し　　　　　見直し　　　　　　→　　　　　　　→

来庁者に対して、親切丁寧な対応を行うとともに、便利で分かりやすい説明を行い迅速な対応に努
める。

プランの 複数手続き等には各係と連携して迅速な窓口サービスの充実を図る。
目的・効果 個々の業務マニュアル作成を図り、担当者不在による業務の停滞防止に努める。

窓口での苦情対応については、2人以上で対応するとともに、他のお客様に迷惑が掛かる場合は、
応接室等で対応を行い、支所業務が円滑に行えるよう配慮する。

現状・課題

これまでも親切丁寧な対応、便利で分かりやすい説明を心掛けしているが、担当者が不在の際は十
分な対応できず、何度も窓口に足を運ばせてしまう状態となっている。

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 サービス向上に向 計画 2 2 2 2

プランの課題等

窓口対応改善の取組みや課題等については、本庁関係各課及び各支所において共有し、より良い方 単位：件 けた取組件数 実績 2 2 2
法を協議する必要がある。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計
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成

設定 継続（完了） 未設

果

定

と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

　係間の勉強会・連絡会が未実施であるが、マニュア 　係をまたいだ連携は常にできているが、マニュアル 　毎月2回の事業進捗状況会議により係間の連携がよ
ルを作成し連絡会開催に繋げたい。 化出来ていないため1月末までに事務分掌表等により り強化された。

項目等の整理を行い、年度内にマニュアルを完成させ 　マニュアルについては、2月までに各業務ごとの取
る。 りまとめを行い、3月中の完成を目指す。

進捗 計画より遅い 計画より遅い 計画より遅い 未設定

　年度末迄にはマニュアルを作成し、連絡会等を実施 来庁者に対して、正確かつ迅速に対応できるようマニ 支所独自に作成するのではなく、他の部署を参考に統
し、係間の連携強化を図る。 ュアルの作成を急ぐ必要がある。 一された内容のマニュアル作成を急いでほしい。

支部長
評価

進捗 計画より遅い 計画より遅い 計画より遅い 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

窓口業務では迅速丁寧な対応に心掛けることができた 　一部ではあるが業務マニュアルを作成することがで 今年度から実施した毎月2回の事業進捗状況会議を今
と思われる。 きた。 後も実施し、各係の業務や事業等のスケジュールの共
個々のマニュアルについては、具合化されていないこ 　今後、試験的に運用し、改善点等を見つけながら随 有、繁忙期の応援体制などを調整していく。
とから今後整理をして引き継ぐときに役立てていきた 時マニュアルの内容を最新化していく。 また、マニュアル作成については、内容が常に最新の
い。 状態となるよう、随時、加除修正を行っていく。

方向性 継続（未達） 継続（未達） 継続（完了） 未

プ

設定

市民目線に立った

ラ

対応に心がけ、職員が

ン

替わっても市 マニュア

N

ルを完成し、窓口サー

o

ビスの質を担保すると

.

現在の取り組みを今後

4

とも継続していくこと

2

で、更な
民に対して同

-

じ対応が出来るように

1

連携を図ることが とも

-

に、随時内容を更新し

4

ていくことで窓口対応

中

の向 るサービスの充実

間

に繋がっていくことを

期

期待したい。
できる体

ま

制を構築したい。 上を

で

図りたい。

支部長
評価

の

方向性 継続（未達） 未
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行

支所職員の研修等を行

政

い、担当者不在の場合

経

でも対応
できる体制づ

営

くりを行う。 できる体

改

制づくりを行う。
２．

革

マニュアルの見直し　

大

２．マニュアルの見直

綱

し　
市民等の意見、要

ア

望などを反映し、職員

ク

個々の業務マ 市民等の

シ

意見、要望などを反映

ョ

し、職員個々の業務マ

ン

ニュアルの見直しを行

プ

う。 ニュアルの見直し

ラ

を行う。

取組実績

１．

ン

窓口担当者の係を越え

個

た日常的連携を行った

票

。 １．窓口担当者の係

プ

を越えた日常的連携を

ラ

行った。 １．窓口担当

ン

者の係を越えた職員研

N

修を実施し、日常
２．

o

職員個々の業務マニュ

.

アルを作成した。 　　

4

また、迅速で丁寧な対

2

応を心掛けた。 的連携

-

を行った。また、迅速

1

で丁寧な対応を心掛け

-

た
 ２．職員個々の業

6

務マニュアルの見直し

基

を行った。 。
　　また

本

、各自業務スケジュー

方

ルも作成した。 ２．職

針

員個々の業務マニュア

４

ルの作成及び、見直し

２

を
行った。

 窓口サービスの充実 取組項目 ９４ 便利で、わかりやすく、迅速なサービスの提供 プラン名 便利でわかりやすく迅速な窓口サービスの提供

所管支部 栖本支所 所管課・係 まちづくり推進課　市民生活係 関連部署

基本方針内容

全体計画

　便利で、わかりやすく、迅速な、窓口サービスを提供するため、日常業務の見直しを進めるとと 【実施項目】　　　　　　令和元年度　　　令和 2年度　　令和 3年度　　令和 4年度
もに、接遇や執務環境等の向上を図り、窓口サービスの充実に取り組みます。また、本庁では総合  
案内所の充実及び「総合窓口」設置に伴うライフイベントのワンストップサービスについて、評価 1.窓口業務の見直し　　窓口対応や各係　　　　→　　　　　　→　　　　　　→
検証を進めながら窓口サービスの充実に取り組みます。 　　　　　　　　　　　との連携見直し　　

 
2.マニュアル作成　　　作成・見直し　　　　見直し　　　　　→　　　　　　→

 窓口アンケートを基に業務体制や環境を整備し、個々の業務のマニュアルに反映し、便利で分か
りやすい説明を行い迅速な対応い努める。

プランの 　窓口での苦情対応については、２人以上で対応するとともに、他のお客様に迷惑がかかる場合は
目的・効果 、相談室等で対応を行い、支所業務が円滑に行えるように配慮する。

現状・課題

　担当者が不在の際は、本庁の担当者から説明を受けながら業務を行うため、お客様を待たせる時
間が永くなってしまう状態である。
 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計

数値目標 サービス向上に向 計画 2 2 2 2

プランの課題等

　窓口対応改善の取組みや課題等については、本庁市民課及び各支所において共有し、より良い方 単位：件 けた取組件数 実績 2 2 2
法を協議する必要がある。

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

１．窓口対応の見直し １．窓口対応の見直し １．窓口対応の見直し　 １．窓口対応の見直し　
２．マニュアルの作成 ２．マニュアルの作成 支所職員の研修等を行い、担当者不在の場合でも対応
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成

アルについては、それ

果

ぞ また、そのマニュア

と

ルを設置し、活用して

課

いる。
れの担当及び係

題

長においてまとめた。

年

方向性 未設定 継続（完

度

了） 継続（完了） 未設

令

定

・マニュアルの作成

和

により業務がスムーズ

元

に行われる ・マニュア

年

ル作成により、業務の

度

改善が見受けられる ・

令

人事評価における面談

和

の中で業務目標の設定

 

におい
ようになった。

2

。今後も、システム改

年

良に伴いマニュアルの

度

変更等に ては、それぞ

令

れの職員の業務に関す

和

るマニュアル作成
も対

 

応されたい。 を設定し

3

ていたために、最終面

年

談において進捗状況を

度

確認した。マニュアル

令

については、支所の職

和

員研修に
合わせて研修

 

資料として使用し、支

4

所内での情報共有
支部

年

長 に活用している。
評

度

価

方向性 未設定 継続（

所

完了） 継続（完了） 未

管

設定

課意見

・人事評価における面談の中で、業務目標の設定にお ・人事評価における面談の中で業務目標の設定におい ・人事評価における面談の中で業務目標の設定におい
いて、それぞれの職員の業務に関するマニュアル作成 て、それぞれの職員の業務に関するマニュアル作成を て、それぞれの職員の業務に関するマニュアル作成中
について進めている。完了時期については、職員間の 前年度から進めており、その内容の見直しも含めて新 である。また、作成したマニュアルについては、係内
バランスはあるが、今年度中に完了見込みである。 規のマニュアルも作成中で今年度中に完了見込みであ で共有する。
・職員の業務に関するマニュアルについては、それぞ る。また、職員の業務に関するマニュアルについては
れの係長においてまとめる。 、それぞれの係長でまとめて、今後は作成した業務マ
・今後は業務マニュアルを事務引継に使用検討する。 ニュアルを事務引継に使用検討する。
 

進捗 未設定 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

・全ての項目において、業務改善が進捗している。 ・係内における、業務目標やマニュアルに関する状況 ・人事評価における面談の中で業務目標の設定におい
確認を実施した。成果が出でいる。今後も続けること て、それぞれの職員の業務に関するマニュアル作成を
としたい。 設定しているために、面談の中で職員の業務目標の進

捗状況に合わせて、マニュアル作成の進捗状況を確認
している。

支部長
評価

進捗 未設定 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

１年間の成果と課題

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

所管課意見

・窓口担当者は、人事評価の業務目標において、マニ

プ

・人事評価における面

ラ

談の中で業務目標の設

ン

定におい ・人事評価に

N

おける面談の中で業務

o

目標の設定におい
ュア

.

ルの作成及び改善を設

4

定し今年度中に作成及

2

び改 て、各業務に関す

-

るマニュアル作成を前

1

年度から進め て、各業

-

務に関するマニュアル

6

を作成した。
善を行っ

中

た。 ており、その内容

間

を精査しマニュアルを

期

作成した。 また、その

ま

マニュアルを設置し、

で

活用している。
・職員

の

の業務に関するマニュ
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行

きトータルシステムに

政

よる行
する。評価にあ

経

たっては政策・施策計

営

画マネジメント する。

改

評価にあたっては政策

革

・施策計画マネジメン

大

ト 政運営を行う。評価

綱

にあたっては政策・施

ア

策計画マネ 政運営を行

ク

う。評価にあたっては

シ

政策・施策計画マネ
シ

ョ

ートを策定し業務改善

ン

を図るとともに、今後

プ

も事業 シートを策定し

ラ

業務改善を図るととも

ン

に、今後も事業 ジメン

個

トシートを策定し業務

票

改善を図るとともに、

プ

取 ジメントシートを策

ラ

定し業務改善を図ると

ン

ともに、取
内容・効果

N

等を精査、真に必要な

o

事業を選択し事業の 内

.

容・効果等を精査、真

1

に必要な事業を選択し

-

事業の り組むべき事業

1

（拡充する事業を含む

-

）を構築（ビル り組む

1

べき事業（拡充する事

基

業を含む）を構築（ビ

本

ル
スクラップ＆ビルド

方

を図る。 スクラップ＆

針

ビルドを図る。 ド）し

４

、廃止するべき事業は

３

廃止（スクラップ）す

 

る ド）し、廃止するべ

行

き事業は廃止（スクラ

政

ップ）する
  「ビル

経

ド・アンド・スクラッ

営

プ」の新たな視点を取

シ

り 「ビルド・アンド・

ス

スクラップ」の新たな

テ

視点を取り
【事業の評

ム

価･検証･見直し】 【

の

事業の評価･検証･見

改

直し】 入れ事業の見直

善

しを図る。 入れ事業の

取

見直しを図る。
 　3

組

～4月　各部局・部門

項

による実績入力・評価

目

 　　 3月　各部局

９

・部門による実施計画

５

実績入力・   
　 5

 

～6月　各部局による

行

政策・施策計画の評価

政

、重 　　　　　 評価

シ

【事業の評価･検証･

ス

見直し】 【事業の評価

テ

･検証･見直し】
　　

ム

　　　 点事業の抽出

の

、ヒアリング 　 4～

ト

6月　各部局による政

ー

策・施策計画実績入力

タ

・  　　 3月　各部

ル

局・部門による実施計

シ

画実績入力・ 　   

ス

 3月　各部局・部門

テ

による実施計画実績入

ム

力・
　　　7月　総合

化

政策審議会での評価 　

プ

　　　　 評価、重点

ラ

事業の抽出、ヒアリン

ン

グ　 　　　　　 評価

名

　　　　　 評価
 1

事

0～12月　事業評価

務

の実施計画兼予算要求

事

への反映 　　　7月　

業

総合政策審議会での評

の

価 　 4～6月　各部

ス

局による政策・施策計

ク

画実績入力・ 　 4～

ラ

6月　各部局による政

ッ

策・施策計画実績入力

プ

・
 10～11月　事

ア

業評価の実施計画兼予

ン

算要求への反映 　　　

ド

　　 評価、重点事業

ビ

の抽出、ヒアリング　

ル

　　　　　 評価、重

ド

点事業の抽出、ヒアリ

の

ング　
　　　7月　総

推

合政策審議会での評価

進

　　　7月　総合政策

所

審議会での評価
 10

管

～11月　事業評価の

支

実施計画兼予算要求へ

部

の反映  10～11月

総

　事業評価の実施計画

合

兼予算要求への反映

取

政

組実績

【事業の評価･

策

検証･見直しの実施】

部

【事業の評価・検証・

所

見直しの実施】 【事業

管

の評価・検証・見直し

課

の実施】
 　3～4月

・

　各部局・部門による

係

実績入力・評価  　3

政

～4月　各部局・部門

策

による実績入力・評価

企

 　3～4月　各部局

画

・部門による実績入力

課

・評価
　 5～6月　

　

各部局による政策・施

企

策計画の評価、重 　 

画

5～6月　各部局によ

調

る政策・施策計画の評

整

価、重 　 5～6月　

係

各部局による政策・施

関

策計画の評価、重
　　

連

　　　 点事業の抽出

部

、ヒアリング 　　　　

署

　 点事業の抽出、ヒ

基

アリング 　　　　　 

本

点事業の抽出、ヒアリ

方

ング
   　 7月 

針

 総合政策審議会での

内

評価    　 7月 

容

 総合政策審議会での

全

評価    　 7月 

体

 総合政策審議会での

計

評価
 10～11月　

画

実施計画兼予算要求書

　

への反映 　　　　　　

前

※内部評価の結果を基

期

に資料作成 　　　　　

基

　※内部評価の結果を

本

基に資料作成
  10

計

～11月　実施計画兼

画

予算要求書への反映 　

期

　 10月　新規事業

間

、拡充事業等の３課ヒ

に

アリング
  10～1

お

1月　実施計画兼予算

い

要求書への反映

て構築した総合計画を核とした自治体経営のトータル・システム化を更 実施項目　　　　　　　　 令和元年度　　令和2年度　　令和3年度　　令和4年度
に推進します。また、「単に行政を運営する」から「経営的な視点を取り入れた経営改革」を展開  
するとともに、持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた観点を取り入れ、限られた経営資源（ 事業の評価･ 　　　　 　　　 実施　　　 　 →　　　　　 →　　　　 　→
人・物・金・情報）を有効に活用して、行政サービスの効率的・効果的な提供を目指します。 検証･見直し

前期基本計画期間において整理した事務事業について、今後更に、事業内容や事業効果などを精査
し、真に必要な事業を選択して集中的に実施することにより事業数の縮減や事務の効率化、予算の

プランの 縮減が図られる。
目的・効果

現状・課題

事務事業は、前期設定目標値を大きく下回る事業数に削減することができたが、普通交付税の合併
算定替期間が終了する令和3年度には約45億円の減額となり財政状況はより一層厳しさを増すこと
が予想されている。今後更に、評価・進捗管理による「やり方・やること」の改善事項の実施計画 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
兼予算要求への反映を確実に行う必要がある。

数値目標 事務事業数（H30 計画 760 690 680 670

プランの課題等

経営的視点に立った行政運営により事務事業の見直しを行う必要がある。 単位：事業 年度 781事業） 実績 700 677 687

財政効果額 計画

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

行政経営改革大綱に基づきトータルシステム化を確立 行政経営改革大綱に基づきトータルシステム化を確立 行政経営改革大綱に基づきトータルシステムによる行 行政経営改革大綱に基づ
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果

令和元年度 令和 2年

と

度 令和 3年度 令和 

課

4年度

所管課意見

　ス

題

クラップ＆ビルドにつ

年

いては、意識の浸透に

度

より 　スクラップ＆ビ

令

ルドについては、職員

和

への意識浸透 　ビルド

元

・アンド・スクラップ

年

の視点は経営方針など

度

事業統合等による事業

令

数の削減を図ることが

和

でき、R4 により事業

 

統合等による事業数の

2

削減が図られている の

年

説明により職員の意識

度

向上に繋がっていると

令

思われ
年度目標を達成

和

する成果につながった

 

。 。 るが、令和４年度

3

予算計上事務事業数は

年

、新型コロナ
　今後は

度

、新たな内部目標を設

令

定するとともに、単な

和

　今後は、新市長のマ

 

ニフェスト及び新型コ

4

ロナウイ ウイルス感染

年

症対策に伴う事業数の

度

増により、前年度
る事

所

業統合だけではなく、

管

事業内容を含めた更な

課

るス ルス禍における対

意

策など取り組むべき事

見

業（拡充する 当初に比

　

べると増加している。

当

クラップ＆ビルドを進

初

めていく必要がある。

計

事業を含む）を構築（

画

ビルド）し、廃棄すべ

し

き事業は 　次年度の実

た

施計画作成は、第3次

と

天草市総合計画基
廃止

お

（スクラップ）する令

り

和３年度経営方針での

、

ビル 本計画の策定に合

各

わせ、コロナ禍におけ

部

る対策なども
ド・アン

局

ド・スクラップという

・

新たな視点を取り入れ

部

考慮するとともに、業

門

務改善の視点も取り入

に

れ、全事
更に推進を図

お

っていく必要がある。

い

業をゼロベースとして

て

事業の必要性も含め、

マ

取り組む
べき事業を構

ネ

築し、廃棄すべき事業

ー

は廃止するビルド
・ア

　

ンド・スクラップの視

当

点をより徹底して取り

初

組ん
でいく。

方向性 継

の

続（完了） 継続（完了

計

） 継続（完了） 未設定

画

事務事業のスクラップ

ど

＆ビルドについては、

お

継続的に 　当初予算編

り

成段階において、事業

進

の統合等により事 ビル

ん

ド・アンド・スクラッ

で

プの意識は職員に浸透

い

して
取り組んでいかな

る

ければならない。特に

。

、政策事業で 業数の削

　

減が図られている。 き

当

ていると考えるが、慣

初

例に流され事業を継続

の

してい
長年継続してい

計

る事業については、毎

画

年度、その実績 　しか

ど

し、新しい事業を始め

お

るには、既存事業を見

り

直 る面もうかがえる。

進

再度、事業の必要性か

ん

ら考える必
・効果につ

で

いての確認が必要であ

い

る。 し、廃止するか縮

る

小することにより財源

。

を確保する、 要がある

ジ

のかもしれない。
とい

メ

う考えで令和3年度経

ン

営方針に「ビルド・ア

ト

ンド
支部長 ・スクラッ

シ

プ」という新たな視点

ー

を取り入れたが、ま
評

ト

価 だ、予算額縮減に対

に

する効果は表れていな

基

い。

方向性 継続（完了

づ

） 継続（完了） 継続（

く

完了） 未設定

内部評価を実施し、その後、 　これから策定する令和３年度経営方針においては、 　これから策定する令和４年度経営方針においては、
総合政策審議会において外部評価を実施。 これまでの行政評価等を踏まえ、新型コロナウイルス これまでの行政評価等を踏まえ、新型コロナウイルス
　今後、令和２年度経営方針に基づき、各部局・部門 禍における対策など取り組むべき事業（拡充する事業 禍における対策など取り組むべき事業（拡充する事業
において実施計画の点検を行い、更なる事業のスクラ を含む）を構築（ビルド）し、廃棄すべき事業は廃止 を含む）を構築（ビルド）し、廃棄すべき事業は廃止
ップアンドビルドの推進を図っていく。 （スクラップ）するビルド・アンド・スクラップの新 （スクラップ）するビルド・アンド・スクラップの新

たな視点で推進を図っていく。 たな視点で推進を図っていく。
　また、新たに令和４年度予算編成への反映も含め、
新規事業、拡充事業、市長マニフェスト事業、審議会
での意見があった事業において、３課で実施計画ヒア
リングを実施する予定としている。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

事業のスクラップアンドビルドについては、重点的に この項目については、継続的に取り組んでいかなけれ 今年度も新型コロナウイルス感染症対策として、補正
取り組む必要がある。特に、スクラップについては内 ばならない事柄である。特に令和３年度は、普通交付 予算の中でも事業を構築し取り組んでいる。今

プ

後、一
部評価段階にお

ラ

いて検討してほしい。

ン

税の一本算定初年度で

N

あり、今後の基準の年

o

度となる 時的な対策な

.

のか、継続して取り組

1

んでいかなければ
こと

-

から、予算編成におい

1

ては重要な年度となる

-

。経 ならない事柄なの

1

かを判断していく必要

中

がある。
営方針におい

間

ても、強く打ち出して

期

いく必要がある。
支部

ま

長
評価

進捗 計画どおり

で

進行 計画どおり進行 計

の

画どおり進行 未設定

１

成

年間の成果と課題

年度
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行

よう記載 単位： 実績
内

政

容を改善していく必要

経

がある。
財政効果額 計

営

画　事業の進捗管理が

改

内部評価帳票（事務事

革

業評価書）から確認で

大

きるよう記載方法など

綱

を含め改善
していく必

ア

要がある。 単位：千円

ク

実績

年度 令和元年度 令

シ

和 2年度 令和 3年

ョ

度 令和 4年度

取組計

ン

画

　指標体系等による

プ

総合計画の進捗管理及

ラ

び評価を基 　指標体系

ン

等による総合計画の進

個

捗管理及び評価に基 　

票

指標体系等による総合

プ

計画の進捗管理及び評

ラ

価に基 　指標体系等に

ン

よる総合計画の進捗管

N

理及び評価に基
づき、

o

施策や事務事業のやり

.

方・やることを改善し

1

、 づき、施策や事務事

-

業のやり方・やること

1

を改善し、 づき、施策

-

や事務事業のやり方・

2

やることを改善し、 づ

基

き、施策や事務事業の

本

やり方・やることを改

方

善し、
政策計画及び実

針

施計画(兼予算)への

４

反映を図る。 政策計画

３

及び実施計画(兼予算

 

)への反映を図る。 政

行

策計画及び実施計画(

政

兼予算)への反映を図

経

る。 政策計画及び実施

営

計画(兼予算)への反

シ

映を図る。
1.アンケ

ス

ート調査の実施 1.ア

テ

ンケート調査の実施 1

ム

.アンケート調査の実

の

施 1.アンケート調査

改

の実施
  11～3月

善

　市政に関するアンケ

取

ート実施・集計  11

組

～3月　市政に関する

項

ｱﾝｹｰﾄ実施・集計

目

・公表  11～1月　

９

市政に関するｱﾝｹｰ

５

ﾄ実施・集計・公表  

 

11～1月　市政に関

行

するｱﾝｹｰﾄ実施・

政

集計・公表
2.事業の

シ

検証・見直し 2.事業

ス

の検証・見直し 2.事

テ

業の検証・見直し 2.

ム

事業の検証・見直し
 

の

  3～4月　実績入

ト

力・評価   3～4月

ー

　実績入力・評価   

タ

3～4月　実績入力・

ル

評価   3～4月　実

シ

績入力・評価
　 5～

ス

6月　事務事業の改善

テ

･重点取組みの検討･

ム

実施 　5～6月　事務

化

事業の改善、重点取組

プ

みの検討・実施 　5～

ラ

6月　事務事業の改善

ン

、重点取組みの検討・

名

実施 　5～6月　事務

総

事業の改善、重点取組

合

みの検討・実施
 10

計

～12月　事業評価の

画

実施計画兼予算要求へ

の

の反映  10～11月

進

　事業評価の実施計画

捗

兼予算要求への反映  

管

10～11月　事業評

理

価の実施計画兼予算要

・

求への反映  10～1

評

1月　事業評価の実施

価

計画兼予算要求への反

所

映
3.実施計画策定方

管

針の作成・ヒアリング

支

の実施等 3.実施計画

部

策定方針の作成・ヒア

総

リングの実施等 3.実

合

施計画策定方針等の作

政

成・ヒアリングの実施

策

等 3.実施計画策定方

部

針等の作成・ヒアリン

所

グの実施等
 　4～9

管

月　見直し検討、計画

課

方針策定要領の決定  

・

 4～9月　見直し検

係

討、計画方針策定要領

政

の決定   4～9月　

策

見直し検討、実施計画

企

方針要領の決定   4

画

～9月　見直し検討、

課

実施計画方針要領の決

　

定
  9～10月　経

企

営方針の決定･職員説

画

明会     10月　

調

経営方針の決定･職員

整

説明会     10月

係

　次年度経営方針の決

関

定･職員説明会    

連

 10月　次年度経営

部

方針の決定･職員説明

署

会
  10～2月　実

基

施計画･予算編成ヒア

本

リング  10～2月　

方

実施計画・予算編成ヒ

針

アリング  10～2月

内

　実施計画・予算編成

容

ヒアリング  10～2

全

月　実施計画・予算編

体

成ヒアリング
4.総合

計

計画SDGs版策定 4

画

.SDGsの推進 4.

　

SDGsの推進 4.S

前

DGsの推進
  6～

期

10月　策定 　職員説

基

明会の実施  職員説明

本

会・通信等による啓発

計

、他団体との連携  職

画

員説明会・通信等によ

期

る啓発、他団体との連

間

携

取組実績

1.アンケ

に

ート調査の実施 1．ア

お

ンケート調査の実施 1

い

.アンケート調査の実

て

施
　11月～3月 市

構

政に関するｱﾝｹｰﾄ

築

実施・集計・公表 　1

し

1月～1月　市政に関

た

するｱﾝｹｰﾄ実施・

総

集計・公表 　11月～

合

1月　市政に関するｱ

計

ﾝｹｰﾄ実施・集計・

画

公表
2.事業の検証・

を

見直し 2.事業の検証

核

・見直し 2.事業の検

と

証・見直し
   3～

し

4月 実績入力・評価

た

  3～4月　実績入

自

力・評価   3～4月

治

　実績入力・評価
　 

体

5～6月 事務事業の

経

改善･重点取組みの検

営

討･実施 　5～6月　

の

事務事業の改善、重点

ト

取組みの検討・実施 　

ー

5～6月　事務事業の

タ

改善、重点取組みの検

ル

討・実施
 10～11

・

月 事業評価の実施計

シ

画兼予算要求への反映

ス

10～11月　事業評

テ

価の実施計画兼予算要

ム

求への反映 10～11

化

月　事業評価の実施計

を

画兼予算要求への反映

更

3.実施計画策定方針

実

の作成・ヒアリングの

施

実施等 3.実施計画策

項

定方針の作成・ヒアリ

目

ングの実施等 3.実施

　

計画策定方針の作成・

　

ヒアリングの実施等
 

　

　4～9月　見直し検

　

討、計画方針策定要領

　

の決定   4～9月　

　

見直し検討、計画方針

　

策定要領の決定   4

　

～9月　見直し検討、

　

計画方針策定要領の決

　

定
  　 10月　経

 

営方針の決定･職員説

令

明会     10月　

和

経営方針の決定･職員

元

説明会     10月

年

　経営方針の決定･職

度

員説明会
　10～1月

　

　実施計画･予算編成

　

ヒアリング  10～2

令

月　実施計画・予算編

和

成ヒアリング     

2

      新規・拡

年

充事業等の３課ヒアリ

度

ング
4.天草市SDG

　

s推進計画策定 　　　

　

　　※市長逝去に伴い

令

、骨格予算での編成  

和

10～1月　実施計画

3

・予算編成ヒアリング

年

　　　
   6～3月

度

　策定 4.SDGsの

　

推進 4.SDGsの推

　

進
　　　　　　※総合

令

計画後期基本計画の変

和

更に伴い 　各事業にS

4

DGsの取り組みを啓

年

発 　10月　環境シン

度

ポジウムの開催(天草

　

高校との合同)
　　　

に

　　　　本年度中の策

推

定へ変更 　1～3月　

進

職員研修の実施（SD

し

Gs通信の発行） 　1

ま

1月　食と農を考える

す

天草フォーラムでの講

。

演
　熊本県SDGs登

ま

録制度などの関係事業

た

の啓発

、「単に行政を運営する」から「経営的な視点を取り入れた経営改革」を展開  
するとともに、持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた観点を取り入れ、限られた経営資源（ 1.アンケート調査の実施　　　必要に応じて　　　→　　　　　 →　　　　　　→
人・物・金・情報）を有効に活用して、行政サービスの効率的・効果的な提供を目指します。 　　　　　　　　　　　　　　　 見直し

 
2.事業の検証・見直し　　　　　　実施　　　　　→　　　　　 →　　　　　　→
 

　指標体系（市政に関するアンケートや各種統計等の現状値データ）を参考に、総合計画の進捗管 3.実施計画策定方針の作成　　必要に応じて　　　→　　　　　 →　　　　　　→
理及び評価を実施することで、事務事業の改善や今後、重点的に取り組むべき事業を精査すること 　・ヒアリングの実施等　　　　 見直し

プランの ができ、総合計画を中心とした行財政運営が図られる。  
目的・効果 4.天草市SDGs推進計画　　　　　計画策定　　　 推進　　　 　 →　　　　　　→　　　　

現状・課題

　これまでの行政評価や事務事業評価などの類似評価については、総合計画を中心とした評価体系
に一元化し進捗管理及び事業評価を実施している。
　なお、評価結果を基に総合政策審議会において令和4年度の目標達成に向けた今後の取り組み等 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
の意見聴取を行うほか、実施計画及び予算編成方針等の検討資料となっている。

数値目標 計画

プランの課題等

　内部評価帳票（政策・施策計画マネジメントシート）を外部評価資料として活用できる
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果

の進捗管理・評価につ

と

いては、計画どおり 　

課

総合計画の進捗管理・

題

評価については、計画

年

どおり 　総合計画の進

度

捗管理・評価について

令

は、計画どおり
内部評

和

価及び総合政策審議会

元

における外部評価を進

年

め 内部評価及び総合政

度

策審議会における外部

令

評価を進め 内部評価及

和

び総合政策審議会にお

 

ける外部評価を進め
る

2

ことができた。今後も

年

総合計画の目標達成に

度

向け、 ることができた

令

。今後も総合計画の目

和

標達成に向け、 ること

 

ができた。今年度は改

3

善として、外部評価資

年

料
取り組んでいく必要

度

がある。 取り組んでい

令

く必要がある。 と内部

和

評価との連動による事

 

務作業の効率化を図っ

4

た
　総合計画を基に総

年

合政策審議会等の意見

度

を反映し、 　SDGs

所

の推進については、各

管

事業でのSDGsの取

課

り組み ほか、実施計画

意

と予算の更なる連動を

見

図るための29事
ＳＤ

　

Ｇｓ推進計画を策定す

各

ることができた。今後

部

は、 を啓発するととも

局

に職員研修として「S

・

DGs通信」の発 業の

部

新規及び拡充事業等を

門

対象に3課（総務課、

に

政策
本計画に基づき「

お

知る、意識する」ため

け

の研修会の開 行を行っ

る

た。しかし、チラシ等

評

へのSDGsゴロの掲

価

載が 企画課、財政課）

、

によるヒアリングを実

検

施した。
催や「ＰＲ」

証

に取り組み、ＳＤＧｓ

（

の推進を図る必要 3課

内

にとどまっている状況

部

であり、SDGsの推

評

進を図る 　SDGsの

価

推進については、天草

）

高校との共催で環境シ

及

がある。 ためには、ま

び

ずは職員の理解度を高

　

める取り組みを行 ンポ

評

ジウムの開催や市民団

価

体での講演など市民へ

、

の啓
　 っていく必要が

検

ある。 発活動を行った

証

が、次年度策定する第

は

3次天草市総合
計画と

計

SDGsの考えを連動

画

させるためにも研修会

ど

等によ
る職員へのSD

お

Gsの理解を高めてい

り

く必要がある。

方向性

進

継続（完了） 継続（完

ん

了） 継続（完了） 未設

で

定

総合計画の進捗管理

お

・評価については、内

り

部評価及び 　総合計画

、

の進捗管理・評価につ

各

いては、内部評価及 総

部

合計画の進捗管理・評

局

価については、内部評

・

価及び
総合政策審議会

部

における外部評価等に

門

よって、一定の び総合

　

政策審議会における外

評

部評価によって、成果

価

を 総合政策審議会にお

、

ける外部評価によって

検

成果をあげ
成果をあげ

証

ていると考える。SD

は

Gｓ推進計画の内容に

計

あげていると考える。

画

ていると考える。SD

ど

Gｓの推進については

お

、市総合計
ついては、

り

総合計画に基づき策定

進

していることから、 　

ん

SDGsについては、

で

総合計画の取り組みが

お

SDGsの推進 画の取

り

り組みの中で、一体と

、

なってSDGｓを推進

各

して
総合計画を管理・

部

評価することにより同

局

様の成果をあ に関与す

・

ることなど、まずは職

部

員への周知・啓発に努

門

いくという作り込みが

総

必要ではないかと考え

合

る。
支部長 げられると

政

考える。 める必要があ

策

る。
評価

方向性 継続（

審

完了） 継続（完了） 継

議

続（完了） 未設定

会における意見（外部評価）を基に、事 で事業の「やり方の改善」に取り組むとともに「やる で事業の「やり方の改善」に取り組むとともに「やる
業における「やり方の改善」へ取り組み、「やる事の ことの改善」を検討した。 ことの改善」を検討した。
改善」の検討を行った。 　これらの評価・意見を踏まえて令和３年度経営方針 　これらの評価・意見を踏まえて令和３年度経営方針
　また、これまでの内部評価及び外部評価会における の策定を行い、計画目標の達成に向けて取り組んでい の策定を行い、計画目標の達成に向けて取り組んでい
意見を踏まえた令和２年度経営方針の策定を行い、今 く。 く。
後、本方針を基に計画達成に向けて取り組んでいく。 　SDGs推進に向けて、チラシ等へ関係するSDGs17の目 　SDGs推進の取り組みの一つとして、8月に環境シン
　「天草市SDGs推進計画」の策定においては、各課等 標アイコンを記載するなど市民への啓発に取り組んで ポジウムの開催（天草高校との共催）を予定していた
における事業毎の該当調査を行い、精査後、審議会等 いるが、まだまだ掲載が少ない状況にある。 が、新型コロナウイルス感染拡大防止に伴い、開催日
の意見を反映させ、策定を進めていく。 を変更し実施する予定としている。

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

概ね計画どおり進行している。 総合計画の進捗管理・評価については、計画どおりに 総合計画の進捗・管理については、

プ

計画どおりに進め
トー

ラ

タルシステム化の概念

ン

も職員間に浸透してき

N

たと 進められている。

o

られている。
考える。

.

SDGｓの啓発には、

1

もう少し工夫が必要で

-

はないか。
「天草市S

1

DGｓ推進計画」の策

-

定についても計画どお

2

りに進行している。
支

中

部長
評価

進捗 計画どお

間

り進行 計画どおり進行

期

未設定 未設定

１年間の

ま

成果と課題

年度 令和元

で

年度 令和 2年度 令和

の

 3年度 令和 4年度

成

所管課意見

　総合計画
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ま

向けた仕組みに取り組む必要がある。
財政効果額 計画　市民からの提案を活用するためにも、職員の資質向上、スキルを磨いていく必要ある。

単位：千円 実績

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

取組計画

ち

各種計画の策定等に伴う市民参画の進め方 各種計画の策定等に伴う市民参画の進め方 各種計画の策定等に伴う市民参画の進め方 各種計画の策定等に伴う市民参画の進め方
　５月　　 当該年度に策定する各種計画の確認 　 

づ

5月　　 当該年度に策定する各種計画の確認   　5月　・該当年度に策定する各種計画の確認   　5月　・該当年度に策定する各種計画の確認
　　　　　 各部署へ市民参画の手法等の周知･確認 　　　　　 各部署

く

へ市民参画の手法等の周知･確認 　　　　 ・各部署へ市民参画の手法等の周知、確認 　　　　 ・各部署へ市民参画の手法等の周知、確認
　10月　　 市民参画にかかる職員説明 　 8月　　 市民参画にかかる新規採

り

用職員説明 　　8月　・市民参画にかかる新規採用職員説明 　　6月　・地区別懇談会の実施（第３次計画策定）
　11月　　 専門部会及び審議会で総合

行

計画との 　10月　　

政

 市民参画にかかる職

経

員周知 　　9月　・市

支

営

民意見募集の実施（第

改

３次計画策定）  6～

革

7月  ・パブリック

大

・コメントの実施
　　

綱

　　　 整合性確認 　

ア

11月　　 専門部会

ク

及び審議会で総合計画

シ

との  　10月　・市

ョ

民参画にかかる職員周

ン

知 　　7月　・パブリ

援

プ

ック・コメントの意見

ラ

を審議
　11～12月

ン

 パブリック・コメン

個

トの実施 　　　　　 

票

整合性確認 　　　　 

プ

・専門部会及び審議会

ラ

で総合計画との 　　8

ン

月　・市民参画にかか

N

る新規採用職員説明
　

o

１月　 　パブリック

課

.

・コメントの意見を審

1

議 　11～12月 パ

-

ブリック・コメントの

2

実施 　　  　　 整

-

合性確認  　10月　

1

・市民参画にかかる職

基

員周知
　１月　 　パ

本

ブリック・コメントの

方

意見を審議 10～12

針

月 ・パブリック・コ

 

４

メントの実施  
　　1

３

月　・パブリック・コ

 

メントの意見を審議 ま

行

ちづくりバンクの運用

政

開始
  
まちづくりバ

経

ンクの制度設計
　市民

営

が能動的に市政に参画

シ

できる仕組みとして「

ス

ま
ちづくりバンク」制

テ

度の構築

取組実績

　5

ま

ム

月14日・15日（専

の

門部会ヒアリング） 　

改

5月11･12日（専

善

門部門ヒアリング） ≪

取

市民参画推進の手引き

組

：周知・啓発≫
　・各

項

種計画の確認 　・各種

目

計画の確認 　5月18

９

･19日（専門部門ﾋ

６

ｱﾘﾝｸﾞ）
　・市民

ち

 

参画の手法等の周知・

行

確認 　・市民参画の手

政

法等の周知・確認 　5

運

月19日（ｲﾝﾄﾗ）

営

　8月27日（新規採

へ

用職員研修会） 　10

の

月2日 　10月6・7

市

日（専門部門ﾋｱﾘﾝ

民

ｸﾞ）
　・市民参画の

参

手引き説明 　・全職員

づ

画

へ「市民参画推進の手

の

引き」の周知 　10月

推

28日（新規採用職員

進

研修）
　10月2日　

プ

実施計画・予算編成説

ラ

明会 　10月6日（専

ン

門部門ヒアリング） ≪

名

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｺﾒ

市

ﾝﾄの実施≫
　・市民

民

参画の手引き説明（資

く

参

料配布） 　・市民参画

画

の手引き説明 　10月

が

4日～11月5日（1

円

計画）　※意見なし
　

滑

11月25日～12月

に

25日 　11月25日

で

～12月25日 　12

き

月24日～1月21日

る

（1計画） ※意見な

仕

し
　・パブリックコメ

り

組

ント実施（5計画） 　

み

・パブリック・コメン

づ

ト実施（3計画） ≪第

く

３次天草市総合計画へ

り

の市民参画≫
　　※計

所

画に対する意見なし 　

管

1月 　ｱﾝｹｰﾄ：1

支

1月実施の市政ｱﾝｹ

部

ｰﾄへ2項目の設問追

総

加
　・パブリック・コ

係
合

メントの意見を審議※

政

2件(3項目) 　市民

策

座談会：11月～12

部

月　10地区（11回

所

）
　ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

管

：新型ｺﾛﾅ感染拡大

課

のため、未実施
≪まち

・

づくりﾊﾞﾝｸの制度

係

設計≫
　意見募集：1

政

2月1日～28日　4

、
策

0件(10の個人・団

企

体)
　意見交換：1月

画

～3月（6回）

課　企画調整係
地

関連部署

基本方針内容

域

全体計画

　限りある経

振

営資源で行政サービス

興

を維持していくため、

部

政策等の立案、実施及

 

び評価の各段階へ 実施

男

項目　　　　　　　　

女

　　　　　　令和元年

共

度　　令和2年度　　

同

令和3年度　　令和4

参

年度
市民の参画を促し

画

共通認識の醸成を図る

課

とともに、市民と行政

 

の特性を活かした適切

地

男

な役割分担の  
もと、

女

市民との協働によるま

共

ちづくりを推進します

同

。 1.市民参画推進の

参

手引きの運用管理　　

画

 運用管理　 　　　

係

→　　　　　 →　　　 　　→
 
2.市民参画に対する職員研修の実施　　　 実施 

域

　　　　　→　　　　 　→　 　　　　→
 
3.市民参画にかかる全庁的な手続き　　評価見直し　　 　実施 　　　　 → 　　　　　→　

　高度化した市民ニーズに対応し、より質の高い行政サービスを提供してい

振

くために、幅広く市民  
の意見を集め、十分に分析し、施策に反映させることで、地域の実情にあった行政運営を行うこと 4.まちづくりバンク　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制度設計　　 運用開始

プ

興

ランの ができます。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
目的・効果

現状・課題

　「市民参画推進の手引き」に基づき市民参画の手続きを実施しており、市民参画について市民と
行政双

部

方の意識を高める必要がある。
　市民の発想したアイデアを「まちづくりバンク」に集約するなど新たな仕組みづくりを構築し、 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 合計
まちづくりや地域活性化のための活動

 

の種の創出を検討していく必要がある。
数値目標 計画

プランの課題等

　パブリック・コメントや各種説明会等の市民参画の手続きについては、各部署で時期が異なって 単位： 実績
いるため、全庁的に統一した手続きの実施に
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果

周知・啓発が不足して

と

いる状況にある。次年

課

度
を図ることができた

題

。 員の意識向上を図っ

年

たことで市民参画の手

度

法が定着し は、新たに

令

取り組む「まちづくり

和

バンク」などを活用
　

元

また、まちづくり支援

年

課において５計画をま

度

とめた てきた。 し、併

令

せて市政への市民参画

和

を図っていく。
パブリ

 

ックコメントを実施す

2

るなどトータルシステ

年

ム 　今後も、「市民参

度

画推進の手引き」を活

令

用し、職員 　・新たに

和

取り組む「まちづくり

 

バンク」において　
化

3

の考えに基づき計画的

年

に実施することができ

度

た。 への意識向上を進

令

め、さらに行政運営へ

和

の市民の参加 　　は、

 

より市民が利用しやす

4

い運営サイト（システ

年

　今後も職員説明等に

度

よる意識向上を進めて

所

いき、パ ・意向の反映

管

に取り組んでいく必要

課

がある。 　　ム）の構

意

築を早急に進め、令和

見

４年度中の運用開
ブリ

「

ックコメントが計画的

市

に実施ができるよう取

民

り組 　　始に向けて取

参

り組んでいく。
んでい

画

く。 　・「パブリック

推

コメント」を実施して

進

いるが、「意
　　見等

の

がない」ことが多く、

手

より市民参画につなが

引

　　るパブリックコメ

き

ントのやり方などへ改

」

善してい
　　く必要が

に

ある。

方向性 継続（完

よ

了） 継続（完了） 継続

る

（完了） 未設定

今後も

新

「市民参画推進の手引

規

き」に基づき、市職員

採

及 高度化した市民ニー

用

ズに対応し、より質の

職

高い行政サ 令和4年度

員

から運用する「まちづ

を

くりバンク」につい
び

対

市民の意識向上の取り

象

組みが必要である。 ー

 

ビスを提供していくた

「

めには、パブリックコ

市

メント ては、新たな市

民

民参画の取り組みとな

参

る。市民提案を
等によ

画

り幅広く市民の意見を

推

集約することが求めら

進

れ どのように市政運営

の

に反映させていくのか

手

、制度設計
る。今後も

引

「市民参画推進の手引

き

き」に基づき、市職 等

」

が重要になる。
員及び

に

市民の意識向上に取り

よ

組む必要がある。
支部

る

長
評価

方向性 継続（完

新

了） 継続（完了） 継続

規

（完了） 未設定

採用職員を対 ・「市民参画推進の手引き」を5月にイントラで全職
とした説明会を8月に実施。 象とした説明会は、新型コロナ関連に伴う研修内容の 員へ周知するとともに、10月に新規採用職員への説明
　今後、10月に実施する実施計画及び予算編成説明会 見直しにより実施できなくなったため、10月の職員周 を行った。
において職員周知を行う他、各課で改定予定の計画に 知に合わせて実施する。 ・本年度策定及び改訂予定の分野別計画においては、
おいては、パブリックコメントを実施するよう進めて 　また、本年度策定・改訂予定の分野別計画は計画ど 部門ヒアリング時にパブリックコメント等を活用した
いる。 おり進めており、11月下旬から実施予定のパブリック 計画策定を依頼。

コメントを踏まえて計画を策定していきたい。 ・第3次天草市総合計画の策定に向け、11月実施の市
政アンケートへの質問項目を追加した他、今後、市政
座談会やワークショップを実施する予定。
・まちづくりバンクの創設に向け、意見募集を実施す
る予定。
　

進捗 計画どおり進行 計画どおり進行 計画どおり進行 未設定

概ね計画どおり進行している。 職員に対しての啓発は計画どおりに進められていると 今後、開催される予定の市政座談会やワークショップ
職員に対する周知とともに、市民参画については市民 思うが、市民参画についての市民への周知・啓発がも 等の課題を踏まえて、まちづくりバンクの創設に向け
に対する啓発も必要と考える。 っと必要と考える。 取り組んでいかなければならない。

支部長
評価

進捗 計画どおり進

プ

行 計画どおり進行 計画

ラ

どおり進行 未設定

１年

ン

間の成果と課題

年度 令

N

和元年度 令和 2年度

o

令和 3年度 令和 4

.

年度

所管課意見

　「市

1

民参画推進の手引き」

-

を活用した職員説明会

2

等 　専門部門ヒアリン

-

グにおいてパブリック

1

・コメント 　職員への

中

市民参画の手法は定着

間

してきているが、市
の

期

開催により行政運営へ

ま

の市民参画における意

で

識向上 等を実施する部

の

署に直接説明するなど

成

市民参画への職 民への
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